
 - 1 -

I 牛の衛生 
                                      
Ⅰ－１ ウイルス性疾病 
 
1. 管内公共牧場入牧牛の牛ウイルス性
下痢・粘膜病防疫対策：北海道留萌家保
山本雅也、向井聡美 
 管内で平成 24～27 年に牛ウイルス性
下痢・粘膜病（本病）持続感染牛（PI 牛）
が増加し、計 17 頭発生。内 14 頭が管内
A 町飼養牛であり、その内母牛の A 町公
共牧場（牧場）入牧期間と胎子の免疫寛
容時期が重なるものが 8 例存在。また入
牧中に本病ウイルス抗体価の有意な上昇
を毎年確認したことから、牧場での本病
流行が PI 牛発生増加の大きな要因と示
唆。これらを基に啓発を行った結果、平
成 28 年度から同町の自衛防疫組織であ
る A 町営農担い手協議会（協議会）が主
体となって PI 牛摘発の取り組みを開始。
協議会が窓口となって入牧前遺伝子検査、
PI牛摘発時の農場同居牛検査及び摘発後
の新生子牛検査を実施。検査費用は協議
会が全額負担。平成 28～29 年にかけ計
2,164頭の検査の内22頭の PI牛を摘発。
家畜生産農場清浄化支援対策事業を利用
して速やかに自衛殺が行われたことで、
これまで管外移動先で摘発されることが
多かった PI 牛の、能動的な摘発・とう汰
が進んだ。 
 
2. tax 遺伝子の変異が疑われた牛白血病
ウイルス検出事例：北海道上川家保 宮
澤和貴、開理奈 

管内一農場で農林水産省の事業を活用
した牛白血病対策を実施。牛白血病ウイ
ルス（BLV）の tax 遺伝子を対象としたリ
アルタイム PCR（tax 法）では飼養牛の多
くが極低値を示すが、水平や垂直感染を
疑う事例を複数確認。低感度の intron 対
象のダイレクト PCR で、tax 法では低値
の個体でも陽性を確認。これらの個体は
比較的多量のプロウイルスを保有すると
推察。また、LTR 領域対象のリアルタイ
ム PCR（LTR 法）では、感染源になりうる
高値を示す個体を多数確認。垂直感染を
疑う母牛は全て高値。tax 法と LTR 法を
比較すると、検出感度に差はないが、定
量結果に相関無し。以上より、当該農場
では tax 法で定量困難な BLV が浸潤と推
察。tax 法のプライマー認識部位は特定
中であるが、本事例では tax 領域の遺伝
子変異が検出状況に影響を与えた可能性
が示唆。正確な検査成績等に基づく牛白
血病対策のためには、複数の検出系を用
いる等、変異に対応した検査が必須。 
 
3. 大規模酪農経営５農場における持続
的な牛白血病対策：青森県十和田家保 

佐藤馨、角田公子 
近年、全国的に牛白血病（以下 EBL）

の発生が急増し管内でも増加傾向。当所
では平成 27 年度に A 系列の 
１農場、平成 28 年度から同系列の 4 農場
を加えモデル農家として EBL 対策を開始。
初乳の低温殺菌、防虫ネット設置、抗体
陽性牛の早期更新や年２回の抗体検査等
を実施。その結果、各農場の抗体陽性率
は 5～35％から 0～8.5％に低下。当初、
系列の経営者は難しい対策を敬遠したが、
管理獣医師や県畜産協会と家保が連携し
て農場を巡回。現場で勉強会を行い、農
場毎に対策をピックアップし提案。巡回
を重ねる過程で農場管理者が意欲的にな
り、ミルカーの専用化等自主的な対策も
考案。EBL 対策の啓発においては農場の
正しい理解が重要。実施可能な対策から
始め、成績のフィードバックで達成感を
積み上げ、農場管理者のモチベーション
を維持することが効果的。今回の取組を
モデルケースとし、今後関係者と一層連
携を深め、地域の農場が持続的な EBL 対
策に取り組めるよう指導していく。 
 
4. 牛コロナウイルス病の発生と防疫対
策についての検討:青森県むつ家保 児玉
能法、齋藤香 

平成 29 年 6 月中旬 10 酪農場が点在す
る一酪農地域で、隣接する A、B 農場の成
牛 9 頭で発熱、下痢が発生。診療獣医師
が伝染病を疑い家保へ通報、家保は立入
検査実施。3、4 日後、同地域の C、D 農
場で 8 頭が続発。病性鑑定の結果、全農
場牛コロナウイルス病と診断。感染拡大
防止のため牛舎内の消毒、発症牛への作
業は最後、牛舎入口に石灰帯設置を指導。
管内酪農家へは早期通報、消毒徹底、農
場内立入制限を指導、集乳車の順路調整、
関係者へ注意喚起。下痢は 6 月末に終息。
発症は気温日較差ストレスが一因、感染
拡大は隣接 A、B 農場の堆肥場・運搬トラ
ック共用、人の往来が原因と推察。通報
時、抗体価が高い農場があり、通報の遅
れがあったと推察。当地域では平成 28 年
に牛 A 群ロタウイルス病が発生したが、
畜主の早期発見、診療、迅速な消毒徹底
で発生は 1 件で終息。感染症への高い意
識が感染拡大防止に肝要と考え、早期対
策を広報、巡回指導で周知。 
 
5. 効率的な牛白血病ウイルス遺伝子検
査方法の検討：青森県青森家保 齋藤豪、
菅原健 
 多検体の牛白血病ウイルス遺伝子検査
を効率的に実施する方法を検討。白血球
と全血各 35 検体を材料とし、カラム抽出
キット（カラム）と加温抽出キット（加
温）で nested PCR 法（nPCR 法）を実施。
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陽性率、作業時間を比較。陽性率と作業
時間は、白血球とカラムで 37.1%、150 分、
全血とカラムで 34.2%、100 分。白血球と
加温で 31.4%、80 分。全血と加温で 31.4%、
30 分。次に白血球とカラムで抽出した 35
検体について、nPCR 法、リアルタイム PCR
法（rPCR 法）、LAMP 法を実施。陽性率、
作業時間を比較。また、感度比較のため
陽性 DNA を 10 倍階段希釈し、検出された
最高希釈倍数を確認。陽性率は、nPCR 法、
rPCR 法で 37.1%、LAMP 法で 34.3%。作業
時間は nPCR 法で 360 分、rPCR 法で 180
分、LAMP 法で 90 分。最高希釈倍数は nPCR
法、rPCR 法で 102倍、LAMP 法で 101倍。
効率を重視する場合、全血と加温で抽出
後に LAMP 法が効率的。感度を重視する場
合、白血球とカラムで抽出後に rPCR 法が
最適。 
 
6. 農業協同組合口蹄疫対応マニュアル
の整備：岩手県中央家保 木﨑あゆみ、
田村貴 

口蹄疫の早期発見とまん延防止対策を
迅速に進めるには農業協同組合（JA）の
協力が必須であり、その内容は多岐に亘
る。これまで当所では研修会により JA の
役割を示してきたが、JA 内部の具体的行
動が整理されていなかった。そこで、平
成 29 年度、県内の約半分を管轄する大規
模 JA をモデルとし、JA が使用する口蹄
疫対応マニュアルを整備した。マニュア
ルでは、JA 本所と各事業所の緊急連絡体
制を確立した上で、JA の対応を次の 4 ケ
ースに分類し、整理した。①JA 職員が口
蹄疫を疑う家畜を発見した時、②患畜決
定後、③制限区域に JA 管内が入る場合、
④国内発生時。理解し易いように配慮し
た点として、県の防疫措置に沿って JA の
対応部分を色分けし、さらに、携帯版を
作成して JA 車両に配備した。マニュアル
完成後、JA職員を対象に研修会を開催し、
理解醸成を図った。今後、他 JA にも同様
のマニュアルを普及させ、口蹄疫防疫体
制の強化を図る。 

 
7. A 町における地域ぐるみの牛ウイルス
性下痢・粘膜病清浄化対策：岩手県中央
家保 多田成克、芋田淳一 
 管内 A 町では、平成 24 年の牛ウイルス
性下痢・粘膜病の発生を契機に、平成 25
年度から 5 年間、当所指導の下、地域ぐ
るみの本病清浄化対策を実施。内容は①
法 5 条検査を活用した全戸のスクリーニ
ング検査、②町内及び町外導入牛検査、
③ワクチン接種啓発、④持続感染（PI）
牛発生農場の清浄化。これらの取組によ
り大規模預託施設 1 戸を含む 10 戸 25 頭
の PI 牛を摘発とう汰し、町内全戸を清浄
化。A 町では取組を継続することから、

ワクチン接種率の向上と検査労力の軽減
等これまでの課題を整理し、協議会で検
討を重ね、来年度以降の計画を作成。内
容は①乳用牛は年２回のバルク乳検査、
肉用繁殖牛は法５条検査を活用したスク
リーニング検査による PI 牛の摘発、②両
畜種の育成牛を対象としたワクチンの全
戸一斉接種、③町外導入牛検査、④新た
な PI 牛が発生した場合の清浄化対策。今
後も A 町の取組支援を継続し、モデルケ
ースとして他地域への普及に努める。 

 
8. 牛ウイルス性下痢・粘膜病に対する防
疫対策：岩手県県北家保 高橋万世、大
山貴行 

管内の本病発生状況は、平成 20～29 年
度 11 件 16 頭と散発的も、発生した生産
者には大きな打撃。当所は国の防疫対策
ガイドライン推進のため、コスト（経済
性）、意識改革（自主性）、地域への広
がり（波及性）を踏まえた支援を実施。
まず、PI 牛の摘発と導入牛検査率を高め
るため地域協議会に働きかけ、平成 28 年
度に未発生農場を対象とする助成事業を
創設し自主検査を誘導。プール検体を用
いることで検査の効率化及びコスト削減。
公共放牧地や大規模農場の衛生プログラ
ム変更を誘導。結果、①自主的検査は 2
ヵ年で 2206 頭、うち事業活用は 553 頭。
新たに 23 戸で清浄性を確認。検査を契機
に、ワクチン接種のべ頭数年々増加。②
県内最大規模の 2 農場では導入牛検査が
徹底され、③地域の軸となる 1 公共放牧
場や 1 預託施設の利用条件として検査や
ワクチン接種を義務化。④生産者や関係
機関自らが BVD 防疫対策の理解に努め相
互に自主的な予防対策を促進中。 
 
9. 管内一酪農場における牛ウイルス性
下痢ウイルス 2 型の流行事例：岩手県県
南家保 澤田徳子、千葉恒樹 
 平成 27 年 10 月、成牛 139 頭（成牛舎）
と哺育育成牛 62 頭（哺育育成舎）の 2 棟
（距離 5ｋｍ）を有し、管理者の異なる
農場で、牛ウイルス性下痢ウイルス
(BVDV)2 型の持続感染(PI)牛 2 頭が発生。
全牛 BVDV 検査に続き、高抗体価成牛産子
の PI 牛検索を行い、続発は認めず。平成
29 年 3 月から BVDV2 型による急性感染の
子牛 8 頭を認め、再度全牛の BVDV 検査を
実施。結果、PI 牛なし。抗体保有率は成
牛群で 54％(GM 値 14)、哺育育成牛群で
96％(GM 値 1,139)。後者のまん延を確認。
対策は全牛のワクチン接種と、新生及び
異常子牛の BVDV 検査。対策により急性感
染 2 頭と PI 子牛 1 頭を確認。背景に、低
抗体価成牛産子の移行抗体低値。本病は、
PI牛のみならず急性感染牛の侵入でも牛
群の低抗体価より牛舎内感染が持続され
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ることが示唆。対策にはワクチン接種と
PI 牛とう汰後 1 年間の新生子牛の全頭検
査等が重要。 
 
10. マルチプレックスリアルタイム
RT-PCR によるパラポックスウイルスと牛
ウイルス性下痢ウイルスの検出：岩手県
中央家保五嶋祐介、八重樫岳司 

口蹄疫の類似疾病である牛丘疹性口炎
及び牛ウイルス性下痢・粘膜病の迅速な
診断のためには、病原ウイルスであるパ
ラポックスウイルス（PPV）及び牛ウイル
ス性下痢ウイルス（BVDV）の遺伝子検査
が有効となるが、それぞれ PCR 及び
RT-PCR を行う必要がある。今回、DNA 及
び RNA のウイルス遺伝子を同時に検出可
能な試薬キットが発売されたことから、
両ウイルスを対象としたマルチプレック
スリアルタイム RT-PCR の確立を試みた。
PPV（野外株）及び BVDV（野外株、Nose
株、KZ91 株）の単独及び混合した検体を
材料とし、既報のプライマー及びプロー
ブを一部変更して用いた。結果、PPV 及
び BVDV の単独及び混合検体ともに良好
な増幅曲線が得られ、両ウイルスともに
10 コピーまで検出可能であった。PCR 及
び RT-PCR を個別に行った場合と比較し
て、費用は同程度、時間は約半分に短縮
された。本法は口蹄疫の類似疾病検査を
迅速かつ簡便にするものと思われた。 
 
11. 大規模肉用牛繁殖農場における地方
病性牛白血病清浄化に向けた 20 年間の
実績：宮城県大河原家保 後藤庸、小寺
文 
 H10 年度に飼養繁殖雌牛 421 頭中、牛
白血病ウイルス抗体陽性 233 頭(55%)と
なった当該農場で、本病の清浄化対策を
開始。高浸潤であったため生産性、経営
状況等に配慮した中長期的対策とし、陽
性牛の部分隔離から開始。農場間伝播の
防止のため陽性子牛は全て肉用出荷に限
定するとともに、繁殖牛は年 1～2 回の抗
体検査を継続し、陰性牛の自家保留、陽
性牛の優先更新等により清浄化推進。さ
らに、H15 年度に系列肥育農場を利用し
陽性牛更新を強化。H21 年度に陽性雌牛
が 137 頭(33%)まで減少し完全隔離飼育
に移行。陽転牛の継続発生が問題となっ
たが、H26 年度に高感度な ELISA 法を導
入した結果、直後に 25 頭が陽転したのを
最後に新たな感染牛は認めない。H28 年
度からは全陽性雌牛について、産子の初
乳非摂取を含む分娩直後分離を実施し、
年 2 回の血中ウイルス遺伝子量及び血液
性状を最終更新計画に活用(12 月末現在
15 頭)。また、本事例の知見を参考に管
内の別農場でも対策を開始。 
 

12. 乳酸脱水素酵素(LDH)及びリアルタ
イム PCR(BLV- CoCoMo-qPCR)による牛白
血病診断法の検討：宮城県仙台家保 高
森広典、松尾賢吾 
 地方病性牛白血病（EBL）はリンパ球の
増多が認められない場合、生前診断に苦
慮。そこで、平成 28～29 年度の EBL 発症
牛 59 頭(白血性 EBL 群 37 頭、非白血性
EBL 群 22 頭)及び非発症牛 69 頭(持続性
リンパ球増多症(PL)群 20 頭、不顕性感染
群 49 頭)について、乳酸脱水素酵素(LDH)
及び牛白血病ウイルスプロウイルス量を
測定、診断マーカーとしての有用性を検
討。結果、LDH では非白血性 EBL 群が PL
群より有意に高値。一方、プロウイルス
量では両群に有意差なし。検査の診断精
度を示す ROC 曲線下面積は、LDH が 0.98
で『高度』、プロウイルス量が 0.82 で『中
等度』と判定。感度・特異度の和の最大
値から LDH の基準値(1,600 U/L)を設定。
過去 15年間の病性鑑定 432症例について
基準値以上の症例は EBL 含むリンパ腫疾
患で 87%(89/102)、リンパ腫以外では
13%(44/330)で確認｡LDH は非白血性 EBL
にも有用な診断マーカーと判明。今後、
現行の診断基準に加えて EBL 診断への積
極的な活用を推進。 
 
13. 乳頭へのヨード剤噴霧で減少した放
牧場での牛乳頭腫:山形県中央家保 水
戸部麻子、古田信道 
 牛乳頭腫発生に苦慮していた Y 公共放
牧場（Y）で、平成 27、28 年に発生状況
調査と予防対策実施。発生状況は、入牧
時既に体表病変とブユ吸血痕と思われる
乳頭の点状出血が散見され、2 か月後か
ら乳頭病変確認。対策は、防虫剤牛体噴
霧による吸血昆虫防除を主体に、28 年は
入牧時から対策強化。体表病変発症率低
下と軽症化を認めるも、乳頭病変発症率
は各年 44.7％、58.8％。これら状況から、
①農場からの牛パピローマウイルス
（BPV）持込②乳頭への防虫剤噴霧困難③
放牧場での防虫剤効果持続性を課題とし
て抽出。吸血昆虫対策の限界と乳頭への
集中対策の必要性を実感。29 年は、前年
100％発症した N 公共放牧場（N）も併せ、
BPV 消毒を目的に、入牧時からヨード剤
の乳頭噴霧追加。結果、乳頭で例年同様
吸血痕は出現するも、発症率は Y で 15.9
％、N で 26.1％と大幅に低下。本症発症
予防には、入牧時からの吸血昆虫対策と
乳頭へのヨード剤噴霧が効果的と考察。 
 
14. 公共放牧場利用組合と取り組む肉用
繁殖牛の地方病性牛白血病（EBL）対策：
山形県置賜家保 関美津子 

公共放牧場を活用し夏山冬里方式で米
沢牛振興を行っている一地域で、平成 26
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年度から放牧場利用組合（組合）と共に
EBL 対策を開始。放牧場は分離放牧によ
り BLV 陰性牛の夏季の避難場所と位置づ
け、各農場での対策も開始。当所は各農
場への個別立入指導を実施する他、研修
会を開催し、対策の効果検証と翌年度に
向け組合の意向を確認。分離放牧の為の
BLV 検査体制は、抗体陰性牛の陽転事例
があった際に見直し。平成 29 年度は
ELISA 法（E 法）により事前検査と入牧直
前検査を実施し、2 度陰性を確認後入牧
したが、7 月下牧牛 2 頭が E 法抗体陽転。
直ちに実施した陰性群 50 頭の全頭検査
では組合の意向により E 法ではなく PCR
法を実施し、更に 4 頭の感染を確認。平
成 30 年度は E法と PCR 法を併用した直前
検査により感染牛の陰性群編入を防ぐ予
定。対策困難な農場がある中、放牧場利
用と地域の要望に応える EBL 対策を両立
し、米沢牛の振興をさらに推進。 
 
15. 一酪農経営後継者に対する牛白血病
対策を中心とした衛生意識向上への取組
み：山形県庄内家保 白鳥孝佳、佐々木
志穂 
 後継者が経営参加する一酪農経営（成
牛約 30 頭飼養）において、平成 27 年に
牛サルモネラ症発生。まん延防止対策と
サルモネラ予防ワクチン接種・抗体検査
による発生予防対策を指導。現在まで清
浄性を維持。これを契機に農場の衛生意
識が向上し、更に牛白血病清浄化への取
組みも開始。平成 27 年、農場の感染状況
を調査（抗体陽性率 39%、越夏後陽転率
25%）。平成 28 年は人為的な感染防止、
媒介昆虫対策、加温初乳給与、ハイリス
ク牛の絞込み実施。越夏後検査では 2 頭
が陽転し、媒介昆虫対策が不十分と推察。
完全な分離飼育が困難なため、実行可能
な対策として、平成 29 年はエプリノメク
チン製剤による重点的な媒介昆虫対策実
施。結果、越夏後の陽転牛は 1 頭に減少。
定期的に巡回指導を行い家族間で課題を
共有、実行可能な対策から牛白血病清浄
化を目指す。管内の酪農経営農場が減少
する中、今後も家畜衛生面の技術的支援
を継続し、後継者の意識向上に取り組む。 
 
16. 牛白血病ウイルスリアルタイム PCR
法の比較検討：山形県中央家保 本田光
平、佐藤遼太 

牛白血病ウイルスリアルタイム PCR（以
下：BLV-qPCR）は地方病性牛白血病対策
の中でも伝播リスクの評価、発症前の診
断補助などで利用されるが、全国的な検
査データの標準化はなされていない。今
回、T 社及び R 社製の二つの検査キット
を用いて、検査機器、材料、DNA 濃度等
について比較。2 種の検査機器を用いた

比較（n=11）では、T 社及び R 社製キッ
ト で 相 関 係 数 は そ れ ぞ れ R=0.993 、
R=0.994。全血及び白血球を材料とした比
較（n=15）ではそれぞれ R=0.872、R=0.94。
BLV-qPCR に供する DNA 濃度の希釈（DNA
原液及び 20ng/µL）による比較（n=12）
ではそれぞれ R=0.917、R=0.974。キット
間の測定値の比較（n=75）で相関係数は
R=0.972 であったが、T 社製キットでは検
出限界以下になる検体を数例確認。検査
材料や DNA 濃度による比較で R 社製キッ
トの相関性が高く、感度も高いため、検
査データの標準化に適している可能性を
示唆。 
 
17. 営農再開農家における牛呼吸器病症
候群（BRDC）発生予防への取り組み：福
島県県北家保 山田高子、三瓶佳代子 
 平成 29 年 2 月、東日本大震災による原
子力災害により、避難指示区域から管内
に経営基盤を移転した黒毛和種繁殖農場
（繁殖牛 34 頭、子牛 24 頭）において子
牛の呼吸器病が頻発。病性鑑定の結果、
PI3、M.bovis、M.bovirhinis、P.multocida
を分離し、BRDC と診断。管理獣医師と連
携して、飼養環境の改善及びワクチン接
種等の BRDC 対策を開始。畜主は対策の必
要性を理解し、カーフハッチの設置及び
消毒、パドックの整備を実施。併せて、
新生子牛全頭に牛呼吸器病 5 種混合生ワ
クチンを 1 ヶ月齢と 4 ヶ月齢で接種。定
期的な農家巡回指導を行うことで、畜主
の飼養衛生管理に対する意識が向上し、
死廃頭数も前年より減少。ワクチンプロ
グラムの検討のため抗体価の測定を実施
したが、明確な抗体価の上昇は認めず。
今後プログラムを見直すとともに、子牛
の栄養状態把握を含め、飼養管理につい
ての指導を継続する。 
 
18. 管内黒毛和牛繁殖農場の牛白血病清
浄化に向けた取り組み：福島県県南家保 
星陽子、白田聡美 
 管内の黒毛和牛繁殖農場において、短
期間に牛白血病(BLV)陽性率の大幅低減
に成功した優良事例を報告する。A 農場
は繁殖雌牛約 30 頭飼養、牛舎は成牛用パ
ドック併設フリーバーン、子牛房、分娩
房で構成。放牧場を活用し BLV 拡大防止
を図っていたが、震災後の放牧中止から
農場内の BLV まん延を懸念。平成 27 年に
全頭検査を実施、陽性率 70.3%(26/37 頭)。
家保の指導のもと、分離飼養、子牛のも
らい乳防止と早期離乳、防虫ネット設置、
計画的淘汰と自家産後継牛確保による早
期更新を開始。平成 28 年の検査で陽性率
55%(22/40 頭)に低減したが、2 頭の陰性
牛が分娩後陽転。分離飼養強化のため分
娩房に可動式ネットを設置、カウハッチ
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を新設し陽性牛産子の早期分離と人工哺
乳を開始。加えて近隣肥育農場へ陽性牛
を相対出荷する流れを構築した結果、清
浄化は加速。平成 29 年、飼養牛 28 頭の
陰性を確認、残る陽性牛 2 頭も年度内出
荷予定。今後は A 農場をモデル農場とし
た成果の波及に努めたい。 
 
19. 同一経営内の牛ウイルス性下痢ウイ
ルス検出による疫学的考察：福島県県北
家保渡邉希幸志、山本伸治 
 平成 29 年 7 月、同一経営の管外 A 農場
で子牛 1 頭(雄、5 ヶ月齢)が牛ウイルス
性下痢ウイルス(以下、BVDV)による持続
感染牛(以下、PI 牛)と診断。同月、生産
元の管内 B農場で 67頭の全頭抗原検査を
実施、PI 疑い牛 1 頭(雌、9 ヶ月齢)を摘
発。妊娠牛との感染を防止するため、自
主的に淘汰。翌月、管内 B 農場と同一経
営の県外 C 農場で全頭抗原検査を実施、
県外家保で 3 頭(雌、16～17 ヶ月齢)を PI
牛として摘発。県外 C 農場摘発の 3 頭は
出生後から平成 28 年 12 月まで（2 頭）、
平成 29 年 4 月まで（1 頭）の期間を管内
B 農場で飼養。管内 B 農場における平成
28 年 6 月に実施した 5 条検査余剰血清に
よる BVDV 抗体価の上昇を確認。疫学的に
考察すると県外 C 農場から移動してきた
導入牛の中に BVDV に感染した胎子及び
子牛が 3 頭存在し、その 3 頭による管内
B 農場の BVDV まん延を推察。家保は、今
後も継続した B農場の BVDV対策として出
生子牛の抗原検査を支援。 

 
20. バルク乳の検査による牛ウイルス性
下痢ウイルス持続感染牛の摘発事例：福
島県県中家保 佐藤敦子 
 平成 29年 2月バルク乳の牛ウイルス性
下痢ウイルス（BVDV）検査において大規
模農場の 1 農場が陽性となり、農場内の
BVDV 持続感染牛(PI 牛)の存在を示唆。当
該農場の飼養牛について PCR 検査を実施
し、1 頭から BVDV1 型を検出。本牛は再
検査前に自主淘汰されたが、導入時の血
清から BVDV を検出し、バルク乳、本牛の
導入時及び全頭検査時の血清から検出さ
れた BVDV が 100％相同であったことから
PI 牛と特定。清浄化対策として、農場の
産子、導入牛について検査し、PI 牛 2 頭、
BVDV 陽性牛 1 頭を摘発。飼養状況、感染
時期から、最初の PI 牛が他の PI 牛の感
染源であると推測。バルク乳による検査
は搾乳牛以外の PI 牛は摘発できないが、
大規模農場の PI牛 1頭でも検出可能であ
り、スクリーニング検査として有効。ま
た、県内の潜在的な PI 牛の存在が示唆さ
れ、今後は積極的な BVDV 対策が必要。 
 
21. 管内繁殖和牛の BLV 抗体保有状況と

清浄化取組事例：茨城県県南家保 會田
裕香 
 管内の繁殖和牛 28 農場由来の成牛 410
頭分の血清で牛白血病（BLV）抗体保有率
を調査した結果，陽性が 147 頭で農場内
抗体保有率は 36%。今後 BLV 対策に取り
組む A～C 農場について母牛と同居して
いる子牛の血中ウイルス量を測定。A 農
場では BLV 抗体陽性母牛の子牛から遺伝
子を検出。B 農場では母牛の BLV 抗体保
有状況に係らず遺伝子は不検出。早期離
乳を実施している C 農場も遺伝子は不検
出。これらの結果から，母牛の抗体が陽
性であっても，感染母牛のウイルス量の
把握や早期離乳等の対策によって，母子
感染防止の可能性を示唆。 
平成 26 年から清浄化対策を実施してい
る 1 農場は，平成 29 年に陽転率が上昇。
除角時の出血や，陽性牛との混飼など，
飼養管理不備が明確であったので対策の
再徹底を指導。外部導入牛についても随
時検査を行い，清浄化を目指す。 
今回の調査結果より，BLV 対策は各自の
飼養管理状況を考慮して農場ごとに検討
することが重要。 

 
22. 管内牛ウイルス性下痢・粘膜病サー
ベイランスにおける持続感染牛摘発事例
：茨城県県西家保 柏井美穂 高橋覚志 
 管内 66 農場において､クーラーステー
ションバルク乳を用いた BVDV 特異遺伝
子及び BVDV 抗体のサーベイランスを実
施。PI 牛の存在が疑われる農場において
は農場の全頭検査を実施。その結果､3 農
場で 5 頭の PI 牛を摘発。PI 牛摘発農場
では追跡調査を実施し、1 農場で PI 牛 1
頭を摘発。PI 牛摘発が続いた 1 農場に対
し､PI 牛摘発前後の牛群の抗体検出状況
と PI牛摘発直後と 2か月経過した農場バ
ルク乳と個体別乳汁について抗体検出状
況を調査。その結果、PI 牛摘発前後で牛
群の抗体保有率とエライザ値の中央値の
上昇を確認。乳汁中の抗体検出状況は、
PI 牛摘発直後から 2 か月経過後､抗体検
出率の上昇が見られたがエライザ値は中
央値の低下を確認。エライザ値の低下は､
農場内で新たな BVDV 感染がないことを
示唆。本調査では遺伝子検査と抗体検査
を併用することで搾乳牛以外の PI 牛の
早期摘発が実証。今後も年 1 回のバルク
乳サーベイランスを実施し本病のまん延
防止を図る。 
 
23. 牛ウイルス性下痢ウイルスサーベイ
ランスによる持続感染牛の摘発状況：茨
城県県北家保 赤上正貴、都筑智子 
 県内酪農場における牛ウイルス性下痢
ウイルス（BVDV）持続感染（PI）牛摘発
のため、バルク乳を活用した摘発検査を
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検討。PI 牛の乳汁を 1,600 倍希釈しても
BVDV 遺伝子が検出でき、遺伝子検査では
集乳車合乳のスクリーニング検査により
検体数の省力化が可能。BVDV ワクチン接
種牛の経時的な調査では乳汁から ELISA
抗体を検出することは稀で、バルク乳抗
体検査では BVDV 野外抗体を検出するこ
とを確認。県内 2 か所の CS で 79 コース
分の集乳車合乳を採取し遺伝子検出を実
施したところ、5 コースで遺伝子陽性。
これらのコースに含まれる 18戸中 3戸が
遺伝子陽性で 3戸から経産 PI 牛 3 頭と育
成 PI 牛 1 頭を摘発とう汰。また、348 戸
のバルク乳を採取し、ELISA 抗体検査を
実施したところ、10 戸で抗体陽性。これ
らのうち 1戸から育成 PI 牛 3 頭を摘発と
う汰。バルク乳抗体検査により未経産 PI
牛を摘発でき、遺伝子検査と併用するこ
とで PI 牛の摘発精度が向上。 
 
24. 牛ウイルス性下痢ウイルス持続感染
牛における免疫組織化学的検査の検討：
茨城県県北家保 矢口裕司、赤上正貴 

PI 牛の診断に活用するため、ホルマリ
ン固定材料における BVDV 免疫染色を検
討。BVDV を接種した MDBK-SY 細胞をセル
ブロックにした陽性対照を用い 9 種の
BVDV の一次抗体について条件検討した結
果、46/1（北海道大学より分与）の抗体
で染色性が良好。その抗体を用いて、PI
牛 31 頭、急性感染牛 2 頭及び BVDV 陰性
牛 10 頭のホルマリン固定耳介皮膚につ
いて、pH9.0 の緩衝液を用いた熱処理に
よる抗原賦活化を行い、ポリマー法で免
疫染色を実施。その結果、PI 牛は全頭陽
性を示し、陽性反応は表皮及び毛根で多
数認める。急性感染牛及び BVDV 陰性牛は
全て陰性。免疫染色結果の妥当性評価の
ため実施した in situ hybridization で
は、PI 牛は全て陽性、陽性箇所の局在は
免疫染色結果と一致。46/1 の抗体を用い
た BVDV 免疫染色は、PI 牛のホルマリン
固定耳介皮膚の BVDV 抗原を確実に検出。
BVDV 免疫染色は PI 牛のみ陽性を示すこ
とから、PI 牛の摘発に有用。 
 
25. 茨城県の黒毛和種における地方病性
牛白血病清浄化に向けた具体的戦略：茨
城県県北家保 大矢祥子、都筑智子 
 管内 48戸 653頭の繁殖和牛の牛白血病
ウイルス（BLV）浸潤状況を調査。BLV 抗
体陽性率は農場ベース 71％、頭数ベース
61％。一方，10ngDNA 当たりの BLV プロ
ウイルス量で分類した当所独自の感染リ
スク分類では、400copies 以上の BLV プ
ロウイルス保有の高リスク 10％、100-400 
copies の中リスク 22％、20-100 copies
の低リスク 10％、20 copies 以下及び抗
体陰性の無視できるリスク 58％と、全て

の BLV 抗体陽性牛が高い感染リスクとな
らないことが判明。本 BLV 感染リスク分
類により、同居牛に BLV 感染をさせるリ
スクが高い牛を把握し、優先的に対策を
とることで、清浄化対策を効果的に進め
ることが可能。また、牛個体ごとの BLV
感染リスク分類の作成に加え、農場ごと
のステータスを設定し、BLV 浸潤状況の
「見える化」を検討。平成 30 年度から開
始する BLV 定期検査に向けて、BLV 清浄
化への第一歩として、高リスクにターゲ
ットを絞り、早期出荷による垂直感染率
低減を図るとともに、オーダーメイドの
水平感染対策を実施し、「和牛子牛の出
荷時 BLV 抗体陰性」を目指す。 
 
26. 黒毛和種における牛白血病ウイルス
感染牛のリンパ球増多閾値：茨城県県北
家保赤上正貴、大谷芳子 
 牛白血病ウイルス（BLV）感染牛の一部
ではリンパ球増多（PL）が認められるが、
黒毛和種でもホルスタイン種の基準によ
り区分。そこで黒毛和種における牛白血
病ウイルス BLV感染牛に認められる PL閾
値を検討。繁殖牛及びその産子 40 戸 716
頭の EDTA 血及び血清を採取。ELISA によ
る抗体検査を実施し、452頭が抗体陽性。
また、リンパ球数測定及びリアルタイム
PCR による BLV 遺伝子量の測定を実施。
リンパ球数は BLV 感染牛の方が有意に高
値を示し、年齢毎でも 10 歳を除き BLV 感
染牛の方が有意に高値。ROC 曲線による
BLV 感染牛と悲感染牛の PL カットオフ値
（PL 閾値）は、0-1 歳は 6、300/μℓ 、
1-2歳は 5、900/μℓ 、2-3歳は 5、500/μℓ 、
3-6 歳は 4、500/μℓ 、6-11 歳は 4、
300/μℓ 、11 歳以上では 3、700/μℓ と
推定。BLV 遺伝子量が 100copies/10ngDNA
以上の感染リスクが高い牛を PL と判定
する割合は EC の鍵の 41％に対し PL 閾値
では 73％に向上。 

   
27. 黒毛和種の牛白血病発症抵抗性遺伝
子保有状況と清浄化対策：茨城県県北家
保 高安真理子、都筑智子 
 牛主要組織適合抗原（BoLA）-DRB3 遺
伝子多型の一つである BoLA-DRB3*0902
（抵抗性遺伝子）保有牛は、牛白血病の
プロウイルスが増殖することなく、感染
源にならない。平成 28 年から平成 29 年
に採材した繁殖和牛牛白血病検査対象全
体の抵抗性遺伝子保有牛（抵抗性牛）の
検索、抵抗性牛飼養農場調査、抵抗性牛
を活用した対策を実施。抵抗性遺伝子保
有率は、戸数ベース 18%（20/111 戸）、
頭数ベース 3%（36/1427 頭）。抵抗性牛
の抗体陽性率 57%、プロウイルス量 0～
0.4copies/10ngDNA、平均年齢 9 歳、血縁
関係 6 戸 7 組を確認。抵抗性牛を飼養す
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る農場の無視できるリスクの頭数（U 検
定、p=0.0106）と、低リスクの頭数（U
検定、p=0.0119）が有意に多く、抵抗性
牛の飼養の有無が、無視できるリスクの
割合が高いことに有意に関連（ロジステ
ィック回帰分析、p=0.0166）。2 農場で
抵抗性牛を防壁として活用し、夏季陽転
を防ぐことができた。 
 
28. 公共牧場の牛白血病対策の課題と取
組：栃木県県北家保 後藤実紀、塩生光
男 

平成 28 年 4 月、管内 A 牧場の周年預託
牛全頭検査で 166 頭中 20 頭（12.0％）の
牛白血病（EBL）抗体陽性牛（陽性牛）を
確認。牧場内感染の可能性が示唆され、
原因究明とまん延防止対策を実施。対策
として入牧後と収牧時の全頭検査及び途
中入牧牛の抗体検査を実施し、陽性牛の
下牧を指導。結果、平成 29 年 4 月の周年
預託牛全頭検査で陽性牛は 165 頭中 2 頭
（1.2％）と陽性率が大幅に低下。入牧後
の抗体陽転の要因として、入牧前検査時
には抗体価が上昇していない感染牛や検
査から入牧までの間に感染した可能性。
EBL 陽性農場で入牧前検査から入牧まで
の期間が 120 日程度と長い農場では、入
牧前検査後の感染の可能性。今回の結果
から、入牧後の頻回検査は、牧場内での
EBL 感染拡大防止に有効と考察。今後も
入牧後の検査の継続と、農場及び牧場に
対する EBL 感染防止対策の啓発指導を行
い、牧場内のまん延防止に努めたい。 

 
29. 牛白血病ウイルス遺伝子検査におけ
る DNA 抽出法の比較検証：栃木県県央家
保 大竹祥紘、米山州二 

牛白血病ウイルスの遺伝子検査の簡便
化を図るため、DNA 抽出法に着目して各
手法を比較。乳牛 12 頭(感染牛 9 頭)の全
血及び末梢血単核球(PBMC)から、市販キ
ットによるカラム法、磁性粒子(MB)法及
び凝集分配法で DNA を抽出。更に、市販
キットを要しない PBMC のアルカリ熱抽
出、当所で考案したバフィーコート熱処
理抽出(BHE)を試行。各抽出物について定
性及び定量 PCR を実施し、当所の常法で
ある PBMC からのカラム法抽出物と成績
を比較。その結果、BHE 法は常法と比較
して処理時間が約 50 分短縮され、定性
PCR で同等の感度を示し、コスト面も優
れるため、定性的なスクリーニング検査
に有用。全血からの抽出では MB 法が優れ、
常法に準じた DNA 収量と同等の定量値を
示し、定量 PCR にも適した手法。定量 PCR
では各手法で同一検体の定量値が変動し、
検査機関ごとの手法統一を推奨。以上か
ら、目的に応じた手法を選択することで、
遺伝子検査の簡便化が可能。 

 
30. ホルスタイン種子牛で認められたパ
ラポックスウイルス感染症：栃木県県北
家保加藤貴誉湖、谷本朱紀 
 2 農場で、異なる病態を示したパラポ
ックスウイルス（PPV）感染症を確認、2
例とも稀な症例。症例①は 4 か月齢雌牛、
食欲不振、肺音粗励を呈し死亡。剖検で
口唇と口蓋に丘疹、肺の肝変化、組織所
見で丘疹部粘膜の有棘細胞に好酸性細胞
質内封入体を伴う風船様変性と線維素性
壊死性化膿性胸膜肺炎を確認。病原検索
で口唇から牛丘疹性口炎ウイルス、口蓋
から偽牛痘ウイルス（PCPV）、肺から
Histophilus somni を検出。症例②は 2
か月齢雄牛、下痢、発熱を呈し死亡。剖
検で口腔内から食道にかけて丘疹と潰瘍、
前胃に白色偽膜が付着した丘疹性病変、
肺の肝変化と横隔膜への癒着、組織所見
で粘膜病変部の有棘細胞に好酸性細胞質
内封入体を伴う風船様変性と壊死性化膿
性気管支肺炎を確認。病原検索で肺から
Mannheimia haemolytica、舌と第三胃か
ら PCPV を検出。症例①は口腔内で 2 種の
PPV を検出、症例②は PCPV による粘膜病
変を広範囲に認めた。 
 
31. 県外導入牛の牛ウイルス性下痢・粘
膜病と管内一地域の衛生対策への取り組
み：群馬県西部家保 中原真琴 

肉用牛繁殖 A 農家において食欲廃絶を
呈した黒毛和種妊娠牛の病性鑑定を実施。
当該牛から牛ウイルス性下痢ウイルス
（BVDV）が分離され、腸管の組織病変か
ら牛ウイルス性下痢・粘膜病（BVD-MD）
と診断。当該牛は県外 B 農家から県内家
畜市場経由で導入されていたため、主務
課を通じ当該県へ情報提供。B 農家の管
轄家保が保存血清を用いて BVDV 検査を
実施したところ、当該牛のみ陽性。これ
までに当該家畜市場経由で B 農家から県
内に導入された 5 頭とその産子は全頭陰
性。A 農家では飼養牛全頭の陰性を確認
し、今後、分娩子牛の検査を実施。今回
の家畜市場導入牛の BVD-MD 発生を受け、
県は導入牛についてヨーネ病に加え、
BVDV 及び牛白血病の検査を実施するよう
購買者に指導。家畜市場を利用する管内
K 地域の肉用牛繁殖農家を対象に、衛生
対策を中心とした BVD-MD に関する研修
会を開催。今後、K 地域では家畜市場へ
の出荷牛、導入牛の BVDV 検査及び各農家
の清浄性確認検査を実施予定。 

 
32. 酪農場における地方病性牛白血病清
浄化への取り組み：群馬県利根沼田家保 
藤原宏昇 

成牛約 80 頭を繋ぎ(TS)およびフリー
バーン牛舎(FB)で飼養する A 農場は平成



 - 8 -

27 年度から地方病性牛白血病(EBL)の対
策を開始。預託牛、導入牛の全頭検査と
定期的な抗体検査等を行い、陽性牛の淘
汰による対策を実施。平成 28 年 1 月の全
頭検査後、初乳加温器を導入。吸血昆虫
が活発化する夏期の前に、殺虫用イヤー
タッグの装着、外部寄生虫駆除剤の塗布
および殺虫剤の舎内散布を実施。平成 28
年 10 月の検査結果で、越夏時 13 頭の陽
転を確認。陽転牛の多くは期間中 FB での
飼養歴があったため、平成 29 年 6 月、FB
周囲に防虫ネットを設置し、吸血昆虫対
策を強化。また、TS では牛の並び替えを
実施し、陽性牛を集約。平成 29 年度越夏
時の陽転牛は認められず。A 農場は同地
域の 2 農場と共に EBL 対策を実施。複数
農場で取り組むことで、情報交換が行わ
れ、清浄化への意欲の持続と地域の EBL
に対する意識向上に寄与。 
 
33. 陰性率を倍増させた牛白血病抵抗性
牛による清浄化対策：埼玉県熊谷家保 
山中梨沙、御村宗人 
 管内 A 及び B の 2 酪農家において、昨
年から理化学研究所と共同で牛白血病清
浄 化 対 策 を 実 施 。 検 査 に は 、
BLV-CoCoMo-qPCR 法、牛白血病感受性又
は抵抗性遺伝子解析及び ELISA 抗体検査
を用いた。平成 28 年 5 月には陰性牛 A20
頭 24.1％、B8 頭 13.8％、抵抗性牛 A12
頭 14.5％、B8 頭 13.8％、感受性牛 A7 頭
8.4％、B14 頭 24.1％、感染牛 A44 頭 53.0
％、B28 頭 48.3％。この検査以降、両農
家とも牛白血病ガイドラインに基づく対
策に加え、抵抗性牛を陰性牛と陽性牛の
間に配置する対策を実施。その結果、平
成 29 年 10 月には陰性牛 A41 頭 50.0％、
B23 頭 37.7％、抵抗性牛 A9 頭 11.0％、
B6 頭 9.8％、感受性牛 A8 頭 9.8％、B8 頭
13.1％、感染牛 A24 頭 29.3％、B24 頭 39.3
％と両農家とも清浄化が大きく進展。抵
抗性牛による対策は水平感染防止とモチ
ベーションの向上による通常の 2～3 倍
の淘汰頭数及び初乳対策の徹底につなが
った。今後も畜主と連携し清浄化達成に
向けて指導を継続する。 
 
34. 牛白血病対策に向けたサシバエ発生
状況調査：埼玉県中央家保 木平麻菜、
深谷祐加子 
 管内 2 酪農家（A 農場、B 農場）で牛白
血病ウイルス(BLV)の感染対策として、サ
シバエの発生状況を調査し、効果的なサ
シバエ対策を検討。サシバエ発生状況調
査は、飛行ルートを確認後、捕獲装置を
設置し、計数。また、捕獲したサシバエ
を畜主に提示し、見える化により対策の
必要性を意識づけた。平成 28 年度、A 農
場の調査では、サシバエ捕獲数は 7 月上

旬と 9 月上旬に二峰性のピークを確認。
農場内の幼虫の発生箇所を特定。平成 29
年度、A 及び B 農場ではサシバエ発生の 1
峰目を確認後、幼虫の発生箇所に IGR 剤
を散布。この結果 2 峰目は、過去の調査
結果と比べて低い傾向。対策後 BLV 検査
では、A 農場では陽転牛 4 頭を確認、B 農
場では陽転牛なく、サシバエ対策の効果
が示唆。今後は、希望する他の農場へ本
対策を推進予定。 
 
35. 肥育牛にみられた散発性牛白血病の
一症例：埼玉県熊谷家保 増田杏菜、御
村宗人 
 肉牛肥育農場で 15 か月齢の黒毛和種 1
頭が削痩、起立不能を呈し、直腸検査時
に腹腔内腫瘤を確認したため病性鑑定を
実施。血液検査にて白血球数の上昇が認
められ、ウイルス学的検査で BLV 特異遺
伝子を検出。剖検では重度脾腫並びに下
顎、肺門及び腸間膜リンパ節の腫脹及び
割面の白色化を認めた。病理組織学的検
査では脾臓及び下顎リンパ節の濾胞構造
の消失、肝臓、胸腺、腸間膜リンパ節及
び下顎リンパ節などにリンパ球様腫瘍細
胞の浸潤を認めた。免疫組織化学的検査
では腫瘍細胞の浸潤を認めた下顎リンパ
節及び胸腺の腫瘤の腫瘍細胞が CD3 陽性
及び CD20 陰性を示し、T 細胞由来と確認。
よって、本症例を散発性牛白血病(SBL)
と診断。伝染病である地方病性牛白血病
(EBL)と SBL では家保が農家にとるべき
対応が大きく異なるため EBL と SBL の鑑
別は重要。今後は牛白血病という総称で
はなく、EBL と SBL に分けた届出報告に
より発生の実態を把握するなどの対応が
望まれる。 
 
36. 県内の牛 RS ウイルス野外株の遺伝子
及び抗原性解析：埼玉県中央家保 宮下
知世 
 県内で平成 24～29 年に 11 農場（A～K
農場）で検出された牛 RS ウイルス野外株
11 株（A～K 株）の遺伝子解析を実施。ま
た、県内野外株へのワクチン有効性確認
のため、11 株の抗原決定基アミノ酸配列
を NMK7 株と比較。さらに、分離株 1 株（K
分離株）と NMK7 株を用いて中和試験を実
施し抗原性を比較。遺伝子解析では全て
の野外株がサブグループⅢに分類。11 株
間の相同性は 95.6～100％。アミノ酸配
列解析では A 株で 158 番目にリシンの挿
入。アミノ酸の挿入による抗原性への影
響は不明で、今後調査が必要。B 株では
208 番目、C～K 株では 206・208 番目のア
ミノ酸に NMK7 株と差異あり。これら 10
株間はアミノ酸配列にほぼ差は認められ
なかったことから、抗原性に差はないと
推察。また、10 株とも抗原決定基の立体
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構造に重要な 4 つのシステインを保存。
中和試験では K分離株と NMK7株の中和抗
体価に有意差はなし。以上から、現行ワ
クチンは県内野外株に有効と推察。 
 
37. 管内公共牧場の牛ウイルス性下痢・
粘膜病対策の取組：千葉県中央家保 猪
熊道仁 坂元依子 
 牛ウイルス性下痢・粘膜病(BVD-MD)の
感染拡大要因となることを防止するため、
管内公共牧場における BVD-MD 対策を実
施。既に実施している入牧前と繁殖開始
約 1 ヶ月前のワクチン接種に加え、新た
に①受託牛の全頭検査による牧場内の清
浄性の確認、②新規受託牛の預託条件に
BVD-MD 陰性を追加することによる牧場へ
の侵入防止、③それらを行うに当たって
の関係機関担当者会議を開催し詳細につ
いて協議。また④県内 7 地域で農家等を
対象とした説明会を開催。受託牛の全頭
検査では 285 頭中 3 頭の持続感染牛(PI
牛)を摘発し、畜主の了解の上とう汰。同
居受託牛の飼養農家へは検査結果及び退
牧後の産子の検査について通知。同居受
託牛産子の検査は随時実施中。今回の取
組により、既に対策を実施している公共
牧場を含め県内全ての公共牧場の清浄性
が確保され、公共牧場を介した BVD-MD の
まん延防止体制が確立。 
 
38. 管内の牛ウイルス性下痢・粘膜病清
浄化対策の取組み：千葉県東部家保 不
破友介、平野亨 
 導入肥育子牛の事故等を契機に数年前
より大規模肉牛農場での定期的な牛ウイ
ルス性下痢・粘膜病（BVD-MD）検査を実
施。また、肥育子牛を生産する酪農家で
の対策も必須となり、県下一斉に希望農
家を対象としたバルク乳検査を開始し、
管内では 90%以上の農家が受検。このよ
うな状況の中、酪農・肉牛生産者を対象
に BVD-MD 対策説明会を開催し、対策の必
要性を周知。その結果、この 2 年間で 7052
頭中 23 頭の持続感染牛（PI 牛）を摘発
・淘汰。さらに、PI 牛の摘発が牛群の疾
病低減に貢献した事例やフリーバーン農
場での PI 牛続発事例等に遭遇し、改めて
BVD-MD 対策の必要性や本病の脅威を認識。
管内の清浄化に向けて、預託・導入・出
荷牛検査及びワクチン接種の推進に加え、
未受検農家でのバルク乳検査等を積極的
に行うとともに、検査数が増加している
導入肥育子牛の効率的な検査体制として
家畜市場で実施する方法を検討中。 
 
39. 管内一酪農家における牛ウイルス性
下痢ウイルス持続感染牛摘発と生産性へ
の影響：千葉県南部家保 杉本卓翔、藤
野晴彦 

管内酪農家において、平成 29 年 1 月の
全頭検査とその後の出生子牛の検査によ
り牛ウイルス性下痢ウイルス持続感染牛
（PI 牛）を 7 頭摘発。摘発牛とその母牛
の移動歴を調査した結果、母牛は平成 27
年の県外預託先でウイルスに感染、下牧
後に農場内で PI 牛を出産したことが判
明。畜主への聞き取り調査では、過去数
年間に呼吸器病の蔓延、流死産の増加等
により経営が悪化していたという稟告が
あったことから、PI 牛摘発とう汰前後の
牛群の生産性について比較検証。その結
果、病死・流産頭数の増加、乳量の減少
等、PI 牛が生産性に大きな影響を与えて
いたことが判明。本農場における損失額
は、１年で約 1,086 万円。牛 1 頭あたり
年間約 9 万円であったという試算結果が
得られた。本結果により、PI 牛による疾
病蔓延のリスクのみならず、牛群に与え
る経済損失を具体的に例示することで、
対策未実施の農場への啓発へとつなげた
い。 
 
40. EBL 清浄化対策の取組み：千葉県南
部家保 篠崎康雄 

管内 3 農場（A、B 及び C）において EBL
清浄化対策を実施した。各農場において
BLV 検査を実施し、結果を基に陰性牛の
分離飼養、防虫ネットの設置、陽性牛の
優先淘汰、加温初乳または初乳製剤の給
与等の対策を行った。農場 A、B では、
陰性牛のみを分離飼養した牛舎にはネ
ットを設置せず、陽性牛と陰性牛を混合
飼養した牛舎でネットを設置した。農場
C では成牛の陽性率が極めて高かったた
め、育成牛舎（混合飼養）に絞りネット
設置対策を講じた。3 農場共 6mm 目の防
虫ネットを牛舎周囲の軒から地面まで
設置し、出入口部分をカーテン式に工夫
した。対策の結果、今年夏後の陽転率は
農場 A、B では 0%、C では 5.6%(1/18)で
あった。また陽性率は対策前と比較し、
農場 A(40.7%→18.2%)、B(36.7%→27.8%)、
C 育成牛舎(100%→25%)と大きく低下し、
本対策法が EBL 対策に効果的であること
が示された。また農場 B の陰性牛舎は混
合飼養牛舎の隣であったが陽転はなく、
4m 程度の分離でも効果があることが示
唆された。 
 
41. 牛伝染性鼻気管炎(IBR)が発生した
管内 3 酪農家の比較と対策：千葉県南部
家保今関智恵、平畠淳 
 平成 29 年 5～9 月に管内で牛伝染性鼻
気管炎(IBR)が 7 例発生。食欲不振、発熱、
発咳等を呈し、発症牛鼻腔スワブの PCR
で牛ヘルペスウイルス 1 型遺伝子を検出
し IBR と診断。うち 3 酪農家 A（成牛約
10 頭・ワクチン未接種）、B（成牛約 40
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頭・ワクチン接種）、C（成牛約 40 頭・
ワクチン接種）において情報収集し、発
症率、治療期間、出荷乳量変動、損失額
等を比較。出荷乳量の低下は全農場に見
られたが、A では他 2 農場と比較して、
発症率、出荷乳量減少割合、平均治療回
数が大きく、成牛 1 頭当たりの損失は 1
万円以上増加。以上よりワクチン接種に
よって、一定の発症防止効果が見込め、
発生時にも被害が小さくなる傾向がある
ことが判明。まん延防止対策は、飼養衛
生管理基準遵守、地域酪農組合員同士の
情報共有を促すとともに、診療獣医師と
の情報交換を実施。今後は適切な飼養管
理および定期的なワクチン接種が必要。 
 
42. アンケートを活用した地方病性牛白
血病（EBL）対策：東京都家保 竹内美穂、
寺﨑敏明 

都内酪農家を対象に牛白血病ウイルス
（BLV）感染リスクの分析、効果的な清浄
化対策の策定と清浄化に積極的な農家を
重点指導する目的から、アンケート調査
を実施。32 農家から得られた回答をもと
に問題点の把握、回答項目と農家の BLV
抗体陽性率、２年間の抗体陽転率につい
て統計解析を実施。調査の結果、１頭毎
の注射針の交換や直検手袋の交換は遵守
される一方で、搾乳等日常作業を非感染
牛より実施する農家は少数。統計解析か
ら、発症牛確認農家は未確認農家に比べ
抗体陽性率が有意に高い。アブ・サシバ
エの発生がある農家や持続性リンパ球増
多症牛（PL 牛）がいる農家はそれぞれな
い・いない農家に比べ抗体陽転率が有意
に高い。重点指導実施の３戸では、アブ
の発生及び複数頭の PL 牛を確認、陽転率
も 16.7 から 100％と高値。清浄化第一段
階として PL 牛淘汰、作業動線に配慮した
牛の並び替え及び吸血昆虫対策により陽
転率を 10％以下に抑えるため、複数回の
重点指導を実施。今後、本調査結果を資
料にまとめ対策指導を実施予定。 
 
43. 管内酪農場の牛白血病清浄化対策の
取り組み：神奈川県県央家保 大屋祥子、
和泉屋公一 
 牛白血病ウイルス（BLV）全頭抗体検査
（全頭検査）を継続的に実施している管
内酪農場 6 戸で各農場の状況に合わせて
対策を実施しているが、効果に差が見ら
れた 2 戸を比較検討。対策効果が認めら
れた農場は初乳対策、吸血昆虫対策、分
離飼育、育成預託等の対策を実施してお
り、全頭検査開始時の陽性率が 23.8%と
低く、陽性牛の淘汰更新を順調に進めら
れた結果、今年度陽性率 0%を達成。対策
効果が認められにくかった農場は初乳対
策、吸血昆虫対策を実施しているが、そ

れ以外を実施できていない。また、開始
時陽性率が 59.3%と高かったため陽性牛
の淘汰更新は進まず、陽性率の顕著な低
下は認められなかった。今後は各農場で
実施している対策の他に新たな対策を実
施できるよう検討し、陽性率の高い農場
は陰性牛の抗体検査に加え、陽性牛の白
血球数を計測し、持続性リンパ球増多症
等の発症リスクが高い牛から優先的に淘
汰更新するよう指導する等の効果的な対
策に取り組む。 
 
44. 分離放牧を活用した公共放牧場の牛
白血病対策に向けた取組：新潟県上越家
保 大勝裕子、後藤靖行    

当該放牧場は管内農場の 75%が育成・
繁殖に利用。一方で牛白血病ウイルス
（BLV）陽性牛と陰性牛が混在し、放牧中
の陽転率は毎年 50%前後と高く、地域に
BLV が広がる要因。放牧頭数の確保には
陽性牛と陰性牛の両方の受入れが必要な
ため、対策には分離放牧が必須と判断。
放牧場利用組合（JA、生産者、家畜診療
所、普及指導センター等）に働きかけ、
分離放牧による BLV 対策に取組む体制を
構築。H29 年より BLV 陰性種雄牛の導入、
牧区分け及び作業手順の見直し徹底、種
雄牛 2 頭体制化による分離放牧を開始。
効果検証のため抗体検査を月 1 回実施。
結果、H29 年度の陽転率は 5.6%（3/53 頭）、
例年の 1/10 まで低下。陽転牛 3 頭は検査
成績等から上牧前の感染と推察され、放
牧場における感染はなかったと判断。ま
た、今回の取組により関係者の BLV 知識
が向上し、農場における BLV 対策意欲の
向上に繋がった。今後は、より正確な群
分けを行うため PCR 検査利用の検討等を
行い、地域の BLV 対策を推進する。 
 
45. 酪農団地における牛ウイルス性下痢
ウイルス持続感染牛の摘発と防疫対応：
新潟県下越家保 佐々木宏、曽我万里子 
 平成 27 年 7 月、A 農場の子牛が出荷先
で牛ウイルス性下痢ウイルス(BVDV)持続
感染(PI)牛と判定されたことから全頭検
査を実施。同年 2 月に導入した母牛も PI
牛と判定。地域の浸潤状況確認のため、
周辺 5 農場のバルク乳検査を実施。同じ
団地内の B、C 農場でウイルスの流行が示
唆され、3農場の新生子牛の検査を実施。
平成 28 年 2 月までに A 農場 3 頭、B 農場
1 頭、C 農場 1 頭が PI 牛又は PI 疑い牛と
判定。その後も平成 28 年 8～11 月にかけ
て B 農場 1 頭、C 農場 4 頭摘発。A、B、C
と周辺 2 農場のペア血清を用いた抗体検
査の結果、B、C 農場で新たなウイルスの
流行を確認。抗体検査成績をもとに、地
域の全農場に対しワクチン接種を指導。
平成 29年 9月まで子牛の検査を行った結
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果、PI 牛は摘発されず。隣接する農場間
で BVDV が伝播し再流行したため、PI 牛
が続発したものと考察。地域一体となっ
た防疫対策が重要であり、農家への疾病
啓発が課題。 
 
46. 管内の牛白血病ウイルス感染牛の病
態把握による衛生指導：富山県西部家保 
伊勢喬太、台蔵正司 

牛白血病ウイルス浸潤調査のため、H29
年度家伝法第 5 条に基づく検査実施酪農
家 10 戸 460 頭の ELISA による抗体検査を
実施(H29.5～7）。さらに伝播リスクの高
い持続性リンパ球増多症（PL）摘発のた
め、EC の鍵（EC）を実施。EC は感染症等
の影響を受けるため本調査は 2 回（初回
H29.5～7、再検査 H29.12）の陽性により
PL と診断。抗体陽性率 20％（93/460 頭）、
過去（H25:21%、H27:17%）と比較し改善
見られず。この内、検査可能個体（初回
72 頭、再検査 20 頭）の EC を実施、6 頭
を PL と診断。状況が改善されない原因調
査のため、アンケートを管内全牛農場で
実施。回答率 59%(20/34)。認知度 95％だ
が、深刻でない(40%）、価値へ影響無し
(30%）等の理由で対策未実施。畜主への
注意喚起による意識改善及び効率的対策
が必要と判断。抗体陽性率 20%以上 3 戸
は 20%以下 7 戸と比較し対策意欲が低く、
陽性牛全頭の対策は困難。PL 牛優先の対
策を提案。淘汰や分離飼育、分娩時早期
母子分離、消毒徹底を指導。 
 
47. 黒毛和種繁殖農場での牛白血病ウイ
ルス清浄化に向けたウイルス検査の取り
組み：富山県東部家保 先名雅実、森岡
秀就 

一黒毛和種繁殖農場で 3 年間に 4 頭の
地方病性牛白血病(EBL)が発生。同農場の
牛白血病ウイルス(BLV)の清浄化に向け
EBL 発症牛 4 頭と BLV 抗体陽性牛 13 頭の
各種検査成績を比較。発症牛の末梢血中
のリンパ球数は 1,100～11,700 個/μl、
抗体陽性牛は 1,200～9,800 個/μl。白血
球中の BLV 遺伝子量は、発症牛 100～
3,500copies/10ngDNA、抗体陽性牛 1 未満
～684 copies/10ngDNA で、発症牛で高い
傾向があるものの発症に至る基準は確認
できず。今回新たに BLV 遺伝子型別検査
を実施。発症牛 4 頭全てと抗体陽性牛の
2 頭は env 遺伝子の RFLP でⅠ型、tax 遺
伝子は L233 型に分類。他の抗体陽性牛 7
頭はⅢ型、P233 型に分類。Ⅰ型、L233 型
の BLV 感染は EBL 発症の危険性が高いと
考えられ、今後は BLV 遺伝子型別検査で
EBL 発症の危険性を評価し、定期的なリ
ンパ球数の測定や BLV 遺伝子定量を行い、
BLV 感染牛の淘汰優先順位を決定する方
法が有用と考察。 

 
48. 管内一酪農家における地方病性牛白
血病対策：石川県南部家保 大桑由佳 

近年、地方病性牛白血病（EBL）は、全
国的に届出頭数が増加、家保や農家の EBL
に対する意識が高揚。今回、衛生意識の
高い管内一酪農家で EBL 対策を実施。当
該農家の EBL 陽性率は、平成 26 年 6 月の
11.5%が翌年 6 月に 25.4%と上昇。早期清
浄化を目指すため、本病について検討会
を行い、分離飼育を指導。その結果、平
成 28年 6月時点で陽性率に変動はなかっ
たが、陽転率が 2.2%まで低下、指導の効
果を確認。同年 11 月には陽性率 33.9%、
陽転率 13.3%に上昇。調査の結果、乾乳
舎での吸血昆虫の発生と不完全な分離飼
育が原因と推察。目標を陽転率 0%に変更
し、乾乳舎での吸血昆虫防除と分離飼育
に重点を置いた対策を指導。平成 29 年
11 月には、陽性率 33.3%（陽転率 6.2%）
と一定の推移を維持。EBL 対策には、農
家の現状に即した対策の設定が必要。特
に農家の意識の高さ、家保と農家の目標
の統一が重要。今後も当該農家の EBL コ
ントロールに向けて対策を継続したい。 
 
49. 肉用牛一貫経営農場の牛白血病清浄
化への取り組み状況：石川県北部家保 
谷田孝志、畑中 昭 

地方病性牛白血病(EBL)の発生歴のあ
る肉用牛一貫経営農場にて繁殖雌牛の
EBL 清浄化を開始。平成 29 年 7 月、繁殖
雌牛 43頭を対象に ELISAによる抗体検査
を実施、9 頭が陽性（陽性率 20.9%）。早
期清浄化の意思を示す農場主に対し、「牛
白血病に関する衛生対策ガイドライン」
に沿って注射針・直検手袋の交換、出血
を伴う処置の適切な実施、抗体陽性牛の
淘汰および隔離飼育・子牛への感染ルー
ト遮断を指導。10 月末までに繁殖舎・分
娩舎の非妊娠牛 6 頭を淘汰。3 頭は妊娠
牛のため肥育舎に隔離飼育、分娩後に淘
汰を計画。陰性繁殖育成牛は陰性牛由来
の肥育素牛を隣接させ肥育舎で飼養。陽
性牛産出子牛は原則、肥育牛に転向。必
要な繁殖後継牛候補は分娩直後に母牛と
隔離、人工初乳で飼養、遺伝子検査で陰
性確認後に繁殖後継牛とする計画。今後
も継続的に対策を講じ本病の清浄化・清
浄維持に努め、安全安心な能登牛生産に
つなげたい。 
 
50. 一酪農家の地方病性牛白血病清浄化
達成への取組み：福井県家保 山崎俊雄、
岡田真紀 

地方病性牛白血病（EBL）は牛白血病ウ
イルス（BLV）が垂直もしくは水平感染し
伝播。一酪農家で BLV 抗体陽性（陽性）
牛が増加し、農家と EBL 清浄化を試みた。
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農家は対尻式繋ぎ牛舎で、約 40 頭を飼養
し、育成牛を県外に預託。農家の陽性率
は平成 21 年 6 月が 5％（2/38 頭）、26
年 6 月が 17％（7/41 頭）、27 年 2 月に
は 24％（10/41 頭）と増加し、この間に
陽性牛となった 11 頭は農家で 4 頭、預託
先で 7 頭が感染し、その内 3 頭を淘汰。
農家は出生子牛への BLV 抗体陰性（陰性）
牛の凍結初乳の給与など対策を行ってき
たが、水平感染の拡大を考察。新対策と
して、①陰性牛と陽性牛の分離飼育、②
搾乳等の作業動線の見直し、③防虫ネッ
ト設置、④約 4 か月毎の全頭検査、⑤陽
性牛の淘汰順位の提示、⑥預託先の EBL
清浄化の確認を実施。併せて、遵守状況
を把握することで、農家の対策意識向上。
その結果、陽性率は 27 年 2 月をピークと
し、29 年 6 月に全頭の陰性を確認。わず
か 2 年で EBL 清浄化を達成。 
 
51. 県内で発生したロタウイルス C によ
る成牛の集団下痢症と疫学的考察：福井
県家保 岡田真紀、葛城粛仁 

牛のロタウイルス C(RVC)は主に成牛に
下痢を引き起こすが、報告数が少ないた
め疫学的情報に乏しい。平成 29 年 3 月に
A 農場搾乳牛 14 頭、6 月に同市内の B 農
場搾乳牛 10 頭が下痢を発症。二農場とも
下痢発症約１週間前に県外より未経産牛
を導入。下痢発症牛、同居牛、導入牛の
糞便乳剤を用い RT-PCR および MA104細胞
でウイルス分離を、ペア血清を用いて抗
体検査を実施。RT-PCR では RVC 特異遺伝
子が検出され、その他ウイルスは否定。
ウイルス分離では B 農場１検体で細胞変
性効果が認められ現在も継続中。血清抗
体検査では導入牛以外のポスト血清で
RVC の抗体上昇を確認。導入牛はプレ血
清で高い RVC 抗体価を保有。二農場とも
RVC単独感染による集団下痢症と診断し、
県外導入牛が RVC を持ち込んだ可能性を
示唆。疫学的関連を調べるため、RVC の
遺伝子解析を過去の事例を含む 4 株で実
施。株間の相同性は低く疫学的関連は低
いと考察。県外からの導入時には、一定
期間隔離する対策が極めて重要。 
 
52. 神経症状を呈した牛白血病症例：長
野県佐久家保 大笹範子 

約 30 頭飼育している酪農家において、
4 歳齢のホルスタイン種雌牛が進行性・
不可逆性の神経症状を呈したため、臨床
獣医師がボルナ病を疑い、病性鑑定を実
施。主症状は両後肢の麻痺による起立不
能、食欲有り、斜視及び眼球軽度突出が
見られた。右心から心雑音を聴取。皮筋
反射なく、会陰反射あり、深部痛覚なし。
解剖学検査で全身リンパ節の腫脹・左肋
間の腫瘤・左眼球後部リンパ節腫脹・右

心室の腫瘤を認め、病理組織学検査でこ
れらの組織と脊髄等へのリンパ球様腫瘍
細胞の浸潤及び増殖を認めた。なお、ボ
ルナ病は抗体・遺伝子検査にて陰性。本
牛は牛白血病ウイルス抗体を保有し、持
続性リンパ球増多症であった。以上より、
本症例は地方病性牛白血病(EBL)と診断。
後肢麻痺を伴う神経症状は、脊髄への腫
瘍細胞の浸潤・増殖によるものと考察。
EBL は多様な病態をとるが、神経症状は
EBL の一般的な症状となっておらず、今
後は神経症状の類症鑑別に EBL を考慮す
る必要がある。 
 
53. 牛白血病汚染農場におけるサシバエ
対策：長野県飯田家保 松澤直樹 
 2015 年 5 月時点で牛白血病の抗体陽性
率が 78.8%であった乳用牛約 80 頭（経産
牛約 50 頭、未経産牛約 30 頭）を飼養す
るフリーストール牛舎の酪農場において、
牛白血病清浄化に向けた対策の一環とし
て、本年度よりサシバエ対策を実施。2017
年 5 月から隔週で煙霧機による牛舎内殺
虫剤散布及び蛆発生源への昆虫成長制御
剤散布を実施。また、8 月に搾乳牛舎及
び育成・乾乳牛舎周囲に防虫ネットを設
置。5 月及び 12 月に抗体検査（ELISA 法）
を実施。その結果、陽性率は 5 月が 79.8%
（経産牛 96.3%、未経産牛 50.0%）。対策
後の 2017 年 12 月が 78.8%（経産牛 93.1%、
未経産牛 40.9%）。陽転率は 36.0%（経産
牛 55.6%、未経産牛 25.0%）。対策前と比
較して、農場全体では陽性率の変化は認
められないが、経産牛に対して未経産牛
で陽性率及び陽転率共に減少が認められ
た。今後、清浄化に向けて、現在実施中
の対策を継続すると共に、サシバエ以外
の感染要因とそれらの対策についても検
討が必要。 
 
54. 乳汁を用いた牛白血病ウイルス検査
法の検討：長野県伊那家保 大泉卓也 

牛白血病対策には農場の浸潤状況把握
が重要。乳汁を用いた牛白血病ウイルス
(BLV)各種検査の可能性を検討。試験１:
エライザ法(EL）は浸潤農場の血清、個体
乳各 71 検体について実施し、個体乳は陽
性 14 検体、陰性 57 検体。試験２: 6 ヶ
月前血清陰性個体のうち個体乳陽性 1 個
体、個体乳陰性だが S/P 値やや高値 1 個
体の計 2個体について血清の ELを実施し、
陽転を確認。試験１・２の結果から、個
体乳の EL では S/P 値 0.017～0.132 の間
にカットオフ(CO)値を設定することでよ
り正確な検査が可能と考察。試験３:バル
ク乳によるスクリーニング検討のため、
陽性個体中最低 S/P 値の乳清を 2 倍階段
希釈し EL を実施。32 倍希釈以上は S/P
値 0.017 未満であり、バルク乳の EL には
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限界。試験４:PCR は陽性個体乳 13 検体、
浸潤農場のバルク乳 2検体の計 15検体に
ついて実施し、全て陰性。以上より、乳
汁を用いた BLV検査法は個体乳の ELが有
用。CO 値の設定でより正確な BLV 感染の
判定ができると考察。 
 
55. イバラキウイルス抗体検出事例の疫
学調査：長野県松本家保 加藤雅樹 

平成 28年度に病性鑑定した 3農場のワ
クチン未接種牛でイバラキウイルス（以
下 IbaV）中和抗体を確認。IbaV 抗体保有
状況確認のため 3 農場で同居牛血清の中
和試験を実施。結果 100 頭中 57 頭で 16
倍以上の抗体価を確認。特定の年を境と
して抗体保有率が低下する傾向があり平
成 26 年から平成 27 年にかけて IbaV の侵
入があったものと推測。いずれの農場で
もイバラキ病の臨床症状は認められてお
らず不顕性感染であったと推察。また
IbaV 侵入推定時期に周辺農場で実施した
未越夏牛のサーベイランスでは抗体の陽
転は認められず、今回の感染は限定的と
推察。3 農場とも育成牛の県外導入や県
外預託を実施しており、導入牛等を介し
た IbaV の持ち込みも否定できないため
今後は県外導入や県外預託を実施してい
る農場もサーベイランスの対象に含める
必要性を提起。      
 
56. 管内和牛繁殖農家の牛白血病清浄化
対策(第 3 報)：岐阜県東濃家保 山岸光
葉、山下博幸 

一昨年度は牛白血病ウイルス感染牛・
非感染牛の分離飼育を実施。昨年度は非
感染牛自家保留で繁殖雌牛の頭数維持・
増頭を検討。今年度は、非感染牛自家保
留のため出生子牛・導入牛の感染確認を
実施。全頭検査で農場全体の感染確認実
施、胎盤感染・初乳感染のリスクを評価。
全頭検査の結果、感染牛は 13 頭/28 頭で
昨年度から 5 頭が陽転。イヤータグを装
着し、感染・非感染を視覚化。感染牛産
子 20 頭のうち、胎盤感染子牛は 6 頭(感
染率 33％)。リスク牛(RealTimePCR でプ
ロウイルス量≧ 10000copies/100ng of 
DNA)の産子の胎盤感染率は 33％、リンパ
球数測定による EC の鍵真症牛産子の胎
盤感染率は 40％。既報(第 2 報)のとおり、
プロウイルス量・EC の鍵と胎盤感染との
関係は確認できず。初乳を摂取した感染
牛産子 6 頭で、2 頭が nestedPCR による
遺伝子検査陽性。いずれも胎盤感染で、
初乳感染を疑う個体は無し。初乳摂取で
の感染リスクは低いと推察。 
57. 管内の牛白血病清浄化に向けた取組
み：岐阜県飛騨家保 宮木乃里子、岩野
良徳 

牛白血病の届出頭数は全国的に年々増
加、当県では毎年 90 頭ほど届出、管内で
も感染拡大防止が急務。当所で H28 年度
に実施した放牧牛対象の 65戸の BLV抗体
検査で、1,102 頭中 169 頭(15.3%)が抗体
陽性、9 割の農家で陽性個体を確認。こ
の検査は管内公共牧場の分離放牧に利用、
感染拡大防止に一定の効果あり。一方、
農場では抗体検査のほか、EC の鍵、プロ
ウイルス量を測定、分離飼育及び淘汰更
新の優先順位提示等の指導を実施。しか
し、陽性率が高い農場では効果的な清浄
化対策が進まないのが現状。新たな対策
として、抗体陽性率が約 70%と高く、過
去 3 年に牛白血病が複数頭発生した 2 農
場をモデル農場に選定、理化学研究所の
協力を得て BLV 感受性・抵抗性遺伝子検
査とプロウイルス量測定を実施。この結
果、プロウイルス量の多い高リスクな BLV
感受性牛と非感染牛の間に、生物学的防
壁として BLV 抵抗性牛を配置、新規感染
を防ぐ清浄化対策に向けた取組みが可能
となった。 
 
58. 牛ウイルス性下痢・粘膜病ウイルス
持続感染牛摘発とその後の対策：岐阜県
中央家保 熊坂純一、大平雅史 
 平成 28 年 4 月、管内の一酪農場で前年
8月に導入したホルスタイン種(H27.7.25
生)が呼吸器症状を呈し治療にも反応せ
ず病性鑑定実施。鑑定の結果、血清より
牛ウイルス性下痢・粘膜病ウイルス
(BVDV)の特異遺伝子を検出。2 週間後の
検査で血清から同遺伝子検出、中和抗体
陰性から持続感染牛(PI 牛)と診断、鑑定
殺の結果、当該牛は牛呼吸器複合病を発
症していた。農場には牛舎の消毒及び BVD
ワクチン接種(不活化・全頭・2 回)を指
導。全頭の抗原検査を実施し陰性を確認。
防疫対策ガイドラインに従い、新生子牛
及び導入牛を対象に PI 牛の摘発検査を
実施。5・6 月に各 1 頭の PI 牛を摘発・
淘汰。7 月以降 PI 牛は確認されず、平成
29 年 5 月末で当該農場の清浄性を確認し、
摘発検査を終了。この間牛飼養農家始め
関係機関に家畜衛生情報を発出。平成 28
年度の管内ワクチン接種頭数は前年比の
約 1.7 倍に増加。管内 44 戸の酪農場を対
象としたバルク乳によるスクリーニング
検査を実施、全戸の陰性を確認している。 
 
59. 牛白血病ウイルス遺伝子検査法の比
較検討：岐阜県中央家保 長谷部文子、
大平雅史 

牛白血病対策には、牛白血病ウイルス
（BLV）遺伝子量による牛の並び替えや更
新の優先順位付けに期待が持たれている
が、従来の Tax 法による BLV 定量検査は
検査条件により結果が大きく異なること



 - 14 - 

が知られている。一方、BLV 遺伝子に加
え牛自身の遺伝子も同時に測定すること
で、BLV 定量値の補正が可能となる LTR
法の試薬が近年発売開始された。そこで、
Tax 法及び LTR 法について、検査条件の
違いによる結果の差を比較した。比較内
容は、①リアルタイム PCR 装置による差
（2 機種）、②DNA 濃度による差（5 及び
25ng/μl）、③検体保存方法による差（白
血球を 4℃、－20℃、－80℃で 5 日間保
存後 DNA 抽出）、④検査機関による差（3
機関）とした。その結果、LTR 法は使用
装置や DNA 濃度、検体保存方法によらず
安定した結果が得られること、検査機関
による差が小さいことが確認され、Tax
法で問題となる検査条件の違いによる結
果の差という点で優れていることが判明
した。 
 
60. 管内の牛ウイルス性下痢ウイルスの
浸潤状況：静岡県西部家保 鈴木拓人、
望月克浩 

国内飼養牛の牛ウイルス性下痢・粘膜
病の発生が増加傾向であることから、当
県では本年度より、本病まん延防止のた
めの公共放牧場預託予定牛及び浸潤状況
調査のためのバルク乳の牛ウイルス性下
痢ウイルス（BVDV）検査を開始。預託予
定牛検査は 26 戸 109 頭実施し、持続感染
牛（PI 牛）1 頭を摘発。当該牛の母牛は
県外帰牧牛。バルク乳検査は管内農場 75
戸中 16 戸実施し、2 戸(12.5%)で BVDV 特
異遺伝子検出。うち１戸は出荷子牛が導
入先で PI 牛と診断され、飼養牛全頭の遺
伝子検査を実施した結果、PI 牛 2 頭を摘
発。2 頭の母牛は自家産で預託歴なし。
また下痢の集団発生が見られた病性鑑定
事例で PI 疑い牛 1 頭を摘発。当該牛の母
牛は県内帰牧牛。今後も、預託予定牛の
検査継続による公共牧場の清浄性維持、
バルク乳検査及び陽性農場の全頭検査に
よる浸潤状況調査、摘発農場のワクチン
接種指導、全頭検査及び新生子牛検査を
実施し、管内の清浄化を図っていく。 
 
61. 管内酪農家の牛白血病対策：静岡県
西部家保 道越勇樹、望月克浩 
 管内酪農家 A（飼養頭数 62 頭）では、
H25 年度から牛白血病の清浄化に向け、
初乳加温機による垂直感染防止やサシバ
エ対策用ネットの設置等による水平感染
防止を実施。また、牛白血病ウイルス
（BLV）抗体や遺伝子量の全頭検査を実施。
その結果、農場内全体の BLV 遺伝子陽性
率は約 70％で横ばいだが、育成牛（6 ヵ
月齢から 20 ヵ月齢）の陽性率は H26 年度
の 70.6％（17 頭中 12 頭）から H27 年度
は 31.3％（16 頭中 5 頭）、H28 年度は 65.0
％（20 頭中 13 頭）、H29 年度は 30.8％

（13 頭中 4 頭）と減少傾向。H28 年度の
陽性率が高い原因として、高遺伝子量の
母牛（741.4copies/10ngDNA、後にと畜検
査で牛白血病と診断）からの垂直感染が
疑われる子牛（1893.2copies/10ngDNA）
から、同居の育成牛へ感染拡大した可能
性を推察。当該牛淘汰後の H29 年度には
育成牛の BLV 陽性率が再び減少し、育成
牛の中でも 12 ヶ月齢未満の牛の陽性率
は 0％（7 頭中 0 頭）であったため、従来
の感染防止対策の成果を示唆。 
 
62. ｢見える化｣で意識向上～牛白血病対
策指導の試み：静岡県中部家保 森麻子、
湯山祐子 
 牛白血病ウイルス(BLV)は、プロウイル
ス量の高い牛ほど伝播リスクが高く、鼻
汁や唾液からも検出。今回、高ウイルス
量牛の優先淘汰の重要性を農家へ分かり
やすく説明するため、高ウイルス量牛と
低ウイルス量牛の排出物のウイルス量を
測定、併せて乳用牛群能力検定成績から
乳量への影響を検討。BLV 検査継続酪農
場 1 戸 を 対 象 に 、 リ ア ル タ イ ム 
PCR(rPCR)による血中ウイルス量が高い
牛と低い牛各 5 頭の計 10 頭を選定し、血
液・スワブ(口腔・鼻腔・膣・直腸)を採
取、rPCR でウイルス量を測定。スワブで
は、高ウイルス量牛でのみ BLV 遺伝子検
出(口腔 1、膣 4)。また、産次別平均乳量
で BLV 感染牛群は非感染牛群より乳量減
少傾向。当該農場は高ウイルス量牛の優
先的淘汰に消極的だったが、ウイルス排
出量の違いと乳量差を視覚的に説明後、
対策の有効性を理解。今後の積極的取り
組みが期待される。 
 
63. 移動式レンダリング装置の設置・運
営訓練：静岡県西部家保 池谷昌久、畜
産振興課 松村淳文 

口蹄疫等の発生時、埋却地が利用でき
ない場合、殺処分家畜は移動式レンダリ
ング装置（装置）による処理想定。装置
は平成 24 年 3 月に完成後、動物検疫所野
跡検疫場（愛知県）に配備、「家畜伝染
病予防法第 49 条に基づく防疫資材の貸
付要領の制定について」を参考に運用検
討。しかし、完成後の稼働試験及び農研
機構動物衛生研究部門等の検証試験以降
に運用実績がなく、具体的な運用方法不
明。そこで、全国で初めて装置を用いた
訓練を実施し、発生を想定した実践運用
マニュアルの策定を検討。訓練は平成 29
年 10 月 14 日に装置積込、16 日から 17
日に装置組立及び試運転、18 日に牛 7 頭
及び豚 4 頭を約 2 時間 30 分で処理、生成
物を密閉容器及びドラム缶に封入、19 日
から 21 日に封入した生成物を県内産業
廃棄物処理業者で焼却処分。訓練の結果、
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装置投入口の汚染物飛散、生成物の容器
投入・処理及び装置洗浄に課題。今後、
課題解決方法を検討後、実践運用マニュ
アルを策定。 
 
64. 牛ウイルス性下痢ウイルスのリアル
タイム PCR 法確立と持続感染牛確定方法
の検討：静岡県中部家保 斉藤妙子 

牛ウイルス性下痢ウイルス(BVDV)感染
症のまん延防止は持続感染(PI)牛摘発・
淘汰が重要だが、PI 牛確定は 3 週間以上
の間隔で 2 回検査が必要で早期淘汰が困
難 。 ま た 現 行 法 の Conventional 
PCR(cPCR)では急性感染(TI)牛が多数存
在した際、PI 牛特定に苦慮。そこで、遺
伝子検査で PI･TI 牛の推測と、1 回の検
査で PI 牛確定可能な方法を検討。まず、
SYBR法による Real-Time PCR(SYBR法)で、
米国認可取得 PI 牛検出キット(probe 法)
と比較検証し定量可能な系を確立。SYBR
法は cPCR と比較し 103倍高感度、検査時
間は 1 時間短縮、probe 法と高い相関性。
PI牛各部位の BVDV 量は 5.9×106～7.1コ
ピー/μl、PI･TI 牛血清の Ct 値は交差せ
ず、Ct 値で PI･TI 牛の推測可能。また、
耳片凍結切片の FAと IPOで抗原検出を実
施。PI 牛耳片は両法で陽性細胞が明瞭、
検査 1 回で PI 牛確定可能、FA が安価で
簡便。SYBR 法により血清 Ct 値で PI･TI
牛を推測し、耳片の FA で迅速に PI 牛確
定が可能。 
 
65. 地方病性牛白血病発症牛の免疫組織
化学検査の検討：静岡県中部家保 金森
健太 

地方病性牛白血病(EBL)は、年齢や牛白
血病ウイルス感染の有無等により総合的
に診断。近年、若齢牛の EBL 発生増加で、
従来の基準では診断不能な症例が増加。
EBL は B1 細胞が腫瘍化するため、B1 細胞
と T 細胞を識別可能な抗 CD5 抗体を用い
た免疫組織化学(IHC)検査が重要。県の検
査体制を整備する目的で、3 社の抗 CD5
抗体(A モノクローナル抗体(A 抗体)、B
モノクローナル抗体(B 抗体)、C ポリクロ
ーナル抗体(C 抗体))を用い、染色条件を
比較。材料は、CD5 陽性確認済み若齢 EBL
発症牛の腫瘍リンパ節及び正常牛のリン
パ節を用い、pH6 及び pH9 の抗原賦活化
液で、オートクレーブとマイクロウェー
ブ(MW)処理で染色像を観察。A 及び B 抗
体は反応せず、C 抗体は pH9 の抗原賦活
化液、MW 処理で、若齢牛の腫瘍細胞と正
常リンパ節の T 細胞で良好な陽性反応を
確認。本県でも CD5 の IHC 検査が可能と
なり、若齢 EBL 発症牛の的確な診断が、
農家の危機意識向上にも意義。 
 

66. 管内飼養 1 農場における BVD の発生
と清浄化対策について：三重県北勢家保 
諏訪智乃、高山泰樹 
 管内酪農家１農場において、平成 29 年
4 月、当該農場で娩出された 5 か月齢子
牛 1 頭が 2 回の牛ウイルス性下痢ウイル
ス（BVDV）-PCR 陽性および中和試験結果
から持続感染（PI）牛と判定された。当
所にて鑑定殺とされたが有意となる解剖
学的所見は認められなかった。当該農場
での BVDV の浸潤状況やウイルスの侵入
経路を考察するため、5 月に全頭検査を
実施。当該農場と敷地を同じくする隣接
2 農場についても血清及びバルク乳を用
いたスクリーニング検査を実施。結果、
隣接農場での BVDV-PCR で陽性は見られ
なかったが、新たに当該農場の 5 か月齢
子牛 1 頭が PI 牛として摘発された。全頭
検査の結果から、2 頭の子牛の母牛は PI
牛ではなく、人工授精から分娩まで当該
農場で飼養されている点から、当該農場
で胎齢 100日前後の時期に母牛が BVDVの
感染を受けたものと推測。今後も出生牛
及び導入牛の BVD 検査を継続し、PI 牛の
早期摘発を指導することで BVDV 清浄化
を進めたい。 
 
67. １酪農場の BVD―MD 清浄化への取り
組み（第３報）：三重県中央家保伊賀支
所 駒谷充彦、中尾真治 
 平成 26 年、乳肉複合農場の自家産交雑
牛で牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）2
型の持続感染（PI）牛摘発を受け清浄化
対策を開始。対策開始時の PI 牛摘発には
主に月 1 回子牛 PCR 検査を実施。現在は
PI 牛摘発体制を強化し週 1 回新生子牛、
月 1 回育成牛・バルク乳の PCR 検査を実
施し、これまで延 15 頭の PI 牛、PI 疑い
牛を摘発。加えて、6 種混合ワクチン（6
種混）効果確認の輪切抗体価測定等をも
とに、診療獣医師、農場、メーカーと定
期的に対策を検討。結果、PI 牛発生原因
として初乳中抗体価が高いことによる
BVDV2 型のワクチンブレイクを疑い、新
たなワクチンプログラムを設計。それら
の対策を受け、平成 28、29 年と継続して
輪切抗体価を測定、比較。平成 28 年と比
べ 29 年は移行抗体が低下すると思われ
る 2.5 か月齢以降の育成期 (5〜10 か月
齢) に、BVDV2 型抗体のばらつきが減少
し、農場内ウイルス量が低下してきたと
推察。引続き抗体価の動向調査、PCR 検
査等を継続し、清浄化の達成に努めたい。 
 
68. 管内における牛白血病清浄化促進課
題の取り組みについて（第１報）：三重
県北勢家保 小堀実千代、高山泰樹 
 近年、牛白血病は全国の牛飼養農場に
おいて増加傾向にある中、本県に導入さ
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れる牛（肥育素牛や繁殖候補牛、乳用後
継牛）の多くでは出荷先の牛白血病検査
がなされないまま導入されている状況。
このような状況から、本県では平成２９
年から２年間、牛白血病清浄化対策促進
課題として、肉用繁殖牛・候補牛及び乳
用成牛・候補牛飼養農場のうち課題参加
農場を対象として非感染牛の個体牛毎の
抗体を測定し、浸潤状況を把握した上で
清浄化対策を図る取組みを開始。中間結
果において和牛繁殖農家では陽性牛が０
％であった農場が多かったのに対し、乳
用牛飼養農家では陽性率が高い傾向にあ
った。一因としてフリーバーンによる飼
養や作業効率優先による牛の並び替え等
防疫に際し有効とされる対策が取りづら
い環境にあることが示唆された。今後も
それぞれの農家の実情に沿った対策案を
策定し、知識の啓発や対策の指導を根気
強く継続することで、清浄化に向けて取
り組んでいきたい。 
 
69. 定量 PCR を取り入れた牛白血病清浄
化対策：三重県南勢家保 齋藤亮太、林
義規 
 酪農家 6 戸及び和牛繁殖農家 4 戸にお
いて、牛白血病（BL）清浄化を目的に抗
体検査を実施。夏前検査で、陽性率は酪
農家平均 55%、和牛繁殖農家平均 2%と、
酪農家の陽性率が高い傾向だった。農家
には、吸血昆虫対策や陽性牛の隔離飼育
について指導し、陽性率 40%以上の農家
には、粘着シートによる吸血昆虫対策や
牛配置図を活用した並び替えを支援。清
浄化対策に前向きな農家 2 戸（酪農 A、B）
では、定量 PCR によるリスク評価を行い、
黄色ブドウ球菌（SA）性乳房炎も考慮し
た並び替えや優先淘汰を指導。更に酪農
A は、適切な初乳加温、首輪によるリス
ク識別、サシバエ対策勉強会及び防虫ネ
ット設置を実施した結果、サシバエ減少、
越夏時の陽転率低下（8%→4%）を認めた。
酪農 B は、陽性母牛の初乳給与中止及び
防虫ネット設置を実施した結果、サシバ
エ減少、乳量増加、陽性率低下（71%→58%）
を認めた。今回得られた良好な成績を、
他農家への指導に活かし BL 清浄化を進
めていく。 
 
70. 牛白血病リアルタイム PCR 検査に関
する検証：三重県中央家保 下田智彦、
鈴木義久 
 【諸言】国内では、tax 遺伝子及び LTR
領域を標的とした 2 種の牛白血病リアル
タイム PCR 検査(tax 法及び LTR 法)が主
に使用されている。現在、三重県では tax
法を使用しているが、LTR 法の使用を想
定し、2 法の比較・検討を行った。【材
料と方法】牛白血病抗体陽性牛の白血球

から抽出した DNA46 検体を用いて、(試験
1)tax 法と LTR 法の結果の比較(n=46)、
(試験 2)検体 DNA濃度(n=22)及び(試験 3)
リアルタイム PCR 装置 3 機種(n=24)のそ
れぞれが結果に与える影響について、試
験を実施。【結果】(試験 1)tax 法と LTR
法の結果は相関係数 0.83 と強い相関を
示した。(試験 2)tax 法でのみ、異なる
DNA 濃度に調整した同一検体の結果で有
意差を認めた。(試験 3) 各機種間の比較
では、各検体の変動係数平均値は、tax
法が 0.38 であるのに対し、LTR 法では、
0.12 であった。【考察】今回、LTR 法は
結果の安定性が高かったが、今後も比較
検討を続け、検査目的に応じた活用を行
っていきたい。 
 
71. 県内の地方病性牛白血病の現状：滋
賀県滋賀県家保 松村一輝 
 地方病性牛白血病（EBL）は牛白血病ウ
イルス（BLV)による腫瘍性疾患で、全国
的に発生数が増加。本県でも増加傾向で、
平成 29 年は 21 頭の発生が報告。本県で
は牛白血病対策として①繁殖牛のサーベ
イランス、②繁殖牛の導入時検査、③積
極的に対策に取組む農場の効果検証のた
めの抗体検査や BLV 遺伝子量検査による
伝播リスク評価を実施。県内の繁殖牛の
抗体陽性率は平成 28・29 年では肉用牛で
5.8％、乳用牛で 43.2％。酪農家では陽
性牛が 60％を超える高浸潤農場が複数戸
あった。陽性率が低い農場では、積極的
な対策により清浄化を達成。高浸潤農場
では清浄化は難しく、継続的な対策が必
要だが、EBL 発症率が低いこと・労力・
コストの面から、対策のモチベーション
維持が難しい状況。生産者向けの研修会
を実施したことで、対策に意欲的な農家
があり、今後、農場の飼養状況や経営事
情に即した継続可能な対策を提案してい
くことが重要。 
 
72. 大規模酪農家の地方病性牛白血病
(EBL)対策: 滋賀県滋賀県家保 諸岡剛
俊、内本智子 

県内酪農家の牛白血病ウイルス抗体陽
性率は微増傾向。高陽性率の大規模酪農
家２戸で対策を開始。両農場で飼養牛の
遺伝子検査(PCR 法)、抗体検査(ELISA 法)、
プロウイルス量測定検査（リアルタイム
PCR 法）を実施し指導。A 農場では伝播リ
スク別の淘汰状況調査、出生時の遺伝子
検査、陰性育成牛群の検査を実施。飼養
牛全体の陽性率は A 農場で 68.3％、B 農
場で 59.0%。プロウイルス量測定結果は A
農場、B 農場それぞれ 55.3%、38.2%が高
リスク牛。A 農場は各種検査結果で飼養
牛の群分け実施、B 農場は実施不可能。A
農場の伝播リスク別の淘汰状況は平成 28
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年 5 月以降、高リスク牛 47 頭中 21 頭を
淘汰。出生時検査では 68 頭検査し 2 頭摘
発。陰性育成牛群検査では 41 頭検査し 4
頭摘発。内 2 頭は陽性と診断された牛が
陰性牛群に混入。A 農場では対策が順調
に進んでいるが検証作業は継続。B 農場
の対策は検証結果により対策を再考。陽
転率低減対策の実施と効果検証、陰性牛
確保が指導の要点。 
 
73. 乳用牛の牛白血病ウイルス感染と泌
乳および繁殖成績の関係：滋賀県滋賀県
家保 内本智子 

BLV 感染と泌乳および繁殖成績の関係
を、牛群検定成績をもとに解析。2014～
2017 年度に実施した BLV 抗体検査結果を
もとに、抗体陽性牛と抗体陰性牛が、各
10 頭以上いる 5 農場のホルスタイン種
424 頭で、感染の有無と泌乳成績(305 日
実乳量、乳脂肪分率、乳蛋白質率、無脂
固形分率、体細胞リニアスコア(SCC))お
よび繁殖成績(空胎日数および受胎まで
の授精回数)との関係を一般線形モデル
で分析。農家の違いのみを考慮したモデ
ルでは、陽性群で、産歴数、乳量および
SCC が有意に高く、空胎日数が有意に低
かった(P<0.05 または P<0.01)。農家、分
娩季節および産歴の違いを考慮したモデ
ルでは、抗体の有無と泌乳および繁殖成
績に関係性は認めず。淘汰更新が感染の
有無ではなく、能力重視で行われている
ため、高能力牛が長く飼養される結果、
陽性群の産歴および泌乳成績が高くなっ
たと考察。優先淘汰は有効な BLV 対策だ
が、経済的損失を考慮したうえで指導す
る必要がある。 
 
74. 管内酪肉複合農場の牛ウイルス性下
痢ウイルス持続感染牛対策：滋賀県滋賀
県家保 佐伯和紀 

平成 29 年 10 月、管内酪肉複合農場よ
り持続感染(PI)牛疑いとして搬入された
牛からウイルス性下痢ウイルス(BVDV)1
型遺伝子を検出。予後不良として鑑定殺。
諸臓器および血清から BVDV1 型を分離。
当該牛の母牛は、遺伝子検査陰性で、平
成 28 年 10 月から平成 29 年 10 月にかけ
て中和抗体価の上昇が認められたため、
当該牛を妊娠中に急性感染したものと推
察。当農場では平成 26 年 10 月にも BVDV1
型急性感染牛 1 頭を検出。しかし、平成
28 年 10 月に実施した定期検査では PI 牛
は摘発されず、当該牛の母牛も抗体陰性。
このことから、平成 28 年 10 月～平成 29
年 3 月頃に新たにウイルスが侵入したと
推察。当該牛の母牛はワクチン接種時期
の変更により、種付け時期に BVDV 抗体を
保有していなかった。対策として、子牛
は預託前検査、搾乳牛は年 4 回のバルク

乳検査を実施。平成 29 年 11 月以降実施
した 2 回の検査で BVDV は不検出。今後も
検査を継続することで、BVDV 清浄性の確
認と蔓延防止に努める。 
 
75．管内酪農家における牛 RS ウイルス病
と牛マイコプラズマ感染症の発生と対応：
京都府中丹家保 折原詳、渡邊昌英 

【発生状況】平成 29 年 4 月、100 頭規模
の酪農家で成牛 1 頭が呼吸器病を発症後、
子牛も発症。さらに難治性の乳房炎が多発。
【材料と方法】①発症牛 5 頭の鼻腔スワブ
を用い病原検索、②成牛 3 頭の病理解剖等
の病性鑑定、③個体乳汁延べ 165 検体の
Mycoplasma bovis(Mb)検査、④ワクチンプ
ログラム再検討のため 24 頭の抗体検査。
【結果】①5 頭の鼻腔スワブから牛 RS ウイ
ルス（BRSV）特異遺伝子検出。②3 頭は
BRSV 病、Mb による肺炎、Mb による肺炎
と乳房炎の合併症と診断。③Mb 排菌牛 6
頭を摘発。④ワクチン抗体の有意上昇を確
認。【対応】農家・診療獣医師等と検査結
果を随時、情報共有。関係機関と連携して
ワクチン接種や農場内消毒を実施。Mb 排
菌牛 6 頭の廃用で感染拡大を防止。定期的
なバルク乳検査で１年間 Mb 清浄性を確認。
懸念された呼吸器病の再発はなし。【まと
め】BRSV 病と Mb の二次感染による肺炎
や乳房炎が複数頭で発生。一連の防疫対応
により感染拡大と再発を防止。 
 
76．京都府内のピートンウイルス抗体保有
状況調査：京都府中丹家保 久保田直樹、
吉良卓宏 

【はじめに】ピートンウイルス（PEAV
）の府内への侵入状況把握のため抗体保有
状況調査を実施。【材料と方法】未越夏牛
を対象とした牛流行熱等抗体調査（定点調
査）の保存血清延べ1,798検体（平成17年度
から29年度分）、異常産関連病性鑑定の保
存血清等63検体（平成23年度から29年度：
16件）を用い中和試験による抗体検査を実
施。【結果】定点調査の保存血清では、抗
体陽転はなく期間中に調査対象農場への
PEAV侵入の可能性は認めず。病性鑑定材
料では症例への関与は疑わないものの1件
で抗体を検出、1農場にPEAV侵入の可能性
を疑う。当該農場飼養牛を対象とした追加
調査により、血清122検体中、自家産牛1検
体（府内移動歴あり）を含む13検体で抗体
を検出し、府内でのPEAV感染の可能性を
示唆。【まとめ】今回の調査で時期は不明
だがPEAVが府内に侵入した可能性を示唆
。今後もウイルスの侵入監視とともに、検
査方法の拡充、ワクチン接種による地域の
免疫賦与の検討が必要。 
 
77. 府内酪農場の牛白血病対策に関する
一考察：大阪府大阪府家保 大塚宏美 



 - 18 - 

府が重点的に牛白血病の指導をしてい
る農家（重点指導農家）3 戸への指導状
況を取りまとめ、府内酪農場全戸へアン
ケート調査を行い、今後の対策について
検討。【重点指導農家の指導状況】A 農
場は府内で最も陽性率が高く、陽性牛の
導入と夏場の陽転が多いため、吸血昆虫
対策を中心に指導。B 農場は陽性牛の導
入と陽性牛の隣接牛での陽転が多く、分
離飼育を中心に指導。C 農場は、府内で
唯一分離飼育を実施しているが、陽性牛
の隣接牛での陽転を認めたため、分離飼
育の徹底を中心に指導。【アンケート調
査】27 戸中 24 戸から回答を得た。結果、
約 60％の農場で本病への関心が低く、約
45％の農場では対策未実施。【まとめ】
今後は適宜、対策の見直しや導入牛検査
を実施し、清浄化シミュレーションを示
して農家の対策意欲の維持、向上を図る。
さらに、損失額等の情報提供により、本
病の対策契機とする。一方、陰性牛を選
択して導入できる等、流通段階での対応
が求められる。 
 
78. 府内肉用牛育成農場における疾病低
減に向けた取り組み：大阪府大阪府家保 
金子愛弥 

下痢や呼吸器症状の多発する府内肉用
牛育成農場において、疾病低減に向けた
対策を検討、指導した。当該農場では、
呼吸器病が冬季に多発し、下痢症は年間
を通して散発。家畜保健衛生所は、これ
まで衛生対策や寒冷対策など、牛舎内環
境の改善を中心に指導してきたが、平成
29年度においてもさまざまな病原体に起
因する下痢症や呼吸器病の発生が続いた。
問題点として、輸送や環境変化ストレス
への抵抗性の低い若齢子牛を導入してい
ること、複数農場からの導入により、病
原体を持ち込む危険性が高いこと、２ヵ
月齢での群編成により離乳・群管理スト
レスが重なることなどが挙げられた。哺
乳期の対策では、導入元農家への確実な
初乳摂取の依頼、導入時のビタミン ADE
剤投与による免疫力強化を図った。育成
期の対策では、2 ヵ月齢でワクチン接種
し、離乳後に群飼育を行うことでストレ
スの重複を避けた。今後、指導を継続す
ると共に、その効果について検証してい
く。 
 
79. ピートンウイルスが関与した異常産
の発生とその対応：兵庫県淡路家保 梶
河紗代、寺田博美 
 近年、アカバネウイルス（AKAV）、ア
イノウイルス（AINOV）等による異常産が
散発、ピートンウイルス（PEAV）等の新
規ウイルスが関与した異常産症例が増加
傾向。平成 28 年、中国地方のおとり牛を

用いた抗体調査での PEAV 流行を受け、県
内でも調査を実施。平成 28 年 11 月に管
内で抗体陽転を確認。家保、畜産団体等
の関係機関で構成される淡路自衛防疫推
進協議会に対し情報提供、ワクチンの変
更を検討。平成 29 年 3 月、繁殖和牛農家
で体型異常を伴う死産が発生。病性鑑定
の結果、死産胎児で 8 倍の PEAV 抗体を検
出、県内初の PEAV が関与した異常産と診
断。協議会では牛異常産 3 種混合不活化
ワクチンを平成 29 年度から PEAV を追加
した牛異常産 4 種混合不活化ワクチンへ
変更し、高い接種率を維持。さらにワク
チン接種牛の抗体検査の結果、PEAV は全
てで抗体価 4 倍以上、AKAV、AINOV は抗
体価 2 倍未満の牛も散見、調査を継続。
今後も協議会と協力し、迅速・柔軟な対
応を実施。 
 
80. 大規模和牛繁殖農場の牛ウイルス性
下痢・粘膜病持続感染牛多発事例と対応
：兵庫県姫路家保 山崎歩、寺一未奈子 
 牛ウイルス性下痢・粘膜病（BVD-MD）
は、BVD-MD ウイルス（BVDV）による疾病
で、感染源となる持続感染（PI）牛が問
題。県内では主に乳用牛で発生増加。県
内大規模繁殖農場で、平成 28 年に呼吸器
病病性鑑定で PI 牛①摘発。後の繁殖牛全
頭検査（283 頭）では PI 牛摘発無し。発
育不良子牛等の病性鑑定で PI 牛②摘発。
出生子牛延べ 280 頭の検査を行い、最終
的に PI 牛 10 頭摘発。ウイルスの血清型
は 2a 型。PI 牛①摘発時の同居繁殖牛血
清の BVDV2 型抗体調査で、抗体価 8 倍未
満の未感染牛 4 割存在。PI 牛①の発生原
因（流行 1）、PI 牛②～④の原因（PI 牛
①による流行 2）を確認したが、PI 牛⑤
～⑩の胎内感染時期は PI 牛①淘汰後で、
別途 3 回目の流行が示唆。摘発漏れ PI 牛
が哺乳牛舎から育成牛舎へ移動、隣接す
る繁殖牛舎で未感染繁殖牛へ伝播し 3 回
目の流行発生と推察。本事例は大規模農
場では BVD-MD が牛舎間を徐々に伝播し
被害の長期化を示唆。今後、病性周知、
スクリーニング検査拡大、2 価ワクチン
接種を啓発。 
 
81. 牛白血病汚染農場清浄化への歩み：
奈良県家保 大東真太郎、西野治 

管内の牛白血病高度汚染農場(H26.2 
抗体陽性率 85%、83/97)について、H26 年
度より清浄化対策を実施し、牛白血病抗
体陽性率を大きく改善(H30.3 抗体陽性
率 41%、37/91)。農場は搾乳牛舎の他に
複数のパドックが有る。当初、陰性牛と
陽性牛の分離飼養未実施で感染リスクが
大きかった。抗体検査や陽性牛の淘汰、
吸血昆虫対策を実施したところ陽性率は
低下したが陽転頭数を減少させることは
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出来なかった (H26:13 頭、H27:20 頭)。
H28 年度以降、導入牛を含めた分離飼養
・導入牛を含めた配置管理を実施し、搾
乳牛舎では防虫ネットを設置。その結果、
夏期の陽転頭数が減少し(H28:5 頭、H29:6
頭)、冬期の陽転を認めず。年間を通じて
農場の飼養形態に大きな変化はないため、
夏期の吸血昆虫が農場内の牛白血病ウイ
ルスの媒介に強く影響を及ぼしていると
推測。今後も農場内の感染リスクを分析
し、リスクがある箇所を中心に対策を強
化・維持していくことで、農場内陽性率
の更なる減少を期待。 
 
82. 大規模肥育農場で多発した呼吸器病
に対する衛生指導：和歌山県紀南家保 
山本敦司、谷口俊仁 
 黒毛和種去勢牛約 600 頭飼養農場で平
成 29年 1月に他県系列農場からの導入を
契機に呼吸器病が多発し死亡牛も発生し
たため対策実施。①死亡牛 1 頭を病性鑑
定、発症群 5 頭の抗体検査実施。死亡牛
から化膿性線維素性胸膜肺炎を認めたが
病原体の検出はなかった。抗体検査では
RS ウイルス(RS)抗体価のみ 32～256≦と
高いため RS の関与を疑い、導入牛・発症
牛の隔離や床敷交換等指導したが効果認
めず。②導入元で牛５種混合ワクチンを
接種されていたが導入直後の抗体検査で
は RS、IBR ウイルス(IBR)抗体価が<2 の
個体があり効果が出ていないことが判明。
導入後に牛５種混合生ワクチンの再接種
が必要と判断。③再接種 1 ヵ月後の抗体
検査でほぼ各抗体価上昇が認められた。
IBR は十分な抗体価上昇がなかったが、
全ての個体が<2ではなかったことから感
染防御力はあると判断。現状では導入直
後に感染防御となる抗体価が認められな
いので導入後に再度ワクチンを接種する
ことが必要と考える。 
 
83.県内乳用牛の牛ウイルス性下痢ウイ
ルス浸潤状況調査：和歌山県紀北家保 
山田陽子、上田雅彦 
 【目的と方法】PI 牛摘発のための検査
として県内 9 酪農場のバルク乳および搾
乳牛以外の乳牛 86 頭の血清について遺
伝子検査実施。また、各農場の抗体保有
状況調査として乳牛 410 頭の BVDV1 型お
よび 2 型の抗体検査実施。【結果と考察】
遺伝子検査結果から PI 牛摘発されず。農
場別抗体陽性率はワクチン接種農家で高
く、BVD1 型と 2 型の抗体保有率に大差な
し。過去 PI 牛摘発農場ではワクチン未接
種で野外感染がなければ、摘発時から約
10 年で抗体陽性率がほぼ 0%。自家産率が
高く、預託やワクチン接種未実施の 5 農
場では 1 農場を除き、1 型 2 型共に抗体
陽性率が 5%未満であったが、1 農場のみ

20%以上。この１農場では平成 19～21 年
出生牛 8 頭全てが抗体陽性、それ以外の
年齢の抗体陽性牛は 1 頭のみ。当該農場
は放牧飼養であるが育成期間中は未放牧
のため、平成 19～21 年の間、子牛舎・育
成舎にウイルスが侵入した可能性。今後
ともワクチン接種を推奨した上で各農場
の抗体保有状況を把握すると共に PI 牛
摘発に努めていきたい。  
 
84. 牛白血病被害低減に向けての取組と
感染による生産性への影響調査：鳥取県
西部家保 池本千恵美 
 牛白血病摘発歴がある酪農場で 5 条検
査余剰血清を用いた抗体陽性率の推移を
調査、農場への結果還元を継続。対策農
場（初乳処理、吸血昆虫対策、感染牛産
子は後継牛としない等）で陽性率の大幅
な低下（94.6％から 48.6％）も認めたが、
対策非実施農場では陽性率は高止まりの
傾向。重点調査中の繁殖和牛 3 農場につ
いても隔離等の感染防止対策を行った農
場で陽性率は 60％から 3 年 8 ヶ月で 36.8
％に低下したが、残る 2 農場は具体的対
策が困難で陽性率は横ばい状態。労力の
割に効果の見えにくい予防対策に限界を
感じる中、ウイルス感染により免疫力が
低下するという近年の報告に注目。感染
の有無が生産性に与える影響を調査。乳
量、体細胞等の産乳成績、種付回数、分
娩間隔等の繁殖成績で感染（抗体陽性）
牛が非感染（抗体陰性）牛よりやや劣る
傾向を確認。今後も感染予防を含め、様
々な角度からの調査、研究、取組を継続
し、被害を低減していくことが重要。 
 
85. ピートンウイルスの関与を疑う牛異
常産の一症例：鳥取県倉吉家保 黒田萌
黄、岡田綾子 
 ピートンウイルス(PEAV)は、牛異常産
との関連が報告されており、平成 28 年
12 月、鳥取県においても PEAV の関与を
疑う異常産が発生。当該牛は 0 日齢の黒
毛和種で、起立不能のため予後不良とし
て家保にて鑑定殺。外貌所見は腰骨及び
仙骨が下がったハイエナ様姿勢及び後肢
関節硬直。第一腰椎を中心に脊椎湾曲。
骨格筋褪色。病性鑑定のため、病理組織
学的検索、ウイルス学的検索を実施。さ
らに PEAV の県内浸潤状況調査を実施。病
理組織で腰仙髄における腹角神経細胞の
減少、髄鞘低形成、骨格筋線維の萎縮ま
たは消失及び消失部分で脂肪組織沈着。
PEAV に対して 1024 倍の抗体価を有し、
他の異常産ウイルスに対する抗体は保有
せず。本症例を PEAV の関与を疑う異常産
と診断。PEAV の県内浸潤状況調査では 8
月から PEAV に対する抗体陽転を確認し
たため、7～8 月頃に PEAV が県内へ侵入
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したものと推察。平成 28 年度、中国地方
の複数県で PEAV に対する抗体陽転が確
認され、広範囲に PEAV が流行していた模
様。 
 
86. 管内和牛繁殖農家の牛白血病対策の
１例：島根県川本家保 濱田悠太、石川
初 

当該農場は対頭式繋ぎ及びスタンチョ
ン牛舎で黒毛和種繁殖雌牛 48 頭飼養。平
成 27年 4月当該農場で初の牛白血病発症
牛を摘発。平成 28年 3月より対策を開始。
対策として浸潤状況確認検査、感染伝播
高リスク牛評価、母子感染追跡調査、牛
白血病ウイルス（BLV）抗体検査陽性牛と
陰性牛の分離飼育を実施。浸潤状況確認
検査では ELISA 法を用い、平成 28 年 3 月、
平成 29 年 12 月の 2 回実施。農場抗体陽
性率は平成 28 年 3 月から平成 29 年 12 月
までで 76.7%から 60.4%に減少。感染伝播
高リスク牛評価はリアルタイム PCR 法を
使用。対策期間を通じて、リスク順位に
大きな変動は見られなかった。母子感染
追跡調査は分娩子牛延べ 59 頭について 2
回調査。抗体陽性母牛からの分娩子牛 44
頭中 3 頭（6.8%）で BLV 遺伝子検出、1
回目 BLV 遺伝子が検出されなかった子牛
のうち 2 頭が 2 回目の検査で BLV 遺伝子
検出。本病のまん延防止対策方法は多岐
にわたり、農場毎に現実的な対策は限定
されることが多いが、本事例では、長期
的視点から一定の成果が得られた。 
 
87. BLV 遺伝子検査方法の検討(第 2 報)
：島根県家畜病鑑室 下出圭吾、横田司 

第 1 報で BLV 遺伝子検査材料の処理と
保存法の違いによる検査成績への影響を
比較し、血液中 BLV 遺伝子は、採血後 5
日間冷蔵保存可能であったが、白血球懸
濁液（WBC）の保存法に課題が残ったため、
検討。BLV 抗体陽性牛血液を溶血法にて
処理し、以下のとおりの試験を実施。-80
℃保存 WBCと WBCをペレット化し-30℃保
存した検体を用いてリアルタイム PCR
（qPCR）を実施し、定量値を比較。結果、
-80℃保存 WBC と比較して-30℃保存検体
では qPCR 定量値は上昇傾向、DNA 濃度は
減少傾向にあり、結果が安定せず。次に
-80℃保存 WBCと冷蔵で最大 5日間保存し
た WBCを用いて qPCRを実施し定量値を比
較。冷蔵保存 WBC でも安定した qPCR 結果
が得られ、WBC 処理後も一定期間材料の
冷蔵保存が可能。多頭飼育傾向にある現
在では、多検体処理が必要であり、今回
の結果を活かし柔軟に検査対応していき
たい。 
 
88. 牛白血病垂直感染対策実施による効
果と課題:岡山県津山家保 杉本裕亮 

白血病ウイルス（BLV）抗体検査（H21）
で全頭陰性が確認されていた管内酪農家
（フリーストール）において、導入時検
査で BLV陽性が確認された 4頭について、
まん延防止指導を行うも遵守できず、4
年後の平成 27年 6月の抗体検査で牛群の
76％が陽性であることが判明。水平感染
対策（分離飼育等）は牛舎構造、労力等
から実施できず、即対応可能な垂直感染
対策である低温殺菌処理による初乳感染
防止対策を実施。その効果を検証したと
ころ、対策後出生した 22 頭のうち初回抗
体検査で陽性であった 3頭を除く 19頭は
経産牛と混飼されるまで陽転は確認され
ず。しかし、12 ヵ月齢を超え混飼をされ
た 13 頭では、6 頭が陽転（46％）。この
ことから、垂直感染対策の効果はみられ
たものの水平感染対策を行わなかったこ
とで、牛群全体の BLV 陽性率は 75％程度
で推移し改善されなかったことを農家に
説明し理解を得て、白血病清浄化に向け
分離飼育が可能な牛舎構造へ改造する予
定。 
 
89. ピートンウイルスの関与を疑う牛の
異常産 4 症例：岡山県津山家保 宇高成
美 
  平成 29 年 2 月～3 月、管内でピートン
ウイルス（以下 PEAV）の関与を疑う牛異
常産が 4 農場 4 症例発生。いずれも四肢
屈曲・拘縮を認め、母子とも抗体陽性で
あったが、ウイルス遺伝子は検出されず。
なお同一町内発生の 3 症例では、脊柱弯
曲、剖検・組織検査で骨格筋・中枢神経
系に異常所見を認めるが、他町発生の 1
症例は病変を欠く。発生 1 農場の血清を
用い追加調査を実施。結果①：発症牛と
同時期に分娩した母牛の抗体保有状況は
13/22 頭が PEAV 抗体陽性であったが、異
常産は 1 頭（症例）のみ。結果②：同一
農場で分娩された初乳未摂取正常産子の
抗体保有状況で、PEAV 抗体陽性母牛から
の産子であっても抗体陰性の 1 例を確認。
今回の症例や調査結果から、母牛が PEAV
に感染しても産子に異常が生じる可能性
は低いと考察。本ウイルスの実態解明の
ため、PEAV 浸潤が確認された際は、農場
や関係機関と協力し、正常産子も含めて
積極的・経時的に採材・調査していく必
要がある。 
 
90. ピートンウイルスの関与が疑われた
異常産 2 例：岡山県真庭家保 梯洋介、
金谷真澄 
 管内 2 農場でピートンウイルス（PEAV）
の関与が疑われた異常産の概要を報告。
①ホルスタイン種 2 産、胎齢 152 日で流
産。胎子外貌は体型等の異常なし。肉眼
所見では臓器等著変なし。組織所見は非
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化膿性脳炎。遺伝子検査で胎児の脳から
県内初となる PEAV 遺伝子を検出。本牛及
び流産歴のある同居牛 3 頭の抗体検査の
結果、本牛からのみ抗体検出。なお、当
該農場では平成 28 年度サーベイランス
による抗体調査を実施しており、PEAV 抗
体が 9月に 2頭陽転。②黒毛和種未経産、
胎齢 275 日で死産。胎子には脊椎湾曲及
び四肢の関節のねじれを確認。肉眼所見
では臓器に著変なし。組織所見は骨格筋
の低形成等。母牛血清及び胎児脳脊髄か
ら PEAV 等の遺伝子は検出されず。母牛及
び胎児血清より PEAV 抗体が検出。近年九
州地方を中心に種々のアルボウイルスに
よる異常産が報告されているため、情報
の収集及び農家へのワクチン接種を指導
していく必要がある。 
 
91. ピートンウイルス県内初流行の実態
と牛異常産発生への影響：岡山県井笠家
保 平井伸明、高崎緑 

平成 28 年度サーベイランスにおいて
県内で初めてピートンウイルス(PEAV)の
抗体陽転を確認。そこで PEAV 流行実態及
び牛異常産発生への関与を検討。調査で
は 9月に県北東部から南西部で PEAV抗体
陽転農場がみられ、10 月には県南で陽転
農場増加。抗体陽転後の県内異常産病性
鑑定事例で PEAV の関与を疑う(疑い例)8
例が発生。管内でも脊椎弯曲、関節拘縮
と内水頭症を伴う死産(疑い例)1 例と、
PEAV の関与を特定できない不明例 2 例を
確認。疑い例は抗体調査の 9 月陽転地点
周辺に多発し、授精時期が平成 28 年 5～
6 月に(7/8 例)、分娩が平成 29 年 2～3 月
に(5/8 例)集中。牛群検定の繁殖成績か
ら県内の流死産発生率(流死産件数/分娩
件数)を集計した結果、平成 28 年度は 1
月のみ流死産発生率が上昇。同年度 1 月
の発生率 8.5%は、アルボウイルスの流行
がなかった過去 4 年の 1 月流死産発生率
5.0～5.9%より有意に高値(p<0.05)。同月
の流死産発生に PEAV 流行が影響した可
能性を示唆。  
 
92. 県内で初めて流行したピートンウイ
ルスの関与を疑う牛の異常産 8 例：岡山
県岡山家保家畜病性鑑定課 水上智秋、
廣瀬友理  

2016 年 10 月から翌 4 月に県内で発生
した牛の異常産 8 例(胎齢 152～282 日、
流産 2 例、死産 4 例、生存 2 例)について
病性鑑定を実施。頭部変形(4/7)、脊椎弯
曲(5/8)、関節拘縮(7/8)、脳室拡張(1/7)、
脳内空洞(2/7)、小脳低形成(3/7)、脊髄
低形成(4/5)、骨格筋低形成(5/7)を確認。
2 例で脳からピートンウイルス(PEAV)特
異遺伝子を検出、M 分節上 Gc 糖タンパク
領域の遺伝子解析ではいずれも 2016 年

鹿児島分離 PEAV 株と 98%以上の高い相同
性。7 例で産子から PEAV に対する中和抗
体を検出(2～256 倍)。免疫染色で 3 例の
脳に陽性散見。アルボウイルスサーベイ
ランスでは 9 月から 11 月にかけて PEAV
抗体の陽転を確認。以上から牛の異常産
8 例への PEAV の関与が疑われ、うち 1 例
は今まで報告のない体型異常を伴わない
流産であった。2004 年以降の異常産病性
鑑定 144 件 278 検体の PEAV 中和抗体検査
で全検体陰性を確認。近年の PEAV の県内
流行はなかったと考察。 
 
93. ６ヶ月齢黒毛和種でみられた子牛型
牛白血病：岡山県高梁家保  秦守男     
 2016 年 12 月、母牛 15 頭を飼養する黒
毛和種繁殖経営農場で、6 ヶ月齢去勢牛 1
頭の体表リンパ節が左右非対称性に肥大。
ELISA 法による牛白血病ウイルス（BLV）
抗体検査にて、発症子牛陰性、その母牛
は陽性。同居牛 14 頭中陽性は 7 頭。剖検
所見は体表（浅耳下腺、浅頚、腸骨下）
リンパ節に加え、深部（空腸、深鼠径）
リンパ節の腫大も確認。病理組織所見で、
各リンパ節の他、肝・腎・脾・肺におい
てもリンパ球様細胞の腫瘍性増殖が見ら
れた。免疫組織学的検査にて CD3 陰性、
CD79α陽性。BLV 遺伝子検査にて発症子
牛は陰性であったことから、本症は散発
性で B リンパ球由来の子牛型牛白血病と
診断。BLV の関与は認められなかったも
のの、同居牛の半数で感染が認められて
いることから、当該農場へは BLV 陽性牛
の低減に向けて指導中。    
 
94. 肉用牛飼養農家の牛白血病清浄化へ
の取組（第２報）：広島県東部家保 恵
谷美江、秋山昌紀 

牛白血病清浄化対策を目的に肉用繁殖
牛飼養農家 106 戸 1,497 頭中、牛白血病
ウイルス（BLV）抗体検査希望農家 82 戸
865 頭を対象とし、平成 28 年 12 月から
平成 29 年 6 月までの間に BLV 抗体検査を
実施。陽性農家には侵入防止及びまん延
防止対策指導を実施。未検査農家には、
継続して牛白血病に対する理解を求めた。
さらに、今回の意向調査以前に検査実施
済農家を含めた管内検査実施状況等を取
りまとめた。今回、検査を希望した農家
では、BLV 抗体陽性は 11 戸（13.4％）71
頭（8.2％）。BLV 抗体陽性牛が確認され
た農家には、農場毎の清浄化対策を指導。
現在、対策を実施中。管内の BLV 抗体検
査実施状況は 92 戸（86.8％）1,275 頭
（85.2％）。このうち、BLV 抗体陽性は
15 戸（14.2％）79 頭（5.3％）。管内の
BLV 浸潤状況は低いと考察。今回の結果
を農家や関係者等に情報提供し、関係機
関との協力体制の整備及び清浄化対策支
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援を実施し、安心・安全な牛の生産・販
売を目指す。 
 
95. 肉用牛の牛白血病対策の現状と課題
：広島県北部家保 数面麻子、松本早織 
 当所の地方病性牛白血病(EBL)に対す
る対策指導を有効に推進するため、過去
の成績を整理し課題を抽出。検査・調査
実績（期間：H24～29．11）から繁殖牛
30 頭以上規模農家の 80%（8／10 戸）が
検査実施の一方で、30 頭未満規模農家（小
規模）では約 12%（35／317 戸）と低調。
目的別では H24 は感染牛把握検査が最多、
H25 以降は清浄性確認検査が最多。対策
状況は検査陽性率が 3 割未満の農家では
複数の対策を実施する一方、陽性率 5 割
以上の農家では未実施。検査陽性牛の転
帰は、継続飼育 46%（40／88 頭）、市場
出荷 33%（29 頭／88 頭）、自家肥育 10
％（9／88）の順。農家アンケートから、
検査実施農家では農家間の情報共有で
EBL の検査意義を認識、未実施農家では
EBL の知識不足の傾向が判明。以上から
小規模への検査推進、高陽性率農家での
対策、農家の情報不足が課題。今後は、
農家への積極的な情報提供により、検査
や対策の実施へと繋げる必要。 
 
96. 広島県内の牛ウイルス性呼吸器病の
発生状況(平成 22～29 年度)：広島県西部
家保鈴藤和、渡部伸也 

平成 22～29 年度に発生した牛呼吸病
の病性鑑定事例 75 件について、発生状況
と牛 RS(RS)、牛パラインフルエンザ 3 型
(PI3)、牛ウイルス性鼻気管炎(IBR)、牛
ウイルス性下痢(BVD)、牛コロナ(BCV)、
牛アデノ 7 型(AD7)ウイルスの簡易検査、
遺伝子検査、分離検査、抗体検査結果を
調査。RS、PIV3 の遺伝子解析を実施。発
症牛は乳用種 31件、肉用種 44件で発生。
ワクチン接種率は乳用種 38.7％、肉用種
72.7％。発生月は 2、4、1 月の順に多く、
全体の 46.7%を占めた。原因別では単独
感染 34.6%(RS:25.3%、PI3:6.7%、IBR 及
び BCV: 各 1.3 ％ ) 、 重 複 感 染
20.0%(RS/PI3:8.0% 、 BCV/BVD 及 び
AD7/BVD:各 2.6%）。抗体検査を実施した
45 件のうち、68.9%は原因が特定され、
BVD 及び AD7 は抗体検査のみにより診断。
BCVは呼吸器より下痢の症状が主体。RS、
PI3 の遺伝子解析では、過去の分離株と
相同性が高かった。今後、抗体検査の重
要性の周知とより効率的な抗原検索法の
検討が課題。 

 
97. 肉用牛繁殖農場の牛白血病対策の取
り組み：山口県西部家保 西本孝志、引
田久美子 

 国が策定したガイドラインに基づき、
管内の本病発生 3 農場で、分離飼育を中
心とした清浄化への取り組みを開始。抗
体検査（ELISA 法）による浸潤状況調査
を実施し、抗体陽性率は繋ぎ飼育の A 農
場が 62.5％(n＝16)、フリーバーン飼育
の B 農場が 87.5％(n＝24)、C 農場が 79.2
％(n＝48)。抗体陽性牛にウイルス遺伝子
量の測定（リアルタイム PCR 法）、リン
パ球数の測定及び EC の鍵を用いた判定
を実施し、分離飼育及び更新優先順位を
提案。関係機関と連携して各農場の実情
に応じた対策を指導。対策実施後の非感
染牛について抗体検査を実施。陽性に転
じた牛は認めず、感染牛の更新及び非感
染牛の増加により、A 農場は 50.0％(n＝
18)、B 農場は 69.0％(n＝29)、C 農場は
67.9％(n＝53)。抗体検査、遺伝子検査、
リンパ球数の測定及び EC の鍵等による
総合的な判断の重要性が示唆。飼養者が
現状を把握し、実施可能な対策を自ら選
択することで対策意識が向上。今後も清
浄化に向けた指導を継続。 
 
98. 牛ウイルス性下痢・粘膜病の清浄化
対策：山口県中部家保 鶴田祐哉、多度
津大介 

平成 28 年 11 月から 12 月にかけ、管内
の 2 農場で牛ウイルス性下痢・粘膜病
(BVD-MD)による持続感染（PI）を疑う事
例を確認。農場の BVD-MD の清浄化を図る
ため、国ガイドラインに基づき、PI 牛の
摘発を共済獣医師と連携して実施。同居
牛及び出生子牛の PI 牛摘発検査、ワクチ
ン接種等に取り組んだ。2 農場とも、発
症牛は外部からの導入牛であり、BVD-MD
と診断後、速やかに淘汰。同居牛検査(98
頭)で、1 頭の PI 疑い牛を摘発淘汰。当
該牛は、BVD-MD と診断された牛の産子。
新生子牛検査では、発症牛淘汰後 10 か月
間に、18 頭を検査し、全頭陰性を確認。
検査期間中に BVD-MD による早産(胎齢
260 日)が発生。新生子牛は娩出直後に死
亡。胎盤から牛ウイルス性下痢ウイルス
の遺伝子が検出され、BVD-MD による早産
と診断。以降、BVD-MD の発生及び PI 牛
の発生はなく、2農場での清浄化を達成。
今後も、本病に対する注意喚起、発生予
防等の指導を継続。 
 
99.和牛繁殖農家における牛白血病清浄
化対策(第３報)：徳島県西部家保 山田
みちる、紀川将之 
 管内和牛繁殖農家において、平成 27 年
度から牛白血病清浄化に向けて対策を開
始。所有する 2 農場を活用し抗体陽性・
陰性牛を分離。陰性牛は全て 1 農場に集
約済。平成 29 年度は、陰性農場の清浄状
態保持の確認および陽性農場の今後の活
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用について検討。陰性農場は平成 29 年 6
月の検査にて清浄状態維持を確認。陽性
農場は EC の鍵を指標とし、配置換えする
と共に高リスク牛の優先淘汰を実施。ア
ブが多く感染源として重要と考えられた
ため、吸血昆虫対策として防虫ネットを
設置。平成 28 年度の検査で陰性確認して
いる 2 頭をおとり牛とし、平成 29 年 2 月
以降陽性農場で飼育。おとり牛 2 頭には
イヤータグ忌避剤を装着。平成 29年 6月、
11 月の抗体検査にておとり牛 2 頭の陰性
を確認。おとり牛は 2 頭共に妊娠。分娩
は分娩舎を利用せず、飼育牛房を区切り
陽性牛との管理を区分。今後、BLV 陰性
繁殖母牛が増頭することが予想されるが、
対策を継続しモニタリングすることによ
りコントロール可能。   

 
100. 本県の牛ウイルス性下痢・粘膜病対
策：徳島県徳島家保 三宅秀隆、松尾功
治 
  1)2016 年持続感染牛（以下「PI 牛」と
いう。）を摘発した管内肉用繁殖 A 農家
で、新生子牛 28 頭の遺伝子検査を実施し、
陰性を確認。2)管内肉用繁殖 B 農家で産
出された発育不良牛を鑑定殺。遺伝子検
査で BVDV1 型特異的遺伝子検出。当該牛
は PI 牛の可能性があるため、同居牛の遺
伝子検査を実施。1 頭陽性だったが、再
検査は当該牛が死亡したため実施せず。
今後、新生子牛の遺伝子検査を実施。3)
管外肉用一貫 C 農家で呼吸器病関連ウイ
ルス抗体検査依頼。結果 BVDV1 型に対す
る中和抗体価が高く、PI牛の存在を示唆。
同居牛の抗体検査を実施し、抗体を保有
していない検体は遺伝子検査を実施。
BVDV1 型特異遺伝子が検出された一部の
検体（n=3）について、保存血清を使用し
遺伝子検査を実施した結果、急性感染と
判明。4)2017 年より PI 牛摘発のため、
家畜伝染病予防法第 5 条に係る検査の余
剰血清を用いたスクリーニング検査を実
施。検査対象外の牛の検査法の確立が課
題。 
 
101. 多形型 B 細胞性リンパ腫 11 例の病
理組織学的検討：徳島県徳島家保 山本
由美子、松尾功治 
 多形型 B 細胞性リンパ腫は、牛白血病ウ
イルス（BLV）感染を原因とする腫瘍性疾
患であり、牛白血病のうち、地方病性（成
牛型）に分類される腫瘍の組織診断名であ
る。2010 年以降に病性鑑定依頼のあった
11 件の症例について、3 歳未満 5 件（肉用
交雑種 2 件、黒毛和種肥育 3 件）と、3 歳
以上 6 件（黒毛和種繁殖 3 件、乳用牛 3
件）の比較を中心に、病理組織学的に検討。
病理組織学的検査は HE 染色を、免疫組織
化学的検査は抗 CD79αおよび抗 CD3 染色

を実施。BLV 感染は抗体検査または遺伝子
検査で確認。血液採材できた個体について
は血液検査も実施。全検体で組織学的所見
に差はみられず、病変発現部位、臨床症状、
血液性状などの違いに年齢との関連性は
認められなかったことから、若齢発生例の
増加は病態の違いによるものではなく、
BLV 感染率および早期感染の増加が要因
と推察。また、若齢発生に肥育牛が多いこ
とから、肥育牛生産での対策の不備が示唆
され、若齢発生増加の現状について啓蒙が
必要と考察。 
 
102. 若齢牛で発生した血管内大細胞型 B
細胞性リンパ腫：香川県東部家保 土佐
進、髙橋茂隆 
 若齢の交雑種牛で既報の組織学的分類
に区分されない地方病性牛白血病（EBL）
の症例に遭遇したので概要を報告。平成
29 年 8 月、共済獣医師から 10 ヶ月齢の
若齢牛で白血球数及び異型リンパ球数の
増加のため EBL を疑い病性鑑定依頼有。
剖検にて顕著なリンパ節の腫大はないが、
脾臓の著しい腫大と脾門部からの大量の
出血を確認。牛白血病ウイルス（BLV）抗
体陽性、白血球数 74 万/μ1、異型リンパ
球 95％（百分比）。リアルタイム PCR に
よ る BLV 遺 伝 子 量 （ 血 液 ） は
2,008copies/10ngDNA と高値。組織学的
には各臓器の小型血管内選択的に腫瘍細
胞が増殖する特徴的所見及び骨髄にて赤
血球貪食像を確認。免疫組織化学染色で
腫瘍細胞の CD20 陽性、CD3、TdT 陰性に
より B 細胞由来を確認。以上の所見は人
等で既報の血管内大細胞型 B 細胞性リン
パ腫（IVLBCL）のアジア変異型診断基準
と合致。本症例は組織診断名を IVLBCL、
疾病診断名を EBL と診断。牛の IVLBCL は
本症例が初めての報告。 
 
103. 牛白血病におけるパンチ生検と穿
刺吸引法との比較検討：香川県東部家保 
片山進亮、土佐進 
 牛白血病の確定診断に用いるパンチ生
検は侵襲性が高く、診断までに 2 日以上
を要することが課題。今回、パンチ生検
と、人医領域や小動物領域で使用してい
る穿刺吸引法(FNA)による診断結果を比
較検討。計 12 症例のうち、パンチ生検で
牛白血病と診断した 8 症例では、FNA で
も全て牛白血病と診断。パンチ生検で結
合組織の増生と診断した 1 症例では、FNA
でも同様の診断。パンチ生検でリンパ節
炎と診断した 3 症例のうち、2 症例は FNA
でも同様の診断だが、1 症例は重度のリ
ンパ節炎によるリンパ球の活性化や細胞
分裂所見が観察されたため、判断を保留。
FNA は簡便、迅速、低侵襲性な腫瘍細胞
検査法であるため、臨床現場への応用に
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より、牛白血病発症牛の迅速、的確な診
断と摘発淘汰が可能。現在、FNA は病性
鑑定指針の検査項目に入っていないため、
検査項目の一つとなるよう症例を蓄積し、
採材・検査マニュアルの作成により、県
下全域での臨床応用を目指す。 
 
104. 届出伝染病報告から見た牛白血病
の現状：香川県東部家保 宮本純子、泉
川康弘 
 牛白血病は平成 10 年から届出伝染病
に指定され、香川県でも年々増加、特に
平成 27 年増加が顕著。H26.4 から H29.11
の牛白血病届出報告について現状を分析。
発生頭数の割合は牛の届出伝染病報告数
の 9 割以上。発見場所別では H26、H27 は
と畜場が農場よりも多く、H28 には同数
でいずれも頭数は増加、H29 では逆転傾
向。品種別ではホルスタイン種が約 6 割
を占め、H27 には交雑種も増加。地域別
では、乳用牛は東部、肉用牛は西部で多
く発生。全体集計では、飼養形態、経営
形態及び飼養規模別で群飼方式、飼養頭
数の多い農家ほど発生頭数は多い。月齢
別では、乳用牛は４歳以上で発生頭数が
増加、肉用牛では肥育仕向けの 3 歳未満
での発生が 8 割を占め、特に若齢子牛ほ
ど交雑種の発生が多い。近年の飼養規模
拡大に伴い飼養形態が変化し、ウイルス
感染リスクが増大。交雑種での若齢発生
については、母牛となる乳用種の感染ウ
イルス量の増大による垂直感染が原因で
ある可能性を推察。 
 
105. 管内肉用牛繁殖部会の牛白血病清
浄化への取り組み：愛媛県南予家保 今
岡豊、熊岡悟史 

近年、管内での牛白血病発症牛は増加、
若齢化傾向にあり、肥育素牛への影響が
懸念。今回、A 市肉用牛繁殖部会から対
策要望があり、家保、部会、農協が連携
し、牛白血病清浄化に向けた取り組みを
実施。平成 29 年 2 月、農家 17 戸 124 頭
の牛白血病ウイルス浸潤状況を抗体検査
により調査した結果、2 戸 12 頭陽性を確
認。牛白血病対策として、感染牛の早期
淘汰、陽性牛の分離飼育、防虫ネットに
よる吸血昆虫対策、初乳処理、早期離乳、
人工哺乳、鼻環・耳標装着等出血を伴う
処置時の使用器具の洗浄・消毒徹底等を
農家へ指導。平成 29 年 11 月、陽性農家
への対策実施後の状況調査では、新たな
抗体陽転牛を認めず。今後は、この体制
により、現在の対策を継続指導するとと
もに、計画的淘汰を推進し、清浄化に向
けて取り組む予定。 

 

106. 管内乳牛公共牧場における牛白血
病清浄性維持に向けた取り組み：愛媛県
南予家保 河本亮一、井阪章 

県では管内乳牛公共牧場の利用促進の
強化を図り、H28 年度より入牧検査戸数
・頭数ともに増加傾向。一方で、定期検
査（越冬牛、中間、退牧牛）における牛
白血病感染摘発頭数も増加。さらに、入
牧希望農場の約 56％が陽性農場であるこ
とを背景に、本病侵入及びまん延リスク
の増大が危惧。対策として、H29 年 1 月
より、陽性農場等からの入牧検査及び定
期検査における入牧後 2 か月未満の牛を
対象として、抗体検査に加え、遺伝子検
査を併用した検査体制を強化。その結果、
入牧検査及び中間検査で初期感染牛各 1
頭を摘発、退牧検査では全頭陰性を確認。
また、本病清浄化対策に積極的な陽性農
場 5 戸に対して、全頭検査及び陽性牛分
離飼育等の対策を徹底。今後は、現在実
施している強化対策を継続して、本病の
清浄性維持確保に向けた一層の衛生指導
を図ることとするが、検査コスト及び業
務負担の増加が課題。 
 
107. 管内の繁殖農家における牛白血病
の現状と課題：愛媛県東予家保 堀江陽
二、徳永康子 

管内の肉用繁殖牛を飼養する 9 戸 147
頭において、定期検査の余剰血清を用い
た牛白血病（BLV）の ELISA 法による抗体
検査を実施。同時に、本病に対する認知
度について 9 項目の質問を設定し、アン
ケート調査を行った。結果、BLV 陽性率
は 10.2％で、農家別の陽性頭数/検査頭
数は A農家 1/1、B農家 1/10、C農家 13/30。
A 農家の陽性牛は自家産牛で母牛は管内
導入牛、B 農家は管内酪農家からの導入
牛で、両農家とも酪農から繁殖農家に転
向。C 農家は、県内外からの導入が多く、
平成 28年度には 160ヵ月齢の発症牛を摘
発。対策として、陰性農家は導入時に BLV
検査を実施し、清浄の維持に努め、陽性
農家は陽性牛の計画的な更新等を指導。
アンケート調査では、BLV を知っている
と回答した農家は 6 戸。うち原因や症状
まで知っている農家は 4 戸で BLV に対す
る理解が不足していた。繁殖農家での検
査は今回が初めてであり、BLV の対策を
進めていくには知識の普及や啓発で農家
の関心を高めていくことが必要。 

 
108. リアルタイム PCR を用いた牛白血病
検査に関する一考察：高知県中央家保 
森木啓         

地方病性牛白血病（EBL）の発生は全国
的に増加し、牛白血病ウイルス（BLV）の
感染拡大が危惧されている。BLV 感染牛
の早期摘発や予防のため、血液検査、抗
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体検査及び定性 PCR が実施されているが、
近年ウイルス量を定量できるリアルタイ
ム PCR（qPCR）が普及。本県でも EBL 対
策のため、BLV 抗体陽性牛 168 検体（5 農
家）の qPCR を実施し、抗体検査、定性
PCR 等との結果を比較。qPCR で検出した
BLV 量は検出不能～106 コピー/105 細胞
と幅広く、エライザ検査の S/P 比が高く
ても、BLV 量は少ない個体も多数あり。
そのため、qPCR は BLV 伝播リスクを客観
視できる点で有用。また、ウイルス量が
多い個体の優先淘汰や分離飼育に活用可
能。しかし、ウイルス量は検査時期によ
り変動することや、抗体陽性牛が多く分
離飼育や早期淘汰が困難など、農家によ
り状況が異なるため、EBL 対策は農家ご
とに総合的な判断が必要。 

 
109. 牛ウイルス性下痢・粘膜病の清浄化
に向けた長期にわたる取り組み：福岡県
両筑家保 松尾浩子、寺迫美知子 

平成 27 年 8 月、管内酪農家で牛ウイル
ス性下痢・粘膜病（BVD・MD）が発生。牛
ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）の持続
感染（PI）牛摘発淘汰、ワクチン接種等
の清浄化対策を開始。PI 牛を 12 月に 1
頭、平成 28 年 5 月に 3 頭摘発。農場の清
浄化達成目前になった平成 29 年１月、PI
牛を 1 頭摘発。清浄化対策中に PI 牛が発
生したため、その原因を推察。遺伝子解
析により、本事例で分離された BVDV は全
て遺伝子型 2a、相同性が非常に高いこと
が判明。PI 牛の出生状況から、PI 牛の出
生、BVDV が農場に拡散、抗体価の低い妊
娠牛に感染、PI 牛の出生を繰り返してい
ると推察。畜舎の構造上、子牛の飼養場
所と作業動線が交差するため、万一 PI 牛
が発生しても BVDV が拡散しない農場の
飼養形態に即した対策を実施。また、抗
体価の推移調査から、免疫を獲得しにく
い成牛の存在を確認。ワクチン接種の見
直しを指導、全頭に免疫を附与させ再発
防止を図る。現在、これらの対策を継続
中。農場清浄化達成予定。 

 
110. 肉牛繁殖農家の牛白血病清浄化に
向けた取り組み：福岡県筑後家保 後藤
敬一、福岡県中央家保 濱田恭平 
 濃厚な牛白血病ウイルス（BLV）浸潤が
みられた繁殖和牛農家 1 戸（繁殖雌牛 77
頭飼養）で、平成 27 年 9 月から「衛生対
策ガイドライン」による基本的な衛生対
策と抗体価を指標とした分離飼育対策を
実施したが、効果判定で新たな抗体陽転
牛を多数摘発。問題点を抽出、対策を再
検討した結果、母牛抗体を考慮した哺育
・育成時の対応と発生源抑制等の吸血昆
虫対策を強化。さらに、血中 BLV 遺伝子
量を測定し、正確な感染リスクを把握し

た上で、更新優先順位の決定と牛群編成
の見直しを実施。施設の都合上、完全な
分離飼育が出来ず、混合牛群に低リスク
牛を選定。約 1 年後の効果判定で、抗体
陽転を抑え、一定の成果を得た。以降も
この対策を継続した結果、約 2 年半の取
組みで、完全な分離飼育を実践、計画的
な更新により陽性率も低下し、清浄化へ
前進。これらのことから、非感染牛との
混合牛群を編成する場合、低リスク牛を
選定し配置する方法が水平感染防止に有
効であることが示唆された。 
 
111．肉用牛繁殖農場の牛白血病清浄化に
向けた取組み：佐賀県北部家保 野田由美、
園部深雪 

管内の肉用牛繁殖農場から、牛白血病を
清浄化したいとの要望を受け、平成 27 年度
から清浄化対策を実施。牛白血病ウイルス
(BLV)浸潤状況調査のため、赤血球受身凝集
反応法(PHA)による抗体検査（繁殖用雌牛及
び育成牛 77 頭）を実施した結果、3 頭が偽
陽性。この 3 頭について PCR 法による遺伝
子検査を実施し、すべて陽性を確認。また、
浸潤状況調査実施後に外部から導入した牛
1 頭も PHA で抗体陽性。そこで、清浄化対
策として、4 頭の BLV 抗体陽性牛を防虫ネ
ットで隔離飼養した後、早期出荷を実施し
たところ、清浄化を達成。さらに清浄性を
維持するために①外部導入の中止（自家育
成）②定期的な抗体検査の実施③代用乳の
利用④吸血昆虫対策を実施。その結果、現
在も清浄性を維持。今後も当該農場におい
て引続き指導、検査等の協力をしていくこ
とは勿論、他の農場においても清浄化に向
けた指導・助言等を実施することが必要。 
 
112. 牛白血病ウイルス遺伝子検査法の
検討：佐賀県中部家保 田中徹、大澤光
慶 

末梢血中牛白血病プロウイルス量（BLV
量）による更新優先度の順位付けで使用
する市販のリアルタイム PCR（qPCR）試
薬（A、B 試薬）を比較検討。県内の黒毛
和種繁殖農場 1戸の雌牛 48頭の血液から
抽出した DNA を鋳型とし、A、B 試薬を用
いて BLV 遺伝子の qPCR を複数回実施し、
得られた BLV 量の有意差、変動係数及び
相関係数について解析。また定性及び検
出 限 界 に つ い て Fechner ら の 方 法
（nested PCR）と比較。BLV 量は A、B 試
薬間で有意差はないが、A 試薬での変動
係数は大きく、ばらつきが見られた。定
性は B 試薬による qPCR 及び nested PCR
で全て一致（陽性 12 頭）したが、12 検
体中 1 検体については A 試薬の繰返し間
で結果が異なっていた。検出限界は B 試
薬の方が他の方法より 10 倍高感度。今回
の比較では定量検査、定性検査、検出限
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界で B 試薬が優れていた。今後 B 試薬の
検査データを蓄積し、さらなる BLV 検査
の精度向上に取り組んでいきたい。 
 
113. キャトルステーションで発生した
牛ウイルス性下痢・粘膜病：佐賀県北部
家保山城光樹、中村陽介 
 平成 27 年 8 月、管内キャトルステーシ
ョン(CS)で 3 か月齢の子牛 1 頭が発熱、
呼吸器症状等を呈し死亡し病性鑑定を実
施。剖検で肺前葉～中葉肝変化、第四胃
潰瘍、病理検査で化膿性壊死性肺炎、第
四胃潰瘍、回腸・結腸粘膜壊死等を確認。
細菌検査で肺から Mycoplasma bovis を分
離。ウイルス検査で心臓から牛ウイルス
性下痢ウイルス(BVDV)を分離し、脳及び
その他の主要臓器から BVDV 遺伝子を検
出。以上より、牛ウイルス性下痢・粘膜
病(BVD-MD)と牛マイコプラズマ肺炎の混
合感染症と診断。その後の調査で、同じ
農場から CSに預託中の子牛 1頭とその母
牛(県外導入)から BVDV を分離し、2 頭と
もに BVDV 持続感染牛疑いと診断。シーク
エンス解析で 3頭から分離した BVDVはほ
ぼ一致したため、本症例は、解剖子牛の
母牛が導入母牛から妊娠初期に BVDV に
水平感染し、PI 牛として解剖子牛が生ま
れ、後に BVD-MD を発症した可能性が高い
と推察。 
 
114. 18 年ぶりに発生した流行性出血病
ウイルス 7 型による牛異常産の病態、疫
学、被害状況の分析：長崎県中央家保 井
上大輔、早島彬美 

流 行 性 出 血 病 ウ イ ル ス 血 清 型
7(EHDV-7)は、イバラキウイルスと血清学
的に交差するウイルスで、国内では平成
9～10 年にイバラキ病様疾病と異常産に
よる大きな被害を惹起。今回、18 年ぶり
となる EHDV-7 による異常産例に遭遇し、
本病の病態、発生に係る疫学および被害
状況を分析。病性鑑定を行った 3 例すべ
てで胎子への経胎盤感染が確認されるも、
胎子諸器官での顕著なウイルス増殖や病
変形成は認められず。一方、胎盤では EHDV
による病変形成とウイルス増殖を確認。
これらのことから、本病の発生機序とし
て、ウイルスが母牛側（胎盤等）に作用、
妊娠を維持できない状態になると胎子が
娩出、これが生存困難な胎齢であった場
合流死産となると考察。また、アジア・
オセアニア地域では、少なくともこの 18
年間、牛に異常産を引き起こす株が変異
しながらも維持されていたことが示唆。
本県には平成 28 年 8～9 月にウイルスが
侵入、発生未確認農場でも若い胎齢での
流死産を惹起した可能性。 
 

115. LAMP 法による現場家保で実施可能
な牛白血病ウイルス遺伝子検査法の検討
：長崎県中央家保 酒井芳子、井上大輔 

現場家保で実施可能な牛白血病ウイル
ス（BLV）検査法のひとつとして LAMP 法
を用いた簡便な BLV 遺伝子検査法につい
て検討。EDTA 加血液（全血）計 27 頭分
を用いて前処理と抽出法の組み合わせに
よる遺伝子抽出方法の検討ならびに各材
料を用いた LAMP 法と Nested PCR、リア
ルタイム PCR（r-PCR）との検出率比較を
実施。その結果、全血 200μL からの未洗
浄白血球をプロティナーゼ K （PK）処理
した抽出産物は産物中の BLV 遺伝子量が
抽出キットの次に高く、この産物を用い
た各検査の検出率は LAMP 法（目視、紫外
線照射、電気泳動による判定）、Nested 
PCR、r-PCR の順に 75、75、89、89、50
％であり Nested PCR 、LAMP 法、r-PCR
の順に検出感度が高いことを確認。さら
に PK 処理と LAMP 反応はウォーターバス
と沸騰水で実施可能であり操作性も簡便
であることから現場家保で実施する BLV
遺伝子検査法として有用と考察。今後、
現場家保に対し本技術の普及を図り、よ
り迅速かつ的確な BLV 検査の実現に繋げ
たい。 
 
116. 牛の異常産の発生状況と原因の検
討：熊本県中央家保 安田航 

平成 24 年度から平成 28 年度の 5 年間
の検査課の病性鑑定総件数は 1,071 件で、
異常産関連は 96 件(9.0％)。確定診断及
び何らかの所見が確認されたもの 57 件
(59.4％)。うち、細菌感染 20 件、ウイル
ス感染 14 件、寄生虫(ネオスポラ感染)
の疑い 4 件、栄養不良 3 件、先天性奇形
10 件、等。原因不明は 39 件(40.6%)。ア
ルボウイルス動向予測調査で抗体が陽転
した平成 25 年度と平成 27 年度は異常産
関連の依頼が両年 22 件と増加。異常産予
防ワクチンは 57 件(59.4%)で接種されて
いたがアカバネ病の発生農家では未接種。
異常産発生原因として感染性病原体が示
唆されたものが 41 件(42.7%)。衛生的な
飼養環境や状況に応じて血液生化学的検
査、ワクチン接種推進も発生予防対策と
して重要。アルボウイルス動向調査結果
の早期のフィードバックによる動向の確
認と抗体陽転ウイルスの関与を念頭に置
いた病性鑑定が重要。今後も各家保と採
材について協力しながら迅速で適切な病
性鑑定を実施。 
 
117. 肉用牛繁殖農場における牛白血病
清浄化への取り組み：大分県玖珠家保 
中村繁正 
 地方病性牛白血病清浄化への取り組み
を繁殖和牛 54 頭ならびに 40 頭を飼養す
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る A 農場および B 農場に対して実施。浸
潤調査において遺伝子検査（Nested PCR）
を全頭実施し、検査結果に基づき分離飼
育を実施。水平感染対策として定期的な
遺伝子検査に基づく分離飼育及び BLV 陽
性牛の計画的な更新ならびに吸血昆虫対
策を実施。また、人為的感染の予防を指
導。後継牛確保対策として子牛の早期分
離飼育を実施。成果として A 農場におい
て、成牛舎 3ｍの中央通路で隔てた分離
飼育により陽転率は 0％であり、育成牛
・成牛の陽性率は 72％から１年後に 52
％へ減少。B 農場においては出生子牛の
分離飼育によって、BLV 陰性候補牛を 5
頭保留。課題として、A 農場において、
分離場所の不足と分娩房の不足による陽
性牛と陰性牛の交差リスクが挙げられる。
B 農場においては効率的な分離飼育の検
討が必要。今後、当該 2 農場の取り組み
を通じて、高い BLV 陽性農場の清浄化モ
デルとして実証していきたい。 
 
118. 酪農場で分離された牛伝染性鼻気
管炎ウイルス（BHV-1）の遺伝子学的検査
及び疫学調査：大分県大分家保 中出圭
祐、寺山将平 
 県内酪農場にて呼吸器病症状で 2016
年 12 月 9 日、同月 14 日、同月 25 日にホ
ルスタイン種雌牛各 1 頭が死亡。PCR 検
査で死亡牛 3 頭の鼻腔スワブから BHV-1
の特異遺伝子を検出。ウイルス分離検査
で死亡牛 2 頭の鼻腔スワブから BHV-1 を
分離。識別 PCR 及び全長ゲノムの RFLP 検
査で分離ウイルス 2 株は BHV-1 野外株と
診断。さらに RFLP 検査で BHV-1.1（呼吸
器型）と分類。ペア血清では同居牛 12 頭
中 6 頭で BHV-1 に対する中和抗体価の上
昇を確認。以上の検査結果から牛伝染性
鼻気管炎と診断。抗体検査の結果や発生
状況から、群編成によって BHV-1 は農場
内で伝播したものと推察。既存牛群及び
導入牛群の保存血清の抗体検査により、
BHV-1 は 2013 年 3 月下旬から同年 6 月に
導入牛によって農場内に初めて持ち込ま
れ、以後たびたび侵入したものと考察。
当該農場に対してワクチン接種を指導す
ることにより発生は終息。 
 
119. 牛白血病ウイルス(BLV)高浸潤農場
清浄化への取組：宮崎県宮崎家保 畑和宏、
齊藤幸恵  

管内農場にて、平成 25 年 11 月から管
内一酪農場で BLV 清浄化に取り組む。乾
乳舎・育成舎は、陽性牛を完全分離可能
だが、搾乳牛舎は対尾繋ぎ式のため、完
全分離は不可。対策は、加温初乳・凍結
初乳利用、陽性牛・陰性牛分離飼育、吸
血昆虫対策、陽性牛の積極的とう汰等。
検査は年 4 回以上の陰性搾乳牛及び新生

子牛、年 1～2 回の陽性牛を含めた全頭検
査を q-PCR、ELISA 抗体検査により実施。
また BL 抵抗性遺伝子（BoLA クラスⅡ
DRB3*0902 対立遺伝子）保有牛（抵抗性
牛）を RFLP 法にて探索し、壁として分離
飼育実施。初回検査で母牛陽性率 100％、
育成牛陽性率 44％、農場陽性率 82.3％。
搾乳牛舎で毎年夏期に陽転を確認したが、
陽性牛の更新により、平成 29年 9月現在、
母牛陽性率 66.9％、育成牛陽性率 20％、
農場陽性率 47.3％に低下。高浸潤農場で
も清浄化は可能であると示唆。また、抵
抗性牛を活用することで実効性のある分
離飼育が可能。今後は、より適切な検査
回数や時期、方法を検討。 
 
120. 牛白血病高浸潤農場の継続可能な
清浄化対策：宮崎県延岡家保 上野明香、
髙橋由佳 
 管内の A 農場は 75 頭規模の和牛繁殖
農場で牛白血病（BL）高浸潤農場のため、
平成 24 年 10 月から農場経営を極力圧迫
しない方法で BL 清浄化の取組を継続。
農場での対策は、共同放牧の中止（平成
26 年）、母牛規模の縮小（90 頭から 75
頭）、陽性牛と陰性牛の分離飼育、全子
牛の完全人工哺育、夏期月 1 回の殺虫剤
散布。平成 24 年 10 月の農場陽性率は
47.2%(42/89) 、 そ の 後 平 成 26 年 度
73.3%(55/74)、平成 27年度 80.6%(58/72)
と上昇したが、共同放牧中止により陽転
率が激減し、陽性率も平成 28 年度
63.9%(46/72)、平成 29年度 43.1%(31/72)
と徐々に減少。陽性母牛と陰性母牛が一
部接触可能であったり、陽性母牛産子と
陰性母牛産子の分離飼育未実施等の課
題もあるが、積極的な更新や完璧な分離
飼育なしでも陽性率低減は可能。BL 高浸
潤農場での対策の第一歩としてのモデ
ルケースと考えられ、今後も定期的な検
査を行い、清浄化達成を目指す。 
 
121. 管内酪農場における牛白血病清浄
化対策の取組：宮崎県宮崎家保 川上あ
かり、高瀬相 
 近年、全国的に牛白血病(BL)への関心
が高まっており、宮崎家保における BL 検
査数も年々増加。積極的に清浄化に取組
めない農場も多い中、管内の一酪農場に
おいては、平成 26 年より清浄化対策を実
施。取組内容は、陽性牛と陰性牛の分離
飼育、ディッピング容器、搾乳ユニット
自動搬送装置、タオル、糞掻きの使い分
け、直検手袋の 1 頭ごとの交換を実施。
また、外部からの BL 侵入防止のため、牛
の導入及び公共牧場への預託を中止。陽
性母牛の子牛と陰性母牛の子牛を分離飼
育し、陰性牛初乳を凍結融解して給与。
牛舎には防虫ネットを設置。年に 2 回行
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った陰性牛全頭検査の結果、陽転を抑え、
陽性率低下させることに成功。BL を清浄
化するためには、農場主のモチベーショ
ンを維持しつつ対策を継続することが重
要。家保としても、BL 清浄化に向け継続
した取組ができるよう、農場の支援を行
っていきたい。 
 
122. 宮崎県の口蹄疫(FMD)病性鑑定事例
の精査と類症鑑別 2 症例：宮崎県宮崎家
保 松本春菜、瀬戸山博則 
 平成 23 年 4 月から平成 29 年 9 月の宮
崎県の FMD 病性鑑定事例は 74 例(牛 70 例、
豚 4 例)、類症鑑別に至ったものは 19 例
で、うち牛丘疹性口炎ウイルス(BPSV)14
例、偽牛痘ウイルス(PCPV)3 例であった。
平成 29 年 7 月(症例 1)と 9 月(症例 2)に
流涎、口腔内発赤等の症状で FMD 類症鑑
別実施。症例 1 は黒毛和種子牛 1 頭で発
生し 19 日後に同居牛 1 頭で再発、症例 2
は交雑種子牛 1 頭で発生。口腔スワブ、
ペア血清、環境拭き取りを材料に、パラ
ポックスウイルス(PPV)、IBRV、BVDV の
PCR、PPV の RFLP、PPV の抗体検査を実施。
口腔スワブから、症例 1 で BPSV、症例 2
で PCPV 遺伝子検出。症例 1 では PPV 抗体
の陽転、症例 2 では抗体保有を確認。ま
た両症例、環境中から BPSV を広く検出。
以上より、症例 1 を牛丘疹性口炎、症例
2 を PCPV 関与の疑いと診断。今後も BPSV
及び PCPV の病態の精査を含め、FMD 病性
鑑定での類症鑑別が重要。 
 
123. 管内の牛ウイルス性下痢ウイルス
持続感染牛発生事例：宮崎県都城家保 
倉永眞成、坂口浩平 
 平成 28 年から 29 年に管内において PI
牛と診断された 13 頭の病性鑑定成績に
ついて報告。症例は 6 農場で出生した子
牛 4 頭、育成牛 8 頭、経産牛 1 頭で、親
子関係が 1 組。臨床的に 2 頭で発育不良
を示したが、他は異常なし。ウイルス検
査では全頭からウイルスを分離し、BVDV
の遺伝子亜型は 1a、1b、2a で、同一農場
の症例では同じ亜型と確認。中和抗体試
験では、2 頭で BVD1 型の抗体が上昇、他
は 2 倍未満。病理検査では大脳及び脳幹
部に囲管性細胞浸潤、気管支肺炎、間質
性腎炎を確認。これらのことから、①PI
牛が成牛まで成長する割合は低いと推測、
②PI 牛を外見から発見することは困難、
③保有抗体は移行抗体及び異なる型のウ
イルスによる重感染の可能性、④病理検
査から BVDV に起因する以外の要因を考
慮すべき、と考察。 
 
124. 宮崎県内で発生した C 群ロタウイル
ス（GCR）による成牛の下痢症：宮崎県宮
崎家保 瀬戸山博則、松本春菜 

 発生農場は、乳用種 150 頭、黒毛和種
70 頭の大規模乳肉複合農場。平成 29 年 3
月 22 日に搾乳牛舎のみ約 30 頭に下痢を
認めた。症状は、2 日後には回復するも、
下痢発生に伴い農場の総生産乳量は、約
10％減少。3 月 23 日と 4 月 6 日に採材し
た搾乳牛 3 頭の糞便と血清を検査材料と
し、牛下痢症関連 5 種マルチプレックス
RT-PCR、 ペスチウイルス属共通 RT-PCR、
ウイルス分離及び抗体検査を実施。細菌
検査は、常法に基づき実施。その結果、3
月 23 日採材の糞便 3 検体と 4 月 6 日の糞
便 1 検体から、GCR 特異遺伝子を検出。
ウイルス分離は陰性。抗体検査は、全頭
で GCR 抗体の有意な上昇を確認。細菌学
的検査では、Clostridium perfringens 
A 型菌の増殖を確認。GCR 特異遺伝子検出
及び GCR 抗体の有意な上昇から GCR によ
る下痢と診断。Clostridium perfringens 
 A 型菌の関与は不明。今後、本症例の情
報提供により防疫意識向上につなげたい。 
 
125. 非化膿性脳脊髄炎症例における中
枢神経からの牛アストロウイルス検出と
浸潤状況調査：鹿児島県鹿児島中央家保 
平島宜昌、岡田大輔 

2016 年 12 月に発生した肥育牛の神経
症状の症例で、病理組織学的に非化膿性
脳脊髄炎が認められ、中枢神経から牛ア
ストロウイルス（BoAstV）の特異遺伝子
を検出。分子系統樹解析で、近年、欧州
や北米で散発性牛脳脊髄炎（SBE）への関
与が示唆されている BoAstV と同じ遺伝
子型の CH13/NeuroS1 型に分類。本遺伝子
型の BoAstV 検出は国内初。発症牛から
BoAstV 以外に神経症状に関連する病原体
は検出されず、本症例における BoAstV の
関与が疑われた。糞便サンプルを用いた
浸潤状況調査で、鹿児島県内における遺
伝学的に多様な BoAstV の分布を改めて
確認。糞便への排泄と経口感染を繰り返
し、農場内で循環・維持されていると推
察。今後、脳脊髄炎発症牛における BoAstV
の体内動態及び発症要因を明らかにする
ことが必要。また、更なる広域な浸潤状
況調査及び遡及的解析により、国内にお
ける CH13/NeuroS1 型 BoAstV の分布及び
SBE 症例への関与について実態解明が必
要。 
 
126. 管内牛白血病対策取組：沖縄県八重
山家保 桃原紀子、荒木美穂 

【はじめに】近年、全国的に地方病性
牛白血病(EBL)の発生が増加し、管内でも
同様の状況。管内での牛白血病ウイルス
(BLV)感染率は 57%。管内の EBL 対策に取
組む農場について感染率の推移を調査、
その対策を検討。【材料および方法】管
内の肉用牛 4 農場(A～D 農場)について検
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査を行い、感染率の推移および EBL 対策
の聞取り調査を実施。【結果】感染率は
A 農場は 3%から 96%、B農場は 77%から 79%、
C 農場は 73%から 30%、D 農場は 55%から
32%に推移。A農場は陽性牛の淘汰を実施。
C 及び D 農場は分離飼育、陽性牛の淘汰、
早期母子分離飼育など対策を実施。D 農
場は陽転が続いたため吸血昆虫対策も実
施。【考察】A 農場は陽性牛を淘汰した
後、感染率が上昇したのは定期検査も含
めた継続的な対策が実施されなかったた
めと推察。C 及び D 農場は対策により感
染率が低下。D 農場は吸血昆虫対策を行
った後、陽転がみられなくなり EBL 清浄
化には吸血昆虫対策も必要。【まとめ】
管内では清浄化達成後の定期検査と吸血
昆虫対策の実施が EBL 対策への第一歩で
ある。 
 
127. ブルータングウイルスの関与が疑
われる牛流産事例：沖縄県家畜衛生試験
場 石井圭子、池宮城一文 
 2017 年 7 月、沖縄本島北部の肉用牛一
貫農場で母牛 1 頭が流産（胎齢 5 ヵ月、
体型異常なし）、病性鑑定を実施。胎子
乳剤、母牛・同居牛 EDTA 血より BTV 特異
遺伝子検出、胎子脳乳剤と母牛洗浄血球
より BTV 分離、BTV 以外の異常産関連ウ
イルスに対する中和抗体価の有意上昇な
し、BTV の関与を疑う流産と診断。分離
株について遺伝子解析を実施、BTV ゲノ
ム分節 3 の解析により分離株はアジア・
オセアニア地域のグループに分類、2001
～ 2002 年九州分離株と近縁（相同性
99.42％）。また BTV ゲノム分節 2 の解析
より血清型 1 と判明、2008 年インド分離
株と近縁（相同性 96.19％）。今回、国
内で初めて BTV の関与が疑われる牛流産
が発生、続発はなし。本県では過去に BTV
の流行は確認されているがブルータング
の発生はなく、本例が BTV 関与を疑う初
めての発症例。今後、分離株の病原性、
性状解析および流行動態の調査を行う必
要があると考える。 
 
128. 流行性出血病ウイルスの浸潤状況
：沖縄県八重山家保 仲村望、荒木美穂 
 【はじめに】管内では、これまでに牛
の疾病事例およびおとり牛から流行性出
血病ウイルス（EHDV）血清型 1、2、5、6
および 7 が検出されたため、その概要を
報告する。【材料と方法】流産胎子臓器、
当該母牛、発熱牛、同居牛およびアルボ
ウイルス調査（2010～2016 年）のおとり
牛の血液を EHDV 血清型別 RT-PCR に供し
た。また、おとり牛の血清を抗体検査に
供した。【結果】石垣市の牛から 2006 年
に EHDV-7、2013 年に EHDV-1、2014 年に
EHDV-6 を分離、または遺伝子を検出。2017

年、ミイラ化流産胎子から EHDV-5 遺伝子
を国内初検出。アルボウイルス調査にて、
2010 年、与那国町のおとり牛から EHDV-1
を分離。2016 年、石垣市の子牛 1 頭で
EHDV-2 に対する有意な抗体価の上昇を確
認。2015 年および 2016 年は、竹富町と
石垣市で EHDV-7 に対する有意な抗体価
上昇を確認。石垣市で本ウイルスを 3 株
分離。【まとめ】管内には EHDV-1、2、5、
6 および 7 が侵入しており、2016 年は
EHDV-7 の牛への広範囲な感染を確認。八
重山地域は熱帯のアルボウイルスまん延
地域と近いため、今後も EHDV に関する新
たな知見の集積に努めたい。 
 
Ⅰ－２ 細菌性・真菌性疾病 
 
129. 環境検査及びスクリーニング遺伝
子検査法を活用した牛ヨーネ病対策事例
：北海道根室家保 爲實大地、澄川莉那 

根室管内酪農場 2 戸で牛ヨーネ病（JD）
の早期対策終了を目的に環境検査及びス
クリーニング遺伝子検査法（rSC）を活用。
A 農場：飼養頭数 83 頭。平成 26 年 5 月
に初発生、JD 患畜 1 頭摘発。農場の汚染
状況把握のため環境検査を実施。結果、
育成舎で 4 箇所陽性、火炎消毒等の対策
後、全箇所陰性。rSC を計 5 回実施、確
定検査を 1頭実施、定性陽性牛 1頭摘発。
B 農場：飼養頭数 150 頭。平成 28 年 4 月
に初発生、JD 患畜 1 頭摘発。環境検査を
計 10 回実施、患畜多発直後、育成舎で 7
箇所陽性、飼槽・水槽を毎日洗浄・消毒
等の対策後、全箇所陰性。rSC を計 5 回
実施、確定検査を 63 頭実施、患畜 4 頭・
定性陽性牛 10 頭摘発。複数回 rSC 陽性の
個体は 3 頭。環境検査により汚染箇所が
特定され、効果的な消毒が可能。rSC は
農場により患畜摘発状況が大きく異なり、
環境由来の菌・残存 DNA を検出している
可能性が示唆。JD の早期対策終了には環
境検査に基づく対策の継続が重要。rSC
の有効活用には導入時期の検討が重要。 
 
130. Salmonella Stanley による牛サル
モネラ症の発生とアライグマの保菌調査
：北海道後志家保 小林亜由美、長尾賢 

平成 27、28 年、2 地域（A、B）の酪農
場 3 戸（X、Y、Z）で Salmonella Stanley
による牛サルモネラ症が発生。疫学調査
では、A 地域の X 農場でアライグマによ
るサイレージの被害、Z 農場でアライグ
マの確認等、本菌伝播にアライグマの関
与が示唆。そのため、平成 29 年 5 月末か
ら 9 月、3 地域（A、C、D）でアライグマ
79 頭の保菌調査と分離株の解析を実施。
その結果、A 地域の 1 頭から S.Stanley、
1 頭から Salmonella Agona、C 地域の 4
頭 か ら Salmonella enterica subsp. 
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arizonae を分離。S.Stanley の発生農場
牛由来 3 株とアライグマ由来 1 株のパル
スフィールドゲル電気泳動を実施し、4
株とも同一タイプを確認。本菌を分離し
たアライグマの捕獲場所は、X、Z 農場か
ら各 1.8km、2.8km の畑作農場で農場間面
積は 51ha。アライグマの行動範囲は通常
40～100ha であることから、A 地域では本
菌伝播にアライグマが関与した可能性。
本症発生予防のため、飼養者及び関係者
に侵入防止対策等、飼養衛生管理基準遵
守徹底を注意喚起。 
 
131. 牛ヨーネ病患畜の病型分類と胎子
感染確率の検証：北海道十勝家保 谷口
有紀子、榊原伸一 

牛ヨーネ病患畜の病理組織学的検査結
果に基づく胎子感染確率の評価について
検討。患畜の回腸を組織中の浸潤細胞に
基づき、病変の軽度な順に、無病変型（N
型）、類結核型（T 型）、混合型（T/L 型）、
らい腫型（L 型）の 4 型の病型に分類。
供した患畜22頭の回腸病型は、N型 7頭、
T 型 8 頭、T/L 型 2 頭、L 型 5 頭に分類。
患畜胎子臓器の培養検査の菌分離陽性率
は、N 型 0%、T 型 25%、T/L 型 50%、L 型
60%で、病型が強くなるほど高く、胎子の
臓器別では、肝臓 4 検体、心臓、脾臓、
腎臓及び回腸で各 1 検体ずつ菌分離陽性。
母体の臓器別では臍帯 3 検体、子宮小丘
6 検体で菌分離陽性。胎子臓器は病理組
織学的検査で著変なし。今回の結果から、
母体回腸の病型が重度になるほど胎子感
染確率が高いことを確認するとともに、
ヨーネ病の垂直感染は臍帯を介した血行
性と推察。特に L 型の患畜の胎子感染確
率は高く、病型が重度な患畜の直近産子
の優先的とう汰や頻回検査は、対策に有
効。 
 
132．Salmonella Dublin の効率的な検
査方法の検討：北海道十勝家保 岡本絵
梨佳、山本敦子 

近年、十勝管内では Salmonella Dublin
（SD）によるサルモネラ症の発生は増加
傾向。通常、サルモネラ検査は糞便の増
菌培養（一次）を実施するが、SD は糞便
中に排菌されにくいため、検出感度向上
を目的に、血液培養及び糞便・血液の遅
延二次増菌培養（二次）を実施。また、
抗体検査の有用性についても検討。培養
検査材料は、4 農場延べ 19,236 頭の糞便
及び血液。抗体検査材料は、SD 分離陽性
牛及び非発生農場の牛血清。二次は、一
次実施後に室温で 5～7 日間培養し分離
培地に接種。抗体検査は、O 抗原共通の
ひな白痢急速診断用菌液を使用し、マイ
クロプレート法で実施。培養検査では陽
性 205 頭の内、57 頭(28%)は血液のみ陽

性。二次を実施した検体では、陽性 116
頭の内、26 頭(22%)が二次のみ陽性。血
液培養及び二次の実施により SD の検出
感度が向上。また、抗体価は、SD 分離陽
性時では、非発生農場と比較して高く、
抗体検査の併用は、SD 保菌個体の早期発
見につながる可能性を示唆。 
 
133. バルク乳由来の乳房炎原因菌調査
成績を活用した搾乳衛生指導：青森県八
戸家保 谷地村結未、方波見将人 
 乳業メーカー、全農、農協、地域県民
局及び家保が協力し開催してきた共励会
において、管内酪農場の衛生対策の不徹
底が判明。管内全 26 戸を対象にバルク乳
細菌検査を行い、乳房炎原因菌の分布状
況を把握し、搾乳衛生状況と検査成績と
を比較検討。生菌数が 10,000CFU/ml を超
える農場は半数以上を占め、大腸菌群は
全ての農場で、黄色ブドウ球菌（SA）は
22 農場で検出。農場の搾乳衛生状況と生
菌数には負の相関がみられ、大腸菌群数
は搾乳機器管理が不十分な農場で高く、
SA数は搾乳手袋不使用農場で高い傾向に
あり、衛生対策の必要性を確認。また、
搾乳衛生や乳房炎に関する講習会開催、
情報誌発行による普及活動に取組むとと
もに、一部の SA 検出農場では原因牛の特
定及び搾乳順序の変更等の対策を指導。
結果、衛生管理状況はやや改善したが、
さらなる進展が必要。今後も各関係機関
と連携し、検査実証と巡回指導による改
善状況の確認を行い、搾乳衛生対策の徹
底に取組む所存。          
 
134. ヨーネ病発生地域における検査体
制の課題と提案：青森県十和田家保 木
村祐介、太田智恵子 

平成 10 年から平成 29年 12 月までに肉
牛 238 頭、乳牛 26 頭のヨーネ病患畜を摘
発。平成 23 年度業発において検査間隔短
縮を提案。平成 25 年度から 2 年ごとの検
査を開始し、新規発生農家は減少傾向で
検査間隔短縮は有効。平成 25 年度から遺
伝子検査（qPCR）が診断法となり、以降
qPCR で肉牛 64 頭、乳牛 1 頭の患畜を摘
発。監視農場数は最大時の 25 戸から 7 戸
まで減少。うち 3 戸は qPCR 実施前から継
続検査中。定量陰性牛から患畜への転帰
は 4 例あり、自主淘汰等の指導継続によ
り農家の衛生管理意識も向上。一方、監
視期間中の頻回の移動牛検査や検査間隔
が長い期間後半の全頭検査での発生は農
家の気力維持に課題。また、現在実施の
肉牛対策中心の県要領では、乳牛の飼養
規模への対応や若齢での移動のための検
査に課題。プール糞便や環境材料の qPCR
など農場の規模や汚染状況に合わせ適切
な検査方法の検討が必要。今後、課題の
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対応策を検討し管内の早期清浄化に取り
組む。 
 
135. 県内大規模肉用牛一貫農場におけ
るヨーネ病清浄化対策への取組：岩手県
県南家保 世良田研、澤田徳子 
 平成 29 年 1 月、4,500 頭(繁殖雌牛
2,400 頭）を飼養する県内最大級の一貫
農場において、肉用牛の法 5 条検査でヨ
ーネ病患畜(6 頭)摘発。県要領に沿えば
最短 2 年半 8 回の個体別遺伝子検査でカ
テゴリーⅠ農場復帰となるが、当該農場
では個体別遺伝子検査 1 回に 3 か月以上
を要するなど早期清浄化は困難と予測。
よって、同居牛検査は、①遺伝子検査で
はプール糞便を用いたヨーネ病スクリー
ニング遺伝子検査法（プール法）で検査
期間を 5 週間に短縮。また、家畜伝染病
予防法施行規則別表第一（公定法）のエ
ライザ法を併用。②検査期間を最短 4 年
8 回に変更。これまで、同居牛検査を 3
回実施し、エライザ法は全頭陰性、遺伝
子検査では患畜 5 頭、定性陽性牛 15 頭を
摘発とう汰。今後、本病摘発後の大規模
農場における抗体陽転前の感染牛摘発に
は遺伝子検査にプール法を活用すること
が有用と思われ、エライザ法を併用しな
いプール法の公定法導入が望まれる。 
 
136. 疫学調査に基づく黄色ブドウ球菌
性乳房炎対策：岩手県県北家保 大山貴
行、高橋万世 
 パーラーと搾乳ロボットを併用する搾
乳牛 175 頭規模の酪農場で黄色ブドウ球
菌（SA）性乳房炎が複数頭で発生。初発
がパーラー群で、その後、ロボット群で
も発生。搾乳立会により SA 保菌牛の分離
搾乳及びティートカップの浸漬消毒の問
題を指摘。また、SA 保菌牛は抗生物質に
よる積極的な治療はせず、淘汰で対応。
そこで、全頭の SA 検査と分離菌株の薬剤
感 受 性 試 験 及 び POT 法 （ Phage 
Open-reading flame Typing）を実施。結
果、検査した 184 頭中 24 頭（パーラー群
21 頭、ロボット群 3 頭）から SA を分離。
薬剤感受性パターンで 5 種、POT 法で 7
種の菌株の存在が示唆、その全てがパー
ラー群に分布、この群からの伝播を疑う。
以上を踏まえ、SA 分離牛の分離搾乳と有
効薬剤による積極的な治療を助言し、現
在、対策を実践。大規模化する酪農情勢
を踏まえ、今後は簡易な分子疫学分析を
用いた指導体系の確立が望まれる。 
 
137. 岩手県内で分離された Salmonella 
Typhimurium 及び Salmonella O4:i:-の分
子疫学解析及び薬剤感受性：岩手県中央
家保 吉田恵美、宮﨑大 

本県における家畜のサルモネラ症は、
主に Salmonella Typhimurium(ST)及びそ
の単相変異型 O4:i:- に起因し、近年、
後者が増加。本症の防疫対策に資するた
め、2010 年以降の家畜及び野鳥由来の
ST13 株及び O4:i:-17 株を材料とし、制
限酵素 XbaⅠ及び BlnⅠを用いたパルス
フィールドゲル電気泳動法(PFGE)に基づ
く系統樹解析及び薬剤感受性試験を実施。
結果、O4:i:-は ST に比較してより遺伝子
型が近似し、2013 年を境に異なるクラス
ターを形成。２畜種及び野鳥由来の
O4:i:-5 株が同一の遺伝子型に属した。
ST54％及び O4:i:-53％の株が多剤耐性を、
ST1 株が第３世代セファロスポリン系薬
剤耐性を示した。過去と異なるクラスタ
ーに属する O4:i:-の畜種を超えた感染が
確認されたことから、野生動物、車両等
による菌の侵入防止対策及び薬剤の慎重
使用が重要。 
 
138. Mycoplasma bovis のマクロライド
耐性機構と簡易検出法の開発：山形県中
央家保 小嶋 暢、本田光平 

国 内 で 分 離 さ れ る Mycoplasma 
bovis(Mb)のマクロライド（ML）耐性機構
を解明すべく、県内の呼吸器病罹患牛か
ら分離した ML 耐性 Mb33 株を用い、ML の
作用部位である 23S rRNA（rrl3、rrl4）
のドメインⅡ・Ⅴを解析。基準株と比較
し、ML 耐性 Mb は全株でドメインⅡの 748
番の塩基に変異を確認（G748A）。また、
基準株から作出した ML 耐性誘導 Mb でも
同様の変異を確認。一方、ドメインⅤの
変異は確認されず。Mb の ML 耐性機構と
して 23S rRNA ドメインⅡの点突然変異が
示唆されたことから、アリル特異的 PCR
法による迅速・簡便な検出法を検討。フ
ォワードプライマーの 3’末端に塩基置
換部位、3’末端から 3bp 上流にミスマッ
チ塩基を配置したアリル特異的プライマ
ーを設計し、特定の PCR 試薬と組み合わ
せることで、ML 耐性 Mb を特異的に検出。
本法によりコスト・検査時間の大幅な削
減が見込まれ、国内における ML 耐性 Mb
の浸潤状況把握や抗菌剤の慎重使用に向
けた指導にも貢献。 
 
139. 交雑種去勢牛に発生した肺真菌症
（アスペルギルス症）の１症例：山形県
置賜家保 黒田聡史、水戸部俊治 
 乳用牛 320 頭を飼養する管内 1 酪農場
で、4 ヵ月齢の交雑種去勢牛 1 頭が、除
角処置約 1 週間後に元気消失、両眼白濁、
呼吸器症状を呈し、発症 11 日後死亡、病
性鑑定を実施。剖検で肺の退縮不全と前
葉・中葉の肝変化、気管から気管支分岐
部に黄緑色膿性貯留物を確認。細菌検査
で有意菌分離せず。病理組織学的検査で、
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肺に菌糸様構造物と血栓を伴う多発性巣
状壊死性化膿性炎がみられた。グロコッ
ト染色で、菌糸は多くの隔壁を有し鋭角
の Y 字状に分岐。抗 Aspergillus 抗体を
用いた免疫組織化学的染色で、菌糸が陽
性を示した。胸腺では、高度にリンパ球
が減少し、皮髄質の境界が不明瞭化。以
上から肺真菌症（アスペルギルス症）と
診断。当該農場の飼養状況調査から、当
該牛は発症の約 2 週間前より、群飼開始、
去勢、除角を短期間に連続して行われた
ことを確認。これらの強いストレスによ
る免疫低下が発症誘因と推察。 
 
140. 細胞間接着装置に着目した牛の腎
異形成及び真菌性胃炎の検討：山形県中
央家保 古田信道、須藤庸子 

間質の線維化、尿細管基底膜の不整・
消失・肥厚等を認めた腎異形成４症例（内
２症例は真菌性胃炎併発）について細胞
間接着装置に着目し検討。基底膜と細胞
を結ぶヘミデスモゾーム（HD）及び細胞
同士を結ぶデスモゾーム（D）は細胞間接
着装置の一種で、細胞同士の連結や固定
等を担う。今回上記４症例について、HD
及び D の腎尿細管及び胃粘膜の局在を免
疫組織化学染色にて検討。結果、全症例
の腎尿細管で本来細胞基底部に局在する
HD が細胞内に拡散する異常を認め、本装
置が尿細管基底膜の不整・消失に関与す
る可能性を示唆。また、１症例の所見よ
り D が尿細管基底膜の肥厚に関与する可
能性を示唆。胃粘膜では真菌性胃炎の２
症例において、HD と D が細胞上部、側部
及び基部にランダムに局在。このことか
ら上皮バリアが脆弱化し真菌の感染を許
したと考察。以上より細胞間接着装置の
異常と腎異形成及び真菌性胃炎との関連
性を示唆。 
 
141. 管内酪農家におけるサルモネラ症
の発生と対策：福島県県北家保 田川麻
衣、石川雄治 
 平成 29 年 6 月、診療獣医師が管内酪農
家（成牛 19 頭飼養）で水様性下痢及び
41.5℃の発熱を主徴とする搾乳牛 4 頭の
病性鑑定を依頼。発症牛の糞便からサル
モネラ菌様コロニーを分離、診療獣医師
との話し合いにより、選択した抗菌剤を
投与。糞便から Salmonella Typhimurium
（以下、ST）を同定。ST 確定後の立入検
査で、糞便の 89%（17/19 頭）、環境材料
の 73%（8/11 検体）から ST を分離し、農
場内の ST まん延を確認。更なる損耗防止
の観点から、即時に未発症牛を含む全頭
へ抗菌剤を投与、この休薬期間の生乳の
廃棄は産廃業者に委託。生乳の再出荷時
期に、家保と団体が協力して搾乳牛舎の
一斉消毒を実施。ST 発生 1 か月後、ST 分

離は糞便から 18%（3/17 頭）、環境材料
から 18%（2/11 検体）に減少。以後、定
期的に糞便及び環境材料から ST 分離の
菌検索を実施し、分離率は漸減。家保、
団体及び診療獣医師との連携により ST
発生に伴う死亡牛はなく、発生後 3 ヶ月
で清浄性を確認。 
 
142. 5 条検査で摘発したヨーネ病の発生
事例：福島県県中家保 齋藤由美子、舟
橋香織 

平成 29 年 6 月、家伝法第 5 条に基づく
検査を実施し、自家産牛 1 頭でヨーネ病
患畜を摘発。当該農場は酪農経営、10 年
以上、牛の導入、県外預託は行っていな
い。予備的抗体検査で ELISA 値 0.772 を
示し、リアルタイム PCR で定性、定量陽
性を確認、殺処分実施。当該牛に下痢、
削痩等の臨床症状は見られず、剖検所見
で小腸粘膜の肥厚と皺襞の形成を確認。
また、小腸粘膜、リンパ節等の複数の部
位からヨーネ菌 DNA を検出。小腸遠位部
の粘膜固有層の肉芽腫性炎像及び直腸便
の塗抹標本から抗酸菌染色陽性菌体を確
認。患畜摘発後 2 回の全頭検査で予備的
抗体検査全頭陰性。本農場は、過去 10 年
間で計 3 回の 5 条検査を実施したが、患
畜の摘発は一度もなく、本病の侵入経路、
時期ともに不明。本例は継続的な 5 条に
基づく定期検査及びヨーネ病防疫対策要
領に基づく発生予防対策の有用性を再確
認した事例。今後も継続的な検査により
早期清浄化を目指す。 
  
143. 定期ヨーネ病検査における肉用牛
での県内初発事例：福島県相双家保 寺
本直輝、千葉正 

本県では乳用牛を対象に家畜伝染病予
防法第 5 条に基づく定期ヨーネ病検査を
実施してきたが、平成 26 年度より肉用繁
殖牛を追加。対象範囲は生後 1 歳以上で、
県内を 5 年で一巡するよう年度毎に地域
を指定。26 年度から 28 年度まで県内
14,881 頭（うち肉用牛 8,626 頭）検査し、
本病発生は無し。29 年度は管内で 488 頭
（うち肉用牛 332 頭）検査し、9 月に肉
用繁殖牛 1 頭がスクリーニング陽性、リ
アルタイム PCR 陽性（0.00287pg/2.5μl）
を示し、肉用牛の定期ヨーネ病検査では
県内初発となる患畜を摘発。発生農場は
成牛 74 頭飼養の繁殖経営、患畜は 28 年
12 月に県外導入し、検査時は 75 ヶ月齢、
臨床症状は認めなかった。病性鑑定では
小腸粘膜に軽度の皺襞状肥厚を認め、小
腸粘膜及び腸間膜リンパ節からヨーネ菌
DNA（0.0633～3.61pg/2.5μl）を検出、
小腸遠位部の多核巨細胞内に抗酸菌を確
認。29 年 10 月、定期検査未受検の 6 ヵ
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月齢以上 8 頭を検査し、全頭陰性。同年
12 月、同居牛 83 頭を検査し、全頭陰性。 
 
144. Staphylococcus aureus に起因する
肺炎による新生子牛急死事例：福島県県
中家保 橋本知彦 
 成牛約 50 頭を飼養する酪農場で生後 3
日齢の子牛が急死する事例が発生。当該
子牛は死亡前日に呼吸促迫や食欲廃絶が
見られたが、同居子牛に呼吸器症状は見
られず。原因究明のため、病性鑑定を実
施。病理解剖で、肺及び横隔膜での線維
素性癒着、斑状暗赤色化、小葉間結合織
の水腫、心嚢水・胸水の暗赤色化及び増
量を確認。細菌検査において、左肺前葉
後部、後葉、右肺中葉から Staphylococcus 
aureus（以下、SA）が分離。左肺前葉後
部、後葉からセラチア属菌が分離。病理
組織検査において、グラム陽性球菌を伴
う浸潤細胞の燕麦様化が特徴的な壊死性
線維素性肺炎、黒色色素が散在する化膿
性肺炎を確認。急性病変であることから、
出生直後の感染と考察。炭粉入りミルク
の給与歴があり、肺で確認された黒色色
素はミルク由来の炭粉と推察され、哺乳
時の誤嚥が示唆。SA による壊死性線維素
性肺炎と化膿性肺炎の併発と診断。   
 
145. 乳用子牛におけるクロストリジウ
ム・パーフリンゲンス感染症発生事例：
福島県県中家保 今井直人、橋本知彦 
 発生農場は乳用雌牛預託農場。哺育舎
で子牛の急死が散見。症例は 6 日齢で預
託され、2 週間後に下痢を発症、4 日間の
加療により治癒も、その 1 週間後に急死、
病性鑑定を実施。剖検では、空腸上部か
ら回腸粘膜面のびまん性暗赤色化と血様
暗赤色内容物の貯留、赤色腹水貯留を確
認。細菌学的検査では、直接鏡検で空回
腸内容物から一部芽胞を有するグラム陽
性桿菌を確認し、空回腸内容物からは
Clostridium perfringens（以下 C.p）A
型及び大腸菌を分離、薬剤感受性試験で
共に多剤に耐性。大腸菌は分離 8 株中 1
株が腸管出血性大腸菌。病理組織検査で、
粘膜層の高度充出血、粘膜表層の上皮脱
落と壊死、グラム陰性桿菌を確認。出血
性壊死性空回腸炎と判定し、C.p A 型に
よる牛クロストリジウム・パーフリンゲ
ンス感染症と診断。下痢治療の抗生剤投
与により腸内細菌叢が変化、C.p が増殖
しやすい環境になり発症したと推察。  
 
146. 牛マイコプラズマ性乳房炎発生農
場における清浄化対策：茨城県県北家保 
鈴木篤実、藤井勇紀 

平成 29 年 4 月末、成牛 125 頭を飼養す
る管内酪農家で難治性乳房炎が多発。同
年 6 月上旬に当所が実施した病性鑑定に

より 5 頭をマイコプラズマ性乳房炎と診
断。清浄化対策として同年 6 月下旬に全
頭検査を実施するとともに、乳房炎牛・
分娩牛の乳汁、バルク乳を用いたモニタ
リング検査を実施した結果、3 頭のマイ
コプラズマ性乳房炎牛を摘発。同年 11 月
の全頭検査で全頭の陰性を確認したため、
清浄化と判断。当該農場では摘発牛のほ
か、難治性乳房炎牛を含めると 15 頭をと
う汰し、大きな経済的損失。しかし、当
所から清浄化対策として提案した全頭検
査やモニタリング検査、摘発牛の積極的
とう汰や搾乳衛生管理の見直しに畜主が
理解を示し、実行したことにより早期に
清浄化を達成。本病の発生は県内では初
めてであったため、管内酪農家に周知・
啓発を目的にリーフレットを作成し配布。
今後は乳房炎検査の際に本病を早期発見
できるように検査体制を整備し、臨床獣
医師との連携を図る。 
 
147. 黒 毛 和 種 子 牛 で 見 ら れ た
Mannheimia haemolytica による腹膜炎：
群馬県家衛研原田奈美香 

肥育牛 810 頭、繁殖和牛 319 頭を飼養
する農場において、3 日齢の黒毛和種子
牛が脱水症状を示し、斃死したため病性
鑑定を実施。剖検では、黄褐色透明腹水
の重度増量、腹腔諸臓器の漿膜に白黄色
線維素の析出がみられ、臍動脈の外膜は
暗赤色を呈していた。病理組織学的検査
では、臍動脈の外膜およびその周囲、膀
胱の漿膜に多数のグラム陰性短桿菌塊、
変性した好中球を含む細胞退廃物、線維
素 の 析 出 が み ら れ た 。 ウ サ ギ 抗
Mannheimia haemolytica(Mh) 2 型抗体を
用いた免疫組織化学的検査で、菌体に一
致して臍動脈、膀胱で多数、腸管で中程
度～少数、脾臓、腎臓、肺、臍静脈で少
数の陽性反応を確認。病原検索では、臍
帯、肝臓、腎臓から Mh2 型を分離。以上
より、本症例を Mh2 型による腹膜炎と診
断。臍動脈、膀胱で最も炎症反応が強く
多数の菌塊が確認されたことから、臍帯
から Mh が感染し、腹膜炎を発症したと推
察。Mh による牛の腹膜炎は本邦では報告
がなく、貴重な症例。 
 
148. 県営牧場の牛呼吸器病起因菌の保
菌状況調査と分子疫学的解析：埼玉県中
央家保 石原径佳、中井悠華 
 乳用預託牛に和牛受精卵を移植、産子
を買取り育成後、肉用牛農家へ供給する
県営牧場で、健康子牛 77 頭及び呼吸器病
発症子牛 18 頭の鼻腔スワブを用い
Pasteurella multocida （ Pm ） 及 び
Mannheimia haemolytica（Mh）の保菌状
況調査、薬剤感受性試験及び PFGE による
分子疫学的解析を実施。分離頭数は、健
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康牛で Pm18 頭、Mh4 頭、発症牛で Pm9 頭、
Mh2 頭（うち健康牛１頭からは両菌を分
離）。発症牛は 11 月から 5 月の寒冷期に
確認。薬剤感受性試験では、両菌とも全
株で FOM・CP・ERFX に感受性。Pm の莢膜
型別は全て A 型、Mh の血清型別は 1 型と
2 型に分類。PFGE では、Pm は 8 種類、Mh
は 3 種類に分類され、一部、異なる農場
由来産子が同一バンドパターンの株を保
有。上部気道に常在する Pm と Mh が、寒
冷期に発生する呼吸器病の一因になって
いると推察。当牧場には各農家から異な
る型の菌株が持ち込まれ、牧場内で水平
伝播していた可能性を示唆。 
 
149. 牛サルモネラ症発生農家清浄化対
策への取り組み：千葉県南部家保 田中
なほ子、小泉慎一郎 
 平成 28 年 4 月～12 月にかけて管内の
乳 用 牛 飼 養 農 家 で Salmonella 
Typhimurium による牛サルモネラ症が 5
件発生。発症牛の治療、同居牛全頭のワ
クチン接種、保菌牛の摘発と治療を実施。
同時に家保指導の下、石灰乳塗布を中心
とした牛舎の消毒と環境モニタリング検
査を繰り返した。周辺への感染拡大防止
のため、発生農家と関係機関の理解と協
力によりモニタリング検査結果を共有し、
集乳や巡回順序変更を行った。また発生
農家との話し合いにより子牛出荷のルー
ルを設け、安全と経済的負担軽減の両立
を図った。パルスフィールドゲル電気泳
動解析では 3 件が同一菌株、1 件が過去
近隣発生農場と同一菌株、1 件がこれら
と異なる菌株であった。侵入要因を検討
し、カラス侵入対策、畜舎専用長靴の設
置、共用施設のモニタリングを実施した。
対策をパターン化することで、発生初期
は半年以上かかった清浄化対策期間を、
最終事例では 2 ヶ月以内に短縮した。 
 
150. Mycoplasma bovis による育成牛の
化膿性髄膜炎の 1 例：千葉県中央家保 
宗像寛人 

肉牛 277 頭を飼養する農場で、2017 年
5 月 13 日に 8 か月齢の黒毛和種が起立不
能となりステロイドと抗生剤で治療、翌
日から斜頸や痙攣を呈して 16 日に死亡
し、病性鑑定を実施。本牛は、哺乳期に
中耳炎と肺炎の既往歴があった。剖検で
は、右耳鼓室胞に膿の貯留、脳幹部腹側
に黄白色チーズ様物付着と髄膜の肥厚、
肺の肝変化がみられた。病理組織学的検
査では、脳幹部から頸髄腹側を中心とし
た化膿性髄膜炎と慢性気管支炎がみられ
た。免疫組織化学検査では、脳幹部の病
変部に Mycoplasma bovis（Mb）抗原を確
認。細菌学的検査では、延髄と脳脊髄液
からMbが分離され、肺からMbと M.dispar

の特異的遺伝子が検出された。以上から、
本症例を Mb による化膿性髄膜炎と診断。
鼓室胞で Mb は検出されなかったが、本疾
患は中耳炎に続発することが多いことか
ら、Mb は哺乳期の中耳炎由来と推察。ま
た、中内耳、脳神経の Mb が免疫抑制によ
り増殖し、急速に病態が悪化したと考え
られた。 
 
151. Mannheimia haemolytica が関与し
た肉用牛の呼吸器病 2 症例：千葉県中央
家保 橘美奈子 
 平成 29 年 2 月と 6 月に、畜主の異なる
2 農場で黒毛和種育成牛の呼吸器病が発
生（A、B）。A は、剖検では胸膜に線維
素高度析出、肺は暗赤色肝変化して大理
石様文様を呈し、組織では大葉性凝固壊
死が多発、燕麦様細胞は少数出現。病原
検索では Mannheimia haemolytica(Mh)等
を分離、牛 RS ウイルス（BRSV）及び牛伝
染性鼻気管炎ウイルス（IBRV）を検出。B
は、剖検で胸膜は線維素軽度析出、肺は
暗赤色肝変化及び顆粒状又は菊花状の化
膿巣を多数観察、組織では肺に燕麦様細
胞を伴う化膿巣が多発。病原検索では Mh、
Mycoplasma bovis 等を分離、BRSV 及び
IBRV を検出。2 症例とも Mh が関与し死亡
に至った牛呼吸器症候群であったが、A
は導入時の長距離移動と急激な寒暖差ス
トレスのため、Mh による組織障害が急速
に進み呼吸不全を起こした甚急性症例、
一方 B は導入時の群編成ストレスが発端
で、マイコプラズマによる肺炎が続いた
後、Mh 感染による組織障害が徐々に広が
り呼吸不全を起こした亜急性症例と考え
られた。 
 
152. 子牛の Mannheimia haemolytica に
よる壊死性化膿性気管支肺炎：神奈川県
県央家保 山本英子、和泉屋公一 
 乳肉複合飼養農場で平成 29 年 1 月 18
日に娩出された子牛が 2 日後に低体温、
発咳を呈し死亡したため病性鑑定を実施。
娩出時、子牛は活力が無く、牽引・蘇生
が行われた。剖検では肺で前葉・中葉・
副葉を中心に赤色硬結病変を認めた。胸
腺は低形成であった。病原検索では、肺
から Mannheimia haemolytica 1 型（Mh1
型）が分離された。病理組織学的所見で
は、肺で肺胞腔内に漿液が貯留し、終末
細気管支周囲を中心に燕麦様細胞を含む
好中球の浸潤を認めた。細気管支粘膜上
皮細胞は壊死し、一部細気管支腔内は好
中球を主体とした炎症性細胞が充満して
いた。小葉間結合組織は水腫性に肥厚し
ていた。抗 Mannheimia haemolytica 家兎
血清を用いた免疫組織学的染色では、病
変部に一致して陽性抗原を認めた。以上
のことから Mh1 型による壊死性化膿性気
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管支肺炎と診断。本症例は、マンヘミア
肺炎の急性期の病変と考えられ、出生後
に Mh1 型に感染し死亡したものと推察。 
 
153. 県内 1 農場で発生した牛ボツリヌス
症：神奈川県県央家保 池田知美、和泉
屋公一 
 県内１肥育牛農場で急死・起立不能が
発生。死亡牛、起立不能牛直腸便、野鳥
糞便を病性鑑定。野鳥糞便培養上清から
ボツリヌス D 型毒素と毒素遺伝子を検出
したが、牛由来材料は不検出。臨床症状
から牛ボツリヌス症を疑いワクチン接種
開始。半年後、ワクチン未接種導入牛で
再び急死・起立不能が発生。病性鑑定は
死亡牛、起立不能牛の直腸便、野鳥糞便
に加え、無症状の同一房同居牛(後に起立
不能)直腸便、牛床由来材料について実施。
死亡牛・同居牛・牛床由来材料からボツ
リヌス D 型毒素及び毒素遺伝子が検出さ
れ、牛ボツリヌス症（本症）と診断。初
発時、牛由来材料からボツリヌス毒素等
は不検出だったが、ワクチン接種開始後、
未接種牛導入まで発生がないことから、
本症であった可能性が高い。続発時、採
材時無症状の同居牛でボツリヌス毒素を
検出したことから、本症を疑う場合、起
立不能牛に加え、無症状同居牛の採材も
重要。 
 
154. 県内酪農場における乳汁のマイコ
プラズマ検査状況及び牛マイコプラズマ
乳房炎発生事例の分子疫学解析：新潟県
中央家保 田中健介           

牛マイコプラズマ乳房炎は泌乳停止等
を起こす伝染性乳房炎で、難治性で廃用
率が高く経済的損失が大きい疾病。家保
ではバルク乳を用いた PCR 法及び分離培
養によるスクリーニング検査を行ってお
り、H25 年 4 月から H29 年 12 月までに県
内酪農場 159 戸（のべ 280 戸）463 検体
の 検 査 を 実 施 。 4 戸 13 検 体 か ら
Mycoplasma bovis を検出。陽性個体摘発
のため陽性牛群全頭及びバルク乳に含ま
れない牛計 619 頭について検査を実施。1
戸で H26 年 7～10 月に 11 頭、H29 年 2～5
月に 14 頭、10 月に 2 頭計 27 頭が陽性牛
と判定され、3 戸では陽性牛特定に至ら
ず。発生農場の分離株のパルスフィール
ドゲル電気泳動（PFGE）では H26 年及び
H29 年で異なる PFGE パターンが示された
ことから、H26 年に実施された陽性牛の
早期淘汰は奏功しており、H29 年に新た
な株の侵入があったと推察。今後も定期
的なスクリーニング検査を継続し、陽性
が疑われた場合には速やかな陽性個体の
摘発及び蔓延防止対策の実施が重要。 

 

155. 規模拡大牧場での乳質改善への取
り組み：富山県東部家保 柿澤敦子、森
岡秀就 
 搾乳牛 20 頭飼養していた公社営牧場
が市への移管を契機に平成 27年 3月から
初妊牛 60 頭導入し規模拡大。泌乳量の増
加とともに黄色ブドウ球菌(SA)による乳
房炎が多発。体細胞数が増加し出荷乳量
の低下のため指導を開始。SA 陽性の牛群
を SA 群とし、搾乳を最後にする等他の牛
群(非 SA 群)との区分管理を徹底。乾乳前
・分娩後など積極的な乳汁検査で、SA 感
染牛を早期発見し、診療獣医師と連携し
薬剤感受性試験に基づく治療を実施。衛
生意識向上のため、診療獣医師や家保等
が講師になり、従業員へ全 13 回家畜の飼
育管理全般の勉強会や搾乳時の衛生指導
を実施。その結果、乳汁検査での SA の分
離率は平成 27 度 33.4％、28 年度 2.2%、
29 年度 2.9％と大幅低下。これらのこと
から SA 群を再編成し、分娩前後検査で陰
性及び SA 分離後１年経過した牛を非 SA
群へ移行。20 頭いた SA 群は３頭に減少。
再編成後、SA は分離されず。乳質の向上
と乳量の増加が図られた。 
 
156. 管内一酪農家のサルモネラ清浄化
への取組み：富山県東部家保 竹中悠人、
尾崎学 
 平成 29 年 2 月、成牛 67 頭飼養の管内
酪農家（A 農場）の預託育成前の子牛糞
便から Salmonella Infantis（SI）を分
離。A 農場の飼養牛に下痢等の症状は確
認されなかったが、SI 浸潤状況調査で成
牛 6 頭（9%）の糞便及び環境 11 検体（39%）
から SI を分離。当初、農場主は臨床症状
がないことから清浄化対策に難色示すも、
安全な畜産物生産の重要性を重ねて説明
し、農場主の理解を得て清浄化に向けた
取組みを開始。子牛の単飼、保菌牛への
薬剤感受性試験に基づく有効薬剤投与、
石灰及び逆性石鹸による牛舎内外の消毒
徹底、生菌剤の増量投与を継続的に実施。
清浄化の判断は概ね週 1 回行う糞便及び
環境検査で全検体連続 3 回の分離陰性を
基準とした。投薬後、再分離される牛も
あったが、取組みの継続により、3 か月
後の立入検査で清浄化を達成。粘り強い
指導による農場主の意識改革、検査結果
の共有と迅速な対応が SI の清浄化につ
ながったと考えられた。 
 
157. 牛肥育農場の死廃事故低減事例：富
山県西部家保 藤井晃太郎、稲垣達也 
 平成 24 年度から 29 年度 12 月末まで、
交雑牛、ホルスタイン牛約 400 頭飼養肥
育農場で県関係機関と経営改善指導を実
施。病性鑑定及び呼吸器病細菌モニタリ
ングで、牛パスツレラ症のまん延を確認。
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検出細菌のディスク法による薬剤感受性
試験で、ペニシリン系、オキシテトラサ
イクリン系、ニューキノロン系の農場使
用主要薬剤で感受性低下はみられず。飼
養衛生管理で、単飼中の子牛への自由飲
水バケツの常時設置、代用乳量の増量、
過剰導入子牛の県外出荷による密飼い防
止を指導。死亡頭数は平成 24 年度から平
成 29 年度 12 月末までに 37 頭、34 頭、
24 頭、12 頭、11 頭、2 頭と減少。交雑種
枝肉成績は B3 以上割合、ロース芯面積、
枝肉重量で、平成 24 年度 31.8%、45.5cm2、
476.5kg が、平成 28 年度 44.9%、48.8 cm2、
496.8kg と改善。子牛の飼養衛生管理、
対策の徹底が枝肉成績改善に必須。経営
改善指導では、関係機関による問題点の
明確化及び長期間にわたる継続的な指導
が重要。 
 
158. 子牛の腸管外病原性大腸菌感染症
と病原関連遺伝子：石川県南部家保 丹
羽竜祐、井出久浩 
 2016 年 12 月、搾乳牛 200 頭を飼養す
る酪農家で、子牛の腸管外病原性大腸菌
（ExPEC）感染症 2 症例が発生。剖検では、
心臓および脳の出血を認めた。細菌学的
検査では、2 症例ともに主要臓器から
E.coli を分離。以後の検索には 2 症例の
分離株各 5 株、計 10 株を供試。血清型別
試験では、multiplex PCR で O8 に陽性。
病原関連遺伝子の検索では、付着因子
（afa、papC）、鉄取込能（fyuA、iutA、
irp1、irp2、iroN、incD）および血清耐
性（iss、traT）を保有。病理組織学的検
査では、2 症例に共通して化膿性髄膜脳
脊髄炎を認めた。以上より、ExPEC 感染
症と診断。分離株は下痢原性大腸菌の病
原関連遺伝子を保有しておらず、ExPEC
の病原因子と考えられる遺伝子のみを保
有。ExPEC はその発症機序に不明な点も
多く、今後、さらなる検討が必要。 
 
159. 県内最大の酪農地帯における牛ヨ
ーネ病清浄化への取組：山梨県東部家保 
花田千晴、相川忠仁 

H28 年度、家伝法第 5 条に基づく牛ヨ
ーネ病検査を実施、3 農場で 5 頭の患畜
を摘発。3 農場に対し、分娩舎等の清掃
消毒、同居牛の移動制限、初乳の適正給
与、糞尿の堆肥化には発酵温度の上昇を
確認・記録、飼養牛の健康観察等を指導。
2 農場で PCR 定性陽性牛、疫学関連の高
い牛等、計 6 頭を自主とう汰。発生 2 農
場等 21 農場が共同利用する堆肥処理施
設に対し、地元 JA、施設所有者の町及び
指定管理者と連携を図り、適正な堆肥化
を徹底指導。措置後、H29 年 9 月までに 3
農場でカテゴリーⅠに復帰。発生農場で
は同居牛の移動制限で、預託ができず育

成牛舎の過密化や、牛が売却できず資金
繰りに苦慮。共同堆肥処理施設への搬入
を一時中止したため、堆肥処理にも苦慮。
対策により新たな患畜発生のリスクを低
減し、清浄化を達成したが、農場の労力
や経済的・精神的な負担が増大、徹底に
は根拠を示し丁寧に説明し、農場の理解
を得ることが重要。 
 
160. A 農場牛から分離されたヨーネ菌の
殺菌効果試験：山梨県西部家保 深澤矢
利、岸田諭俊 

主要な消毒剤と温度感作によるヨーネ
菌殺菌効果を検討。1)材料と方法：A 農
場牛由来ヨーネ菌に対して、消毒剤（商
品名：クリアキル、クレンテ、ビルコン、
4%炭酸ソーダ、消石灰）、消毒用アルコ
ールの感作及び 63℃15 分～80℃5 分まで
7 段階の温度で感作し、7H10MEY 培地に接
種、4 か月後のコロニー発育有無により
殺菌効果を判定。クリアキルについては、
NaOH 及び消石灰を各 0.1%、0.5%添加液も
感作。併せて各種薬剤に 1%牛糞混入及び
低温（氷水中）下での影響を調査。2)結
果：①クリアキル及びビルコンは、400
倍希釈 30 分で生残。クリアキルはアルカ
リ化しても同様に生残。②クレンテは、
400 倍希釈 15 分以上感作で殺菌されたが、
低温下では一部生残。③4%炭酸ソーダは
30 分感作で一部生残。④消石灰は 20 倍
希釈 1 分で殺菌されたが、牛糞混入及び
低温下で一部生残。⑤消毒用アルコール
は 30 秒感作で殺菌。⑥低温下では全供試
薬剤の殺菌効果が低下。⑦温度は、63℃
15 分以上の感作で殺菌。 
 
161. 県内で分離されたヨーネ菌の遺伝
子解析及び細菌学的考察：山梨県東部家
保 牛山市忠、松下摩弥 
 H27～28 年度に実施した本県のヨーネ
病検査において、7 戸 20 頭のヨーネ病の
患畜を摘発。患畜の摘発年齢は 2 歳以上
が 80%、排菌量が多くなるのは 3 歳以上
となる傾向。分離した菌株 7 戸 11 株につ
いて、農場別に遺伝子型を解析集計した
結果、Map-2b（6 戸、86%）、Map-1a（1
戸、14%）となり、1 塩基反復構成の領域
解析では遺伝的多様性を確認。Map-2b、
Map-1a については、現在国内で主流な遺
伝子型とされており、このような菌株の
県内侵入が判明。また、患畜はすべて県
内産であり、遺伝子の領域解析で遺伝的
多様性が確認されたことから、ヨーネ菌
は過去に複数の要因により県内に侵入、
農場内に潜伏していた可能性も考えられ
た。本報告は、摘発患畜由来ヨーネ菌に
ついて、遺伝子解析を初めて県内で実施
した結果から得た、新しい知見。今後も
検査解析の継続により、県内、国内のデ
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ーターベースを充実させ、新たな株の侵
入の監視とともに今後の防疫対策を検討
する上で有用となる情報を収集の方向。 
 
162. 牛マイコプラズマ乳房炎発生農場
の効果的な防除対策：長野県松本家保 
照井千穂 

飼養頭数 480 頭の大規模酪農場で平成
28 年 10 月に乳房炎細菌検査陰性の 1 頭
から Mycoplasma bovis(M. bovis)を分離。
その後の検査で同居牛 2 頭とバルク乳か
ら M. bovis が分離されたため農場･専門
酪･獣医師･家保で清浄化対策に着手。12
月上旬に初発 3 頭を廃用。その後バルク
乳検査でマイコプラズマ(Mp)は分離され
なかったが 12 月～平成 29 年 1 月の乳房
炎細菌検査で 64 頭中 12 頭から M. bovis
が分離されたため２月に搾乳牛全頭検査
を実施。新たに陽性牛 8 頭摘発。陽性牛
は隔離又は盲乳処置し計画的淘汰を実施。
さらにコストパフォーマンスを優先して
効果的な防除を行うため、牛舎の消毒と
農場内作業の見直しを実施。2 月の全頭
検査時に乾乳又は未経産だった 66 頭に
ついても Mp 検査を実施し全頭陰性を確
認。平成 29 年 8 月以降現在まで Mp は分
離されず。今後も清浄性の維持に向け乳
房炎細菌検査陰性検体とバルク乳 Mp 検
査を継続。また陰性牛全頭検査も今後検
討。 
 
163. 黒毛和種子牛にみられた髄膜炎の
一症例：岐阜県飛騨家保 藤野晃司、岩
野良徳 

本年 5 月、黒毛和種繁殖農場において
4ヶ月齢の子牛が歩様異常、眼球震せん、
茫然佇立を呈した。血液検査では、脱水
傾向の他に著変認めず。ビタミン剤投与
を主とする加療により一時改善を認めた
が、2 週間後、症状が再発したため病理
解剖を実施。剖検では、髄膜及び延髄に
直径数 mm の乾酪様壊死巣散在の他、肺右
前葉に軽度炎症病変を認めた。病理組織
検査では、髄膜及び延髄にマクロファー
ジ浸潤を伴う化膿性肉芽腫が多数認めら
れ、免疫組織化学的検査にて同病変に
Mycoplasma bovis（Mb）抗原を検出。ま
た、髄膜の病理組織切片を用いた PCR に
て Mb 特異遺伝子検出。以上から本症例を
牛マイコプラズマ髄膜炎と診断。病態発
生は、Mb 感染により形成された炎症が髄
膜及び延髄に侵入し、神経症状を呈した
と推察。同農場では本牛出生直後の 1 月
に呼吸器病が流行し、病原体遺伝子検索
にて、Mb 特異遺伝子を検出。このことが
本牛への Mb 感染リスクを高めた一要因
となっていた可能性がある。 
 

164. 県内初の Salmonella Newport によ
る牛のサルモネラ症と対策：愛知県東部
家保鈴木俊成 
 県内初の Salmonella Newport（SN）に
よる子牛のサルモネラ症が発生。家保、
畜主、臨床獣医師の 3 者連携による迅速
かつ適切な対応により清浄化を達成。平
成 28 年 12 月下旬、搾乳牛 300 頭規模酪
農場の子牛舎に隣接したカーフハッチ
（ハッチ）群で 10 日齢前後の子牛が血便
や発熱を呈したため、病性鑑定を実施。
小腸粘膜で充出血や偽膜形成を認め、腸
内容物から SN を分離。直後の農場内確認
検査では、同居子牛で 128 頭中 7 頭、環
境材料で 54 検体中 11検体から SN を分離。
成牛群は臨床症状及び糞便スクリーニン
グ検査で陰性を確認。陽性牛は抗生剤治
療後の再検査で陰性を確認し移動。農場
の消石灰散布、ハッチの熱湯洗浄及び石
灰乳塗布、ハッチエリア出入口の踏込消
毒槽設置、臨床獣医師の限定、堆肥の発
酵促進等を指導。改善後、同居牛及び環
境の全検体陰性を 2 回連続で確認し、平
成 29 年 7 月に清浄化と判断。 
 
165. ヨーネ病スクリーニング遺伝子検
査法の有用性について：和歌山県紀北家
保 小松希、上田雅彦 
 本県の、ヨーネ病検査のスクリーニン
グ検査法として、平成 28 年 4 月から販売
開始となった定性判定リアルタイム PCR
試薬を用いて、プール糞便を用いたスク
リーニング遺伝子検査（sPCR）を実施し、
現行スクリーニング法である ELISA と比
較。その有用性について考察。平成 29 年
6 月から 10 月に、県内 4 農場で採取した
牛糞便 64検体を 1～10頭分プールした検
体の sPCR では陰性。陽性糞便混濁液 1 検
体を陰性糞便混濁液 9 検体とプールした
検体では DNA 量が微量にもかかわらず陽
性を示した。sPCR は、検査手技や判定が
容易で、安価で多検体処理が可能。ELISA
と比較し、検査感度・特異度が高く、検
査材料が糞便であるため採材時間の短縮
・労力の軽減が可能。また、排菌直後か
ら糞便中 DNA を検出できるため、感染初
期での判定が可能。これらのことから、
現在、ヨーネ病発生のない本県において、
他県からの導入等による本病発生防止の
ため本検査によるスクリーニングは有用
であると考える。 
 
166. 管内大規模酪農場におけるヨーネ
病の清浄化：島根県益田家保 松尾治彦、
板倉悟 
 管内大規模酪農場（搾乳牛約 1,300 頭
および繁殖和牛約 200 頭飼養）で平成 23
年にヨーネ病が発生。平成 25 年度からは、
要領改正によりエライザ法からリアルタ
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イム PCR 法を柱とした検査体制へ移行し、
まん延防止対策を実施。平成 26 年の同居
牛検査で患畜 1 頭が摘発されたため、清
浄化は振り出しとなったが、その後の計
6 回の全頭検査で陰性を確認し、平成 29
年 11 月に清浄化を達成。清浄化までの 6
年半における検査頭数は延べ 18,904 頭。
その間に、導入牛検査で患畜 2 頭摘発お
よび同居牛検査でリアルタイム PCR 法の
定性陽性牛 2 頭を確認したが、導入牛の
隔離飼育の徹底および定性陽性牛の自主
淘汰によりまん延防止が図られた。平成
29年度からは豪州産乳用牛の輸入を開始。
当該農場におけるヨーネ病の発生リスク
は決して低くないと推測されるため、今
後は 5 条検査および導入牛検査に加えて、
乾乳牛の自主検査を行うことで清浄性の
維持に努める。 
 
167. 農場環境中の抗酸菌群の調査：島根
県家畜病鑑室 原由香、横田司 
 敷料に戻し堆肥を使用する県内の 1 酪
農場(A)で、ヨーネ病スクリーニング
ELISA 検査(sELISA)非特異陽性事例が多
発し、環境中の抗酸菌の関与が疑われた。
今回、A および対照 2 農場(B、C)につい
て環境中の抗酸菌を調査。培養の結果、
敷料中の抗酸菌量の平均は A:509、B:10、
C:133 (cfu/g)。A からは Mycobacterium 
thermoresistible(Mt)のみを、B、C から
は複数種の抗酸菌を分離。A では発酵処
理後の堆肥から Mt 分離、B、C は抗酸菌
分離陰性。また、A の sELISA 陽性 8 血清
について、分離した抗酸菌株による吸収
処理を行った結果、ヨーネ病の確定検査
陰性の 7 検体は全て ELISA 値が低下。以
上より、A の環境中抗酸菌量は B、C より
多く、A は抗酸菌感染リスクが高いこと
が示唆され、A の非特異陽性は、環境中
の抗酸菌感染による ELISA 値の非特異的
上昇に起因すると考えられた。戻し堆肥
の適切な発酵により、環境中の抗酸菌由
来感染症の発生低減および sELISA 非特
異反応低減につながると推察。 
 
168. 敷料培養検査に基づく乳房炎低減
対策：岡山県岡山家保 難波かおり、岩
城雅子 
 酪農場で敷料として利用されている未
使用の木屑等が大腸菌群に汚染されてい
る場合があり、管内でも敷料が原因と考
えられる乳房炎発生事例がある。今回、
全戸巡回指導に併せて敷料培養検査を勧
め、16 戸の農場で検査を実施。木屑、モ
ミガラ、戻し堆肥、牛床敷料、計 30 種類
を培養して大腸菌群の検出を実施。50％
の敷料から乳房炎起因菌が検出され、約
37％から特に問題となるクレブシエラ属
菌（K1）を検出。K1 が検出された農場で

対策を勧め、A農場は非汚染敷料へ変更、
B 農場は戻し堆肥への変更により大腸菌
性乳房炎による死亡牛の減少や体細胞数
の低減が図られた。また、C 農場では消
石灰混合や乾燥による殺菌効果が認めら
れず、発酵熱による殺菌が有効と考えら
れ、発酵敷料に変更。敷料培養検査を実
施することで、結果に基づく的確な指導
が実施でき、効果的な対策につながった。
今後、乳房炎低減の一対策として、管内
酪農家に本検査の実施を推奨し、定着さ
せていく。 
 
169. 同一農家で発生した大腸菌による
死産及び子牛死亡症例：山口県中部家保 
佐野裕規、鳴重寿人 

県内繁殖農家で腸管外病原性大腸菌
（ExPEC）感染症が 3 件連続発生。1、2
例目は死産。3 例目は 5 日齢で死亡。病
理組織学的検査、細菌学的検査により異
なる菌株による死産、敗血症と診断。1
例目の O 群血清型は O161、3 例目は O78
と判明。2 例目は不明。ExPEC 関連遺伝子
（細胞毒素因子:cnf2、cdtⅢ、付着因子
:F17、afa8、鉄取り込み能:iutA、irp1、
irp2）、下痢原性大腸菌関連因子（志賀
毒素産生性大腸菌遺伝子、エンテロトキ
シン、線毛遺伝子）の PCR を実施。1、2
例目から iutA、irp1、irp2、3 例目は併
せて cnf2、cdtⅢを検出。同居牛の糞便
から複数の ExPEC 関連遺伝子と下痢原性
大腸菌因子を検出。既報では、前記の細
胞毒素因子、付着因子及び鉄取り込み能
をもつ大腸菌が ExPEC 感染症を引き起こ
すとされているが、今回の症例では異な
った。今後、未検索の ExPEC 関連遺伝子
の検査と宿主側の発症要因の究明が必要。 
 
170. 肉用牛繁殖農家に発生した真菌性
流産：山口県北部家保 田代久宗、直井
秀明 

平成 29 年 10 月、今年度より新規に繁
殖経営を開始した農家において、未経産
の繁殖雌牛 1 頭に流産（胎齢 173 日）が
発生。当該胎子の病性鑑定を実施。その
結果、病理組織学的検査で大脳での血栓
を伴う化膿性髄膜脳炎、脳幹及び脊髄に
おける非化膿性髄膜炎、壊死性心筋炎と
診断。大脳、心臓の病変部に真菌を確認。
細菌学的に、直接塗抹培養で主要臓器か
ら真菌を分離。分離菌はラクトフェノー
ル染色による形態観察で接合菌に分類し、
Mucor 属と同定。Mucor 属菌による真菌
性流産と診断。対応として、牛舎の消毒
プログラムを作成し、綿密な水洗、火炎
消毒を飼養者・関係機関とともに実施。
これにより飼養者の飼養衛生管理、疾病
予防、生産性向上への意識を醸成。今後
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も定期的な消毒と飼養衛生管理の徹底を
指導し、安定的な子牛生産を支援。 
 
171. ヨーネ病再発農場における環境ス
クリーニング遺伝子検査（スクリーニン
グ）を併用した清浄化対策：徳島県西部
家保 森川かほり、阿部敏晃 
 管内一酪農場において、平成 28 年度の
定期検査でヨーネ病患畜を 1 頭摘発。牛
のヨーネ病防疫対策要領に基づく同居牛
検査では、2 回の全頭抗体陰性を確認し
たが、3 回目の検査で新たに 2 頭の患畜
を摘発。2 頭中 1 頭(自家産・9 歳齢)の糞
便中遺伝子量が 4.71 pg/2.5μl と多く、
病理組織学的検査で、らい型病変が認め
られたことから、長期間にわたる活発な
排菌が示唆。牛舎にヨーネ菌がまん延し
ていると考え、同居牛検査時にスクリー
ニングを実施。抗体は全頭陰性であった
が、6 頭の環境材料において遺伝子陽性
を確認。うち 2 頭について年齢、導入時
期等から高リスクと判定。早期清浄化の
ため、家畜生産農場清浄化支援対策事業
により 1 頭の自主淘汰を実施。残り 1 頭
も、分娩後淘汰の予定。ヨーネ病発生農
場の早期清浄化対策として、スクリーニ
ングの併用による、高リスク個体の摘発
・淘汰が重要と考える。 
 
172. Salmonella Thompson による牛サル
モネラ症発生事例と清浄化の取組：徳島
県西部家保 出口達也、阿部敏晃 
 管内一酪農家(搾乳牛 32 頭、繁殖和牛
4 頭、育成牛 5 頭、子牛 8 頭)で、牛群全
体に発熱、下痢が蔓延。発症牛 2 頭の糞
便から Salmonella Thompson(ST)(1.5×
105、4.0×104CFU/g)を分離、牛サルモネ
ラ症と診断。全頭の糞便検査の結果、子
牛や育成牛からは分離されず、搾乳牛の
み 10/32 頭(31.3%)ST を分離。また、2 頭
が流産し、流産胎子から ST を分離。農家
の経済的損失を最小限にするため、農業
共済組合家畜診療所と連携し、乾乳牛及
び下痢が重度かつ長期化している牛に抗
生剤投与、併せて全頭生菌剤投与を実施。
また、踏込消毒槽及び農場用長靴の設置
や農場内通路等への石灰散布、牛舎内の
煙霧消毒を指導。その後、抗生剤の休薬
期間終了をへて、全頭糞便及び環境検査
を 実施 したところ、搾乳牛 6/32 頭
(18.8%)から ST を分離。現在、発症牛は
減少し、餌食いも改善。さらに、対策し
ていくに伴い、農家の疾病予防意識も向
上。今後、清浄化に向け、1 ヵ月後と 2
ヵ月後モニタリング検査を継続予定。 
 
173. Streptococcus lutetiensis による
肉用牛の敗血症事例：徳島県徳島家保 
井口陽香、尾川誠次郎 

 2017 年 9 月、管内肉用牛農家において
突然死した 21 ヶ月齢の交雑種去勢牛の
病性鑑定を実施。剖検所見では、腎臓の
腫大、壊死が認められ、尿管拡張と砂状
結石を確認。病理組織学的検査では、腎
臓と膀胱で化膿性炎症が認められた。細
菌学的検査では、脾臓以外の主要臓器全
てからグラム陽性球菌が分離された。
16SrRNA 遺伝子解析から S.lutetiensis
と 99.93％の相同性を示し、SodA 遺伝子
解析から S.lutetiensis のクラスターに
分類。薬剤感受性試験ではピルリマイシ
ンのみ有効。本症例は尿道から上行性に
全 身 に 感 染 し た も の と 推 測 。
S.lutetiensis のヒトや動物からの分離
報告例はあるが、牛での分布や病原性に
関する情報は少ない。本事例は成牛に敗
血症を起こす稀な症例であると考える。 
 
174. Proteus mirabilis による肥育牛の
化膿性腎炎の一症例：徳島県徳島家保 
中下弘子、松尾功治 
 2017 年 2 月 7 日早朝、食欲減退を呈し
死亡した管内肥育農家の 14 ヶ月齢黒毛
和種去勢牛 1 頭を病性鑑定。病理解剖検
査では、腎臓表面凹凸不整、腎実質斑状
褪色、腎杯内に砂状から米粒大結石。尿
道内は、結石状黄白色凝固物による塞栓。
細菌学的検査では、腎臓および腎杯ぬぐ
いから Proteus mirabilis(Pm)を分離。
病理組織学的検査では、腎臓皮質に広範
囲壊死、同部位尿細管内に好酸性円柱様
物と細菌塊が散見、膀胱、尿道で好中球
を主体とする炎症細胞浸潤。免疫組織学
的検査では、尿細管内で抗 Pm 染色陽性。
尿生化学検査では、潜血および蛋白陽性、
pH8、膀胱内および腎杯内尿沈渣でストラ
バイトを確認。眼房水尿素窒素は
200mg/dl 以上。以上より、死因は Pm が
関与した化膿性腎炎による尿毒症と診断。 
 
175. 牛パスツレラ（マンヘミア）症の集
団発生：香川県東部家保 上村圭一、片
山進亮 

牛パスツレラ（マンヘミア）症は、若
齢牛に多い疾病で散発例がほとんど。乳
牛 200 頭（成牛 120、育成牛・子牛 80 頭）
飼育する酪農家で、平成 29 年 1 月 14 日、
成牛 1 頭で下痢、鼻汁がみられ、18 日に
7 頭に呼吸器症状が広まったことで、病
性鑑定を依頼。発症牛の鼻腔スワブ・血
液を採材、うち斃死牛を翌日剖検、病性
鑑定を実施。結果、鼻腔スワブから
Mannheimia haemolytica（以下、Mh）が
分離（5 頭）、PCR で Mh の遺伝子が検出
（7 頭）。ウイルスは検出されず。斃死
牛の肺から Mh が分離。ペア血清から Mh
の抗体価のみ有意に上昇。牛パスツレラ
（マンヘミア）症と診断。後に子牛にも
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感染拡大するが、早期隔離、消毒、有効
な薬剤の使用等により鎮静化。当時牛舎
を建設中で工事の騒音や換気不足等のス
トレスが誘因と推察。通報の遅れから 50
頭（成牛 26、子牛・育成牛 24）が感染。
8 頭（同 7、同 1）が斃死・廃用、乳量も
10ｔ減少、大きな経済的損失。 
 
176. 生乳からの黄色ブドウ球菌検出農
場への改善指導：香川県西部家保 原基、
髙橋和裕 
 管内酪農家全 10 農場の生乳の乳質改
善を目的にバルク乳検査を実施。平成 29
年６月の A 農場（搾乳牛７頭）の検査で
ブ ド ウ 球 菌 2,160cfu/ml 、 大 腸 菌 群
1,190cfu/ml、レンサ球菌 2,300cfu/ml、
黄色ブドウ球菌(SA)陽性を確認。A 農場
の乳質改善と SA 清浄化を喫緊の目的と
して改善指導を実施。SA 感染牛を特定す
るための分房別乳汁検査で７頭すべて陽
性。すべての分房で陽性となる牛を３頭
確認。改善対策は、①搾乳器具の洗浄・
消毒の徹底。②過搾乳の防止。③SA 感染
牛の対応を家畜診療所と協議し、A 農場
の経営継続のため、セファゾリンを用い
た乾乳期治療。７月から改善対策開始。
８月の個体乳検査は全頭 SA 陽性。体細胞
数の多い２頭を淘汰後の 10 月のバルク
乳検査も SA 陽性。２頭を乾乳期治療中の
11 月のバルク乳検査では、ブドウ球菌
240cfu/ml、大腸菌群 20cfu/ml、レンサ
球菌 80cfu/ml、SA 陰性と改善。今後も
SA清浄化のためバルク乳検査と改善指導
を継続。 
 
177. 子牛の大腸菌症と牛ウイルス性下
痢・粘膜病ウイルス持続感染牛の摘発事
例への取り組み：愛媛県東予家保 矢野
真弓、徳永康子 

管内酪農家で、H28 年 11 月から Stx1
特異遺伝子及び K88 線毛抗原を保有する
多剤耐性の志賀毒素産生性大腸菌（STEC）
による哺乳子牛の大腸菌症が発生、散発
的にウイルス性下痢も認められた。子牛
舎内の消毒を徹底するも、環境調査で分
娩舎、子牛舎、敷料から STEC を分離した
為、敷料の消石灰消毒、抗菌薬の適正使
用等を指導し、H29 年 4 月には STEC は検
出されず。H29 年 5 月、出生時から虚弱
な約 2 か月齢の持続感染（PI）牛を摘発。
母牛と同居子牛、バルク乳の PCR 検査を
行った結果、農場内に新たな PI 牛は確認
されず。7 月から頻発して検出される多
剤耐性の大腸菌の抑制や消化不良性の下
痢の対策に、プロバイオティクスを活用
し腸内細菌叢の安定と免疫賦活を目的と
して出生時より乳酸菌製剤の投与を開始。
8 月、関係者による検討会を開催し、衛
生管理プログラムの見直しや哺乳期の飼

養管理指導を行った。現在、子牛の下痢
の病性鑑定は低下、今後も多剤耐性菌の
防除と下痢防止に努める。 
 
178. 酪 農 場 に 発 生 し た Salmonella 
Thompson による牛サルモネラ症の清浄化
事例：愛媛県南予家保宇和島支所 片山
亜紀保、是澤通花 

平成 29 年 2 月、酪農場(A 農場)の乳用
子牛(20 日齢)が下痢を呈し死亡。肺、肝
臓、小腸から Salmonella Thompson(STh)
分離、STh による牛サルモネラ症と診断。
浸潤状況調査では、A 農場同居牛(9/22
頭)及び肥育農場(B農場)に出荷した子牛
(3/11 頭)から STh 分離、疫学情報から A
農場への STh侵入時期は 1月中旬と判明。
対策として感受性薬剤投与、生菌剤投与、
消石灰塗布、直腸便や環境材料等(75 回、
816 検体)を用いた検査を実施。さらに、
子牛の移動・出荷は連続 2 回分離なしを
条件に設定。両農場の分離菌は分子疫学
解析で同一パターンを示し、生後早期の
STh 感染個体は排菌期間が長い傾向にあ
った。6 月には両農場個体からの STh 分
離なし、A 農場では環境材料から分離。7
月以降は出生日からの感受性薬剤経口投
与(3 日間)および清浄性確認検査実施。
10 月には投薬を漸次減量、11 月に投薬を
中止し生菌剤給与のみとした。11 月末、
子牛及び環境材料検査において STh 分離
は認めず、清浄化に至った。 
 
179. 管内酪農家の意識改革による乳房
炎低減への取組：高知県中央家保香長支
所 加藤瑞穂 

管内一酪農家において、平成 26 年頃よ
り黄色ブドウ球菌による乳房炎が多発し、
搾乳手技の改善、乳房炎検査等の衛生指
導を行ってきたが、常時高い体細胞数で
推移。平成 29 年 8 月に大腸菌性乳房炎に
より搾乳牛が死亡したことを機に、手袋
の着用、ペーパータオルの使用、プレデ
ィッピングなどの搾乳手技の見直しを指
導。さらに土佐褐毛牛増頭対策事業を活
用し、貸付牛の導入に合わせて、体細胞
数の高い牛を淘汰。結果、平成 29 年 9 月
より体細胞数が減少。9 月現在、体細胞
数は 66.5 万/ml から 31.8 万/ml に、リニ
アスコアは 4.6 から 3.4 に改善。現在も
低い体細胞数を維持。今後は搾乳手技の
維持、体細胞数の高い牛の淘汰を継続的
に行い、さらなる体細胞数の低減にむけ
た指導を行う予定。 

 
180. 管内一農家における乳質改善への
取り組み：高知県西部家保 福島佳子 

管内での定期的な乳質検査でバルク乳
の体細胞数が 41 万以上と多い一酪農家
において、牛群検定成績から生乳中の体
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細胞数が多い個体の細菌検査と搾乳指導
を実施。12 頭、45 分房で細菌検査を行っ
た結果、Streptococcus agalactiae（以
下 SAG）と環境性ブドウ球菌が多く分離。
搾乳立会では、前搾りをミルカー装着直
前に行っており、乳房内に残留する乳房
炎原因菌の伝搬が懸念された。そこで、
前搾りを搾乳手順の最初に行うこと、搾
乳者の手袋着用、搾乳途中での手指消毒、
殺菌効果のあるプレディッピング液への
変更などを指導。また、細菌検査で
Staphylococcus aureus、 SAG が分離さ
れた個体は搾乳を最後にすることを指導。
指導後も搾乳手順が適正でない部分があ
り、正しい搾乳手順の励行を繰り返し指
導する必要があった。また、伝染性乳房
炎の個体は早期発見、早期治療が必要で、
難治性乳房炎に移行した個体については
淘汰の検討も必要と考えられ、今後も継
続して指導を実施する予定。 
 
181. 細菌モニタリング検査結果の飼養
管理および家畜診療への利用：高知県西
部家保梼原支所 西明仁、酒井賀彦 

管内肉用牛一貫経営農場において、飼
養管理及び家畜診療への利用を目的とし
て、哺育牛 5 頭・育成牛 10 頭から鼻腔ス
ワブ・糞便を採取し、細菌分離及び薬剤
感受性試験を実施。15 頭中 8 頭からパス
ツレラ・マルトシダ（Pm）、4 頭からマ
ンヘミア・ヘモリチカ（Mh）を分離し、9
頭からマイコプラズマ属を分離（哺育牛
はマイコプラズマ・ボビライニスのみ分
離）。治癒までに 10 回以上加療した 8 件
のうち 5 件で、マイコプラズマ属と Pm 又
は Mh の混合感染を確認。薬剤感受性試験
から Pm と Mh のカナマイシンへの耐性化
が顕著。分離されたマイコプラズマ属は、
多くがチアンフェニコール以外には耐性
を示したため、Pm や Mh に対し高感受性
の抗菌剤投与で良化しない場合、マイコ
プラズマ属との混合感染を推察。病原性
の強いマイコプラズマ・ボビスが哺育牛
からは分離されなかったことから、哺育
舎内は管理者を固定し、専用の長靴・作
業着に交換するよう指導。 
 
182. 搾乳作業における乳房炎予防に効
果的な重点管理項目分析：福岡県北部家
保 川島幸子 
 乳房炎予防に対する今後の農家指導の
一助とする目的で、日常の搾乳作業のう
ち乳房炎予防に重要な 15 項目について、
管内 52 戸の酪農家へアンケート調査を
実施。バルク乳体細胞数をリニアスコア
化し、平成 28 年度にリニアスコア 5 以上
が 2 回以上あった農家を乳房炎発生農家
と選定。統計解析ソフト EZR を用い、乳
房炎発生を目的変数、アンケート項目を

説明変数とした分割表を作成し、乳房炎
の発生と各項目の関連性を評価。アンケ
ートには 46 戸（88.5％）の農家が回答。
主な結果は、搾乳前手洗い実施 67.4%、
乳房の 1 頭 1 布清拭 89.1%、乳頭消毒に
ディッピングカップ使用 67.4%、ミルカ
ーシステム定期点検 58.7％など。また乳
房炎発生農家として 9 戸（19.6％）を選
定。アンケート調査した項目のうち、①
乳房清拭時の 1 頭 1 布使用、②乳頭消毒
にディッピングカップ使用、③ミルカー
システムの定期点検は乳房炎発生と有意
に関連性がある（いずれも P<0.05、オッ
ズ比①8.14、②5.93、③13.84）ことが示
された。今後これら 3 項目について説得
力のある指導を実践し、乳房炎対策に努
める。 
 
183. 後躯麻痺子牛のティザー病発生事
例：福岡県中央家保 伊藤広記 
 2017 年 2 月 1 日、県内の酪農家で 1 か
月齢の交雑種 1 頭が後躯麻痺を呈す。当
初は元気・食欲があったが、治療に反応
せずに削痩したため、2 月 28 日に病理解
剖を実施。剖検で両後肢大腿部に褥瘡、
肝臓漿膜面に多数の白斑、左右肺中葉に
肺炎を確認。組織検査で肝臓に好中球と
マクロファージの浸潤を伴う多発性の巣
状壊死、肺で小葉性の肺炎を観察。ギム
ザ染色で肝臓の壊死巣周囲の肝細胞、細
胞質内に多数の長桿菌を確認。PCR 検査
では、肝臓から Clostridium piliforme
の特異遺伝子を検出。細菌検査では肺か
らレンサ球菌を分離。以上の結果からテ
ィザー病及び細菌性肺炎と診断。本症例
は臨床症状を呈してから病性鑑定までに
1 か月経過しており後躯麻痺との因果関
係は不明。本病の発生頻度は低いが、肝
臓に巣状壊死を形成する疾病との類症鑑
別時には本病についても考慮する必要あ
り。 
 
184. 搾 乳 牛 由 来 黄 色 ブ ド ウ 球 菌 の
Random Amplified Polymorphic DNA-PCR
法による遺伝子多型解析：福岡県両筑家
保 安増邦理、香月智弘 
 管内の乳房炎が発生した A 農場の搾乳
牛等から過去 4 年間に分離された搾乳牛
由来黄色ブドウ球菌 35 菌株について、
Random Amplified polymorphic DNA-PCR
（以下 RAPD-PCR）法を用いて遺伝子多型
解析を実施し、農場の衛生指導への応用
を検討。3 種のプライマー（ P7:5’
-GTGGATGCGA-3 ’ ,NCHI-A:5 ’
-ACGTATCTGC-3’,OPA-1:5’-CAATCGCCGT-3
’）を用い、バンドパターンによってコ
ード化を行い全 35 菌株で 14 コードを確
認。3 つの比較方法を設定し、比較①で
は A 農場 13 菌株、比較②で 3 農場 15 菌
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株、比較③は 11 農場 11 菌株を選定して
比較検討し疫学解析を実施。RAPD-PCR 法
による遺伝子多型解析は、簡便、迅速及
び低価格で、3 つのプライマーを組み合
わせることで、分子疫学的に菌株を効果
的に識別。農場への衛生指導の際、疫学
的な考察も踏まえた説得力ある効果的な
衛生指導の一助として有用。今後は、A
農場の本菌の汚染ルート究明と衛生指導
に役立てる。 
 
185. 一酪農家のヨーネ病の発生と清浄
化への取組：佐賀県中部家保 一戸夏美、
岸川嘉洋 

平成 28 年 10 月、飼養頭数 460 頭の酪
農家で家伝法 5 条に基づく検査を実施。
リアルタイム PCR 法（qPCR）でヨーネ菌
遺伝子（3.56×10^-3 pg/2.5μl）を検出
した 1 頭をヨーネ病の患畜と決定。当該
牛は、ホルスタイン種の雌、5 歳 9 か月
齢、臨床症状は認めず、2 歳初妊で県外
導入時の抗体検査は陰性。発生をうけ牛
舎の消毒等を指示。殺処分時の検査は肉
芽腫性病変とヨーネ菌分離を確認。同居
牛についてスクリーニング遺伝子検査
（プール糞便）等を実施し、全頭抗原陰
性。清浄性確認検査は 3 回ともに全頭陰
性。繁殖に供する牛の検査は出荷計画に
合わせ qPCR を実施し、全頭陰性。また、
環境検査で牛床 10 区画内の敷料の qPCR
を実施し、2 区画で遺伝子陽性のため、
当該区画の敷料の除去や消毒を重点的に
行うよう指導。効果的に対策を実施する
ために、飼養者と話し合いを重ね、理解
を得ながら進めていくことが必要。 
 
186. 乳房炎原因菌のバイオフィルム形
成能調査と乳房炎対策の検討：長崎県中
央家保 浦川了、岩永政弘 

乳房炎罹患牛乳汁 62 検体乳房炎多発
農場の牛舎環境材料 13 検体について細
菌検査を実施。乳汁から 75 株、環境材料
から 10 株の細菌が分離。内訳は乳汁由来
株では黄色ブドウ球菌(S.a)16 株（21%）、
S.a 以外のブドウ球菌(ブ菌)32 株（43%）
及びその他 27 株（36%）、環境材料由来
株では S.a1 株(10%)、ブ菌 9 株(90%)。分
離菌の BF 検査では乳汁由来株 75 株のう
ち 66 株が BF 形成能を保有、環境材料由
来株は 100%BF 形成能を保有。乳汁由来分
離菌の薬剤感受性試験では BF 形成能と
薬剤耐性率に関連性は無し。市販酪農機
器専用洗浄・消毒薬（消毒薬）を用いた
BF 形成菌に対する有効性試験の結果、消
毒薬は BF 形生菌に有効。S.a の遺伝子解
析では乳汁由来株と環境由来株は異なる
クローン由来と判明。BF 形成菌に対して
消毒薬による効果が認められたことから、
乳房炎対策には、搾乳機器の洗浄・消毒

や乳房炎非罹患牛から搾乳を行う等基本
的な衛生管理の徹底が重要。  
 
187. 肉用肥育農場で発生した牛ボツリ
ヌス症：熊本県中央家保 村田美聡、城
南家保 村上美雪 

平成 29 年 7 月に、肉用肥育農場で起立
不能を呈し死亡する事例が発生。その後
も続発し、約 40 日間で 22 頭が発症し、
うち 11 頭が死亡。死亡牛 1 頭の胃内容培
養上清からボツリヌス D 型毒素（D/C モ
ザイク毒素遺伝子保有）を検出。死亡牛
と同居していた発症牛 4 頭及び未発症牛
2 頭の直腸便からボツリヌス D 型毒素（う
ち 5 検体が D/C モザイク毒素）を検出。
飼料 9、水 3 及びプール堆肥 1 検体から
は毒素不検出。発生から約 2 ヶ月後、未
発症牛 10 頭の直腸便からは毒素不検出。
また、サイレージの品質及び臨床症状か
ら、当初、中毒も疑い、飼料 5 検体のカ
ビ毒検査も実施。いずれも各種基準と比
較し低値であり問題ないことを確認。以
上の成績から、本症例を牛ボツリヌス症
と診断。本事例では、サイレージの給与
中止と同居牛全頭にボツリヌスワクチン
の緊急接種が実施され、その後の発生は
認められていない。 
 
188. 牛の第三・四胃における気腫性胃
炎を認めた牛クロストリジウム・パーフ
リンゲンス感染症：大分県大分家保 磯
村美乃里 
 平成 29 年 2 月、子牛で頻発している
Clostridium perfringens（以下 Cl.p）
による壊死・出血性胃炎とは異なった、
気腫性病変主体の症例に遭遇。3 ヶ月齢
子牛が腹囲膨満、剖検にて第四胃粘膜全
域は顕著な”スポンジ状”（一部潰瘍化）、
病理組織学的に第三・四胃の主に粘膜固
有層に特徴的な嚢胞状空隙多発、粘膜上
皮にグラム陽性桿菌。細菌学的に第四胃
内容・粘膜組織より Cl.p（毒素型 A 型）
が純培養的に分離。既報では発生要因と
して飼養管理失宜、哺乳期の免疫力低下、
環境中の Cl.p 大量摂取等が有力視され
ているが本症例では否定的。牛で Cl.p
感染が証明され同様の気腫性胃炎が認
められた報告は稀で、菌分離が陰性の為
過去に原因不明となっていた症例があ
った可能性有。Cl.pA 型を spike した第
一胃内容を用いたリアルタイム PCR 法
により Cl.p 特異的遺伝子増幅検出。今
後 Cl.p 感染初期の迅速・早期診断が期
待できる。 
 
189. 敗血症型牛大腸菌症由来株の分子
疫学解析：大分県玖珠家保 滝澤亮、藤
田敦己 
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 2014～2016 年に発生した敗血症型牛
大腸菌症 5 例の由来大腸菌株について
分子疫学的解析を実施。うち 3 例は脳炎
主体の全身性化膿性炎像。2 例は肺炎像
主体。各症例由来の大腸菌株について種
々の解析の結果、症例ごとの菌株性状は
概ね一致するも、症例間の株性状に相同
性はなかった。鉄取込能因子（エルシニ
アバクチン産生に関与）を全株が共通し
て保有。本因子が敗血症に至るためには
特に重要と考察。また、1 例の母牛膣か
ら患畜と同一性状株が分離され、それは
膣洗浄後も分離された。病原因子では非
線毛性付着因子の存在が、膣での常在化
に寄与している可能性が示唆された。今
回の症例から、病態は脳炎主体と肺炎主
体に区分され、それら由来株は様々な性
状を持ち、常在化も示唆されるため、様
々な農場で発生すると考察。よって現状
では、予防策より対症療法が本症例に対
して有効と考察。 
 
190. O4:i:－による牛サルモネラ症の発
生とその対策：鹿児島県姶良家保 上籠
美眞、藏薗光輝 

平成 29 年 6 月中旬、系列農場から新生
子牛を導入している乳肉複合農場で、発
熱、下痢を主徴とする哺乳子牛の集団下
痢が発生。うち 15 頭が死亡。発症牛の直
腸便、死亡牛の臓器及び腸内容からサル
モネラ O4:i:－を分離。6 月下旬、直腸便、
環境材料を用いて哺乳舎の浸潤状況確認
調査を実施。子牛 8/34 頭と環境材料 2/31
検体から O4:i:－を分離。防疫対策会議
を開催し、清浄化対策を協議。①作業動
線の改善、②試験に基づく抗菌剤の投与、
③給餌用バケツ、清掃用具、運搬車両の
消毒徹底、④飼料保管法の改善、⑤石灰
乳塗布面積の拡大を実施。さらに、系列
農場の繁殖牛へのサルモネラワクチン接
種を要請。10 月上旬、第 2 回調査で子牛
2/31 頭から O4:i:－を分離。10 月下旬、
第 3 回調査で子牛全頭(38 頭)及び環境材
料からサルモネラ属菌は分離されず、発
生後 4 か月で清浄化を確認。飼養衛生管
理の再点検、迅速な防疫対策の強化の重
要性を再確認。今後、定期検査による早
期摘発に努める。 
 
191. 沖縄県における Mycoplasma bovis
の薬剤感受性および浸潤状況調査：沖縄
県家畜衛生試験場 茂野悟、中尾聡子 
 2009 年から 2016 年に病性鑑定にて分
離された Mycoplasma bovis （Mb）の薬
剤感受性および県内育成牛の Mb 浸潤状
況を調査。薬剤感受性試験には分離株 43
株を供し、7 薬剤（EM、TMS、TS、LCM、
OTC、ERFX、TML）について微量液体希釈
法を実施。分離株は LCM 、ERFX および

TML に高感受性を示したが、TS および TMS
には耐性傾向を示した。今後も薬剤感受
性状況を把握し、薬剤の適正使用により
耐性菌の出現を防止することが重要と考
察。浸潤状況調査は県内肉用牛農場（46
戸）の育成牛（2015 年、2016 年生まれ
140 頭）から同一個体について 2、4、6、
8 カ月齢に採材した血清を供試し、間接
ELISA 法（Bruggmann の変法）により抗体
陽性率を調査。抗体陽性率は 17%であり、
Mb 抗体陽性個体を県内全域で確認。特に
八重山地域の抗体陽性率は 31%と高く、2
カ月齢から抗体陽性個体を確認。Mb は県
内全域に浸潤し、抗体陽性率に地域差が
認められたことから、今後は、地域別に
詳細な疫学調査を実施する必要があると
考察。 
 
Ⅰ－３ 原虫性・寄生虫性疾病 
 
192. 管内におけるクリプトスポリジウ
ム症の発生と対策：福島県県南家保 穗
積愛美、星陽子 
 繁殖牛 38 頭の和牛繁殖 A 農場で、出生
子牛のほとんどが 1～2 週齢で白痢を呈
することから、平成 28 年 9 月診療獣医師
より病性鑑定依頼。寄生虫学的検査でク
リプトスポリジウムオオシストを多数検
出したため対策を開始。農家、診療獣医
師、家保の三者で分娩牛舎の高温高圧洗
浄消毒及びドロマイト消石灰乳の塗布を
実施。出生子牛の下痢発生率が大幅に低
下。クリプトスポリジウム症は農家の認
知度が低いため、リーフレットを作成し
啓発。その後、平成 29 年 3 月に乳肉複合
B 農場、4 月に酪農 C 農場でもクリプトス
ポリジウム症の発生があったが、それぞ
れ分娩房等での繰り返しの高温高圧洗浄
消毒や、カーフハッチ周辺の表土剥ぎ客
土の対策により、下痢発生が低下。クリ
プトスポリジウム症対策には高温による
消毒が有効なため、子牛の下痢多発農場
へ周知。家保の指導のもと消毒を実施す
る等、管内に対策が波及しており、今後
も継続的に指導していく。 
 
193. 公共牧場における小型ピロプラズ
マ病対策：長野県伊那家保 松井宏枝 
 平成 26 年、管内の公共牧場で過去 10
年以上確認されていなかった小型ピロプ
ラズマ病のタイレリア原虫 Theileria 
orientalis(To)を中間衛生検査時に 13
頭中 2 頭で確認。下牧時の検査では、18
頭中 8 頭で確認された。平成 27 年、年度
当初関係者打合せ会議で To 陰性牛のみ
入牧させること、To を確認した牛は臨床
症状が無くても下牧させることを申し合
わせ。入牧時検査では陰性であったが、
中間検査で確認された 2 頭の陽性牛は下
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牧、下牧時検査で To は全頭陰性。平成
28 年、入牧時検査で確認された１頭の陽
性牛は下牧。当該牛を預託した農場の同
居牛検査を実施し、39 頭中 2 頭で陽性を
確認。当該牛はジアミジン製剤を投与し
たが、投与後も To を確認。平成 29 年は
平成 27 年以降の衛生条件を維持・徹底、
入牧前検査以降 To 不検出で経過。To 陰
性牛の入牧、定期検査による To 陽性牛の
下牧等の対策により、牧場内で To のまん
延を防止することができた。 
 
194. リンパ球増多症を呈し肝蛭症（慢性
症）と診断した黒毛和種肥育牛の 1 例：
滋賀県滋賀県家保 山本逸人 

臨床的に牛白血病を疑い、病性鑑定を
実施した結果、肝蛭症と診断した症例に
遭遇。症例は、県外導入の 18 カ月齢の黒
毛和種肥育牛で、平成 29年 5月より削痩、
貧血、泥状便、リンパ球増多、γ-GTP 高
値を認め、同年 6 月に死亡。剖検で肝臓
の硬結・類円形化、胆管の肥厚・膨隆・
石灰沈着、成熟肝蛭寄生確認。病理組織
検査で、肝臓で胆管（周囲）炎、包膜炎、
成熟肝蛭虫体・虫卵、寄生虫性肝硬変確
認。細菌検査で、主要臓器から病原細菌
非分離、ウイルス検査で、牛白血病ウイ
ルス(BLV)遺伝子非検出。以上より、牛の
肝蛭症（慢性症）と診断。当該農場では、
と畜検査で肝蛭症の発見なく、同居牛に
異常なし。症例の同時導入牛 15 頭の糞便
から肝蛭卵非検出で、所管家保に照会し、
導入元は肝蛭の汚染地域と確認。牛の肝
蛭症は県内ではと畜検査のみで発見。県
外では牛の死亡事例も発生。リンパ球増
多認めても、貧血、肝機能障害等を認め
る場合、肝蛭症も疑う必要あり。 
 
195. 淡路島の和子牛の消化管内寄生虫
調査と今後の取組み:兵庫県淡路家保 
船曵智也、小鴨睦 
 和子牛の寄生虫感染率の調査及び下痢
を主訴とした病性鑑定成績を平成 9 年度
の同成績と比較。さらに、寄生虫対策の
アンケートを実施し、今後の取組みを検
討。1 感染率調査:子牛の市場出荷前検査
時に無作為抽出(平成 9 年度:169 頭、平
成 29 年度:217 頭)し糞便検査を実施。線
虫感染が 17%から 7%、コクシジウム感染
は 41%から 42%、肝蛭感染は 0 頭から 1 頭
0.5%。2 病性鑑定成績:線虫卵検出率は
25%から 0%、コクシジウムオーシストの
検出率は 55%から 6%に減少。3 アンケー
ト調査:827 戸が回答。コクシジウム症の
予防薬を投与する農家は 34%。4 考察:線
虫卵の検出率減少は、塗布型のイベルメ
クチン製剤の普及によると推察。コクシ
ジウム症を疑う病性鑑定件数の減少は、
予防薬の普及によると推察。しかし、感

染率に変化がないことは、潜在的な発症
リスク継続を示唆。畜舎の衛生管理に加
え、必要に応じた予防薬による対策を啓
発。 
 
196. 牛流産胎子に認められたネオスポ
ラ症：山口県中部家保 鳴重寿人、大谷
研文 

H29 年 6 月、酪農家で流産（胎齢 179
日）が発生し、病性鑑定を実施。併せて
過去にネオスポラ症と診断された 3 症例
及び免疫組織化学的染色（免染）陰性の
ため疑いとされた 2 症例のパラフィン標
本を用いた遺伝子検査を実施。流産胎子
は剖検で著変無し。病理組織学的検査で、
中枢神経に小壊死巣、グリア結節が散見。
心臓及び骨格筋で非化膿性炎を確認。抗
Neospra caninum(Nc)抗体を用いた免染
により中脳で陽性反応を示すタキゾイト
を確認。細菌及びウイルス学的検査は有
意な結果無し。Nc 抗体検査は母牛陽性、
胎子陰性。胎子の中枢神経、心臓及び骨
格筋から Nc 特異遺伝子を検出。以上から
本症例をネオスポラ症と診断。感染初期
にみられるタキゾイトのみが見られ、胎
子が Nc 抗体陰性であることから急性経
過と推察。一方、過去の全 5 症例からも
Nc 特異遺伝子が検出されたことから、免
染陰性でも遺伝子検査の併用が重要。 
 
197. 肉用牛繁殖農家の肝蛭感染状況調
査および感染要因調査：長崎県県北家保 
盛脇義弘、秦祐介 

平成 27～28 年度に管内肉用牛繁殖農
家で、肝蛭症および疑い事例が 8 件発生
したことを受け、共済組合と協力して肝
蛭調査を実施。感染状況調査：肉用牛繁
殖農家 174 戸を対象に、肉用牛 779 頭の
糞便を用いて、メッシュ法による糞便検
査を実施。感染要因調査：糞便検査を実
施した 174 戸を対象に、肝蛭駆虫状況、
飼養管理状況（新ワラ給与、稲 WCS 給与、
水田の畦草給与、放牧）、野生動物侵入
状況、肝蛭が人獣共通感染症であること
の認識状況についてアンケート調査を行
い、調査結果をもとに肝蛭感染の危険因
子の統計処理を実施。肝蛭陽性戸数は 64
戸、陽性率 36.8%、陽性頭数は 137 頭、
陽性率 17.6%であり、地区毎の感染状況
は 5～77.8％と差異があった。危険因子
としては「水田の畦草給与」、「放牧」
が抽出され、この 2 項目は肝蛭感染の危
険性があると統計的に示唆。今回の調査
をもとに肝蛭陽性農家では駆虫を確実に
実施し、今後も関係機関と協力して地域
ぐるみの肝蛭症対策を実施していきたい。 
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198. 沈降速度差を利用した新たな肝蛭
虫卵検査法の可能性：長崎県県北家保 
松本輝久、松田廣志 

既存の検査機材を用いない肝蛭虫卵検
査方法について考案。予備試験：肝蛭虫
卵の水中での沈降速度を測定（n=5）。結
果 3 分間の沈降距離は全体平均 21.4±
3.3cm（平均±標準偏差、n=83）であった。
糞便の冷蔵保存により沈降は遅くなった。
これを元に長さ 60cm、容量 800ml の細長
いポリエチレン袋を用いた肝蛭虫卵の分
離を実施。糞便を水に溶解し、100 メッ
シュでろ過、ビーカーで 5 分間静置後、
上清 3/4 を除去。水をほぼ満杯にした袋
の上部に糞便液を重層し静置、3 分後に
30cm 下方を遮断、6 分後に、その上部 8cm
を遮断、中間部に集まる虫卵を顕微鏡検
査。メッシュ法と比較した本法の検出虫
卵の個数比は平均 79.8％(n=16)であった
が、検査個体により差があった。肝蛭虫
卵は一定の速度で沈降することが分かり、
莢雑物との沈降速度の差は肝蛭虫卵の分
離に活用できると思われた。特に顕微鏡
検査の妨げとなる高比重の莢雑物は高率
に除去。遮断時間、活性剤の検討が必要。 
 
199. 管内黒毛和種子取り雌牛の肝蛭寄
生状況調査：熊本県天草家保 中村理樹、
白石隆 

管内の黒毛和種子取り雌牛の肝蛭浸潤
状況、稲発酵粗飼料（WCS）との関連、繁
殖成績への影響を調査。平成 29 年 8 月か
ら 10 月に地域衛生管理体制整備事業の
巡回指導（検診）を実施した肉用繁殖牛
（65 戸 203 頭）の糞便を肝蛭虫卵検査（渡
辺法）した結果、陽性農場 16 戸(25%)、
陽性牛 24頭(12%)。陽性農場の 13戸(81%)、
陰性農場の 34 戸(69%)で WCS 給与、給与
の有無による有意差なし。WCS 包装後か
ら給与までの平均期間は陽性農場 1.3 ヶ
月、陰性農場 2.2 ヶ月で有意差あり 
(p<0.01)。繁殖成績の比較は、受胎率が
陽性農場 70%、陰性農場 76%で有意差あり
(p<0.01)。初回授精までの平均日数及び
平均空胎日数は有意差なし。よって、管
内の黒毛和種子取り雌牛の肝蛭の陽性率
は、平成 19 年広島の調査 7%より若干高
く、感染には包装後給与するまでの期間
が影響し、受胎率へは感染が影響してい
る可能性を示唆。今後も、検診による繁
殖成績の向上及び WCS の適切な製造・給
与について指導を行う。 
 
200. 管内における寄生虫浸潤調査とイ
ベルメクチン投与試験：沖縄県宮古家保 
渡嘉敷美波、片桐慶人 
 宮古地域では農家の高齢化が進み、戸
数・頭数が減少。また、管内の病傷事故
のうち、消化器系疾病が大きな割合を占

める。消化器疾病の一要因でもある地域
の寄生虫浸潤状況と、イベルメクチン投
与効果を検証。①管内肉牛農家 14 戸、計
147 頭の直腸便をウィスコンシン変法に
より検査。宮古地域の消化管内寄生虫陽
性率は九州の他地域（鹿児島、宮崎）と
同程度（43.4%）。しかし、平均 EPG（5.73）、
コクシジウム陽性率（55.2%）、平均 OPG
（9.59）はともに低い傾向。②①のうち
高 EPG 農場 3 戸選定、イベルメクチンを
プアオン法により一斉投与、投与前、後
1 ヶ月、3 ヶ月に①と同様に検査。結果、
薬効は投与後最大 3 ヶ月まで維持される
ことが示唆。飼養形態別陽性率の結果か
ら、繫ぎ飼いのみ農場の陽性率が低い傾
向にあったことから、主な飼養形態が繫
ぎ飼いである宮古地域では、寄生虫によ
る生産性への影響は小さいと推測。しか
し、運動状を保有する農場では EPG が 100
以上の個体も確認されたことから、特に
運動場のある農場では定期的に虫卵検査
を行い、駆虫を検討する必要があると思
われた。 
 
Ⅰ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
代謝 
 
201. 肉用牛生産地帯の低マグネシウム
血症発生低減への５年間の取組：青森県
十和田家保 松村聡子、小田桐千鶴恵 

十和田市内肉用牛繁殖経営農場で平成
25 年度以降、食欲不振、振戦、歩様蹌踉、
起立不能等を呈する牛が増加。検査した
122 症例で血中マグネシウム（以下 Mg）
濃度は 0.3～1.9mg/dl。死亡例もあり。
典型的な強直死は無し。症例の多くで放
牧有り。市内放牧場はカルシウム（以下
Ca）、Mg が流出しやすい火山灰土。加え
て平成 23 年度以前実施の苦土石灰配布
事業が現在は廃止。実態把握のため、市
内及び他市町村放牧場で、放牧直後と 2
～3 か月後に採血実施。血中 Mg 濃度の中
央値はそれぞれ 2.1～2.8mg/dl、2.2～
2.6mg/dl と有意差はなし。臨床獣医師に
は市内の低 Mg 血症多発状況を周知。発生
農家や公共牧場には Mg 含有サプリメン
ト利用や適切な草地管理を指導。研修会
等で生産者や関係者へ飼養管理上の注意
を喚起。結果、各々の意識が向上。飼養
管理と積極的な検査依頼により、重症化
事例減少。今後も関係者と協力し、モニ
タリング検査実施等、損耗低減のため指
導を継続する。 
 
202. 肉用子牛にみられたビタミン E、セ
レン欠乏症の一事例：青森県青森家保 
奈良史子、佐藤尚人 
 平成 29 年 6 月、放牧中の日本短角種子
牛（雌、3 か月齢）が両前肢に起因する
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起立不能、下痢、呼吸速迫等を呈し退牧。
血液生化学検査で CPK（11,700 U/l）、
AST（4,464 U/l）、ALT（1,026 U/l）及
び LDH（16,590 U/l）が著増。血清ビタ
ミン E（VE）及びセレン（Se）は、47.6µg/dl、
14.5ng/ml と欠乏値。VE・Se 製剤の投与
により回復。以上より VE、Se 欠乏症と診
断。同居子牛 8頭中 2頭で VE 欠乏（44.8、
53.5µg/dl）、8 頭全頭 Se 欠乏（13.5～
19.6ng/ml）。同年 4 月採材の繁殖雌牛 6
頭中 4頭で VE欠乏（120.9～148.1µg/dl）、
全頭 Se 欠乏（20.5～31.6 ng/ml）。以上
より舎飼時から Se 欠乏の可能性を示唆。
潜在的な Se 欠乏に VE 欠乏が加わり発症
したと推察。管理獣医師との協議により、
新たな発症個体への VE・Se 製剤の投与及
び Se 含有鉱塩の常用を実施。その後新た
な発症牛を認めず。繁殖雌牛の VE 及び
Se が分娩子牛に反映されるため、分娩前
繁殖雌牛への VE・Se 製剤投与についても
検討予定。 
 
203. 岩手県内の自給飼料の LC-MS/MS 分
析によるかび毒汚染状況調査：岩手県中
央家保 戸塚知恵、熊谷芳浩 

牛のかび毒中毒は、給与飼料のかびの
目視及び市販 ELISA キット等の簡易検査
により診断されることが多く、県内で生
産された自給飼料のかび毒汚染状況の正
確な実態は不明。今回、平成 27 年度に収
集された生草 25 点、牧草サイレージ 41
点、飼料用トウモロコシ 6 点、コーンサ
イレージ(CS)18 点、イネホールクロップ
サイレージ(イネ WCS)24 点の計 114 点に
ついて、フモニシン、ニバレノール、デ
オキシニバレノール、T-2 トキシン、ゼ
アラレノンの濃度を LC-MS/MS により測
定。結果、生草、牧草サイレージ、飼料
用トウモロコシ及びイネ WCS のかび毒は
いずれも基準値を超えなかった。CS2 検
体のゼアラレノン濃度は 1.5 及び 1.6ppm
（現物換算）であり、基準値の 1ppm をわ
ずかに超えたが、かび毒中毒を引き起こ
すレベルの汚染はなかった。以上より、
県内産自給飼料給与によりかび毒中毒が
発生する危険性は低く、過度なかび毒吸
着剤の利用への指導を含めた適切なかび
毒対策が必要と考えられた。 
 
204. 黒毛和種成牛の角基部にみられた
ケラトアカントーマの一症例：宮城県仙
台家保 板橋知子、髙橋幸治 
 症例は黒毛和種、10 歳、雌。平成 29
年 2 月、左側角基部の円錐状腫瘤(6cm×
5cm)を切除。腫瘤は再び増大、11 月には
直径 15cm 大に達し、一部再切除。2 回の
切除材料の基本的組織構造は類似し、角
化物または角化不全物を容れた大小の嚢
胞様構造で構成。嚢胞壁の最外層は基底

細胞様で、内側に有棘細胞様の腫瘍細胞
が重層。腫瘤辺縁部では腫瘍細胞が乳頭
状に増殖。また、2 回目は 1 回目より細
胞配列の乱れが大きく、嚢胞様構造が不
明瞭な領域増加。以上からパピローマ、
ケラトアカントーマ(KA)、高分化型扁平
上皮癌を疑い、特殊染色及び免疫染色を
実施。腫瘍細胞は PAS 陽性、抗 PCNA 抗体
で辺縁型に陽性を示し、抗牛パピローマ
ウイルス(BPV)抗体では陰性。パラフィン
切片及び生検材料による PCR 法で BPV 陰
性。これらの結果から KA と診断。牛の
KA は世界的に報告がなく、本症例は非常
に稀な症例と推察。病態解明のため、現
在も当該牛の経過観察を実施中。 
 
205. 牛眼球内液を用いた血液生化学検
査値の推定：山形県中央家保 久合田行
彦、須藤庸子 

当管内は黒毛和種肥育牛が多く、これ
らの突然死の病性鑑定事例では、血清採
取が出来ず血液生化学検査が実施不能。
一方 BUN 及び Cre については眼房水での
報告はあるが検体量が少なく採取に手技
が必要。このことから眼球内液（眼房水、
硝子体液）測定により血清値を推定でき
るか検討。当所解剖牛 17 頭の生前血清及
び、解剖時採取眼球内液を、ドライケム
を用いて TP、ALB、BUN、Cre、AST、GGT、
Tbil、Tcho、Ca、Mg、P、TG、Glu、ALP、
CK、LDH、Na、K、Cl について測定し、統
計分析を実施。BUN、Cre、Ca、Mg、P、Na、
Cl が有意な相関（P<0.05）を示し診断に
有用。AST、Glu、ALP、CK、LDH、K は相
関が無いものの定性的に診断補助に使用
できる可能性。TP、ALB、GGT、Tbil、Tcho、
TG は眼球内液にほぼ含まれず。以上の結
果を基に、腎不全、水中毒の症例に眼球
内液検査を応用したので報告する。 
 
206. 同一農場で続発した四肢機能異常
産子：福島県県北家保 山本伸治、渡邉
希幸志 
 平成 29 年 7 月、成牛 50 頭規模の酪農
家で四肢に異常を持つ子牛が 2 頭連続し
て娩出。異常子牛が続発したことから、
病性鑑定依頼。家保立入時、症例 1（ホ
ルスタイン種、雌、7/2 生）は屈曲性肢
変形症（以下、FLD）の症状を呈し、自力
での起立不能。症例 2（交雑種、雌、7/9
生）は腰部及び右後肢異常のため、跛行
重度。発症時期よりアルボウイルスの関
与は否定したが、両個体予後不良と判断
し、原因究明のため病理解剖実施。症例
1 は剖検所見、病理組織学的検査ともに
異常認めず、FLD の原因特定に至らず。
症例 2 は腰仙部に軽度右方湾曲を認め、
これにより脳脊髄液の循環障害が生じ、
腰髄、仙髄硬膜下に貯留した脊髄液が、
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腰髄神経、仙骨神経等へ影響し、後肢機
能障害を惹起と推察。出生時の四肢の機
能異常は、治療による改善例もあること
から、治療と鑑定殺の選択に苦慮するこ
と多々。今後も症例を積み重ね、判断材
料の一助としたい。 
 
207. 管内で発生した子牛の下痢症への
対策：群馬県中部家保 水野剛志 
 2016 年 4 月から 2017 年 10 月までに実
施した子牛の病性鑑定の内、下痢症の割
合は 47％。その主な原因は、寄生虫 43
％、細菌 9％、ウイルス 9％。2017 年 5
から 9 月に、長期間にわたり子牛の下痢
症が続く 3 農場から検査依頼。A 農場は 5
か月齢の黒毛和種で、糞便から
Clostridium 属菌を分離。立入時に畜舎
内の気温が低下していたため畜舎環境の
見直しを指導、その後症状は改善。B 農
場は 3 か月齢のホルスタイン種で、糞便
からコクシジウムオーシストを検出。発
生牛舎の清掃、石灰塗布を実施したとこ
ろ沈静化。C 農場は 7 日齢の交雑種と 10
日齢のホルスタイン種で、糞便から
Cryptosporidium parvum を検出。B 農場
と同様の対策を実施したが改善はみられ
ず。その後、管理獣医師の指導のもと抗
生剤を使用したところ症状が改善。抗生
剤による腸内環境改善効果があったと推
察。これらの事例から、子牛の下痢症へ
の対策として畜舎環境、病原体、生体防
御の要素を改善することが、極めて重要。 
 
208. 公共育成牧場における胚移植の受
胎成績と血液生化学性状の比較検討：群
馬県浅間家畜育成牧場 清水誠之 

血液生化学検査を用いた胚移植（ET）
の適否判断基準を検討するため平成 28
年 12 月から 29 年 10 月までの受託牛 201
頭を対象に ET 実施日の血糖（Glu）、総
コレステロール（Tcho）、血中尿素態窒
素（BUN）、血中アンモニア（NH3）、ア
スパラギン酸アミノ基転移酵素（GOT）、
γ-グルタミルトランスペプチターゼ
(GGT)について調査。その結果、調査全期
間の繁殖成績において BUN：9～12mg/dl、
NH3：50µg/dl 未満、GOT：60IU/l 未満、
BUN/Glu（B/G）：0.13 未満で有意に受胎。
調査牛全体の管理形態別の血液生化学性
状では、放牧期は舎飼期より BUN、NH3、
GOT が有意に高く、Glu、Tcho が有意に低
かった。また、放牧期と舎飼期の受胎成
績とこれらの項目の間に有意差は認めら
れなかったが同様の傾向。BUN と NH3 の
上昇は子宮内環境の悪化による胚の早期
死滅に関与。そのため、特に受胎率が低
下傾向にある放牧期において、ET 実施の
適否を判断する上で BUN、NH3、B/G が重
要な指標となる事が示唆された。  

209. 黒毛和種子牛の小脳性運動失調症
の病理学的検索：千葉県中央家保 関口
真樹、倉地舞 

2016 年 6 月、70 頭飼養の酪農家で体外
受精の胚移植（ET）産子の黒毛和種が出
生後から頭部の不随意回転運動、四肢の
伸長、自力の起立困難等の小脳失調様の
神経症状。抗生剤等で加療するも誤嚥性
肺炎と大腸菌性菌血症により 4 日齢で死
亡。肉眼検査で脳神経系に異常はなかっ
たが、病理組織学的検査等で小脳に 2 種
類の病変を確認。①小葉の髄質で多数の
空胞形成による海綿状変化。これは透過
型電子顕微鏡観察で、髄鞘層板の周期性
が変化し、空隙が形成されたもの（髄鞘
内水腫）。②顆粒層に細胞質内封入体様
構造物が散見され、これは免疫組織化学
的検査により neurofilament protein に
陽性（リン酸化ニューロフィラメント封
入体）。小脳以外の神経系組織に著変認
めず。以上から、小脳の 2 つの病変によ
り神経伝達が障害され神経学的な異常が
生じたと考察。本牛の父系の種雄牛から
同時期に作出された ET 産子で異常は認
めず、遺伝性疾患の可能性は低いと推察。 
 
210. 肉用育成牛に発生した慢性銅中毒
：千葉県中央家保 島田圭悟 
 平成 29 年 9 月、肉用子牛及び育成牛
43 頭を飼養する乳肉複合農家で、育成前
期 7 頭/房のうち、交雑種 1 頭が起立不能
を呈した。診療獣医師が黄疸とチョコレ
ート色の血液を確認し、病性鑑定依頼。
臨床所見で抑うつ、茫然自失及び低体温、
解剖学的検査で全身性黄疸、肝の黄褐色
化、胆の腫大及び腎の暗赤色化。血液生
化学検査で AST、γ-GTP、LDH 及び総ビリ
ルビンが高値、尿検査で血色素量が高値。
原子吸光光度計で銅濃度を測定し、本牛
血清 249μg/dl、肝 242ppm、腎 31ppm 及
び敷料から 30-84ppm を検出。病理組織学
的検査で肝細胞に変性と中等度の銅染色
陽性顆粒沈着及び化膿性気管支肺炎。肺
炎等ストレスによる慢性銅中毒の増悪を
示唆。給与飼料の銅濃度は適正だが、病
性鑑定 6 日後に同居牛 1 頭が黄疸を呈し
て死亡、育成牛 15 頭中 9 頭で肝機能低下
を確認。敷料の入替を指導し、育成牛の
肝機能モニタリングを継続。 
 
211. 県内で初めて確認された牛コレス
テロール代謝異常症（CD）の病態：新潟
県中央家保 篠川有理、小野里洋行 

CD は 2015 年に報告されたホルスタイ
ン種の常染色体劣性の遺伝疾患で、変異
型ホモ個体は間欠的な下痢や発育不良、
低コレステロール血症を呈し通常数か月
齢で死亡する。県内の乳用牛農場 1 戸で
2017 年 2 月に 2 週齢の子牛が下痢を発症
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し、その後発育不良、低コレステロール
血症を示し、5 月に遺伝子検査で CD と診
断。病理検査で胸腺の萎縮、肺及び食道、
第三胃に化膿性炎を認めた他、肝細胞の
萎縮や膵臓のチモーゲン顆粒の減少を確
認。小腸粘膜上皮細胞の空胞形成が CD の
病理学的な特徴とされるが本症例では認
められず。虚弱子牛症候群と所見が類似
しており、下痢や発育不良を呈するホル
スタイン種子牛の病性鑑定の際には CD
も考慮に入れた検索が必要。過去の病性
鑑定事例のパラフィン包埋材料 4 検体を
用いて遺伝子検査を実施した結果、CD は
確認されず、保因牛 1 頭を確認。現在も
保因牛を飼養している農場があると考え
られ、CD について周知徹底が必要。 
 
212. 出血傾向を示した子牛の一例：富山
県東部家保 岡部知恵、森岡秀就 

管内牧場で 43 日齢のホルスタイン種
の雌子牛が細菌 3 種ワクチン接種 3 日後
に 39.8℃の熱を呈し、ペニシリン等で治
療するも翌日注射痕から出血し、死亡。
血液生化学的検査で、ヘマトクリット値
6％、血小板数 1.6 万個／μl と顕著に低
下し貧血および血小板減少症であった。
剖検では心臓他全身諸臓器からの出血、
組織所見では全身諸臓器からの出血とシ
ョック時の所見である肺胞の細胞退廃物
の貯留と尿細管上皮の扁平化がみられた。
舎内単飼により毒物摂取の可能性は低く、
病原検索で有意な病原体は検出されず。
父牛の遺伝子型調査で特定遺伝病は非保
因。出血傾向の多くの要因を否定。
Haemorrhagic Diathesis および国内原
因未特定出血事例 3 例と比較。全身各臓
器からの出血と血小板の減少が共通し、
発熱および骨髄低形成の有無は不一致。
本症例はワクチンとペニシリンによるシ
ョックの可能性が否定できず、薬剤使用
時の副作用を注意喚起する事例。 
 
213. 県内で初めて確認された牛コレス
テロール代謝異常症：富山県東部家保 
先名雅実、森岡秀就 

牛コレステロール代謝異常症(CD)はホ
ルスタイン種の遺伝性疾患。管内酪農家
で 4 カ月齢の雌子牛が発育不良で予後不
良と診断され病性鑑定を実施。剖検で著
変認めず、病理組織学的検査で骨格筋の
筋繊維萎縮、血液生化学検査で極めて低
い T-Cho(7mg/dL)と T3 の上昇(278ng/dL)
を確認。牛ウイルス性下痢ウイルス遺伝
子は不検出。甲状腺機能亢進症を疑うも、
甲状腺に異常を認めず、不明疾病と処理
したが、後日 CD に関する情報を得て遺伝
子検査を実施。当該牛は変異遺伝子がホ
モの発症牛と判明し、県内で初めて CD と
診断。酪農家 4 戸の飼養牛 310 頭と病性

鑑定などで持ち込まれた 13 戸、65 頭の
合計 375頭の CD変異遺伝子保因状況調査
を実施。結果、発症牛は確認されず、8
戸、39 頭の保因牛を確認。県内で保因牛
が確認されたこと、保因牛同士を交配し
なければ発症牛は生まれないことから、
県内農家や関係者に情報提供と保因牛の
交配について注意喚起を実施。 
 
214. 骨髄低形成を伴う子牛の死亡事例
：山梨県東部家保 高橋優花、松下摩弥 

カウハッチで飼養される 9 日齢の子牛
が、発熱、呼吸速拍、末端皮温冷感、粘
膜蒼白を呈し、同日夕方に急死したため
病性鑑定を実施。剖検で、諸臓器および
粘膜が褪色、気管内腔に泡沫様液貯留、
肺の一部が暗赤色化。大腿骨骨髄は赤色。
細菌検査およびウイルス検査では有意な
病原体未検出。急死のため血液検査未実
施。病理検査では、大腿骨骨髄で 3 系統
の造血細胞が重度に減少、脂肪細胞に置
換。脾臓では赤血球が減少。肺は肺胞腔
に軽度な炎症細胞浸潤、線維素析出、漿
液貯留。骨髄低形成の原因は感染症、中
毒、放射線及び薬物等とされるが、当該
牛の骨髄低形成については飼養状況から
それらの関与は考えにくい。死亡原因に
ついては各種検査結果より感染症を否定。
若齢子牛が汎血球減少症を伴い発熱と出
血傾向等を呈して死亡する Bleeding 
Calf Syndrome 等と呼ばれる原因不明の
疾病が国内外で報告。本症例で出血傾向
は認められなかったが、臨床症状等は類
似。血液検査未実施のため確定診断には
至らなかったが、前述により骨髄低形成
による汎血球減少症が死亡に関与したと
推察。 
 
215.乳用牛におけるビタミンＤ過剰によ
る石灰沈着症：長野県松本家保 三木一
真 
 2017 年 10 月に管内酪農場において起
立困難、心音異常を主訴に牛 1 頭が死亡。
病性鑑定を実施。剖検所見では顕著な削
痩、心肥大、大動脈等血管内壁に石灰沈
着を確認し、組織学検査でも心臓、肺、
脾臓、腎臓、乳腺、第一胃の血管及び頸
動脈に石灰沈着を確認。立入調査したと
ころ同居牛は総じて削痩、多くの牛に起
立困難や蹄病を認めた。飼料給与状況か
らビタミン D（VD）給与量が 260,000IU/
日（日本飼養標準の養分要求量 6,500IU/
日）であったことから生化学検査を実施。
VD（25(OH)D）は 57～240.4ng/ml (n=16)。
別農場の非発症牛は 5.4～ 59.3ng/ml
（n=11、4 農場）であり明確に高値を示
したことから VD 過剰による石灰沈着症
と診断。ビタミン剤の給与を一部中止し
一か月後生化学検査を実施したところ有
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意に VD が低下（4.8～26.8ng/ml（n=10））。
乳用牛の VD 過剰給与についてはあまり
認知されていないと思われ、一日当たり
養分要求量に応じた給与を指導すること
が重要と示唆。 
 
216. 牛のエンドトキシン（LPS）血症検
査体制整備による三重県産和牛生産支援
に向けて：三重県中央家保 山根知子、
鈴木義久 
 多臓器・組織機能障害の誘因として LPS
血症は注目されているが、牛での定量法
については未だ確立されていない。農研
機構動物衛生研究部門（動衛研）では、
国からの技術開発経費の支援を受け検査
法確立に先取的に取組んでおり、当所で
は、平成 25 年度から試料血清の提供や、
県農林水産部の事業化支援経費を得て測
定試験への直接参加での協力を進めてき
た。検査法実用化に目途が立ってきたこ
とから、検査法開発への協働参画と並行
して県内検査体制整備にも着手。具体的
には、LPS を障害発生予測指標とし、従
来の治療判断指標（GOT、GGT、BUN、TCHO、
Ca、ビタミン A、ビタミン E）と組合せた
発症前の予防措置や、わずかな数値変動
の段階での早期治療を可能とする体制
（三重県方式）の開発と、その有用性に
ついての農家・産業獣医師への普及啓発
活動に取組んでいる。今後も、野外実証
のため、動衛研と連携して例数を一層蓄
積し、県産和牛の生産支援体制の確立を
目指したい。 
 
217. 好酸球増多を伴う血腫を呈した黒
毛和種子牛の症例報告（第 2 報）：京都
府丹後家保 坂田貴洋、田中義信    
 平成 28 年度、好酸球増多を伴う多発性
血腫を呈した黒毛和種子牛の事例につい
て報告。今回、類症事例に遭遇し、前症
例と比較した。9 か月齢雄子牛が広範囲
に打撲を負い抗生剤を投与、7 病日まで
に全身腫脹。その後、ステロイド系抗炎
症剤併用も予後不良となり 44 病日に病
理解剖。本症例では抗炎症剤併用後に抗
生剤注射部は腫脹せず（前症例では腫脹）。
血液検査所見は Ht31～40%（16.7%）、好
酸球比 5.38%（15.5%）、空胞を含む好酸
球比は 5.38%（空胞及び濃染顆粒を含む
10.8%）。病理解剖所見は打撲部に血腫（血
腫）、注射部に水腫（血腫）、皮下正常
（皮下出血）。病理組織学的所見は血腫
部に肥満細胞の浸潤認めず（浸潤）、周
囲部に好酸球浸潤（浸潤）及び注射部位
隣接リンパ節に好酸球浸潤（隣接部位以
外のリンパ節でも浸潤）。本症例は前症
例同様、打撲後、抗生剤に過敏反応、局
所で好酸球が活性化したが、ステロイド

系抗炎症剤により全身性の過敏反応は抑
制されたと推察。 
 
218．LAMP 法遺伝子検査機器を用いた牛
呼吸器病診断：兵庫県淡路家保 中山卓
也、岡野康行  

牛呼吸器病は、多数の病原体が関与し、
診断に時間を要する。7～10 か月齡の肉
用牛 23 頭の鼻腔スワブを採取し病原体
の検出を、LAMP 法を応用したキヤノンメ
ディカルシステムズ（株）遺伝子検出機
器及び試作中プライマーによるもの
（LANP 法）と PCR 法と比較。LAMP 法で
Mycoplasma.bovis  9/23 、 M.disper 
21/23、 M.bovirhinis 9/23、BCV 3/23 、
マンヘミア・ヘモリティカ 2/23、ヒスト
フィルス・ソムニ 11/23 を検出。BRSV、
BHV1、BVD-MD1・2 は不検出。PCR 法で
M.bovis 1/23 、 M.bovirhinis 3/23、BCV 
4/6 を検出。LAMP 法は遺伝子増幅時間が
30 分、PCR 法は増幅時間約 120 分及び電
気泳動 30 分のため 120 分短縮。LAMP 法
は検出率が高く時間が短縮され、ウイル
ス及び細菌などの分離培養前のスクリー
ニング検査として有効。早期治療と適切
なワクチネ－ションの計画が立てやすく
なり、呼吸器病だけでなくその他の疾病
についても有効と考えられ臨床現場での
活用を検討。 
 
219.一酪農場における分娩後の急死例：
奈良県家保 松本紘美、髙田節子 
 分娩後の急死が相次ぎ、立入を実施。
従業員への聞き取りと病性鑑定を実施し
たが、急死の原因は特定できず。農場主
に再度聞き取りを実施したところ、投与
していたプロピレングリコールが原因で
ある可能性が浮上し、マウスへの投与試
験を実施。新しいプロピレングリコール
購入、投与量厳守、分娩状況に応じて対
処方法を変更したことで死亡がなくなり、
投与試験で肝臓に炎症性細胞の浸潤が認
められたことを考慮すると、プロピレン
グリコールが作用した可能性は否定でき
ず。プロピレングリコールが古かった、
もしくは投与量が多かったことが考えら
れ、投与薬剤には開封日を記入し、不要
物を処分。投与の指示は分かりやすく、
遵守できているかを確認。この一件で、
稟告を取ることの難しさ等を実感し、日
頃から農場の人と話しやすい関係を築く
ことが重要。さらに、農場内の指示は目
で見て分かる形とし、記帳するよう再指
導。 
 
220. 自家配合・野草・自給飼料等利用和
牛農家への繁殖成績向上の取組：和歌山
県紀南家保 岩尾基、小谷茂 
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 管内和牛繁殖の A 農家は、飼料に自家
配合、野草、自給飼料を利用。近年、牛
群が削痩、繁殖成績が悪化したため調査
・対策を行った。調査は、過去 3 年間の
繁殖成績、給与飼料、ボディコンディシ
ョンスコア（BCS）、自給飼料生産等につ
いて実施。繁殖成績は、特に H28 で悪く、
長期不受胎牛 9 頭が廃用。聞き取った給
与飼料の充足率は、授乳期で CP 不足、全
ステージで TDN は充足していたが、BCS
は全ステージで低かった。また自給飼料
生産は獣害が頻発。対策として、正確に
計量し飼料給与すると共に、分娩後 3 日
までに母子分離（超早期離乳）を実施。
自給飼料の獣害対策のため、電気柵や作
付場所を変更し収量を確保。また、当所
より繁殖検診を月 2 回以上行った。結果、
BCS は改善、発情回帰が認められ、空胎
日数が平均 147.1 日から 74.0 日に短縮。
超早期離乳による泌乳負担軽減や適切な
粗飼料給与等により成績が回復したと推
察。A農家は低コスト生産の意識が強く、
農家に合った指導が必要。  
 
221. 牛コレステロール代謝異常症が疑
われた症例：鳥取県鳥取家保 岸田祐  
 症例はホルスタイン種、雄、5 ヶ月齢。
重度の削痩及び発育不良、慢性下痢を呈
し、予後不良と判断して鑑定殺を実施。
解剖所見では、心臓、腎臓周囲及び腎盂
内脂肪織の膠様化や、空回腸粘膜の非薄
化などが認められ、血液生化学検査にお
い て 重 度 のコ レ ステ ロ ー ル 低値 （ 9 
mg/dl）を示し、血液塗抹像において有棘
赤血球を確認。また、血統情報より本牛
の父方、母方ともにコレステロール代謝
異常症（CD）に関わる遺伝子を有するこ
とを確認。これらのことから CD が強く疑
われる症例と判断。病理組織所見より小
腸上皮細胞に一部空胞形成を確認し、CD
の特徴的所見が認められた。 
 
222. 乳牛で認められた動脈破裂：鳥取県
倉吉家保 岡田綾子 
 動脈破裂は、動脈瘤など血管壁に中膜
の変性や壊死、硬化等の先行病変が存在
することで発生し、大動脈が破裂した場
合は致死的となる。教科書的に、獣医領
域では馬における記載が多く、その他七
面鳥、犬、豚で知られているが、牛に関
する記載は少なく、国内における報告は
わずか。過去２年間に当家保管内で剖検
した乳牛の急死事例のうち３例で腹腔内
に大量の血液貯留と断裂した血管を確認
し、動脈破裂による死亡と診断。病変部
を病理組織学的に検索し、血管内膜の肥
厚、内弾性板の弯曲・断裂、中膜弾性線
維の走行異常、石灰沈着等を確認。産業
動物領域において血管異常や動脈破裂の

生前診断・治療は困難だが、この疾患の
存在自体があまり知られていない状況で
あることから、症例を紹介。 
 
223. 県内 2 酪農場で発生した銅中毒：岡
山県岡山家保家畜病性鑑定課 澤田勝志、
澤井紀子 
 2017 年 2 月に A 農場で黒毛和種子牛
(雄,4 ヵ月齢)が、4 月に B 農場でジャー
ジー種成牛(雌,4 才)がそれぞれ血色素尿
と黄疸を呈し予後不良となり病性鑑定を
実施。子牛、成牛ともに血清銅濃度、γ
-GTP が高値。また、病理組織検査で肝細
胞の変性壊死および腎臓の多発性尿細管
壊死を認め、これら病変部位のロダニン
染色陽性像(赤橙色大型顆粒)を確認。更
に、肝臓および腎臓中銅濃度も正常値の
3 倍以上高値が確認されたため、両症例
を銅中毒と診断。A 農場同居牛 25 頭中 1
頭がγ-GTP 高値を示し元気消失したがそ
の後回復し、他の牛は異常なし。B 農場
同居牛も続発なし。どちらの牛舎でも銅
製剤等は確認されず、両農場で給与され
ていた水、B 農場の給与飼料(乾草,TMR)
及び敷料(えのきかす)の銅濃度に著変な
し。今後、原因究明のため、牛群の観察
と定期的な採血による肝機能状態の把握
が必要。 
 
224. 黒毛和種の子宮平滑筋腫の 1 症例：
山口県西部家保 吉本侑里、引田久美子 

H28 年 12 月、直腸検査にて 14 歳 11 か
月齢の黒毛和種雌の右子宮角付近に拳大
の腫瘤を確認。血液検査で、白血球数
8,110/μl、TK 活性 2U/l 未満及び異型リ
ンパ球数割合 18.4%。ウイルス学的検査
で、ELISA 法により BLV 抗体陽性を確認。
地方病性牛白血病(EBL)の関与が否定で
きず、H29 年 1 月に鑑定殺後、病理学的
検査を実施。病理解剖では、腫瘤割面は
白色充実性で、一部赤色斑及び黄色液を
含む小腔を確認。HE 染色では、紡錘形細
胞の腫瘍性増殖を確認。紡錘形細胞は柵
状に錯綜し、一部は細胞間空隙を伴い不
規則に配列。また、一部に広範囲な出血、
線維素の析出、炎症性細胞の浸潤及び褐
色顆粒貪食細胞を伴う壊死巣を確認。免
疫組織化学的染色では、腫瘍細胞におい
て Vimentin、Desmin 及びα-SMA に対す
る陽性抗原を確認。以上より、平滑筋腫
と診断。EBL が増加傾向にある中で、総
合的な診断の重要性を提示。 
 
225. 死産子牛における膠様性甲状腺腫
：山口県北部家保 米原尚子、中谷英嗣 

平成 29 年 5 月 25 日、管内の肉用牛繁
殖農家で、母牛（13 産）が子牛を娩出（胎
齢 280 日、雌）、子牛は死亡した状態。
当該子牛の病性鑑定では、24㎏と削痩し、
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甲状腺は水腫性に腫大（6×8 ㎝）。病理
組織学的検査で、当該子牛は膠様性甲状
腺腫と診断。当該農場での飼養管理状況
聴取、当該母牛、同居牛 9 頭及び周辺農
場の繁殖牛 6 頭について、甲状腺ホルモ
ン（T4）測定及び一般生化学的検査を実
施。当該母牛のヨウ素摂取量は日本飼養
標準要求量の 1/5 程度（粗飼料を除く）
で、鉱塩は未給与。妊娠中の冬季に放牧
を継続。当該母牛、同居牛及び対照牛の
T4 値は、それぞれ 2.5μg/dl、1.7～2.9
μg/dl、1.8～2.4μg/dl と基準値に比べ
低値を示すも、膠様性甲状腺腫の発生原
因は不明。冬季の補助飼料給与やヨウ素
摂取量の改善を考慮し、飼料添加剤の利
用と鉱塩給与を指導。 
 
226. 管内一酪農家の繁殖成績改善へ向
けた取り組み：徳島県西部家保 可児宏
章、紀川将之 
 繁殖成績不振が続く管内一酪農家へ、
繁殖成績の改善を目的に H29 年 4 月より
定期的な立入指導を実施。繁殖成績の評
価には、牛の正常な性周期 21 日を 1 サイ
クルとした授精率と妊娠率(以後 21 日授
精率、21 日妊娠率)を算出。指導前 5 周
期(H29.1.7～H29.4.21)では、21 日授精
率 14.4%、21 日妊娠率 3%、H29.4.22 時点
の受胎牛率は 5/23(21.7%)と、発情発見
見落としと適期外授精の問題を示唆。人
工授精師の畜主と、各個体の卵巣周期の
把握と発情発見方法、繁殖カレンダー等
の利用、人工授精技術の指導を実施。発
情見逃し牛には受精卵移植を活用。結果、
指導後 5 周期(H29.4.22～H29.8.4)の 21
日授精率は 32.8％、21 日妊娠率は 18.7
％、H29.8.5 時点の受胎牛率は 15/23
（65.2％）と繁殖成績が改善。その後 6
周期(H29.8.5～H29.12.8)の 21 日授精率
は 44.7%、21 日妊娠率は 18.4%、H29.12.9
時点の受胎牛率は 21/23(91.3%)と繁殖成
績を維持。今後は周産期疾病防止を含め
た長期的な牛群管理を指導予定。 
 
227. 新規家畜人工授精師免許取得酪農
家への技術指導による繁殖成績向上への
取組：徳島県徳島家保 岩田裕美、林宏
美 
 畜産を支える技術者（特に家畜人工授
精師）が今後減少・不足することが懸念
される。管内では、家畜人工授精師免許
を有している畜産農家もいるが、自農場
のみの人工授精もしくは、人工授精を行
っていないのが現状。そこで、それらの
技術者が地域の人工授精を担うことで地
域畜産の維持・発展が図られるよう平成
28 年度より、「明日の畜産後継者！技術
向上プラスワン事業」を推進。平成 29 年
度、新たに家畜人工授精師免許を取得し

た一酪農家において、繁殖管理技術およ
び人工授精技術指導を実施。指導内容①
繁殖ボード設置による牛群管理②発情発
見の技術指導③人工授精技術指導。その
結果、自農場で自ら繁殖管理、人工授精
を実施し、受胎率が 27.0%（H29.6.1 時点）
から 40.6%（H29.12.1 時点）に改善。し
かし、当農場では平均空胎日数が 282.2
日と非常に長いため、今後、分娩後初回
発情回帰発見と 90 日以内での受胎を目
指し指導を行う。 
 
228. 黒毛和種繫殖牛の採卵成績向上へ
の取組：徳島県徳島家保 林宏美、北田
紫 
 管内、黒毛和種受精卵採卵(採卵）実施
時に過剰排卵処理に無反応な採卵牛(ド
ナー）がいた。血液検査を実施したとこ
ろ血清尿素態窒素(BUN）が＜5mg/dl と低
値。採卵決定する指標の 1 つとするべく
血液データについて調べた。ドナーの発
情後 7 日目に BUN 、血糖、総コレステロ
ール、GGT を測定(n=11)。総採卵数と BUN
に相関(r=0.62)があることが分かった。
妊娠末期増飼によりボディコンディショ
ンスコア(BCS)が高くなった状態で分娩。
分娩後子牛を同居させ BCS を戻すため、
飼料給与量を控え栄養不足に陥った結果、
「見た目過肥の栄養不足牛」の状態で採
卵を実施していた。今後、採卵前に血液
検査を実施。畜主に血液検査データを提
示し、牛の健康状態の把握及び飼養管理
の改善を指導することにより採卵成績向
上へとつなげたい。 
 
229. 肉用牛繁殖農場への生産性向上対
策：長崎県対馬家保 安重由美子、下村
辰人 

平成 29年度繁殖成績不良農家 3戸を選
定し、発情発見指導、妊娠鑑定を行い、
不受胎牛には治療を実施。特に成績の悪
い A 農場ではエコーによる早期妊娠鑑定
（授精後 28 日以降）および約 2 週間間隔
で検診、治療を実施し、授精を指導。ま
た、管内全農場に対して分娩間隔 390 日
に向け繁殖指導および子牛の死亡事故率
低減対策を実施。繁殖指導として早期妊
娠鑑定による不受胎牛の把握、発情観察
の強化を図り、分娩後 40 日経過後未授精
の牛に飼養管理指導や治療を実施。子牛
の死亡事故対策として、分娩時の事故を
無くすため、分娩予定日カードの配布や
昼間分娩法を推奨。結果、A 農場を除く 2
戸の子牛出生率は向上し、対馬市全体の
出生率も向上。分娩間隔は 28 年度 470 日
から 29 年度 449 日に、初回授精日数は
100 日から 85 日に短縮。子牛の死亡事故
率は 8.7％から 8.0％となった。今後も生
産性向上対策を継続し、農家の経営安定



 - 52 - 

に取組む。 
 
230. ビタミン A 欠乏による新生子牛の角
膜類皮腫：長崎県県南家保 豊田勇夫、
宮崎朋美 

黒毛和種繁殖牛 68 頭飼養農場におい
て、平成 29 年 6 月に 4 例の死産発生。4
例目の病性鑑定では感染症の関与は認め
られず。さらに 7 月に娩出された子牛 1
頭が起立不能を呈したため、再度病性鑑
定を実施。剖検所見は脳室の軽度拡張、
眼球に皮膚や体毛様の組織を確認。病理
組織学的検査は左右眼球の角膜表層が皮
膚組織に置換。細菌および既知異常産関
連ウイルスの関与は否定。生化学的検査
では、当該子牛および母牛血清中のビタ
ミン A 値はそれぞれ 1IU/dl、14IU/dl と
いずれも欠乏。4 例の死産例の母牛を含
む同居牛 16頭の血中ビタミン A値は全頭
が正常値以下。ビタミン E については不
足する個体はみられず。以上の結果、ビ
タミン A 欠乏による角膜類皮腫と診断。4
例の死産についてもビタミン A 欠乏の関
与が疑われた。飼料給与状況を確認した
ところ 4 月からビタミン A 給与がなされ
ていなかったため、緊急的に母牛全頭に
ビタミン剤の投与を実施。その後の異常
産の発生はみられていない。 
 
231. 肉用牛の繁殖成績と血液生化学検
査値との関連性の検討：熊本県中央家保 
藤園航       

近年、繁殖成績の改善は急務の課題で
あるが、繁殖成績には多くの要因が複雑
に関連しており、目に見える成果を得ら
れにくい。繁殖成績改善の一助となるよ
う、繁殖成績と血液生化学検査値の関連
性を検討。県内繁殖農家 4 戸について、
農場繁殖成績及び血液生化学検査値を調
査比較。平均空胎日数に基づき A 群（100
日未満）、B 群（100 日以上）に分類。A
群では、T-cho、ビタミン E が高値を示し
ており、採食量は十分であり、ストレス
が比較的少ない状況にあったと推察され
た。B 群では、T-cho、Alb が低く、BUN
が高値を示しており、エネルギー不足、
蛋白質過剰が繁殖成績低下の一因と考え
られた。また、全農場でβカロテンが低
値であった。A 群の授精回数が平均的で
あったことは、βカロテン不足が一因と
考えられた。今後は、繁殖成績改善のた
めにも、基本的な飼養管理に問題のない
繁殖農家においても積極的にビタミン検
査を実施し、県内繁殖農家の繁殖成績向
上のために寄与していきたい。 
 
232. 酪農家への課題解決型総合指導：大
分県大分家保 寺山将平 

酪農家 5 戸に①バルク乳検査血液寒天
培地による細菌スコア化②簡易代謝プロ
ファイルテスト③繁殖検診を課題に合わ
せて選択方式で実施。①バルク乳検査に
て細菌スコア 6 以上の農家では搾乳立会
により乳頭の適正な消毒、拭き取り等の
搾 乳 衛 生 の 見 直 し を 実 施 。
Staphylococcus.aureus 検出農家には感
染個体特定を実施。Mycoplasma.bovis の
スクリーニングは陰性。②簡易代謝プロ
ファイルテストにより乾乳期において
GGT、GOT と肝酵素の増加が確認された農
家について DMI 改善を目的とした飲水設
備改善を指導。乾乳期における低栄養が
確認された農家には粗飼料品質改善を指
導。③繁殖検診結果から JMR を評価。JMR
が 35 から 60 に悪化した農家に対して繁
殖管理改善を目的に直腸検査の技術指導
を実施。受胎率の低かった農家について
授精の制限要素であった生殖能力の低下
した撒き牛の更新を指導。5 戸全てで一
定の改善を確認。 
 
233. 黒毛和種繁殖雌牛でみられた慢性
ポリープ性膀胱炎の 2 症例：鹿児島県肝
属家保 永吉夢輝 
 慢性ポリープ性膀胱炎は尿路感染症や
尿石症などの持続的な炎症刺激によって
発生する。平成 28 年 3 月下旬並びに平成
29 年 4 月中旬、管内 2 農場において排尿
障害を示し、膀胱内に構造物が確認され
予後不良と判断された繁殖雌牛 2 頭につ
いて病性鑑定を実施。2 頭とも解剖所見
からポリープ性膀胱炎や腫瘍が疑われた
が、組織学的にポリープの構成細胞に異
型性は認められず、牛パピローマウイル
スやワラビなどの関与も確認されなかっ
たことから、慢性ポリープ性膀胱炎と診
断。今回、本疾病の原因の特定には至ら
なかったが、1 農場において同時期に同
居牛で膀胱炎の発症が確認されたことか
ら、同一の要因が存在した可能性を示唆。
本疾病は排尿障害によって、予後不良と
判断される牛が報告されていることから、
淘汰時期等の考慮が必要と思われるため、
今後も必要に応じて病性鑑定を実施し原
因究明に努め、関係機関への情報提供と
畜産農家への適切な指導を行っていきた
い。 
 
234. 黒毛和種繁殖農場で発生した傷害
サツマイモ中毒事例：鹿児島県曽於家保 
日髙遼太郎、藏前保 

黒毛和種繁殖牛約 40 頭を飼養する農
場において、腐敗したサツマイモを妊娠
牛群に給与したところ 9 頭が急死又は呼
吸器症状を呈し死亡。死亡牛について病
理解剖を行った結果、皮下気腫、肺の退
縮不全、肺水腫、肺気腫、第 1 胃内にサ
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ツマイモ残渣が認められた。病理組織学
的にⅡ型肺胞上皮細胞の増殖、肺胞腔内
への著しいマクロファージの浸潤、小葉
間結合織及び胸膜下の気腫性病変が認め
られた。主要臓器から有意菌は検出され
ず、肺から呼吸器病に関与するマイコプ
ラズマ及びウイルス遺伝子は検出されな
かった。給与されていたサツマイモから
Fusarium 属菌が分離され、高性能薄層ク
ロマトグラフィーによりイポメアマロン
を検出。発生状況と検査結果から、本事
例を傷害サツマイモ中毒と診断。管内牛
飼養農家 1,044 件を対象とした傷害サツ
マイモ中毒に関するアンケート調査の結
果、認知度は約 2 割程度と低かったため、
今後も牛飼養者に対し継続的に注意喚起
を行う必要がある。 
 
235. 子牛の死亡リスク要因の多面的解
析：沖縄県北部家保 中尾聡子、青木雄
也 
 【取り組み】平成 27 年度から地域主体
となり子牛事故率低減に向けた取り組み
を実施。22農場を対象に母牛粗飼料分析、
母牛代謝プロファイルテスト、母牛抗体
保有状況調査、子牛の病性鑑定と環境検
査、家畜診療履歴の集計を実施。【結果】
粗飼料の低蛋白質、高繊維質と母牛の低
蛋白質を確認。母牛に RS ウイルスとロタ
ウイルスの野外感染抗体を確認。子牛や
環境中から Mycoplasma bovis 遺伝子を検
出。【考察】子牛の死亡リスク要因とし
て、母牛の低蛋白質による乳質不良や乳
量不足が考えられた。子牛には早期離乳
と追加哺乳を指導、母牛には良質な粗飼
料給与と適切な濃厚飼料給与、分娩前後
の増し飼い、ヘイキューブ・鉱塩・ビタ
ミン剤の添加を指導。子牛の呼吸器病が
多発する農場では病原体の関与が考えら
れたため、有効な消毒法を指導。その結
果、平成 29 年度は呼吸器病による死亡頭
数が 47％減少。子牛の死亡リスク要因に
は母牛の栄養状態や子牛の環境要因、管
理失宜が広く関わっていると考えられた。 
 
Ⅰ－５ 生理・生化学・薬理 
 
236. 子牛の群導入時の ICT を活用したス
トレス評価と免疫機能変動との関連性：
栃木県県央家保 安西真奈美 手塚典子 

子牛の群導入は大きなストレスとなり、
下痢・呼吸器病の原因となる。被害低減
には早期発見・早期治療が重要であり、
健康状態を的確に把握するツールが求め
られる。今回、ICT を採用した心拍計と
心電計を導入子牛に装着し、導入前後の
ストレス評価及びストレスと免疫機能変
動の関連性を調査。県内預託牧場に導入
するホルスタイン種 6～7 か月齢の雌子

牛 4 頭を供し、導入前日からの 22 日間を
調査。その結果、導入日に心拍計等から
交感神経の有意な緊張を検知し、血清中
コルチゾールの上昇を確認。導入日にヘ
ルパーT 細胞と細胞傷害性 T 細胞の有意
な低下及び群導入から 2 日目にかけて好
中球数の低下と血液化学発光能の低下を
確認。以上から、子牛は導入直後に交感
神経優位なストレス状態にあり、細胞性
免疫と自然免疫が低下すると示唆。導入
後２日間は免疫が低下するため感染症に
罹患するリスクが高まると考察。さらに、
これら ICT は群導入牛の健康状態把握の
ツールとして期待。 
 
237. 黒毛和種肥育農場におけるビタミ
ン A 測定を中心とした飼養管理指導：三
重県紀州家保 戸塚麻喜、富田智美 

管内の一黒毛和種肥育農場では、素牛
価格高騰のため素牛導入地域を平成 28
年 11 月より変更。巡回時の聞き取りから
当農場ではいわゆる「飼い直し」に苦慮
している事、19 か月齢前後にビタミン A
（以下 VA）欠乏が要因とみられる疾病の
発生がある事、新規導入地域からの導入
牛の飼養管理について見直しが必要であ
る事等が判明。そこで、平成 29 年 5 月の
導入牛 11頭について導入時及び 2か月後
に血清 VA 濃度等を測定した結果、導入時
に VA 濃度が低い牛が見られる事、2 か月
後も肥育前期としては低い VA 濃度であ
る事が判明。この結果を踏まえ、農場と
当所で導入時に投与するビタミン剤投与
量の見直しや、飼い直し期に給与する粗
飼料を嗜好性の高いものに変更する等の
改善案を検討し、9 月に同地域導入牛で
同様の検査を行ったところ、導入時及び
2 か月後ともに 5 月導入牛と比べて VA 濃
度の上昇が認められ、導入から 2 か月間
の疾病発生数も減少した。 
 
238. 県内和牛の血中銅・亜鉛濃度調査成
績：姫路家保 寺一未奈子、北部農業技
術センター 吉田裕一 

全国調査で給与飼料中銅・亜鉛含量不
足が報告。平成 27 年県内繁殖和牛農家で
銅欠乏症発生、和牛血中銅・亜鉛濃度実
態把握調査を実施。方法は血清を原子吸
光法測定。対象は①繁殖和牛 326 頭（県
北部 33 戸 61 頭、県南部 232 戸 265 頭）。
②哺乳子牛・母牛： 1 戸 4 組の母子（子
2 か月齢まで）推移。③子牛： 5 戸 10 頭
の子牛（約 3～8 か月齢）推移。結果は①
繁殖和牛調査：平均は銅 67.5±21.9μ
g/dl、亜鉛 97.7±18.3μg/dl。各元素と
も欠乏牛 5％未満。地域・市町別で差な
し。年齢別で亜鉛が高齢ほど低下。②哺
乳子牛・母牛調査：母子間銅に差なし、
亜鉛は正常範囲内で子牛が母牛より有意
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に高値。③子牛調査：銅は離乳前後から
有意に上昇、亜鉛は変動なし。まとめ：
大部分が正常範囲、一部の欠乏値は、農
家ごとの給与飼料との関連が示唆。適正
な飼料給与や必要に応じ微量元素の添加
が必要。過剰給与の注意喚起も必要、微
量元素の欠乏症や中毒を畜産関係者へ周
知、発生予防を推進。 
 
239. 管内肥育農場で発生したチアミン
欠乏症の多発事例について：鳥取県倉吉
家保 湯村優子 
 管内の飼養規模約 280頭の F1牛肥育農
場にて平成 29 年 9 月、3～4 ヶ月齢の子
牛 4 頭が起立不能、神経症状、下痢等の
症状を呈し、うち 1 頭が死亡。死亡牛の
病性鑑定を実施し、大脳皮質壊死症と診
断。当該牛の血中チアミン（B1）濃度は
3.1ng/ml（欠乏値 13ng/ml 以下）と低値。
生存子牛は B1製剤を投与後速やかに回復。
この時点で原因の特定には至らず、その
後も B1欠乏症と思われる神経症状を呈す
る子牛が散発し、11 月末までに計 10 頭
が治療を受けた。症状を呈したのは、ほ
ぼ同月齢の子牛。対象月齢の子牛の B1量
を測定したところ 4/7 頭で欠乏値を示し
たため予防的に B1製剤を投与。B1欠乏は
濃厚飼料の多給を起因としたルーメンア
シドーシスによりルーメン内の細菌叢が
乱れ、B1合成量の低下や B1分解酵素の産
生量が増加することが原因の 1 つと考え
られている。対策のため農家への詳細な
聞き取り調査を実施しているが、濃厚飼
料の多給や飼料の変更は行っていないと
のことで、現在原因を究明中。 
 
240. 酪農場におけるβ‐カロテン欠乏
が原因と疑われた早産続発事例：島根県
出雲家保 土江將文 

平成 29 年 2 月、管内の一酪農場で、初
産牛において早死産が続発。胎仔に形態
的異常はなく、各種微生物学的検査から
も感染症は否定。当該農場の初産を控え
た牛群（5 頭）と比較対象として異常の
ない他の農場の牛群（5 頭）の、β-カロ
テン、ビタミン A および E を定量。当該
農場の全例においてβ-カロテンの低値
を認め、その他の項目はほぼ正常であっ
た。対象農場はすべての項目で正常であ
った。これにより、本症例はβ‐カロテ
ン欠乏によるものと診断し、農場に対し
てはβ-カロテン製剤の給与を勧め、その
後の異常産の発生は一切ない。β-カロテ
ンは黄体機能に関与し、血中プロジェス
テロン濃度に相関がある。今回の症例は、
欠乏のため黄体機能が低下し、妊娠維持
に影響したと診断。 
 

241. 博多和牛素牛の導入直後の実態及
び生産向上への取り組み：福岡県中央家
保 廣松理希、袈裟丸昇太 

博多和牛は遠方の県外市場から多数の
素牛を導入、馴致期間中に呼吸器症、皮
膚真菌症等を伴う発育停滞を散見。長距
離輸送の影響は不明で、実態調査を実施。
農家 A では子牛市場から農場到着まで約
3日、一部の個体では低コレステロール、
VA 値は 80IU/dl 以下、NEFA 等も異常値。
1.VA 対策：農家 A へ素牛導入後の VA 製
剤等の給与と観察強化を指導、子牛生産
農家へ情報還元及び育成子牛への VA 製
剤給与を提案。VA 値の改善を確認。2.発
育改善対策及び対策の拡大：導入素牛の
日齢、発育、体格差を確認。群編成を適
正化、バイパスアミノ酸を含む混合飼料
等の利用を提案。BUN や T-cho 等が過去
の検査結果と比較して改善、発育状況も
良好。同様の取り組みを 3 戸各 10 頭へ拡
大、混合試料投与群は非投与群に比べて
胸囲、腹囲差及び期間増体量の増加を確
認、皮膚真菌症等の発生が減少。暑熱期
では一部に NEFA 値は>700μEq/L を確認、
環境への順応期間が必要。今後、本調査
データを県下全域で情報共有、県外導入
の肥育素牛の損耗防止を図り、博多和牛
の生産性向上を目指す。 
 
Ⅰ－６ 保健衛生行政 
 
242. 地域と連携した飼養衛生管理基準
の遵守状況の確認と改善に向けた取り組
み：北海道網走家保 髙橋みゆき、高畠
規之 

平成 23 年 4 月、家畜伝染病予防法の改
正以降、網走家畜保健衛生所（家保）で
は、定期的な立入検査により、飼養衛生
管理基準の遵守状況の確認と指導を実施。
地域による遵守率の差や、取り組み上の
問題点が明らかとなった。平成 28 年度に
は、地元獣医師を雇用した立入検査を、
オホーツク家畜自衛防疫推進協議会（推
進協）の事業に組み込み、家保及び推進
協による家畜飼養農場の立入検査を開始。
さらに、オホーツク農業共済組合（NOSAI）
が従前より単独で実施していた農場飼養
衛生管理強化対策と連携し、実施対象農
場を調整することで、管内全域の立入検
査と情報の共有化が可能となった。その
結果、平成 28 年度の立入検査実施戸数は、
家保 473 戸、推進協 224 戸、NOSAI228 戸
で合計 925 戸となり、平成 24 年度から平
成 27年度の年平均実施戸数 335戸を大き
く上回った。 
 
243. 管内Ａ町における地域との共同に
よる飼養衛生管理基準巡回指導体制の構
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築：北海道釧路家保 廣川友弥、枝松弘
樹 

飼養衛生管理基準（本基準）遵守レベ
ルの高位平準化を図るため、原則年 1 回
以上農場への立入検査が必要だが、管内
乳用牛飼養農場数は膨大で、当所単独で
は頻繁な立入検査は困難。平成 28 年度、
A 町家畜自衛防疫組合、乳業会社、搾乳
機器会社からなる A 町技術連絡協議会
（技連）と共同で、ポジティブリスト及
び本基準遵守状況に関する技連独自のチ
ェックシートを活用し、本基準巡回指導
を実施。家保不在下でも巡回指導可能な
体制整備を図り、評価項目に客観的評価
基準を設定。巡回指導後、管理状況を点
数化し、高得点の飼養者を表彰すること
で飼養者のモチベーション向上。一方、
改善が必要な飼養者は、技連が自主的か
つ継続的に指導。これにより、効果的な
本基準遵守状況の把握と具体的な改善指
導を実現。波及効果として町内の乳質が
改善し、平成 28 年 12 月以降、生乳廃棄
事故ゼロを更新中。平成 28 年度 A 町乳用
牛飼養農場巡回指導戸数は大幅に増加し、
効率的な巡回指導を達成。 
 
244. 子牛の下痢対策を契機とした大規
模肉用牛農場の衛生管理改革：青森県十
和田家保 小田桐千鶴恵、太田智恵子 

当該農場は、系列 6 農場で肥育牛 1,300
頭を飼養していたが、平成 28 年 3 月から
妊娠牛 300 頭を導入し、繁殖複合経営へ
転換。並行して 1 農場を新設、3 農場を
改築。導入時にヨーネ病や牛白血病検査
を実施。平成 28 年 11 月から子牛の死亡
が始まり、平成 29 年 2 月に死亡子牛 2 頭
の病性検査で牛サルモネラ症と診断。同
居牛の保菌及び環境汚染状況を調査し、
牛舎や器具の徹底消毒、適切な治療を指
導。これを機に農場内及び農場間の拡大
防止のため牛群担当者の専任化、踏込消
毒槽及び専用長靴を設置。子牛に初乳製
剤給与、母牛へサルモネラワクチン接種
開始。ステージ毎の牛舎移動やカウハッ
チの整備が進み従業員の衛生意識が向上。
細菌検査は飼養牛延べ 374 頭及び環境 55
か所で実施し清浄化を達成。現在は飼養
管理に関する意識も向上。尿石症や低 Ca
･低 Mg 血症対策を含め代謝プロファイル
検査を実施。大規模農場は地域に与える
影響が大きく、飼養形態の変化に対応し
た検査・指導が必要。 
 
245. 原発事故により休止した放牧場の
再開による地域畜産の復興支援：福島県
会津家保 喜多見はるか、三瓶直樹 

平成 23 年の原発事故の影響により管
内公共牧場では利用中止を余儀なくされ
たが、当該地域の畜産クラスター協議会

では当放牧場の活用により震災からの復
興を推進する畜産クラスター計画を策定。
平成 25 年度から反転耕による除染及び
牧草の Cs 吸収抑制対策を実施。平成 28
年の放射性物質モニタリング検査で永年
生牧草の利用可能を確認。平成 29 年度か
らの放牧再開を目指し関係者と複数回に
わたり協議を実施。家保は放牧地への K
施肥により懸念されたグラステタニー対
策や衛生対策を指導。平成 29 年 6 月に 6
年ぶりに放牧を再開。10 月末の閉牧まで
に 6 戸 17 頭が入牧。放牧期間中に 4 頭の
血中放射性 Cs 濃度を測定し、全頭検出限
界値未満。同時期に測定した全頭の血中
Mg 濃度は 1.9～2.6 mg/dl で、全頭正常
範囲内。当放牧場再開により、震災から
の復興に向け一歩あゆみを進めた。今後
も継続的に支援を行い、地域の畜産振興
を後押しする。 
 
246. 畜産クラスター計画の中心的経営
体である一酪農家に対する家保のサポー
ト：福島県会津家保 車田信洋、武田枝
理 
 生乳加工、販売まで手がける管内の一
酪農家は、生乳加工品販売額増加等を図
るため畜産クラスター事業を活用して牛
舎を新築。平成 28 年 11 月に新たに乳用
牛 10 頭導入して新牛舎が稼働。稼働直後
から家保は衛生対策指導を実施。稼働後
1 ヶ月程度で乳房炎が多発したため乳房
炎対策を開始。黄色ブドウ球菌（SA）全
頭検査では 3 頭で SA 検出。また導入牛の
牛白血病ウイルス（BLV）抗体検査により
陽性牛を確認したため、BLV 全頭検査を
実施して 5 頭陽性を確認。SA 及び BLV 対
策を指導して感染拡大を防止。その後も
環境性乳房炎を多数確認したためその都
度原因菌を特定し、さらに敷料検査や搾
乳立会を実施。これらの結果を踏まえ、
農場、診療獣医師、家保が連携して協議、
対策を実施したところ環境性乳房炎は減
少傾向。これら取り組みにより畜産クラ
スター計画の目標は順調に推移。今後も
継続的にサポートして地域の畜産振興を
めざす。 
 
247. 乳質向上を目指す新規就農者への
取り組み：群馬県西部家保 今井文、佐
藤洋子 

畜産経験無く就農した一酪農家から乳
房炎検査依頼。平成 27 年 12 月～29 年 11
月までに 104 検体を検査し結果に基づき
指導。黄色ブドウ球菌罹患牛淘汰で 28 年
2 月にバルク乳体細胞数は一時減少。更
なる乳質向上のため 28年 7月に搾乳状況
調査と改善点の指導、8 月に優良農場に
て搾乳作業等の学習の場を設定、また 9
月に乳房炎ワクチン接種開始。バルク乳
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体細胞数は 27 年 11 月 50 万個/ml、28 年
7月～29年 6月は 20万個/ml以下で推移。
29 年 7 月に乳房炎再発牛の血液生化学検
査と牛群検定データ等を活用し飼養管理
を指導。11 月搾乳状況を再調査、ディッ
ピング剤の適切な交換、プレディッピン
グコンタクトタイムの改善、前搾り手技
と回数の改善、乳頭刺激からミルカー装
着までの時間の一律化、ミルカー離脱手
技の改善、牛体衛生スコアの改善を確認。
一方、乳頭刺激からミルカー装着までの
時間改善が課題。乳質向上には搾乳衛生、
飼養管理及び乳房炎検査まで広げた総合
的な指導が必要。 
 
248. 県内初の農場ＨＡＣＣＰ認証農場
と推進農場における取組：新潟県下越家
保 中村正明、福留静 
 A 酪農場は平成 25 年 11 月より農場
HACCP 認証に向け取組開始し、平成 29 年
3 月に県内初認証。B 酪農場は自家産乳を
使ったジェラート販売、酪農教育ファー
ムの認証等、地域酪農の先進的展開を行
うが、更なる衛生水準の向上や農場作業
のマニュアル作成による従業員の作業技
術平準化に意欲。平成 28 年 10 月、農場
マニュアルの整備と安全・安心な生乳生
産のため農場 HACCP への取組を開始し、
現在、月１回の検討会を開催。B 酪農場
と家保の協議により、A 酪農場の HACCP
構築を参考にし、B 酪農場検討会チーム
は複数の機関等人員を参集。また、B 酪
農場のチーム員は A 酪農場のチーム員と
一部共通するため、構築経験を共有する
ことで B 酪農場の作業分析シート等の文
書作成や作業手順等の検討が円滑化。平
成 29 年 12 月、農場 HACCP 推進農場に指
定。推進農場の指定有効期間内に県内２
例目の認証農場への指定申請を予定。 
 
249. バルク乳中体細胞数を指標とした
乳質改善指導：石川県北部家保 井上良
太、畑中 昭 

これまでの農場衛生管理システム導入
支援事業等で成果が見られなかった酪農
家において、改めて乳質改善指導を実施。
平成 29 年 4 月から 7月にかけてバルク乳
中体細胞数は連続して 40 万個/ml 以上。
当農場は以前から体細胞数の増減を繰り
返し、指導により一時的な改善は見られ
たが継続せず、経営は不安定、格差金徴
収（ペナルティ）がさらに経営を圧迫。
同年 7 月、搾乳牛 72 頭において個体乳検
査を実施、19 頭で体細胞数 40 万個/ml 以
上、これらの乳汁廃棄を指示し、搾乳衛
生について再指導。16 頭で細菌検査を実
施、有意菌が分離された 8 頭は廃用また
は治療、分離されなかった 8 頭は経過観
察。指導後、搾乳衛生、バルク乳中体細

胞数は改善。ペナルティは大きく減額。
要治療牛、要観察牛は乳汁検査後、生乳
出荷の計画。今後も、搾乳衛生指導を継
続し、良質乳生産と経営の安定化に貢献
していきたい。 
 
250．管内一和牛繁殖農家への肉用牛衛生
指導の再開：福井県家保 生水誠一、横
田昌己 
 平成 29 年 10 月、人工授精（AI）をし
ても受胎しないとの依頼を受け、約 20 年
前から定期の肉用牛衛生指導を行ってい
ない和牛繁殖農家に指導を再開。当該農
家は繁殖経営が 40 有余年、繁殖牛 16 頭
を飼養し、妊娠牛の放牧に取り組む。今
回、普及指導員および診療獣医師と連携
し、繁殖台帳の作成と週 1 回の繁殖検診
を実施。家畜人工授精師の資格を取得し
た共同管理者へ、発情観察、直腸腟法の
手技を一緒になって実践指導。また、市
場出荷子牛の増体が低い原因を聞き取り
調査。繁殖台帳の作成により、受胎牛は
3 回までの AI で受胎。長期受胎牛が 4 頭
存在するなど、雌牛毎の繁殖状況が一目
で確認。AI 指導では発情観察には腟鏡検
査を徹底。AI 実践指導では、子宮頚管拡
張棒を通すまで進歩。子牛の育成では、3
か月齢までの個別飼育中に下痢を繰り返
すことが判明。今後、長期不受胎牛の早
期受胎、共同管理者による AI の実施、さ
らに子牛の下痢原因を究明など、関係者
と継続的に指導の予定。 
 
251. 肉用子牛の呼吸器病低減に向けた
ワクチンプログラムの検討（第 1 報）：
山梨県西部家保 秋山倫子、大町雅則 

肉用牛飼養 2 農場で呼吸器病低減に向
け、呼吸器病ワクチン接種を開始。効果
の検証等、ワクチンプログラムを検討。A
農場は母牛 20 頭規模の繁殖農場。B 農場
は 1,200 頭規模の肥育農場で、導入後 3
週間以内に呼吸器病発症個体が多い。2
農場共に牛呼吸器病症候群による死亡事
故散見。A 農場は移行抗体の賦与を目的
に分娩 1 ヶ月前の母牛にワクチン接種。
子牛は生後 2～3 ヶ月で接種。結果、子牛
の接種時に 128～512 倍と高い抗体価を
保持し、テイクせず。母牛の接種は効果
的。子牛の接種時期は見直し必要。B 農
場は導入翌日に接種。結果、テイク率約
3 割。導入ストレスが免疫機能に影響し
た可能性示唆。接種時期の見直し必要。
結果からプログラムを見直し、A 農場の
母牛は分娩前接種継続、子牛は 120 日齢
以降に接種。B 農場は導入後 7～10 日に
接種。B 農場で併せて経鼻ワクチンの導
入検討。2 農場共に新たなプログラムで
接種開始。引き続き経過を追い、プログ
ラム確立を目指す。 
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252. 牛ウイルス性下痢・粘膜病侵入防止
対策：岐阜県東濃家保 林 美香、山下
博幸 

牛ウイルス性下痢・粘膜病（BVD-MD）
は管内で平成 18 年以降、侵入が複数回確
認され、清浄化対策を実施。平成 19 年度
に公共育成牧場で流行し、ワクチン接種
および持続感染牛（PI 牛）早期摘発のた
め導入子牛の全頭遺伝子検査を開始。平
成 29 年 10 月末までに延べ 2,506 頭の検
査を実施し 2 頭の PI 牛を摘発、現在 PI
牛は存在しない状態を維持。一方、平成
28年度から県外導入乳用牛に加え繁殖和
牛の全頭検査を実施。併せて管内乳用成
牛の全頭検査を実施、PI 牛がいないこと
を確認。今年度、県外導入された乳用経
産牛 1 頭の血清から牛ウイルス性下痢ウ
ィルス（BVDV）1 型遺伝子を検出。病性
鑑定し臓器及び胎児から同遺伝子を検出。
同居牛抗体検査を実施し、一部で抗体価
の有意な上昇があり、水平感染が疑われ
た。同居牛産子の BVDV 遺伝子検査を実施
予定。今後も公共牧場の導入子牛検査と、
県外導入牛の検査継続し、隔離飼育の徹
底を指導。 
 
253. 肉用牛飼養農家への衛生管理改善
取組：静岡県東部家保 藤巻章郎、藤田
巧 

平成 26 年 1 月、飼養規模 900 頭の肉用
牛肥育農場への病性鑑定を実施。立入時、
育成牛舎内の半数以上が呼吸器症状を発
症、牛 RS ウイルス感染及び細菌の二次感
染による重篤化と診断。当該農場の平成
25 年の年間死亡頭数は 77 頭、臨床症状
の見落とし、治療の遅れ等、衛生管理の
軽視が原因と推察。臨床獣医師及び農場
主とともに衛生管理改善案を検討、牛を
普段から観察し異常を早期発見、早期対
策するよう継続して指導。ワクチンプロ
グラムの改善、抗菌剤の選定及び投与時
期を適時指導。平成 28 年以降平成 29 年
9 月末まで５回の病性鑑定を実施、異常
発生時に早期対策を実施、通報も早期化。
平成 25 年の子牛の死亡頭数は 52 頭、平
成 26 年から 28 年の子牛の年間平均死亡
頭数は 26.3 頭。農場主の衛生管理と疾病
予防に対する意識向上により、農場の成
績改善。 
 
254. 大規模農場の子牛の事故率低減へ
向けた取組み：愛知県西部家保 大坪祐
未、荻野知子 

下痢等による子牛の事故率が高い大規
模 A 農場で、従業員含む農場関係者、農
業共済組合（共済）、診療獣医師（獣医
師）及び家保で事故率低減のための取組
みを実施。家保による病性鑑定では 2 年

前と同じく A 群ロタウイルスとクリプト
スポリジウムを検出。共済と獣医師によ
る母牛と子牛の代謝プロファイルテスト
（MPT）では、エネルギー不足等の栄養状
態を確認。四者で母牛・子牛の疾病と栄
養面から農場の課題を協議し、対策を実
施。また、大規模農場の課題を以下のよ
うに解消。①従業員間の作業均一化と経
営者による作業内容把握が困難な点は、
作業内容のマニュアル化で解消。②個体
管理が困難な点は、MPT により牛群の栄
養状態を把握。また衛生管理の徹底によ
り異常の早期発見・まん延防止が可能に
なった。③企業経営で従業員に決定権が
ない点は、従業員の意識向上から経営者
が従業員の意見に耳を傾けるようになっ
た。以上の取り組みが、子牛の事故率低
減に繫がった。 
 
255. 酪農家での飼養衛生管理基準遵守
状況と生産性との関連：兵庫県朝来家保 
松倉大樹、木伏雅彦  

飼養衛生管理基準（基準）の遵守は生
産性の向上にも有効と明記。しかし、そ
う考える酪農家は少なく遵守率は 62%と
低い。調査目的は遵守状況と生産性との
関連の実証。平成 29 年に 34 戸の遵守状
況を確認し、基準の大項目全て A 判定を
遵守、その他を不遵守と区分。遵守と不
遵守は 21 戸と 13 戸で、不遵守項目は車
両、踏込消毒及び記帳。生産性の指標と
して牛体衛生スコア（下肢、乳房、大腿
の汚れを清潔 1～不潔 4 で評価）、乳中
体細胞数及び乳房炎の治療頭数を調査。
遵守と不遵守での牛体衛生スコアは 1.7
と 2.6、体細胞数は 22.2 万/ml と 33.6 万
/ml、乳房炎治療頭数の割合は 6.2%と
15.1%でいずれも遵守で有意に低く、遵守
と生産性の関連を実証。本調査結果に基
づく啓発指導後、再確認を行うと遵守率
は 73%へ向上。意識調査でも 90%の酪農家
が前向きに取り組むと回答。今後も「守
って得する飼養衛生管理基準」を啓発し、
遵守率 100%を達成。 
 
256. 管内和牛繁殖農場の牛白血病対策
と清浄化に関する検討：兵庫県姫路家保 
岩木史之、山崎歩 
 牛白血病対策の効果を検証。検討項目
は感染牛の隔離、吸血昆虫対策、感染牛
の早期母子分離、初乳の給与及び受精卵
の利用。成牛の感染拡大防止効果は感染
牛の隔離が高く、隔離を伴わない吸血昆
虫対策は低い。早期母子分離は子牛の分
娩後感染防止に効果があるが、子牛の群
飼開始後の白血病ウイルス感染に注意。
感染母牛の初乳は非感染母牛のものより
分娩後感染防止効果あり。感染母牛の受
精卵は、受精卵移植産子の感染に影響し
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ない。これらのことから、感染牛の隔離
を第一とした清浄化対策を実施。 
 
257. 他産業に学ぶ「5S」の和牛飼養農場
導入による生産性向上への新たな取組：
兵庫県朝来家保 三宅由利子、中本雅也 

安全と品質向上を目的とした 5S（整理
・整頓・清掃・清潔・習慣づけ）は、あ
らゆる産業でスローガンとして活用。今
回、生産性向上対策の一助として、管内
和牛飼養農場 201 戸に導入。農場の 5S 達
成度を独自で定めて、5 段階で評価。達
成度別の生産性について調査を実施。農
場の 5S 達成度（5 群：優～1 群：難あり）
は、全体平均 3.5 で、4 群（良）農場が
最多数。繁殖農場 173 戸の管内市場出荷
子牛 6,156 頭について、農場ごとに一日
増体重（DG）、販売価格等 5S 評価値別に
比較。DG は、5 群は他群と比較し有意に
高く、子牛の発育が良好（全体平均：0.94）。
販売価格は市場平均額を 100 とした子牛
の価格比で 5 群が 103.7 と、1 群 95.4、2
群 98.2 に比べ有意差有。5S のスローガ
ンや評価方法は、農家にとって理解しや
すく、衛生意識向上に役立つ手法。5S の
実践は生産性向上にも繋がるため、今後
も管内和牛飼養農場に普及啓発を継続。 
 
258. 「昔ながら」の小規模な酪農家への
総合的支援：和歌山県紀南家保 髙橋康
喜、福島学 
 「昔ながら」の飼養管理を行う酪農家
で、飼養管理に起因する乳質や疾病の発
生など問題があり、畜主と問題点、対策
を十分に検討した上で継続できる対策を
実施。問題点は大きく４点あり。①環境
・搾乳衛生は環境性乳房炎の対策として
敷料へ石灰または敷料資材を混入、ディ
ッピング方法を変更。環境生乳房炎の発
生が減少。②搾乳牛の給与飼料は粗飼料
不足のため粗濃比を変更。乳脂肪の改善、
内科疾病が激減。③乾乳・育成牛の給与
飼料は著しい粗飼料不足、蛋白過多状態
のため飼養標準に基づく飼料設計に変更。
難産、周産期疾病が激減。④労働時間の
長さと経営状況はパイプラインミルカー
の導入と育成牛への黒毛和種受精卵移植
を実施。周辺に酪農家がなく、他農家と
交流がない孤立した状態で、情報が極端
に少ないため思い込みによる誤った飼養
管理もあった。飼養方法を大きく変更す
ることはできず、対策に問題も残ったが、
今後の課題が明確になり農家の改善意欲
が出てきた。 
 
259. 和牛農家に対する新ワクチンプロ
グラム啓発の取組：鳥取県西部家保 渡
邊祐治、森本一隆    

 従来の県内の和子牛に対するワクチン
プログラムは、セリ上場対策としての 4
ヶ月齢で呼吸器 5 種混ワクチン及び、出
荷前の牛ヒストフィルスワクチン 1 回目
接種であり、生産農場における子牛若齢
時の病気に対するワクチン防御が不十分。
ここ数年間、和子牛価格が高騰する中、
購買者からは、「ワクチンプログラムを
改善して欲しい。」という意見があった。
購買者の要望に応え、新ワクチンプログ
ラムを検討。新ワクチンプログラムは、
病気にかかりやすい 1 ヶ月齢から子牛に
対して免疫強化を考慮したもの。管内で
は開業獣医師、JA、家保等関係機関が協
力した啓発により、平成 28年 11月から、
新ワクチンプログラムによる接種を開始。
さらに平成 29 年 2 月からは、BVD ウイル
ス 2 型にも対応し、6 種混ワクチンに変
更。結果、牛の肺炎が少なくなったとい
う意見も有るものの、きちんと効果検証
をしていきたい。 
 
260. Mycoplasma bovis に起因する子牛
の肺炎多発農場への衛生指導：鳥取県倉
吉家保 水野恵、中村耕太郎 
 Ａ農場では乳雄、交雑、和子牛合わせ
て年間 1500頭以上を導入し場内 5カ所の
カウハッチ群で哺育育成。2015 年 2 月よ
り Mycoplasma bovis に起因する死亡事例
が急増。死亡は離乳後、群飼に至るまで
の期間に集中。また哺育中から発熱、発
咳、耳翼下垂、斜頸などが頻発。死亡頭
数は 2015 年 84 頭、2016 年 124 頭（うち
肺炎 107 頭、86％）。チルミコシン製剤
の全頭注射（2015）、鼻粘膜ワクチンの
全頭接種（2016）などの衛生対策を実施
したが大きな改善に至らず。新たにツラ
スロマイシン製剤を用いた対策に変更。
併せて家保が徹底した個体別の健康チェ
ックを行い、農場に早期治療の指示と耳
翼下垂子牛の耳道洗浄の実施及び飼養管
理方法の改善を指導。2017 年の死亡頭数
は 11 月現在 40 頭（うち肺炎 21 頭、53
％）と激減。しかし 10 月以降導入頭数が
激増し、1 カウハッチでの 2 頭哺育の常
態化に起因する衛生管理・飼養管理の失
宜から 10 月導入の 1 群（60 頭）で呼吸
器症状、耳翼下垂が多発しており現在対
応中。 
 
261. 現場参加型検討会を通じての農場
改善に向けた取組：鳥取県西部家保 植
松亜紀子 
 管内大規模酪農場において、平成 26 年
に HACCP 推進農場として指定されて以降、
認証取得には向かわず、現実的な HACCP
方式の運用を進めた。平成 28 年度以降、
農場 HACCP の取組を現場に浸透させ、農
場全体の取組となるよう従業員研修会を
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充実。研修会の内容は現場の声や関係者
の提案に応じて搾乳作業、繁殖の基礎、
牛群管理ソフトの勉強会や農場内コミュ
ニケーションの研修等を実施。また、各
年度における農場の牛廃用データの分析
やバーンミーティングにおける課題等の
検討、対策を実施。これまでの様々な取
組に対しての効果を見るために乳量デー
タ等による検証を行ったところ、農場と
して改善に向かっていると思料。 
 
262. 農場 HACCP 認証後の運用支援とその
課題：鳥取県倉吉家保 長千恵、下岸照
和  
 農場 HACCP 認証は安全な家畜、畜産物
を生産するための衛生管理システムを構
築し、運用している農場を認証する制度。
管内には 2 つの農場 HACCP 認証農場があ
り、構築当初から現在に至るまで各協力
機関と家保がチームメンバーとして参加。
認証取得後は３年ごとにある認証維持の
ための審査に向け、PDCA サイクルに基づ
くシステムの運用を維持させることが必
要。運用においては、農場内での作業、
活動が中心だが、マネジメント要素が多
く外部からの助言、指導、協力が不可欠。
その為家保においても、新規構築農場へ
の支援に加えて、認証農場でのシステム
運用の維持に費やす業務が増大。今回は
認証取得後の農場への支援における成果
ならびに問題点を報告。 
 
263. タブレットを活用した情報送信方
法の確立：岡山県岡山家保  金岡孝和、
遠藤広行 
 感染力の強い特定家畜伝染病について
は、早期の発見、対応等の迅速な初動が
重要。このため、口蹄疫等を疑う異常家
畜発見時には、臨床検査を行い、病変部
位や疫学情報等をデジタルカメラで撮影。
その後、電子メールでの画像送信を実施。
現在、画像情報は、タブレットからクラ
ウドサービスを介し、家畜保健衛生所(家
保)へ送信。しかし、情報量の増大やネッ
トワーク分離等県の情報セキュリティー
対策の強化により送信時間が延長。また
農場の電波状況により情報の送受信方法
に課題が残る。これら問題の解決のため、
通信事業者の異なる 2 台のタブレットを
整備。相互のタブレットにソーシャルネ
ットワークサービス（SNS）を活用し、情
報送信・受信を試みた。その結果、家保
での写真確認までの時間が短縮。さらに、
一定のルールを作成し、セキュリティに
注意をしながら、この通信方法を活用し
た防疫員への連絡体制を構築し、更なる
情報連絡の迅速化を図っていく。 
 

264. 夏季導入牛に発生した集団疾病と
課題：岡山県岡山家保 黒岩恵、守屋吉
英 
 管内大規模肥育農場において、平成 29
年 7 月 1 日に北海道から約 7 ヵ月齢の肥
育素牛 28 頭を導入。7 月 4 日から下痢が
発生。7 月下旬に症状が悪化し、8 頭が死
亡。この為、立入検査を行ったところ下
痢を発症していた 6/6 頭でコクシジウム
を確認。また、衰弱牛 1 頭について病性
鑑 定 し た と こ ろ 、 潰 瘍 性 腸 炎 と
Pasteurella multocida 及び Trueperella 
pyogenes による壊死性化膿性気管支肺炎
と診断。コクシジウム等の対策として消
毒薬を散布したが、衰弱牛は回復せず 14
頭が死亡。また、平成 29 年 8 月 30 日に、
新規導入した牛群で血便が確認され、検
査したところコクシジウムを検出。この
為、導入群の敷料を全て除去し、消毒を
実施。また、発症牛は隔離飼育し、駆虫
等の対策を行い下痢は終息。今回の導入
牛の事故は、長時間の輸送ストレスによ
りコクシジウムが増殖し、牛呼吸器病症
候群を併発したと推察。また、夏期導入
時の対応として、長時間輸送時と到着直
後の牛群管理の徹底が必要と思われた。 
 
265. 性判別精液と和牛受精卵を活用し
た新たな酪農経営モデルの構築:広島県
東部家保 宮﨑泰洋、廻野智典 

本県では、県産和牛の増頭手法として
酪農家への ET を推進中。更なる普及には
移植可能乳用雌牛の確保が必要で、後継
牛の効率的な生産が重要。有効な酪農経
営モデル構築のため、乳牛雌性判別精液
（判別精液）で後継牛を生産し、ET 拡大
した取組報告。方法 1、判別精液による
AI（判別 AI）は、子宮角深部注入授精器
で実施。後継牛確保は全て判別精液を活
用。2、新たに経産牛で ET 実施。3、分娩
後 50 日までに自然発情を確認した場合、
判別 AI または ET 実施。それ以降は、同
期化処置後、定時判別 AI または定時 ET
実施。2 回まで同一行為を実施。成績 1、
判別 AI受胎率は、取組前 13%が取組後 39%
に向上。年間必要後継牛数を判別精液で
確保。2、経産牛での ET は、延べ 21 頭実
施 8 頭受胎。3、子牛販売売上年額が、取
組前より 200 万円増の見込み。今回、酪
農家の後継牛確保及び ET 普及を図る効
率的な酪農経営モデルを構築。管内酪農
家へ普及し、経産牛からの ET 産子数を年
間 250 頭増やす見込み。 
 
266. 博多和牛の挑戦！全国和牛能力共
進会初出場に向けた取り組み：福岡県中
央家保 尾川寅太、廣松理希 

「博多和牛」の認知度向上を目指し、
全国和牛能力共進会（全共）初出品に向
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けた飼養管理指導による強力サポートを
展開。１.取り組み：平成 26 年 4 月以降、
家保、普及指導センター、農協技術者等
による対策チーム編成、定期巡回を実施。
データ分析後、臨床状態を再確認し飼養
管理指導実施。血液検査で異常値を示し
た個体への対応法を早期回答。飼育試験
を経て発育目標を定めワクチンプログラ
ム提案、調査結果等に基づく「福岡地域
全共だより」を定期発行し情報提供、特
に 6～9 月の暑熱期対策啓発を強化。２.
成果：管内から代表牛と補欠牛が各 1 頭
選出され、全共出品によりマスコミ露出
が大幅増加、QR コードへのアクセス数が
約 10 倍に増加する等、認知度が大幅向上。
対策チームの活動により関係者、生産者
間の情報交換が活発化、九州最大の枝肉
共励会では管内 12 頭の成績は前年より
枝肉重量+12kg、BMS No.+1.5、ロース芯
面積+11.5 ㎠と大幅に成績向上し波及効
果を確認。 
 
267. 世界農業遺産（ＧＩＡＨＳ）の保全
と持続的な活用に係る家畜保健衛生所の
役割：熊本県阿蘇家保 小田原直子、川
邉邦彦 

平成 25 年 5 月、阿蘇地域の「草原の維
持と持続的農業」が GIAHS に認定。これ
らの保全には肉用繁殖牛の放牧が不可欠。
当所は牧野組合や放牧活用農家を対象に
牧野有効利用に向けた取組を実施。組合
員の高齢化等により草原の維持が困難な
状況改善のため、平成 8 年から地域外の
預託牛を放牧する広域放牧事業を開始。
家保は放牧衛生プログラムの作成と衛生
指導を行い、広域放牧頭数は阿蘇全域の
年間放牧 6,019 頭の約１割強に拡大。ま
た、繁殖指導の取組地域を拡大。関係機
関と連携し、放牧活用農家が 84%を占め
る事業実施地域全体の繁殖成績は年々向
上。経済効果は 157 戸で約 4,200 万円と
試算。農家の所得増加により、放牧の継
続意欲が高揚。牧野における万一の海外
悪性伝染病発生に備え、会議で防疫対策
を啓発。市町村や牧野組合の危機意識が
向上。今後も地域の家畜衛生・家畜防疫
の中核として関係機関と連携し、GIAHS
の保全と持続的な活用に向けた取組を行
い、畜産振興に寄与したい。 
 
268. 牛白血病汚染農場の清浄化に向け
た取組（第 1 報）：熊本県中央家保 徳
永妙子、村田典久 

牛白血病ウイルス（BLV）浸潤率が高い
管内黒毛和種一貫経営農場（繁殖・育成
110 頭、子牛・肥育 170 頭飼養）で、家
保が支援し対策に取り組むことで一部清
浄化達成。当該農場では、2 頭の牛白血
病発症牛確認。農場内の BLV まん延を危

惧した畜主が、臨床獣医師を通じ家保に
浸潤状況調査及び清浄化協力を要請。当
農場は H22 以降、導入せず自家産のみ。
初回検査時（H28. 
3）、繁殖牛で 74.5%の BLV 浸潤率を確認
し、以下の対策を指導。①分離飼育②定
期検査③吸血昆虫対策④初乳感染防止の
ための初乳製剤給与⑤抗体陽性牛の積極
的更新。途中、抗体陽性育成牛を 1 頭摘
発したが、上記対策の徹底にて、取組開
始から 1 年 7 か月で繁殖部門での清浄化
達成。本病清浄化は、有効な対策の継続
的実施が重要、かつ、取組への強い信念
が必須。抗体検査の費用負担は、家畜生
産農場清浄化支援対策事業の活用で軽減
可能。今後、定期抗体検査に加え、肥育
部門の清浄化に取り組み、農場全体の清
浄化達成予定。 
 
269. 地方病性牛白血病清浄化対策と宮
崎大学との共同研究の取組：大分県豊後
大野家保 林拓己 
  平成 27 年度以降、ELISA 法による抗
体検査及び Nested PCR 法による遺伝子検
査を併用した牛白血病ウイルス（BLV）浸
潤状況を管内 13 戸の黒毛和種繁殖農場
で調査。その内 7 農場で衛生対策ガイド
ラインに基づく BLV 清浄化対策を実施。
平成 27 年度以降、対策継続 2 農場での遺
伝子検査陽性率がそれぞれ 25 ポイント
と 15 ポイント減少。他 5 農場においても
陽性率の低減を確認。BLV 清浄化に取り
組む上で、牛舎構造上感染牛の分離飼育
が困難な農場での BLV 伝播防止方法が課
題となる。新たな対策検討のため、本年
度から BLV 伝播リスクの低い地方病性牛
白血病(EBL)発症抵抗性遺伝子型保有牛
について宮崎大学との共同研究を実施。
管内農場では 29頭中 4頭の発症抵抗性遺
伝子型保有を確認。今後、共同研究によ
る発症抵抗性遺伝子型保有牛の BLV 清浄
化対策への活用方法を検討、現場材料提
供による大学での研究発展、得られた研
究成果の生産者への還元といった産学官
連携による発展を目指す。 
 
270. 西臼杵地域の牛白血病フリー対策
（第二報）：宮崎県延岡家保 日高慎也、
上野明香 
 西臼杵地域では平成 25 年より牛白血
病（BL）フリーの取組を実施。地域内繁
殖母牛の全頭検査結果は、4,352 頭中 43
頭陽性（0.99%）と低い陽性率。陽性母牛
の産子については、29 頭中 10 頭が陽性
（34.5%）。陽性牛から検出された 25 株
の BLV の遺伝子解析では、22 株（88.0%）
が同一の遺伝子配列、残り 3 株もそれぞ
れ 1 塩基異なるのみと遺伝的に近いウイ
ルスと判明し、ウイルスの侵入経路は限
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られたものだったと推測。全頭検査終了
後、取組の影響を調査するため家畜市場
でアンケート調査を行ったが、当初購買
者の認知度が低かったため、新聞や雑誌
に投稿し、当地域での BL フリーの取組を
紹介。また今後の陽性牛更新のために、
繁殖農家への補償対策として新たな基金
を造成。最近では、当地域での取組を知
った県外からの新規購買者が増加。今後
も当地域の BL 清浄性を維持するためモ
ニタリング検査を継続していく予定。 
 
271. 家畜保健衛生所業務におけるタブ
レット端末の活用：鹿児島県肝属家保 
馬籠麻美 

県庁 LAN に接続可能なタブレット端末
（以下、タブレット）を活用し、家保の
平常業務と緊急業務に有用か検証。検証
1：全戸巡回時の飼養衛生管理基準遵守状
況と疫学情報の調査に、従来どおり記録
用紙のみを使用した場合とタブレットを
併用した場合で、現場の調査時間と帰所
後の入力作業時間を測定し比較。その結
果、タブレットの併用で現場での調査時
間に差はなく、帰所後の入力作業時間は
約半分に短縮。検証 2：全国口蹄疫防疫
演習でタブレットを撮影機材及び通信手
段として活用し、撮影画像の画質や送信
に要した時間等を検証。画質はデジタル
カメラ画像と比較し遜色はなく、送信時
間は県 web ファイル共有システムを利用
することで、多くの画像を短時間（約 50
枚を 3 分）でアップロードできた。また、
アップロードした画像を家保と県畜産課
が同時に閲覧できた。今回、タブレット
を使用することで家保業務をより迅速か
つ効率的に行うことができた。今後もタ
ブレットの新たな活用法について検証を
重ね、更なる業務の迅速化や効率化につ
なげたい。 
 
272. 肉用牛繁殖農場における農場 HACCP
取組と効果：鹿児島県姶良家保 下地な
つ希、丸野弘幸 
 畜産物の安全性向上のためには、個々
の畜産農場における衛生管理を向上させ、
健康な家畜、畜産物を生産することが重
要。平成 26 年 1 月より、管内の肉用牛繁
殖農場において、農場 HACCP の取組を行
い、平成 26 年 12 月、「肉用牛繁殖農場
で県内初の農場 HACCP 推進農場の指定」
を受けた。衛生管理に HACCP 方式を導入
したことで、作業者の意識が向上し、衛
生対策を確実に行うことにより、着実な
増頭、分娩間隔の短縮、子牛の増体向上
など経営の安定化に繋がった。作業工程
の見直し及び衛生管理対策について意見
交換を継続したことも飼養衛生管理の改
善に繋がった。農場の今後の目標は、繁

殖牛 500 頭規模への拡大、肥育部門の導
入、農場 HACCP 認証農場の取得などを掲
げている。家保においては、関係機関と
連携を取りながら、更なる農場 HACCP の
取得推進に取り組みたい。 
 
Ⅰ－７ 畜産技術 
 
273. 飼養衛生管理の改善が決め手とな
った黒毛和種繁殖農場の呼吸器病対策：
北海道上川家保 大野治 

当該農場では長年にわたって種々の病
原体による呼吸器病発生に苦慮。現地調
査により、哺乳期の感染性下痢、ロボッ
ト哺乳舎での収容頭数過多による哺乳量
不足、寒冷や強アンモニア臭等が要因と
判明。抗体検査に基づくワクチンプログ
ラムはあったが、下痢や各種ストレス負
荷により虚弱化した個体では免疫獲得が
十分ではない可能性。経営者（異業種が
本業）に対して問題点と対策案を粘り強
く説明し、農場関係者の意識を「治療」
から「病気にさせない飼養管理」へ転換。
分娩房やカーフハッチの使用後の洗浄消
毒、下痢 5 種ワクチン接種再開、ハッチ
は寒冷期のシート被覆保温や温暖期のネ
ット被覆によるハエ及び吸血昆虫対策で
子牛のストレスを低減、ロボット哺乳舎
は収容頭数適正化と哺乳量確保等を実施。
取組前の 12 カ月齢未満牛の呼吸器病発
生率は 70.4%で同病による死亡率は 8.9%。
取組後の発生率は 36.0%に低減、同病に
よる死亡 0%と顕著に改善。適正な飼養管
理は疾病対策の礎と再確認。 
 
274. 第 11 回全国和牛能力共進会宮城大
会を基軸とした仙南地域の肉用牛振興対
策:宮城県大河原家保 斉藤隼人､橋本佳
奈 
 当地域の和牛生産の課題は、子牛発育
状況のバラツキと子牛市場価格の低迷で
ある。課題解決にむけ、第 11 回全国和牛
能力共進会宮城大会（以下、全共）の機
運醸成に合わせて関係機関連携のもと各
種取組を実施。組織づくりとして和牛改
良組合を包括する仙南和牛改良推進組合
の設立支援。牛づくりとして計画に基づ
く指定交配、産子の選抜及び栄養度を重
視した調教・飼養技術指導。人づくりと
して巡回、会議及び講演会での情報提供
等に努めながら全共への意識高揚を図っ
た。その他、全共への当地域最終選考会
開催とともに、PR グッズ作成、出品への
助成等を実施。これら取組の結果、当地
域で初の全共第 7 区種牛群の県代表権を
獲得。全共では、第 7 区種牛群で優等賞
4 席、同区総合評価でも優等賞 6 席に入
賞。取組を通し、当該地域の和牛を全国
にアピールでき、さらなる優良和牛生産
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へ向け生産者の意識変化。今後改良推進
組合から育種組合への移行も視野に入れ
ながら当地域の和牛の評価向上を推進。 
 
275. 第 11 回全国和牛能力共進会に向け
た地域の取り組み：宮城県東部家保 渡
部祐未、阿部玲佳 
 登米地域では長年、和牛育種組合や JA
和牛改良組合協議会が中心となり、優良
雌牛の保留対策等、育種改良に積極的に
取り組んできた。第 11 回全共宮城大会に
向け、平成 24 年度に関係機関･団体を構
成員とする肉用牛改良推進地域対策会議
を設置。管内雌牛の血統情報から交配指
針を作成･配布し改良を進めるとともに、
全共の指定交配の説明会や候補牛巡回調
査等、関係機関一丸となり出品対策や全
共への意識高揚を推進。その結果、4 月
末の全共出品申込み時点で県出品候補牛
の約 3 割(66 頭)が当地域から選出され、
最終的には種牛 5 頭、肉牛 4 頭が全共へ
出品。出品者の努力に加え集合指導会の
実施、JA や地域農家の手厚いサポートが
実を結び、当地域の出品牛が種牛の部で
日本一を獲得。増頭･更新への気運や次回
全共への出品意欲を刺激された農家が増
え、地域が活性化。次回全共へ向け、育
種改良を進めるためには、関係機関及び
生産者がより一層連携することが必要。 
 
276. 「全国和牛能力共進会日本一」を目
指した栗原地域の取り組み：北部地方振
興事務所栗原地域事務所 佐藤元道、山田
治 
 地域の和牛改良に共進会等を活用。平
成 22 年に全国和牛能力共進会(全共)長
崎大会の次期開催県に宮城県が決定。基
礎雌牛群の整備促進と優良和牛産地の形
成のため全共対策を実施。基礎雌牛の選
定基準変更による選抜強化とともに、畜
産振興部や農協、栗原市等で地域協議会
を設立し、雌牛の地域内保留や技術支援
を推進。24 年長崎大会は若雌区で優等賞
を獲得するも、繁殖雌牛群は入賞せず。
29 年宮城大会日本一に向け、牛づくり、
人づくりに着手。出品候補牛を生産する
母牛調査や候補牛の経時的調査、選抜を
実施。技術者育成のため若手生産者を先
進地に派遣。飼養管理徹底のため出品対
策専任者 2 名を配置し巡回指導。宮城大
会に若雌区 2頭、繁殖雌牛群 4頭を出品。
繁殖雌牛群で優等賞 4 席、体積･均称賞を
獲得。約 7 割の生産者が次回全共出品に
関心。次回全共での日本一を目指しなが
ら、栗原産種雄牛による雌牛更新や育成
管理技術向上などの肉用牛生産振興対策、
担い手育成を推進。 
 

277. ＩＣＴ機器を利用した和牛繁殖経
営への新規就農事例：宮城県北部家保 
松原敦子、鶴田昇 
 近年の和牛繁殖経営は、生産者の高齢
化や担い手不足等により飼養戸数・頭数
が減少する等、生産基盤の弱体化が課題。
対策として、省力化による生産性向上や
規模拡大等が有効。今回、県の新規事業
「みやぎの肉用牛パワーアップ事業(事
業)｣を活用し､管内の新規就農者(対象
者)が労働負担の軽減や飼養管理の効率
化を図るための ICT 機器(機器)の導入を
支援。対象者が自宅から牛舎まで通勤し
ており、和牛繁殖の他、ネギや水稲栽培
に従事しているため、機器導入が有効と
判断。さらに、機器導入による効果や今
後の事業展開に向けたニーズ把握のため、
対象者が所属する農協管内の和牛繁殖農
場 15 戸にアンケートを実施。結果、機器
による労働負担の軽減や分娩事故の防止
が図られる等の意見が過半数を占め、事
業推進の有用性を確認。今後、事業の PR
や機器活用の優良事例を紹介する畜産講
演会を開催する等､管内における機器の
導入を推進し､和牛繁殖経営の生産基盤
強化を図る。 
 
278. 相双地域の畜産復興を目指して～
営農再開への取組と支援～：福島県相双
家保 橋本武、横山浩一                
 管内では原発事故により多くの畜産農
家が避難し営農を断念。避難区域の解除
が進む中、地元での営農再開の希望があ
り、関係機関と連携して再開の取組を支
援。生産環境整備及び飼養実証試験を実
施。畜舎等の放射性 Cs による汚染が低減
し、原乳及び血液の放射性 Cs 検査では全
て検出されず、生産物の安全性を証明。
平成 28 年 12 月に原乳出荷制限が解除。
平成 29 年 1 月から原乳出荷を再開。平成
29 年 4 月から肉用子牛の出荷が再開。再
開した酪農場では再開当初から除染した
草地で自給飼料を生産し給与。平成 29 年
5月に自給飼料給与時の注意点を説明し、
牛群の栄養状態確認のための血液検査を
実施。Glu 及び BUN が低下傾向にありエ
ネルギー不足が示唆され、飼料設計の見
直しを指導。見直しした結果、エネルギ
ー不足が改善され、乳量及び乳質も向上。
平成 29 年 12 月 1 日現在、管内で合計 14
戸が営農再開。今後も営農再開加速と支
援強化を図り、相双地域の畜産復興を目
指していく。 
 
279. 地域酪農協の乳質改善による経営
力向上の取組み：千葉県東部家保 関谷
圭美、古屋聡子 
 管内地域酪農協に対するバルク乳検査
･搾乳衛生指導の続報。昨年度秋から継続
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して搾乳衛生を指導。その結果、初夏に
かけての乳質成績は改善傾向にあり、前
年同時期と比較し、14 戸中 9 戸で体細胞
数減少、8 戸で乳量増加。うち 1 戸では
前冬から現在に至るまで乳房炎による廃
棄乳がなく、1 頭当たりの出荷乳量が前
年比 9％増。一方で搾乳衛生の指導の効
果がない農場もみられ、夏に全体的に成
績が低下する傾向。今年度の講習会では
検査結果の説明に併せ、小規模だが実際
に収益を上げている複数農場の共通点を
整理し、特別な設備投資に頼らずとも適
正な飼養管理･搾乳衛生を行うことが収
益につながることを説明。酪農家が子牛
等の副収入に頼らず乳代だけで収益を上
げるためには飼養管理･搾乳衛生が最も
重要であることを再確認。今後は夏場の
乳質低下防止を酪農協の課題としこの取
組みを継続する。 
 
280. 管内肉用牛肥育農場における農場
HACCP 認証取得とその後の取り組み：神
奈川県県央家保 平野幸子、和泉屋公一 

平成 29 年 1 月、管内肉用牛肥育農場が
県内 5 農場目となる農場 HACCP 認証を取
得。肉用牛での農場 HACCP 認証取得は県
内初の事例。平成 26 年度から家保は（一
社）神奈川県畜産会、畜産技術センター
と協力し、家族経営である当該農場の農
場 HACCP システム構築を支援。家保は文
書作成支援と飼養衛生管理基準の指導を
実施。認証取得後も HACCP チーム員とし
て HACCP 計画の検証、文書更新、システ
ム改善等を支援。HACCP 計画の検証では、
全飼養牛の耳標を確認し牛個体管理カー
ドと照合。注射針管理台帳の記入状況等
を確認。農場 HACCP 取得後の成果として、
飼養衛生管理基準の遵守が徹底し、記録
が習慣化。また、導入時の消毒及び隔離
が徹底され、導入牛の治療回数が減少。
今後、農場 HACCP を普及するためには、
文書作成の負担軽減、専門家や関係機関
の幅広い支援が必要。今回の取り組みは、
肥育牛飼養農家における農場 HACCP 普及
の一助になると考える。 
 
281. 新たに繁殖経営を取り入れた和牛
農家に対する生産性向上への取り組み：
富山県西部家保 田知慶久、本多秀次 
 平成 27 年度から肥育繁殖一貫生産に
経営転換した農場に対し家保を含めた関
係機関で技術支援を実施。当所として、
繁殖管理、人工授精（AI）技術の習得、
分娩管理、放牧に対して指導・支援。繁
殖検診では、胎齢 40 日前後から受胎確認、
AI未実施の牛に対しては飼料給与量の指
導と発情周期を確認。検診後は、繁殖台
帳を随時更新し牛群の繁殖状況を把握。
畜主自ら AI を実施するため、AI 免許取

得後も技術支援を実施。分娩前後の飼養
管理はマニュアルを作成し指導。平成 29
年 12 月時点で牛群 18頭中 12 頭が受胎し
たが、分娩後の平均空胎日数、初回授精
平均日数が延長、発情発見率が低い。AI
に関しては、免許取得後 3 カ月で畜主自
ら AI を実施し受胎を確認。分娩管理の指
導後、死産はないが子牛 1 頭は下痢によ
り死亡。取り組みの結果、肥育素牛が確
保され、畜主が AI 技術を習得。今後は空
胎日数の短縮、子牛の事故防止に関して
継続して指導を実施し生産性の向上を図
る。 
 
282. 黒毛和種繁殖農家における採卵の
経済的評価と新規採卵計画の一考察：富
山県東部家保 中村吉史宏、池上良 

管内黒毛和種繁殖農家(以下 A 農家)は、
自農場での受精卵採取(以下農家採卵)に
より生産した受精卵を乳用牛に借り腹移
植(以下 ET)し、生産された子牛(以下 ET
子牛)を市場販売。今回、ET 子牛出荷ま
でに必要なコストと販売による収益を試
算し、農家採卵の経済的評価を行い、さ
らに A 農家の採卵成績を分析、今後の新
規採卵計画方針を考察。試算の結果、出
荷までのコストは ET 子牛 562,326 円、自
家産子 389,325円と ET子牛のほうが高く、
また 1 頭あたりの粗収益は、ET 子牛が
215,674 円、自家産子は 388，675 円。さ
らに A 農家の採卵 107 回における正常卵
数の傾向を調査。その際、同一牛及び親
子関係にある牛の採卵においては正常卵
数の平均値をとり、これを新規採卵農家
の仮想牛群とし、51 事象の度数分布を分
析。結果、正常卵 5 個未満の可能性は 47.1
％(24/51 回)とリスクが高い。今後新規
採卵農家に対しては、リスクを考慮した
採卵計画が重要。 
 
283. 県内の自給粗飼料のかび毒含有実
態調査結果:石川県南部家保 酒見栄理
子、福田藤子 

県内の自給飼料中のかび毒について、
汚染状況把握のため実態調査を実施。対
象は、県内酪農家 26 戸が生産したサイレ
ージ、WCS 及び乾草の計 70 検体(H28 年度
産 40 検体、H29 年度産 30 検体)。検査は、
アフラトキシン B１（AF）、ゼアラレノ
ン（ZEN）及びデオキシニバレノール（DON）
について、ELISA 法で実施。結果、AF は
5 検体、ZEN は 62 検体、DON は 41 検体か
ら検出されたが、全て基準値（AF：0.01ppm、
ZEN：1ppm、DON：4ppm）以下。年度別の
比較では、H28 年度産イタリアンサイレ
ージで DON の検出割合が高値。H28 年は
収穫月の降水量が多く、その影響と推測。
今後もかび毒による生産性阻害を防ぐた
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め、悪天候時期の飼料管理や変敗飼料を
給与しない等の注意を呼びかけたい。 
 
284. 管内の牛受精卵移植の現状：福井県
家保 清水誠也、横田昌己 

近年、嶺南地区の農家数減少に伴い、
受精卵移植（ET）利用農家は 10 年前の
11 戸から 4 戸に減少。さらに、初妊牛価
格高騰で後継牛確保が優先、ET 頭数も減
少。過去 10 年間で最大 175 頭だった年間
ET 頭数は、ここ数年 30 頭前後。ET 受胎
率は 30%から 35%だったが、手技、器具、
受精卵品質等の改善、昨年度 41.5%、今
年度（12 月末現在）61.9%と向上。今年
度 ET は 90%以上が酪農家 3 戸で実施、今
後もこの状況が続くと推察。3 農家に ET
事業について聞き取り調査を①ET利用の
目的、②ET の利点・欠点、③現状の ET
への満足度、④今後の ET へ望むことの 4
項目で実施。結果、①は高い副収入が得
られること。②の利点は、難産での分娩
事故防止、子宮・卵巣疾患発見、発情見
逃し時の利用、乳牛 ET で優秀な後継牛確
保。欠点は 3 連休等に利用不可。③は受
胎率や利益ともに十分満足し、④は 3 農
家で今後も ET 継続利用意思あり、現在の
ET レベル維持・向上を期待。今後も期待
に応えられるよう研鑚。 
 
285. ET チャレンジ 50 をめざして～牛受
精卵移植において共存卵胞が受胎率に与
える影響～：福井県家保 小林崇之、山
崎俊雄 

当所では、S63 年より和牛 ET を実施し
ており、近年は、受胎率 40％前後で推移。
これまで ET 受胎率と共存卵胞の有無は
関係無しとされていたが、再度調査を実
施し改善に取り組んだので報告。調査期
間は平成 28 年 4 月から平成 29 年 3 月、
ET 時の直腸検査で 1cm 以上の黄体が確認
できた乳用経産牛 110 頭で、1cm 以上の
卵胞が黄体側の卵巣にある牛を共存区、
非黄体側の卵巣にある牛を非共存区、卵
胞が確認できなかった牛をなし区の 3 区
に分け、受胎率を調査。その結果、受胎
率は共存区 30.8％（8/26 頭)、非共存区
45.5％（10/22 頭)、なし区 38.7％（24/62
頭）と卵胞の共存が受胎に影響を及ぼし
ていることを示唆。そこで、平成 29 年 4
月から、経産牛の ET 実施基準として卵胞
の場所と黄体サイズを取り入れ、共存区
：黄体サイズ 2cm 以上、非共存区：1cm
以上、なし区：1cm 以上の牛に移植を実
施。その結果、乳用経産牛の受胎率は 53.1
％(26/54 頭、不明 5 頭)と改善に成功。 

 
286. 甲州牛増産に向けた取組と課題：山
梨県西部家保 高橋照美、岸田論俊 

県産ブランド和牛甲州牛の生産基盤強
化に向け、出荷状況改善等を図ることを
目的に調査・分析等を実施。取組は①和
牛増頭（対象：和牛農家）及び受精卵移
植推進・家畜市場出荷（対象：酪農家）
に係るアンケート調査②出荷状況等分析
（H26～H29（11 月））③繁殖状況調査及
び新規農家重点指導。①繁殖農家 6 割で
雌牛増頭は可、肥育農家 7 割で肥育増頭
は不可。これら農家の肥育・繁殖への新
規参入希望なし。酪農家 7 割で和牛 ET 増
加は可。②出荷頭数（H26～H28）は平均
約 400 頭。認定率は約 8 割。県産肥育素
牛割合は約 6 割。農家年齢は 60 代以上が
8 割。後継者確保済み農家は約 4 割。③
繁殖状況は新規農家も良好。肥育素牛増
産見込みはあるが酪農家に ET 産子の市
場出荷を誘導する必要。また肥育農家に
は飼養衛生管理基準遵守指導や情報提供
を行い認定率向上と出荷頭数増を目指す。
また繁殖農家には巡回で繁殖状況改善を
図り、新規農家を開拓して重点的指導を
行い、生産子牛を確保する。 
 
287. 放牧終了後のジャージー去勢牛の
活用：山梨県東部家保 増澤明久、石田
昌弘 民間による耕作放棄地への肉用牛
放牧の定着に向け、放牧終了後の牛の食
肉活用で採算を得る取り組みを実施。敷
地内でレストランを営む羊の観光牧場（F
牧場）に既存の羊肉の他、安価でイメー
ジの良いジャージー去勢牛肉をラインナ
ップに加え、放牧から食品提供までスト
ーリー性を持たせた 6 次産業化の取り組
みを提案。また、肉の販売ルートを持た
ない耕種農家 2 戸に対しては牛をレンタ
ルし、放牧終了後に食肉を F 牧場が引き
取るという仕組みを提案。野草の状況を
見ながら転牧を繰り返した後、放牧は無
事終了。牛はすべて出荷され、肉は来春
以降に活用予定。本取り組みで得られた
知見等を元に電気牧柵の設置から放牧終
了後の食肉活用までを紹介した普及用資
料を作成。今後は、この資料を用いて新
規事例の掘り起こしを行い、関係機関の
連携協力の下、耕作放棄地の有効活用と
放牧牛肉を活用した 6 次産業化を推進予
定。 
 
288. ゲノミック評価の活用に向けた取
組：長野県佐久家保 伊藤唯 
 本県は平成 28 年度から高収益型畜産
推進事業でゲノミック評価による優良繁
殖雌牛選抜、新技術の早期利用拡大に向
けた調査等に着手。2 年間で管内繁殖牛
飼養農家 20 戸 170 頭(H28:75 頭、H29：
95 頭)について、農家段階における優良
繁殖牛の効率的な選抜を実施。さらに認
知度の把握、活用促進等を目的としたア
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ンケート調査を実施し、家畜市場関係者
56 名から回答を得た。認知度は 50％以上
であり、活用方法として繁殖農家では後
継牛の保留 40％、早期能力把握 29.2％、
採卵牛の保留 15.4％、肥育農家では肥育
期間や飼料内容の変更に活用希望が 80％、
今後の実施希望者は 86.6％であった。こ
れら調査により後継牛の選抜情報として
活用、早期能力把握が可能なため改良速
度の向上、優良素牛が増えることで肥育
農家の生産性向上に繋がると考えられ、
今後も継続した取組が有効。認知度向上、
肥育素牛選択等新たな活用を実施し、本
県畜産振興のためゲノミック評価の利用
拡大につなげたい。     
 
289. 大規模酪農場のコンポストバーン
稼働状況調査：和歌山県紀南家保 常田
将宏 小谷茂 
 コンポストバーン（CB）は休息エリア
に堆積させた敷料を糞尿と撹拌し好気発
酵させ、発酵熱で乳房炎原因菌を減少し
カウ・コンフォートを向上させる変則フ
リーバーン（FB）。当該農場は一部牛舎
を従来の FB から CB に改修。牛床水分含
量や温度、大腸菌群数の測定、乳房炎罹
患率、１日平均乳量の前年同月比を算出、
CB の運用状況を調査。CB は８月まで１日
２回ロータリにて休息エリアを撹拌、牛
床が低くなると戻し堆肥を投入、通路の
糞尿は毎日排出、９月より毎週戻し堆肥
投入に変更。８月の調査にて FB より明確
に牛床状態がよいのは CB の一部区画の
み。９月以降は CB 全区画にて状態が悪化。
搾乳牛乳房炎罹患率は減少傾向で１日平
均乳量は増加傾向。９月以降過剰な敷料
が圧縮され、高密度な牛床を形成、好気
発酵を阻害したと考察、牛床交換を指導。
その他、採光性が低く水分が蒸発しづら
いこと、休息エリアへの水槽の設置等が
設備上の問題点として挙げられた。 
 
290. 和牛受精卵移植産子増頭に向けて
の課題と取り組み：島根県川本家保 澤
香代子 
 管内では和牛子牛の増頭が課題。ET 利
用が減少している一地域での利用体制整
備が必要。そこで、地域内の供卵牛と受
卵牛を用いた ET 研修会開催を通じて、利
用継続・拡大への課題解決に取り組んだ。
①受胎率向上：ET 師への技術指導、受卵
牛への馬絨毛性性腺刺激ホルモン投与に
よる複数黄体形成誘起、②和牛 ET 産子の
哺育育成体制：生産酪農家から地域内の
和牛農家への引渡し調整、③効率的な受
精卵確保：ワンショットと排卵集中法を
組み合わせた過排卵処理、④衛生対策：
関係機関と連携した事故防止体制の強化。
今後も、ET 成績向上のため研究成果等を

積極的に取り入れつつ、発育良好な ET 産
子を生産・育成するための飼養衛生管理
指導を関係機関と継続的に行い、地域の
特色を生かした ET 利用体制の整備を目
指していく。 
 
291. 真庭地域における受精卵移植技術
等を活用した取組：岡山県真庭家保 田
中健嗣、笹尾浩史 

当地域は古くから畜産の盛んな地域で
あり、多くの農家で肉用牛、乳用牛が飼
養されてきた。しかし、他の地域と同様
に高齢化、後継者不足等により農家戸数
及び飼養頭数は減少傾向。当所では受精
卵移植（ET）技術等を活用し、地域の特
性を活かした農家の支援を実施。A 地域
は、従来の酪農経営から和牛繁殖経営へ
の効率的な経営転換（6 戸）を達成。B 地
域では、従来の繁殖和牛から採取した受
精卵を酪農家に提供し産子を引き取る方
法から、和牛繁殖農家（4 戸）での自家
所有牛への ET が増加。C 地域で多く飼養
されるジャージー種は本県を代表するブ
ランドであるが、収益性の低下により飼
養頭数は減少傾向。平成 28 年度から単県
事業「ジャージー×岡山和牛コラボで増
産！蒜山地域活性化事業」を活用（24 戸）
し、ジャージー種に輸入受精卵及び和牛
受精卵を移植。また、地域の優秀供卵牛
から採卵を実施。ET 技術を活用した取組
は様々であるが、今後も関係機関との連
携強化を図りながら地域の特性に合わせ
た取組を継続し経営の向上及び安定化を
推進したい。 
 
292. 労力低減に主眼を置いたワンショ
ット過剰排卵処置方法の検討：岡山県津
山家保 西淳子 
 従来の和牛過剰排卵処置の漸減投与
法では、3 日間朝夕のホルモン剤（FSH）
筋肉内注射が必要で、年間 40 頭程度採卵
実施している大型和牛繁殖農家 A では、
労力的負担が特に大きかった。一方、ワ
ンショット投与法は、1 回で FSH 全量投
与が可能だが、皮下注射が必要。今回、A
農場において、FSH を生理食塩水 50ml に
希釈するワンショット投与法を 8 頭で実
施。漸減投与法成績（回収卵数 32.7 個／
正常卵数 16.8 個）に比べ遜色ない成績
（32.4 個／20.3 個）。更なる労力低減の
ため、アルミニウムゲル添加ワンショッ
ト投与法により、注射量を 3ml と大幅に
減量し採卵を 11 頭実施。しかし、成績が
不良（19.3 個／8.7 個）、かつ液が少量
のため注射時ロスが許されないという新
たな技術的問題点が判明。このため、希
釈生理食塩水を 30ml に減らした 30ml ワ
ンショット投与法を採用。その採卵成績
は良好（26.1 個／17.7 個）で、現在継続



 - 66 - 

実施中。農家から労力低減が図られたと
好評。 
 
293. 山口型放牧による新たな農地管理
：山口県中部家保 宗綱良治、大村康一
郎 
 山口県の農地は、水田率が高く水稲作
に特化し、就農者の減少と高齢化で水稲
管理が困難な地域が増加、家保は、集落
営農組織や農事組合法人に対し、不作付
け地対策や獣害対策として、山口型放牧
による新たな農林管理を誘導。①水稲作
付地の周囲に放牧地をベルト状に設置す
る獣害対策、②用水が不足する水田に飼
料作物を栽培する農地活用対策、③狭小
田をまとめて放牧で管理する省力管理対
策等を、各地域の実情に合わせて指導。
各組織は放牧面積の毎年増加で飼料作物
栽培及び水田放牧の交付金収入が増加、
作業料金や地代として地元集落に還元。
一方、A 組合に放牧した I 繁殖農家では、
平成 24 年から 5 か年間、延べ 54 頭を 
放牧。継続的に放牧した延べ 43 頭の平均
分娩間隔は 365 日と繁殖成績が良好、ま
た、飼養管理の省力化と飼料代を節約。
山口型放牧は、農村の景観維持、獣害の
軽減、農家収入の増加、営農意欲の維持
など、永続的な地域農業への貢献が可能。 
 
294. 酪農現地支援における重点支援農
家への取り組み：山口県西部家保 森実
希、木村めぐみ 
 下関市Ａ農場（酪農、搾乳牛 15 頭規模）
は、繁殖成績や搾乳衛生・飼養環境の改
善のため、H27 年度から重点支援農家に
選定。当所は酪農組合と連携し、定期的
な繁殖検診を開始。また、搾乳衛生の改
善及び牛舎清掃、牛の並び替え等飼養環
境の改善を指導。H29 年度から「共有繁
殖台帳」を整備。結果、H29 年度は H26
年度と比べ、分娩後初回授精日数(日)は
188.2±6.2→103.7±9.1 と有意に短縮。
空胎日数(日)は 227.0±9.3→172.2±
34.6 と低下傾向。発情発見率(%)は 23.7
±4.5→63.3±2.3 と有意に上昇。妊娠率
(%)も 22.8±4.7→46.4±6.0 と有意に上
昇。補正乳量(kg/305 日)は、6405.1±
115.6→7949.2±152.9 と有意に増加。体
細胞数(千/ml)は 538.3±331.9→835.9±
440.2 と高値だが、飼養環境の改善によ
り作業が効率化され、搾乳作業時間(分/
頭)は、22.6±2.5→17.3±2.4 と短縮傾向。
繁殖成績の改善や乳量増加により、経営
面のプラスとなる一方、体細胞数は課題
が残り、指導の継続が必要。 
 
295.管内における獣医療の現状と今後の
展望：徳島県西部家保 横山卓矢、小倉
朋和 

 本県西部では、産業動物獣医師および
人工授精師の不足により獣医療の提供が
不十分である。そのため、西部家保東み
よし庁舎では該当地域における補完的な
ワクチン接種や家畜改良および診療の業
務を提供。業務の開始から 7 年を経て家
保の診療業務は認知されつつあり、年間
における 1 戸あたりの診療依頼数は平成
26 年から 28 年までで 5.2 件、5.5 件、6.1
件と徐々に増加している。一方、診療件
数の増加に伴って診療のニーズは多様化
し、各農家の要望に応じた繁殖管理の実
施や、畜主の高齢化にあわせた安全性の
高い処置が求められるようになった。そ
のため、今年度、東みよし庁舎ではワク
チン接種や薬剤の使用・去勢方法につい
て再検討を行い、より効果が高いと考え
られる薬剤の導入や手技の見直しにより
安全性と生産効率の改善を試みた。事故
の防止や繁殖成績の向上によって畜産農
家の生産性を高めることにより、本県の
畜産業の活性化につながることを期待し
ている。 
 
296. 中讃和牛改良組合の遺伝子評価を
活用した子牛生産の取り組み：香川県西
部家保 髙橋和裕、光野貴文 

中讃和牛改良組合は平成 25年 9月に設
立後、生産性に及ぼす枝肉形質の遺伝的
な能力評価（育種価）に関する研修会を
毎年開催し、牛群の遺伝的能力の向上に
努力。しかしながら育種価が判明してい
ない繁殖雌牛が多数。このため産まれた
時点で評価が可能な遺伝子による能力評
価（①枝肉形質の育種価評価、②牛肉の
美味しさに関する優良遺伝子型評価、③
遺伝性疾病の不良遺伝子型評価）を行い、
その評価を用いた交配種雄牛の相談会を
西部家保、家畜改良事業団、JA、人工授
精師らの協力で実施。平成 28 年度の交配
頭数は 48 頭。この結果から生産子牛群に
期待される改良効果は①枝肉重量が
+21.7kg、脂肪交雑基準値が+1.04 に向上、
②牛肉の美味しさに関する優良遺伝子の
保有頭数が増加、③遺伝性疾病の不良遺
伝子を排除。この取り組みにより生産者
と消費者ニーズに対応した子牛生産が可
能。平成 29 年度は 110 頭実施予定。優
良子牛の増産により讃岐牛・オリーブ牛
の安定した高品質化が期待。 
 
297. 東部地域における土佐あかうし受
精卵移植の現状と課題：高知県中央家保
田野支所 中西慶太、利岡知 
 現在、東部地域では土佐あかうし増頭
対策事業の貸付型で酪農家 3 戸が乳用初
妊牛 20 頭を導入。うち、分娩後の 8 頭へ
受精卵移植を家保が実施し、2 頭受胎。
受胎率（受胎頭数／のべ移植頭数）は 10
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％。フィールド型においては未経産牛 11
頭へ家保が移植し 3 頭受胎（受胎率 25％）。
受胎率の低迷は、経験不足が要因と推測。
受胎率向上のため、家保に機器を整備し、
凍結卵を融解、培養して生存性確認後の
移植にも着手。今後、貸付型導入牛の分
娩が続くことから、来年度はさらなる移
植頭数の増加が見込まれ、受卵牛の飼養
環境や黄体の状態、移植方法を検証する
など課題解決に向けた取り組みが必要。 
 
298. 牛群検定成績表を用いた飼養管理
指導：高知県西部家保高南支所 濱田和
希、海治修二郎 
 管内では現在、3 戸の酪農家が牛群検
定に加入。今回、毎月農家にフィードバ
ックされている牛群検定成績表の中でも、
乳脂率からルーメン内 pH(以下、pH)が算
出できることに着目。pHは給与飼料の量、
質、タイミング、飼養環境の影響を強く
受けることから、飼養管理の、指標にな
ると推察。調査は牛群検定成績表から、3
農家 3 年間分(H27 年 1 月～29 年 11 月)
のデータを抽出し、pH と各データを比較。
pH が低くなるほど、乳蛋白質は低く、MUN
は低くなる傾向。乳蛋白質と MUN の比率
でみる栄養バランスでは、A 及び B 農家
はエネルギー適正～過剰、蛋白不足、C
農家はエネルギー不足、蛋白不足～適正。
このことから、A 及び B 農家は粗飼料の
給与量不足もしくは低品質、C 農家は全
体的な栄養不足が疑われた。今後は、今
回得られたデータを活用し、飼養管理指
導に結び付けたいと考えている。 
 
299. 子牛の出生時体重向上のための母
牛の飼養管理改善への取組み：長崎県壱
岐家保 日高裕介、久保翔太郎 

管内の子牛損耗率が 19.6%と高い肉用
牛繁殖農場で、母牛の給与飼料改善を重
点指導。農場は繁殖雌牛 119 頭をフリー
バーン牛舎 2 棟で管理。主に稲発酵粗飼
料、ワラおよび焼酎粕を給与するが、品
質や給与量が安定せず、分娩前の増飼い
も約 1 週間のみ実施のため、栄養充足率
は、DMI、CP、TDN とも 80％以下。妊娠末
期母牛は削痩が顕著で、血清中 Alb、BUN、
Glu、Ca は低値。ボディーコンディショ
ンスコア（BCS）は平均 2.2。子牛は発育
遅延、死亡子牛は胸腺の低形成を認めた。
そこで購入飼料を含めた給与設計の見直
し及び群管理母牛へのマーキングによる
分娩予定日 3 ヶ月前からの増飼いを指導。
妊娠末期母牛の BCSは平均 3.1と改善し、
分娩前に血清中 Alb が低下する個体は減
少。平均出生体重は、取組み開始前 2 か
月間が雄 31kg、雌 30kg、直近 2 か月間は
雄 39kg、雌 35kg と上昇し、子牛損耗率

は 5.7％と改善。死産胎子は充実した胸
腺の発育を認めた。 
 
300. 有用菌を指標とした哺乳子牛の腸
内フローラ分析と疫学的考察：熊本県城
南家保 加地雅也、齋藤公治 

生菌剤活用促進、抗菌剤使用削減を目
的に、3 か月齢未満の黒毛和種子牛 41 頭
（うち下痢あり 13 頭）の腸内フローラを
分析。疫学情報として下痢・抗菌剤投与
歴・生菌剤給与の有無を聴取、直腸便の
嫌気性総菌数（anaero）、有用菌のビフ
ィズス菌数（bifido）とラクトバチルス
菌数（lacto）、有害菌 Cl.perfringens
数（cp）、好気性総菌数（aero）、腸内
細菌群数（entero）を測定。腸内嫌気度
低下を anaero/aero 比の低下、腸内環境
悪化を entero/aero 比の上昇で推測。下
痢あり群で有意な bifido 減少（あり中央
値 3.00、なし中央値 7.12：単位 log/g）、
cp、aero、entero 増加、anaero/aero 比
低下、entero/aero 比上昇。ビフィズス
菌検出と下痢の有無の間に有意な関連あ
り。抗菌剤投与群では bifido と lacto が
減少傾向、生菌剤給与群では entero/aero
比が低下。腸内環境を整え有用菌を増や
す生菌剤給与は下痢予防と症状改善に有
効。病鑑時の腸内フローラ測定は予後推
定や哺育管理改善に有用。 
 
301. 県内肥育牛の脂肪酸組成に影響を
与える要因：沖縄県中央家保 城間友子 

県内肥育牛の脂肪酸組成を測定し、性、
出荷月齢、系統との関連を調査した。平
成 29 年 3 月 24 日～平成 29 年 12 月 15 日
の間にと畜された県内肥育牛 283 頭（去
勢 245 頭、雌 38 頭）を S-7010 食肉脂質
測定装置を用い格付部位の切開面筋間脂
肪部をオレイン酸と一価不飽和脂肪酸
（MUFA）を測定。出荷月齢は①生後 28 ヶ
月未満、②28 ヶ月、③29 ヶ月、④30 ヶ
月、⑤31 ヶ月、⑥32 ヶ月以上の 6 区に分
類。系統は 1 代祖の種雄牛で藤良系、気
高系、田尻系の 3 系統に分類。全体の平
均値±標準偏差値は、オレイン酸 45.6±
4.8%、MUFA53.8±4.4%。オレイン酸、MUFA
ともに雌が去勢よりも約 3%有意に高く、
⑤までは月齢が高まるにつれて上昇する
傾向にあったが、⑤以上は低下する傾向
にあった。オレイン酸は、⑤は①、②よ
り有意に高かった。MUFA は③、④、⑤は
①より有意に高かった。種雄牛の系統に
よる脂肪酸組成への影響は有意な差では
なかった。 
 
302. 「うーまく」をうまく利用しよう!
：沖縄県中央家保 新田宗博 
 ギニアグラス「うーまく」は平成 20
年度に「沖縄県牧草・飼料作物奨励品種」
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として登録された。沖縄県畜研の報告に
よると、「うーまく」の品種特性につい
ては、乾物収量は極めて多く、永続性に
優れ、耐倒伏性があることから台風など
の風害に強いと報告されている。しかし、
「うーまく」の平成 28 年度作付状況調査
では農家への普及はそれほど進んでない。
そこで、管内での「うーまく」の利用実
態を調査した。A 農家では、草丈 200ｃｍ
程度で大型機械により収穫・保管した乾
草を給与。B 農家では、草丈 160ｃｍ程度
で刈払機により刈取し、カッターで 5ｃ
ｍ程度に細断し給与。C 農家では、草丈
200ｃｍ程度で牧草モアーにより刈取し、
カッターで細断し生草給与。D農家では、
草丈 120ｃｍ程度で刈取を行い、細断せ
ず給与。なお、いずれの農家においても
良好な嗜好性が確認でき、粗飼料として
の評価も良かった。調査した 4 農家の活
用事例は「PR版パンフレット」にまとめ、
農家へ配布した。  
 
Ⅰ－８ その他 
 
303. 褐毛和種農場で多発した膣腫瘤対
策と子牛事故率低減の取り組み：北海道
空知家保 橋爪真璃子、梅澤直孝 
 褐毛和種一貫農場において平成 26 年
10 月から母牛の約 20%に膣腫瘤が発生、
同時期に子牛の臍帯感染症と下痢による
事故も増加。病性鑑定では膣腫瘤原因は
不明、下痢はロタウイルス、コクシジウ
ム等検出。家保、町、農業共済組合、農
場で対策チームを構成し、事故率低減に
向け協議。膣腫瘤と臍帯感染症の関連を
推察。膣腫瘤の前段階である膣裂傷防止
のため、分娩時の牽引を原則中止、介助
は最小限、防鳥ネット設置によるカラス
の膣突きを防止。下痢の対策は作業内容
のマニュアル化と動線の改善。対策後の
平成 28 年には膣腫瘤の発生率に差はな
かったが重症化割合が 84.8%から 40.0%
に低下。子牛の臍帯感染症の発生率は
6.1%から 1.8%、死亡率は 1.4%から 0.4%
に低下。下痢発生率は 14.5%から 5.8%、
死亡率は 2.8%から 0.4%に低下。対策によ
り、膣腫瘤の重症化、子牛事故率共に低
減、その後も高い意識での衛生管理が継
続されている。 
 
304. オホーツク管内における過去５年
間の牛呼吸器病原因検索:北海道網走家
保 梶田桃代、吉田美葉 
 平成 24 年から 28 年に実施した牛呼吸
器病原因検索 188 件 610 検体について病
原体の種類等調査を実施。131 件 379 検
体 か ら 病 原 体 を 検 出 。 細 菌 で は
Mycoplasma dispar （ M.dispar ） 、
Pasteurella multocida 、 Mycoplasma 

bovis（M.bovis）の順に、ウイルスでは
牛 RS ウイルス、牛コロナウイルス、牛伝
染性鼻気管炎ウイルスの順に多く検出。
約 6 割に混合感染を確認、牛コロナウイ
ルスと M.dispar の組み合わせが最多。平
成 21 年から 28 年に分離された牛 RS ウイ
ルス、牛コロナウイルスについて遺伝子
解析を実施。牛 RS ウイルス 24 株は、遺
伝子学的に近縁で全てサブグループⅢ。
平成 17 年から 18 年の道南分離株とは異
なる系統。牛コロナウイルス 33 株は、遺
伝子型 4 型が 32 株、遺伝子型 3 型が１株
と近年の全国的な流行とほぼ一致。平成
15 年から 28 年に分離された M.bovis27
株について、7 薬剤に対する薬剤感受性
試験を実施。フルオロキノロン系を含む
複数の薬剤に対し高い MIC 値を確認。 
   
305. 「生きがい型牛飼い」と生産性向上
への試み：青森県青森家保 堀口まなほ、
平泉美栄子 
 A 町の肉用牛繁殖農家（全 6 戸）では
高齢化が顕著。全戸が牛を飼い続けたい
という意欲があり、生きがいの１つでも
あることから「生きがい型牛飼い」と定
義。一方、継続には衛生対策と生産性の
確保が重要。調査の結果、全戸で内部寄
生虫対策未実施で駆虫の認識が不足。繁
殖成績は長期空胎牛が多く不良。定期報
告の飼養衛生管理基準チェック表は記載
に不備が多く理解不足。これら課題の対
策を実施。寄生虫対策は糞便検査を実施
し、結果に基づきイベルメクチン製剤を
3 回全頭投与し、講習会を開催。繁殖対
策では定時授精法を実施。受胎牛が確認
され、農家の繁殖に対する意欲が向上。
寄生虫と繁殖対策のリーフレットを作成
し配付。飼養衛生管理基準理解向上対策
では講習会を開催し、農家を巡回して現
状を確認しながら、チェック項目や記載
方法等を指導。農家自らがこれら対策を
実行できることを目標に、今後も今回の
試みを継続し、意欲のある高齢者が畜産
を継続できるよう支援する所存。 
 
306.組立式カーフハッチを応用した飼養
環境改善による疾病発生の低減と哺育成
績向上事例：秋田県北部家保 小野寺由
香、大門博之 
 昨年度より肉用牛哺育強化を図るため、
講習会等でカーフハッチ（以下、ハッチ）
の利用を推奨したところ、管内８農場が
計 20 基導入。肉用牛繁殖農家で子牛の早
期分離飼養に利用。酪農家では、主に黒
毛和種 ET 産子を飼養。本年度４月より、
一酪農家において、全般的に子牛の事故
が多発していることから牛舎の一部改修
とハッチを応用し事故低減への取組を実
施。前年同期と比較して哺乳子牛の下痢
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症及び肺炎の発生率はそれぞれ 31%から
25%、17%から 4%に低下。交雑種（ホル×
黒毛）スモールの出荷時体重は 42.6kg か
ら 48.3kg に増加。子牛の販売価格を飼養
日数で除した金額（以下、日齢単価）は
9,802 円から 12,615 円に増加。また、黒
毛和種生産農家３戸においても子牛の販
売価格を比較したところハッチを活用し
代用乳・人工乳飼育の子牛の方が母乳飼
育の子牛より日齢単価が 1.33 倍高。今後
もコスト低減を図りながら子牛の損耗防
止と発育促進を目指し、ハッチでの哺育
の強化を継続指導。 
  
307. 福島県における死亡牛ＢＳＥ検査
の変遷と検査対象牛の分析について：福
島県県中家保 大西彩香、宮野英喜 

福島県では平成 15年 4月から死亡牛Ｂ
ＳＥ検査を開始し、平成 29 年 9 月 30 日
までに 4,826 日稼働。22,663 頭検査し全
頭陰性。平成 27 年 4 月に検査対象月齢が
24 か月以上から 48 か月以上に変更。家
畜衛生情報システムにより各家保と畜産
課が死亡届及び検査情報を共有。年度別
搬入頭数は平成 15年度の 2,247頭が最高
でその後減少したが、震災を機に一時増
加。対象月齢変更以降は 1,000 頭未満。
月別では 8 月が最多。品種はホルスタイ
ンが 76.2％と多く、乳用牛の死亡届の原
因別では周産期疾患と乳房炎で約 3 割。
死亡日からの搬入日数は当日～1 日目が
81％と大多数。一方、死亡後 4～6 日搬入
が 1％存在。延髄の融解事例も散見。延
髄融解牛と非融解牛で搬入までの日数に
有意差が認められ、引き続き早期搬入の
呼びかけが必要。平成 30 年 2 月に保冷施
設移転予定。今後も円滑に検査を実施し、
日本のＢＳＥステータス維持に貢献した
い。 
 
308. 病変スコアを用いた牛の皮膚糸状
菌症における各種薬剤の効果比較：栃木
県県北家保 小笠原悠、谷本朱紀 
 皮膚糸状菌症を発症した育成牛 4 頭を
対象に、臨床現場において本症の治療に
使われている、①ナナフロシン外用剤
（NNF）、②塩化ジデシルジメチルアンモ
ニウム 0.1%消毒液（DDAC）、③Bacillus
属菌を含む生菌剤（生菌剤 A）、④メト
リホナート・ジメチルスルホキシド・食
用油の混合液（MT 油）の 4 種の薬剤の効
果を比較。各牛の病変を、各薬剤塗布区
及び未治療区の 5 区画に区分。0～6 週ま
で 1 週間に 1 回、薬剤を塗布及び各病変
の脱毛・痂皮の程度を 5 段階にスコア化。
0 週時の合計スコアに対する各週のスコ
アの割合（%）を病変保持率とし、減少す
るほど効果が高いと評価。各区とも 2 週
から軽快し始め、4 週の病変保持率は NNF 

38.3%、DDAC 84.2%、生菌剤 A 32.1%、MT
油 53.5%、未治療区 53.4%。6 週には概ね
治癒。未治療区と比較し、DDAC は治癒が
遅く、MT 油は同等、NNF と生菌剤 A は同
程度治癒が早かった。コストは、NNF が
生菌剤 A より約 37％低く、真菌症の治療
には NNF が最も有用と判断。 
 
309. 口蹄疫疑い例通報時の病性鑑定担
当初動体制強化：埼玉県中央家保 平野
晃司 
 口蹄疫疑い通報時の初動体制強化のた
め、病性鑑定担当初動対応マニュアル及
び移動式簡易枠場の整備と農場演習を実
施。初動マニュアルは、作業項目チェッ
クリストとマニュアル本文で構成、異常
畜の病変部写真撮影や検体採材等の実施
内容を時系列に列記。作業項目チェック
リストは、全項目に作業確認者のチェッ
ク欄及び作業内容の詳細を記した本文の
掲載場所を付記。作業項目は、他機関へ
の連絡、対応の不備・失念の防止に重点
を置いた 82 項目で構成。マニュアル本文
には、長年の防疫演習の経験を活かし、
夜間対応時の照明装置、各病変部の模範
写真、送付写真整理表等を掲載。移動式
簡易枠場は、建材を利用し、保定労力の
軽減、鮮明な写真撮影及び迅速な検体採
材に特化した設計で、当所保有のトラッ
クに収容可能な寸法で作製。初動マニュ
アル及び移動式簡易枠場整備後は、農場
演習で検証及び訓練を実施。「いつでも」、
「誰でも」、「何処でも」、「確実」に
遂行できる初動体制を構築。 
 
310. 八丈島内における口蹄疫疑い事例
通報時の写真撮影及び送信方法の検討：
東京都家保 平間俊吾、磯田加奈子 

八丈島内で口蹄疫疑い事例の通報があ
った場合の写真判定用画像の撮影及び送
信について検討。まず、タブレット端末
を用いて、農場から直接画像の送信が可
能か検証。肉用繁殖農場で撮影演習を行
い、①電波状況が悪く、画像の送信不可、
②副蹄等の撮影時、撮影者が牛に蹴られ
る等して怪我をする恐れ等の問題点から、
タブレット端末での写真撮影は難しいと
判断。①について、通信会社 2 社の電波
状況調査を行ったところ、両社とも現地
から画像の直接送信が難しい農場あり。
農場立入者とは別に、電波の良好な地点
まで移動し画像を送信する職員が必要。
次に、②と合わせて、画像の撮影・送信
方法を検討。病変部の安全な撮影、画像
確認の容易さから、Wi-fi 機能付デジタ
ルカメラで撮影した画像を、タブレット
端末に無線で転送・選別し、メールで送
信する方法がベスト。 
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311. 血液塗抹標本の作製と白血球形態
観察に関する考察：東京都家保 藤森英
雄 

牛白血病対策の一環で血液塗抹標本
（標本）検査が増加傾向で、異型リンパ
球の判断に苦慮。他県も同様と推察。持
続性リンパ球増多症牛（PL 牛）の標本を
都外複数の病理担当者で鏡検。異型リン
パ球は数％からほぼ全てと見解不一致。
標本作製法により形態が変化、用語の適
正使用等の意見があったことから医療分
野を参考に検討。ウエッジ法とクラッシ
ュ法作製の標本を比較。適切部位の観察
では形態変化の影響低いが、クラッシュ
法では PL 牛などで崩壊細胞増加が懸念。
メイグリンワルド・ギムザの重染色は必
須。希釈緩衝液の pH は色調に影響する一
要因。リンパ球形態観察のポイントは、
細胞サイズ、核形状、核・細胞質比（N/C
比）、核クロマチン、細胞質の状態（色
調、顆粒、空胞）とし、リンパ球の形態
変化は、反応性を異型、腫瘍性を異常（病
的）とする医療分野の表現法は明確。標
本の良否は重要で標本から得られる情報
の統一的評価には、医療分野に倣ったよ
うな標準化は大切。 
 
312.酪農後継者の乳房炎防除による収益
向上事例：新潟県中越家保 佐藤圭介、
竹内智胤 
 管内一酪農場では、平成 28 年 6 月に後
継者に経営を移譲。生乳体細胞数は慢性
的に高く、バルク乳検査で無乳性レンサ
球菌等乳房炎原因菌を多数分離。翌 7 月
に全頭検査を実施し、搾乳立会で搾乳衛
生の課題を確認。乳房の清拭中止等、「ま
ずはできるところから」を念頭に改善策
を提案。以降も乳汁検査、バルク乳検査
及び搾乳立会により、乳房炎罹患牛の把
握及び搾乳手順等の確認を継続。県畜産
協会及び県農業共済組合連合会等、関係
機関も家保の指導を後押し。後継者は過
搾乳防止の徹底等搾乳衛生を改善。結果、
生乳の年間平均体細胞数は 71.0 万/ml か
ら 26.5 万/ml に低減。平成 29 年の県畜
産協会による畜産経営診断では、生乳規
格検査格差金減少及び良質乳奨励金獲得
で約 120 万円収入増。継続的な支援が農
場との信頼関係の構築と搾乳衛生での
PDCA サイクルを回すための契機となった。
乳房炎防除には組織の垣根を越えた連携
の必要性を強く実感。 
  
313. 乳肉複合経営農場における受精卵
移植を活用した肉用牛生産への取組：新
潟県中越家保 安野僚太郎、平山栄一 
 管内の一乳肉複合経営農場は、酪農経
営及び交雑種の肥育経営から大幅転換。
繁殖和牛を 20 頭導入し、和牛の繁殖と肥

育にも着手。平成 28 年 11 月、次男就農
と法人化に伴い繁殖和牛の規模拡大。平
成 28 年度までは人工授精と購入の受精
卵移植（ET）を活用していたが、頭数不
足のため繁殖和牛と肥育素牛の導入は継
続。今後、自農場のみで素牛を確保する
ことと余剰素牛の市場販売を目的とし、
繁殖和牛から受精卵を採取、凍結保存し、
自農場の乳用牛に ET して和牛子牛を増
頭させる事を計画。家保は、畜主、診療
獣医師及び畜産研究センター（畜研）と
協力し、採卵準備から凍結保存及び ET ま
での体制を構築。診療獣医師は過剰排卵
処置を実施。家保は採卵及び灌流液を畜
研に持込。畜研は検卵及び受精卵を凍結。
その結果、11 個の受精卵を凍結保存。平
成 30 年 1 月 23 日現在 1 個を ET 済み。 
 
314. 県立農業高校における肉用牛繁殖
技術者育成に向けた取り組み：富山県東
部家保 竹内俊彦、池上良 

県立農業高校にて次世代の畜産の担い
手を育成することを目的に、発情発見か
ら人工授精（AI）を生徒が実施する生徒
主体の繁殖管理体制の構築を提案。生徒
に家畜人工授精講習会（AI 講習会）への
参加を呼びかけ、繁殖知識および家畜人
工授精師免許を取得させて技術者を養成。
また繁殖管理全般を担当する繁殖管理チ
ーム（チーム）を学内に設立し、AI 講習
会受講者を中心とした運営体制を構築。
チームメンバーで繁殖管理業務について
ローテーションを組み、各メンバーが果
たす役割を明確化。生徒主体の繁殖管理
体制により実際の農場現場で繁殖管理を
経験した人材の育成につながることを期
待。今後は各メンバーの技術レベルの維
持及び向上が重要な課題。そのためには、
チームメンバー間での知識と技術の継承
並びに体系的な技術取得ができる研修の
機会が不可欠。従って当所の継続的な繁
殖指導や AI 講習会の果たす役割は大き
い。 
 
315. 地域に根差した和牛繁殖センター
への取組支援：長野県飯田家保 大津奈
央 

2016 年 6 月に地域の黒毛和種肥育素牛
確保を担う施設として、飼料製造販売会
社が和牛繁殖センターを設立。農協の空
畜舎を改修し、徐々に牛を確保して運営
・管理。センター立上げにあたって、農
協及び家保に支援要請、家保は高収益型
畜産推進事業を活用して毎月計画的にセ
ンターを訪問、代謝プロファイルテスト
（MPT）、繁殖検診等を実施。MPT は初回
授精前の育成牛延べ 44 頭、分娩前後の繁
殖雌牛延べ 23 頭実施。繁殖検診は 41 頭
延べ 71回実施、うち 32頭の受胎を確認。
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月１回関係機関が集まり検討会を開催、
検討会当日に牛の栄養度・体高測定と MPT
・繁殖検診の結果を総合的に検討、牛の
状態に応じた飼料設計や飼養管理の変更
を実施。2017 年 11 月現在、繁殖雌牛 43
頭飼育、うち 10 頭分娩、平均授精回数
1.95 回。今後は、肥育素子牛の育成に支
援を行うとともに、分娩監視装置・牛群
管理システム等 ICT の有効性検証やここ
で得られた MPT 等の知見を地元繁殖農家
にも還元したい。 
 
316. 伝染性疾病に対する管内牛飼養農
家の意識調査：岐阜県中濃家保 森本陽
美記、中井麻生 

管内牛飼養農家の伝染性疾病への意識
と知識を把握するため、アンケート調査
を実施。乳牛農家 24 戸、肉牛繁殖・一貫
農家 56 戸の計 80 戸にて実施。対象疾病
は、口蹄疫（FMD）、ヨーネ病（JD）、牛
ウイルス性下痢・粘膜病（BVD-MD）、地
方病性牛白血病（EBL）。アンケート内容
は、疾病概要、感染経路、予防対策の把
握状況。回答率は 66.25%（53/80 戸）。
乳肉別の回答率は、ともに 62.5%。FMD 概
要、有効な消毒薬把握率は 94.3%、75.5%。
JD 概要、感染経路把握率は 67.9%、62.3%。
BVD-MD 概要、感染経路把握率は 66%、
56.6%、持続感染牛把握率は 39.6%。EBL
対策方法把握率は 71.7%。回答率が約 6
割で、関心が高くないことが危惧された。
疾病情報を発信しているが、今回の把握
率から不十分と再確認。関心の低さは、
コミュニケーション、情報発信不足が原
因と推測。今後は、広報内容、立入時説
明方法の再検討、定期的勉強会により、
地域全体の防疫意識向上を図る。 
 
317. 和牛生産地を支える家畜保健衛生
所の取組み：愛知県東部家保新城設楽支
所 舛田崇、植松寿志 

1 はじめに：県内有数の和牛生産地を
下支えするため、1）牛群改良を目的とし
たバイテク技術活用事業（バイテク採卵）
の活用推進 2）優良和牛子牛増産を目的
とした流死産対策、特に①牛ウイルス性
下痢・粘膜病（BVD）②異常産アルボウイ
ルス対策を実施。2 取組み内容：1）牛群
改良を目的としたバイテク採卵の活用推
進：子牛登記、市場調査、和牛登録の機
会を利用して、バイテク採卵由来産子の
市場評価、保留状況を調査。市場出荷頭
数は増加傾向で価格面の優位性も示唆。
管内繁殖牛 812 頭中 54 頭（6.7%、11 月
末現在）がバイテク採卵由来産子。2）優
良和牛子牛増産を目的とした流死産対策
：①BVD 対策：和牛繁殖農家および借り
腹酪農家 49戸 1,884頭で遺伝子検査を実
施、持続感染牛 1 頭を摘発・淘汰。②異

常産アルボウイルス対策：アカバネ病ウ
イルス抗体検査の結果をもとに新ワクチ
ンへの切替えを推進。3 今後の展望：分
娩事故や育成期の疾病対策にも取組み、
牛群改良および優良和牛子牛増産を更に
推進。 
 
318. 熊野牛繁殖雌牛飼養管理マニュア
ルを用いた飼養管理指導：和歌山県紀北
家保 磯江美智子、黒田順史   
 和牛繁殖農家の生産性向上に向け、当
所では熊野牛繁殖雌牛飼養管理マニュア
ル（マニュアル）に沿った指導を実施。
しかし近年、農家間の繁殖成績や子牛出
荷価格に格差が目立つため、マニュアル
実施状況とその関連性を調査。①5 頭以
上母牛を有する繁殖農家 8 戸(A~H)のマ
ニュアル実施状況を調査、実施率を算出。
②実施率との関連性調査は 1)平均空胎日
数 2)熊野牛子牛市場成績 3)母牛のボデ
ィコンディションスコア(BCS)。結果①マ
ニュアル実施率が高い農家と低い農家に
大別。②高実施率農家は空胎日数が短い。
低実施率農家は市場成績が低く、BCS が
適正範囲を逸脱。特に H 農家の母牛削痩、
市場成績低迷の原因を調査。母牛用飼料
の購入資金の問題が顕在化したため、他
の畜産関係機関と共同し、総合的な解決
策を提案。以上により当所はコストや充
足率を考慮した増飼の指導を実施。今後、
管内実施率向上の指導が重要。さらに H
農家の経営安定化に向け随時、指導を継
続する予定。 
 
319. 後継者の有無による農家別指導方
法の検討：和歌山県紀南家保 宮本泰成、
柏木敏孝 
 管内では畜主の高齢化が進み、60 歳以
上の割合が約 63％と半数以上。後継者が
いない場合は廃業も見据える必要あり。
後継者がいる場合は技術伝達に加え、既
存の問題解決が必要。牛飼養農家から後
継者のいない高齢農家（A 農家）、後継
者のいる農家（B 農家）、H27 年後継済農
家（C 農家）の 3 戸を選定、ここ 5 年間
の飼養管理状況を調査、指導方法を検討。
年齢や管理不足等により、A、B 農家では
管理状況が悪化。C農家は順調だったが、
H29 年は繁殖、子牛診療数増加。A 農家に
は規模縮小等廃業を視野に入れた指導、B
農家には技術的な指導と経営意欲を上げ
る指導、C 農家には飼養管理の再徹底や
モチベーションを上げる指導の実施が必
要。検討した指導方法は現在実施中で、
理解を得るには時間がかかる。高齢化や
後継者に関する問題は他の農場、地域で
も起こりうるので、指導を継続し得られ
た成果や経験を他へ応用していく。 
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320. 第 11 回全国和牛能力共進会第 2 区
出品に向けた取り組み：和歌山県紀北家
保 山中克己、黒田順史     
 全国和牛能力共進会（全共）第 2 区へ
本県から初出品し、その取り組みや結果
を分析。平成 25 年度、全国和牛能力共進
会和歌山県出品推進協議会設立。平成 26
年度、知識と技術向上の取り組み開始。
平成 27 年度、候補牛造成。平成 28 年度、
バランス良く発育させる飼養管理のため、
各農家の巡回指導を多数実施。平成 29 年
度、出品牛決定、本格的な調教、健康管
理指導、検査・予防注射及び事前健康検
査実施。全共第２区の順位は 33 頭中 25
位。出品直前と審査会場の測定値等を比
較すると、体高、十字部高、胸深、栄養
度において測定技術改善の必要あり。第
2 区の結果を分析すると、胸深率が高い
牛が優位となる傾向が認められた。取り
組みの結果、地域が活性化され、飼養管
理、調教及び審査技術を学べたことが大
きな成果。今後は、本県の和牛改良のた
め、これらの経験と技術を継承する必要
があり、指導的立場となる人材育成が重
要。 
 
321. 管内キャトルセンターの現状と家
畜保健衛生所の取り組み：島根県松江家
保 山下由紀子、品川雄太 
 県内初のキャトルセンター（CC）が運
用開始から 2 年 8 か月経過。運用は JA が
主体で関係機関が連携して対応。受入牛
選抜巡回で受入可能と判定した離乳子牛
を約 4 か月齢で CC へ受入し、約 9 か月齢
まで飼養し、子牛市場へ出荷。呼吸器症
状対策でマクロライド系抗菌剤（ミコチ
ル）の予防的投与及びリスポバル接種を
実施。コクシジウム対策でサルファ剤投
与プログラムの検討と、石灰乳塗布によ
る消毒を実施。牛舎環境改善のためのロ
ールカーテン等を設置。平成 29 年 12 月
末時点で受入実戸数 51 戸、受入頭数 192
頭、出荷頭数 160頭（うち自家保留 7頭）。
CC 飼養期間平均 DG は、去勢で平成 27 年
度は 0.86、平成 29 年度は 0.96、雌でそ
れぞれ 0.76、0.89。運用開始から様々な
課題に対応してきた結果、飼養環境が改
善。年間の飼養体系が確立され、子牛育
成技術が向上。預入要望が増え CC の利用
価値が評価される一方で、受入頭数の調
整が必要。CC は地域の畜産生産基盤維持
に有用。  
 
322. 黒毛和種牛の副腎にみられた神経
芽細胞腫：島根県家畜病鑑室 東智子、
原陽子 
 80 か月齢の黒毛和種牛の右側副腎部腫
瘤について病理組織学的検索を実施。腫
瘤は直径約 25 ㎝のボール状で、被膜を有

し、割面では多房性の脆弱な組織と結合
組織が混在。病理組織学的に腫瘤は小型
円形の腫瘍細胞の増殖から構成され、副
腎の既存構造は概ね消失。腫瘍細胞は結
合組織性中隔により分けられ、シート状、
蜂巣状および索状に増殖。核分裂像はほ
ぼ認めず。細胞間に好酸性微細線維状の
間質がみられ、一部では腫瘍細胞が偽ロ
ゼットを形成。腫瘍細胞はグリメリウス
染色陰性。免疫組織化学的染色では一部
の 腫 瘍 細 胞 の 細 胞 質 内 に
NeuroFilament(High) 陽 性 所 見 あ り 、
NeuroFilament(L)、NeuroFilament(M)、
Vimentin 、 Synaptophysin 、 MelanA 、
ChromograninA は陰性。透過型電子顕微
鏡による解析では、腫瘍細胞の細胞質内
に明瞭な内分泌顆粒を認めず。黒毛和種
牛の副腎における神経線維腫様領域を伴
う神経芽細胞腫と診断。牛の副腎では稀
な腫瘍と考察。 
 
323. 肉用牛繁殖経営新規就農者の状況
と就農支援の取組：山口県西部家保 小
南直司、稲吉洋裕 
 平成 24 年から 29 年までの管内肉用牛
経営への新規就農者及び希望者は計 11
名。このうち 3 名が離農し、全て非農家
出身・市外出身、農業外職種からの転職。
理由は、経済的不安、孤立した労働環境。
今回離農者と同様な経歴の女性新規就農
者Ｏ氏（平成 29年 1月営農開始）に対し、
この経験を踏まえた就農支援を実施。経
営面では、廃業農家の空き牛舎を活用し
初期投資軽減、妊娠牛導入により早期収
入確保、経営検討会開催や農業簿記指導
により経営意識向上。技術面では、現地
技術指導実施により技術力・自主性向上。
交流面では、生産者組織加入誘導・各種
勉強会参加誘導の他、繁殖検診へ同行さ
せ、技術力向上と地区コミュニティへの
早期融和を誘導。結果、現在繁殖雌牛 4
頭飼養中。平成 29 年 12 月子牛市場初出
荷。今後の増頭に備え、新たな空き牛舎
活用を検討中。非農家出身・市外出身・
農業外職種からの新規就農者は、状況に
応じた堅実な経営計画の立案、関係機関
や地域コミュニティと連携した支援が重
要。 
 
324. 肉用牛繁殖農家の後継者となった
新規就農者への支援：山口県北部家保 
刀禰瑞世、西村隆光 

A 農家の出品牛が第 11 回全国和牛能力
共進会（以下、全共）の県最終予選会で
代表牛として選出。その 2 日後、飼主が
事故により急逝。協議の結果、飼主の長
女（以下、後継者）が繁殖経営を継承。
併せて、全共及び山口県畜産共進会（以
下、県共）へ出品する意向を確認。経営
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継承にむけ、繁殖や給与飼料、集落営農
法人との連携等を把握し、後継者と関係
機関で役割や作業を分担。全共・県共出
品にむけ、出品経験者の助言や県の全共
対策協議会の指導を受け、関係機関で一
体的に支援。現在、後継者は飼養管理を
行いながら、肉用牛の専門的な知識や技
術を習得するため各種研修会に参加。ま
た、全共出品牛は無事に出品と審査を終
え 1 等 1 席を受賞。県共出品牛はグラン
ドチャンピオンを獲得。今後、後継者は
引き続き関係機関の支援を受けながら、
経営計画の作成やさらにより専門的な知
識と技術の習得に取り組む。 
 
325. 低コストアブ捕獲トラップの作成
及び捕獲効果：愛媛県南予家保宇和島支
所 廣瀬宗範、檜垣邦昭 

全国的に牛白血病は年々増加し、平成
28 年には 3,125 頭（最高値）と拡大、本
県でも 13 頭と過去最大になっている。感
染の一要因として、吸血昆虫（アブやサ
シバエ）による牛舎内水平感染が挙げら
れ、これら吸血昆虫は家畜のストレスを
増加させる等、生産性の低下にもつなが
る。そこで、Ａ地区営農指導連絡推進会
議畜産部会（Ａ部会）では、平成 28 年度
から吸血昆虫対策を重点活動として位置
づけ、他地域で高評価の捕獲トラップを
もとに、素材、強度並びに捕獲位置の検
討を重ねた。結果、低コストで効果の高
い試作品（既製品価格の 21％）が完成し、
捕獲効果等を確認、吸血昆虫対策の知見
を得た。この取り組みに畜産農家からの
期待が高まっており、次年度以降はＡ部
会を中心に関係機関協力のもと設置農家
数・設置数を増加し牛白血病の発生要因
低減に努めていく。 
 
326. 肉用子牛の右大腿骨若木屈曲骨折
の一例：愛媛県中予家保 武智理恵、中
山晃子 

平成 29 年 9 月下旬、6 か月齢の黒毛和
種で歩行異常と腰部の左右不対称が認め
られ、右後肢の股関節脱臼が疑われた。
11 月下旬、超音波検査で同子牛（8 か月
齢）の左右股関節を確認したところ、脱
臼は認められなかったが、発育不良のた
め病性鑑定を実施。解剖の結果、股関節
と膝関節は正常であったが、右大腿骨の
長さが左大腿骨に比べ約 10 ㎝短いこと
が判明し、右大腿骨骨幹部の完全骨折と
推測。骨折端は袋状の結合組織に包まれ
ており、内部に骨折片や滲出液の貯留を
確認。詳細な骨折状態を確認するため、
骨標本を作製。大腿骨の直径 2／3 程度が
折れ、一部が引き裂かれて屈曲した状態
であり、若木屈曲骨折であることが判明。
本症例は、何らかの強い力が一度に大腿

骨にかかり、完全に折れずに屈曲した状
態で骨化が起こったと推測。 
 
327. 肉用牛の繁殖成績向上に向けた連
携強化：長崎県県南家保 柴田舜介、早
稲田万大 

管内肉用繁殖牛の平均分娩間隔を県の
目標数値である 390 日達成のため農家７
戸を選定し、分娩後受胎までの日数 105
日以上の頭数割合の低減を目標に関係機
関で毎月巡回指導を実施。巡回指導内容
を各農家の担当獣医師及び家畜人工授精
師へ情報提供し共有することで、農家か
らの依頼時に迅速な対応ができる体制を
構築。取組み前後の分娩後受胎までの日
数 105 日以上の頭数割合（平成 29 年４月
→平成 30 年３月）は、A 農場（27%→12%）、
B 農場（58%→27%）、C 農場（58%→32%）、
D 農場（32%→19%）、E 農場（15%→10%）、
F 農場（44%→9%）、G 農場（30%→14%）
と全戸で減少。巡回指導時、要治療と診
断された 44 頭全てが２日以内に処置。管
内肉用牛飼養農家を対象に肉用牛大学や
繁殖牛部会研修会等において取組み成果
を紹介。今後は臨床獣医師及び家畜人工
授精師に対し取組みへの理解と協力を得
るとともに、農家との３者での連携体制
を確立推進し、管内全農家に波及。 
 
328. 第 11 回全国和牛能力共進会肉牛の
部への取組：大分県宇佐家保 長谷部恵
理 
 当家保の管轄地域は、県内肥育牛約 4
割が飼養される肥育地帯であることから、
第 11 回全国和牛能力共進会において肉
牛の部を重点的に出品対策に取り組んだ。
県は平成 26 年 5 月に第 11 回全国和牛能
力共進会大分県推進協議会を設立、各区
の交配種雄牛（第 7区｢平福安｣、第 8区｢光
星｣、第 9 区｢平福安｣・｢光星｣）及び交配
対象繁殖雌牛を決定。家保は、振興局、
市町、農協等からなる県推進協議会地区
指導班を組織し、候補牛の生産、選抜、
飼養管理指導等を組織的に推進。特に肥
育期間において、定期巡回による体測や
肉質超音波画像診断に加え、一般生化学
検査や血中ビタミン A 値の測定結果に基
づくきめ細かな管理指導を実施。その結
果、管内から第 7 区（総合評価群）で 1
戸 1 頭、第 8 区（若雄後代検定牛群）で
1 戸 2 頭が県代表牛に選抜され、宮城県
での最終比較審査では、3 頭ともに枝肉
格付け成績は A5（BMSNo.10）で全頭優等
賞を獲得。また、県全体では、総合成績
で 3 位、全区で優等賞を獲得するなど前
回以上の優秀な成績を収めた。 
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329. 牛の腫瘍性疾患の病理組織学的検
索：沖縄県家畜衛生試験場 豊島靖、宮
古家保 友知久幸 

牛の中皮腫が疑われた腫瘍性疾患事例
を病理組織学的に検討。2017 年 9 月 5 日
より、黒毛和種、雌、13 歳齢が腹囲膨満、
兎糞様便排泄から第一胃運動停滞、元気、
食欲の低下の症状を示した。牛白血病ウ
イルス抗体陽性、血球計算特記事項なし。
解剖時所見は腹、胸、横隔膜に小結節状
の腫瘤、肺の一部は胸壁と癒着。腹膜に
出血、腹腔に黄色混濁腹水貯留。組織学
的に胸膜、腹膜に上皮様細胞の嚢胞また
は管状構造（以下病変部）。管腔に細胞
退廃物、単核細胞、好中球少数。アルシ
アン青 pH2.5 染色、PAS 反応陽性でシア
ロムチン産生を確認。Cytokeratin およ
び Vimentin の免疫染色（免染）でともに
陽性で中皮細胞であったが、組織構造、
細胞形態から腫瘍性増殖は否定。肝の病
変部は増殖した結合組織中に繊毛を有す
る細胞、増殖細胞を確認。肺で細気管支
の不整な過形成、肺胸膜の一部に病変。
肝、肺病変部の細胞は免染で中皮細胞否
定。肝病変部は細気管支由来の腫瘍と推
定。腫瘍性疾患の診断には、原発巣の精
査、特殊染色、免疫染色等の総合的な検
討が必要。 
 
330. 北部地域における肉用牛増頭・改良
への取り組み：沖縄県北部家保 青木雄
也、金城孝 
 肉用牛飼養頭数の減少や飼料費を含む
生産コスト増大等の課題に対し管内の取
り組みを報告する。基盤整備として平成
20～24 年に担い手育成総合整備事業を実
施し草地 24ha、畜舎等 36 棟を整備。平
成 26 年からは沖縄県肉用牛増頭対策推
進協議会を設立し飼養管理・衛生管理技
術について講習会を実施。市町村では一
括交付金や市町村独自の事業において優
秀な母牛の保留・導入を実施。飼料増産
については県奨励品種であるトランスバ
ーラの作付け指導や草地管理技術講習会
を実施。育種改良面では畜産共進会など
で農家に母牛として保留する時のポイン
トについて指導を実施。また、管内から
県種雄牛「福福波号」の供用され、県共
進会の枝肉部門で優秀な成績を収めた。
衛生面では牛白血病対策農家が増え、定
期的な全頭検査や導入牛等の検査を実施
し清浄化に向けて取り組んでいる。これ
らの活動の結果、平成 28 年度には前年比
1218 頭の増となり、セリ市場上場頭数も
増加に転じた。母牛の分娩間隔や母牛審
査得点についても全国平均まで改善した。 
 

331. 八重山地域における県種雄牛活用
推進の取り組み：沖縄県八重山家保 後
藤紀子、服部洋祐、仲松耕平 
 県内家畜市場の子牛上場頭数のうち、
県種雄牛の占める割合は 28％であるのに
対して、八重山家畜市場においては 42％
を占めている。このように特に八重山地
域で県種雄牛が活用されている背景につ
いて、地域の特色ある牛作りを目指す各
関係機関の取り組みを報告。石垣島和牛
改良組合では独自に県種雄牛雌子牛保留
事業を実施し、積極的に県種雄牛の PR を
行っている。JA 石垣牛肥育部会は現場検
定に参加し県の新規種雄牛を活用してお
り、普及につながっている。家保でも県
種雄牛普及のため講習会等を開催。また、
生産者の意識調査のためアンケートを実
施。県種雄牛を使う理由で多いのは「精
液が安い」「県の種だから」であった。
種雄牛情報源は「人工授精師」が多く、
人工授精師向けの情報提供が普及に重要。
また増体系の「気高系」の県種雄牛を望
む声が多かった。課題として、八重山地
域の子牛の平均価格・平均体重は低いた
め、飼養管理技術の向上が必要。今後は
スーパー種雄牛の造成とその大々的 PR、
県種雄牛を地域全体で活用するための関
係機関とのさらなる連携が必要だと考え
られる。 
 
332. 沖縄から宮城まで全共 2100km の家
畜輸送：沖縄県中央家保 砂川隆治、高
吉克典 
 第 11 回全国和牛能力共進会へ管内か
らは久米島町から 5 頭の出品。輸送に随
行し、出品牛状態や輸送環境等を調査。
輸送は、沖縄県から鹿児島県までは、海
上輸送でコンテナにて、鹿児島県から宮
城県までは、陸上輸送で運搬トラックに
て輸送。輸送距離は、海上が 380km、陸
上が 1720km で輸送距離は 2100km。調査
は、沖縄県から宮城県到着までの期間で、
出品牛 5 頭の体温と環境中の温度、湿度
を温湿度計を用いて実施。牛の温湿度指
数（THI）を算出し、宮崎県畜産試験場が
開発した「ヒートストレスメーター」に
よる危険度区分を参考に、暑熱ストレス
を評価。結果は、海上輸送中の平均体温
は 38.3～38.4℃、温度は 27.1～35.7℃、
湿度は 52～86％。陸上輸送中の平均体温
は 37.7～38.6℃、温度は 16.6～37.8℃、
湿度は 38～99％。暑熱ストレス評価は、
海上輸送中は全ての時間で、「警告～危
険」と評価、陸上輸送中は、46.2 時間中
9.1 時間において「警告～危険」と評価。
輸送時間の 47％が、大きなストレス環境
下と判明。検討会にて輸送時の家畜及び
輸送環境の状況について、関係者で情報
を共有。 
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Ⅱ 豚の衛生 
                                     
Ⅱ－１ ウイルス性疾病 
 
333. 北海道における豚デルタコロナウ
イルス初分離事例とその疫学：北海道渡
島家保 早川潤、池畑努 

2016 年 9 月に母豚 1,340 頭の養豚場で
哺乳豚が集団下痢。2 日間で 221 頭が発
症し、40 頭が死亡。当該農場では 2014
年 5 月に豚流行性下痢（PED）が発生し、
2 カ月で沈静化。小腸から豚デルタコロ
ナウイルス（PDCV）を分離し、病変部に
PDCV 抗原を確認。他の下痢関連ウイルス
の関与を否定。分離株の全長塩基配列は
2014 年に東北地方で検出された株と近縁。
母豚抗体陽性率・肥育豚抗体陽性率・陽
転ステージは 2014 年 8 月で 80%・74%・1
カ月齢、2015 年 11 月で 0%・60%・2 カ月
齢、2016 年 5 月で 0%・66%・1.5 カ月齢、
同年 12 月で 100%・87%・1 カ月齢、2017
年 5 月で 87%・54%・1.5 カ月齢。PDCV は
2014 年に PED ウイルスと同時期に当該農
場へ侵入し、肥育豚で常在化。管内他養
豚場で 2014～2017 年に採材された肥育
豚血清 9 戸 175 検体の抗体検査、発症豚
小腸 5戸 38検体の遺伝子検査は全検体陰
性。PED 発生当時、他の発生農場と異な
り当該農場は東北地方の工場由来飼料を
哺乳豚に給与。飼料による PDCV 侵入の可
能性が示唆。 
 
334. 県内養豚場に発生した豚痘の１例
：秋田県中央家保 千葉脩史、李英輝 
 平成 29 年 1 月、県内の養豚場で哺乳豚
の耳や内股部に水疱状の発疹を呈す事例
が発生。獣医師の治療に反応せず、原因
究明のため発症豚 2 頭について病性鑑定
を実施。剖検所見では皮膚の発疹以外著
変なし。ウイルス学的検査で、既報の PCR
により 1 頭の皮膚から豚痘ウイルス(以
下 SPV)に特異的な(880bp)遺伝子増幅産
物を確認。また、ウイルス分離検査で Vero
および CPK 細胞で細胞変性を確認。当該
産物遺伝子解析の結果、塩基配列が既存
SPV 株と 99％相同。病理組織学的検査で
は皮膚で有棘細胞の膨化、有棘細胞層の
肥厚、核の空胞化、好酸性細胞質内封入
体を確認。また、透過型電子顕微鏡で病
変部にポックスウイルス粒子を確認。以
上より本症例を豚痘と診断。また、当該
豚及び過去の母豚血清を用いた中和検査
では全頭陰性。新たに農場内に SPV が侵
入したものと推察。発症豚の患部消毒を
行った結果治癒。その後、二次感染や新
たな発生はみられていない。 
 

335. 平成 29 年シーズンの管内の豚流行
性下痢発生事例：茨城県県西家保 高橋
淳史植木美登里 
 管内養豚密集地域で豚流行性下痢（以
下 PED）が 2 農場で発生し PED 特別防疫
対策地域に指定。この地域は昨シーズン
も特別防疫対策地域に指定。発生農場へ
の衛生指導に加え、地域内農場への衛生
指導を強化。その結果、管内での発生は
昨シーズン 15 農場のところ今シーズン
は 2 農場のみ。発生農場はそれぞれヨー
ド系と塩素系の消毒薬を使用し pH を酸
性にする方法（農場 A）、石灰乳塗布と
逆性石鹸を使用し pH をアルカリ性にす
る方法（農場 B）で消毒を実施。農場 A
は早期の非発生農場復帰目前で再発症確
認。畜主及び管理獣医師と対策の検討を
重ね、分娩舎の AI・AO、充分な空舎期間
設定、消毒方法の変更等により症状沈静。
今回発生農場へは症状沈静化まで毎日の
聴き取り等、きめ細やかな指導を実施し
畜主のモチベーションを維持。今後も引
き続き発生農場及び周辺農場への指導、
防疫措置を徹底し新たな発生防止に努め
ていく。 
 
336. オーエスキー病清浄化への取組：茨
城県県南家保 藤原謙一郎 
 オーエスキー病（AD）清浄化対策につ
いて、平成 20 年を第 1 期として、第 9 期
までに 29 戸が清浄化達成。第 9 期は 6 戸
の陽性農家が確認され、そのうち 1 戸は
第 8 期に AD が発生した農家（A 農場）、
2 戸は第 9 期に陽転（B 農場、C 農場）。
A 農場はワクチンの全頭接種、肥育豚に
ついては 2 回接種を実施しウイルスの沈
静化を図る。B 農場は繁殖豚の全頭検査
を実施し陽性豚のとう汰を行い来年度中
の清浄化を目指す。C 農場は繁殖豚の全
頭検査が終了し、陽性豚のとう汰を実施
しており今年度中の清浄化が見込まれる。
残りの 3 農場のうち 1 農場についても、
繁殖豚の全頭検査が終了し、陽性豚のと
う汰を実施しており今年度中の清浄化が
見込まれる。残りの 2 農場は検査を継続
し今年度及び来年度中の清浄化を目指す。
第 8～9 期で AD 発生事例や陽転事例があ
ったことから、地域ぐるみでのワクチン
接種の徹底が重要であることを再認識。
今後はワクチン接種の徹底と陽性豚とう
汰により清浄化を図る。 
 
337. 鹿行地域におけるオーエスキー病
（AD）清浄化対策：茨城県鹿行家保 田
邊ひとみ、清水ひろみ 

管内では 4 市 122 農場で約 21 万頭の豚
が飼養され、特に A 市では 17 万頭と県内
で最も飼養頭数が多い。AD 陽性農場は A
市に限局し、平成 30 年 1 月末現在で 13
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戸。これまでの清浄化対策として、大規
模農場、密集地域、ワクチン接種、抗体
検査、情報提供の 5 点について強化。大
規模農場ではピッグフローの改善等、密
集地域では繁殖豚の AD ワクチン接種時
期を統一して年 3 回、肥育豚のワクチン
接種回数を 2 回に増やした結果、陽性農
場のワクチン接種率は向上し、肥育豚の
陰性維持。陽性農場の抗体検査は頻回実
施することで AD の感染状況及びワクチ
ン接種適期を確認し、改善指導。陽性農
場の繁殖豚の全頭検査は全戸で取り組ん
でおり、うち 7 戸で終了。管内養豚場、
特に A 市には、定期的に AD の状況をリー
フレットで周知して、ワクチン接種の徹
底等を指導。AD 陽性農場は着実に減少し
ており、地域一丸となって平成 30 年度末
までの清浄化を目指す。 
 
338. 管内における PRRS 対策指導の状況
：群馬県中部家保 伊平晴香 
 今年度から県単事業による豚繁殖・呼
吸障害症候群（PRRS）清浄化対策を開始。
本事業の活用で抗体検査に PRRS ウイル
ス（PRRSV）遺伝子検査を併用。管内養豚
場密集地域では毎年衛生検査を実施。従
来は個別対応で検査結果に基づく指導を
実施していたが、今年度は養豚農家を集
め PRRS 対策を目的とした検討会を開催。
衛生検査は発育ステージ毎に採血し、
PRRS 及びその他慢性疾病の抗体検査
（ELISA 法、凝集反応）と PRRSV 遺伝子
検査（RT-PCR、系統樹解析）を実施。検
討会では農家毎の検査結果を公表、PRRSV
コントロールの重要性を中心に説明し、
PRRS ワクチン接種方法等も指導。検討会
後に行ったアンケートの結果では、地域
一体で対策したいとの回答が多数。検討
会を通して PRRS 対策に対する参加者全
員の意識の向上及び共有が実現。管内で
は地域ぐるみによる PRRS 対策指導の事
例はなく、今回が初の取り組み。今後、
他地域での検査及び指導の拡大と具体的
な地域ぐるみの対策方法の検討が必要。  
 
339. 大規模養豚場で長期継続した豚流
行性下痢発生と清浄化対策：埼玉県熊谷
家保齊藤史門、御村宗人 
 埼玉県内の繁殖豚約 1000頭以上の A及
び B の大規模養豚場 2 戸で PED が発生。
他の中規模養豚場と比較し非発生農場へ
の復帰が長期に及んだ。2 戸は共に一貫
経営。A は繁殖及び肥育農場を所有。平
成 27 年 1 月に繁殖農場、同年 2 月に肥育
農場へ伝播。B は平成 28 年 1 月に分娩舎
で発生、子豚舎及び肥育舎へ伝播。両農
家への対策として、管理獣医師による繁
殖豚馴致及び人工流産のほか、移動自粛、
作業動線見直し、車両の消毒徹底を指導。

出荷立ち合いを実施。症状が沈静化する
毎に、糞便及び環境材料を用いた PCR 検
査を実施したが、両農家ともに子豚舎で
再発を繰り返した。A で 249 日、B で 203
日発症が継続。A の肥育豚舎でも 451 日
間再発を繰り返した。対策の結果、A の
繁殖農場は発症後 340 日、肥育農場は 549
日、B は 260 日目で非発生農場へ復帰。
再発生はない。農家や管理獣医師と一体
となり、防疫対策を継続したことにより
清浄化を達成。今後も適切な防疫対策に
努める。 
 
340. 川越地域の豚オーエスキー病清浄
化への歩み：埼玉県川越家保 杉山公一、
木下明子 
 豚オーエスキー病(AD)は昭和 60 年に
管内で初発生し、抗体陽性地域は平成 3
年までに管内 12 市町に拡大。平成 3 年に
国は AD 防疫対策要領(要領)を制定、以後
ワクチンを利用した防疫対策により管内
発生は散発的。また平成 16～18 年の調査
では農家陽性率は 13～16％を推移、しか
し検査未実施農家が多数存在、浸潤状況
は把握できず。家保は平成 20 年の要領改
正に先駆け平成 19 年から農家訪問によ
り農場採血を推進、結果、管内全戸の抗
体検査を実施し、農家陽性率 21％と把握。
平成 20 年以降、要領に基づく対策を実施、
平成 20～24 年の農家陽性率は 16～9％ま
で減少、平成 25 年に陽性農家 1 町 1 戸ま
で清浄化進展。最後の陽性農家は高度汚
染農場であったが、平成 25 年から濃密指
導を開始。ワクチン全頭接種推進、毎月
の立入りや定期的な抗体検査を実施。そ
の結果、陽性率は減少し、平成 28 年に農
場清浄化を達成。平成 30 年に要領上管内
全地域が清浄地域へ移行見込み。今後も
清浄化維持に尽力。 
 
341. 豚繁殖･呼吸障害症候群(PRRS)のコ
ントロールと清浄化に向けた有効なモニ
タリングの実践とその効果：新潟県下越
家保 村山修吾、金子文恵 
 PRRS は養豚の生産性における克服すべ
き疾病であり、その実現に向けて最も重
要な要素はモニタリング。従来から年数
回のステージ別採血が一般的に行われて
いるが、抽出範囲が狭く農場全体の動き
を詳細に把握することは不可能。農場毎
に具体的かつ有効な対策を構築するには、
農場の何処で、どのタイミングで感染し
ているかを把握することが必要であり、
広範囲かつ頻回のモニタリングが必須。
これを可能とするのが口腔液によるモニ
タリングであり、3～4 週間隔で実施し農
場における感染経路を把握、より明確で
実施可能な対策案を提示することで生産
者が目的と目標を理解。平成 29 年度から
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養豚農場 PRRS 撲滅対策事業に合わせ、管
内 17 陽性農場で PRRS 対策を開始し、感
染要因の排除と改善に取り組み、対策開
始後も広範囲かつ頻回のモニタリングで
状況確認を継続。PRRS に有効とされるオ
ールインオールアウトが不可能農場でも、
PRRS のコントロールに向けて大きく前進、
1 農場は清浄化。 
 
342. PCV2d による離乳豚の豚サーコウイ
ルス関連疾病：新潟県中央家保 羽入さ
ち子 
 豚サーコウイルス関連疾病（PCVAD）は
豚サーコウイルス 2 型（PCV2）に起因す
る疾病。PCV2 は PCV2a～e の 5 つの遺伝
子型に分類されており、国内では PCVAD
の豚から PCV2d が検出されたという報告
はない。平成 28 年 6 月及び平成 29 年 4
月に同一農場の離乳舎において、40～60
日齢の豚が削痩し死亡する事例が続発し
たため、病性鑑定を実施。病理学的検査
では黄疸や体表リンパ節の腫大、肝細胞
の壊死、リンパ節におけるリンパ球の減
少など従来の PCVAD と同様の所見を認め、
遺伝子検査により PCV2d を検出したこと
から、PCV2d による PCVAD と判断。なお、
当該農場では離乳時に PCV2 ワクチンを
接種していたが、当該豚へは PCV2 ワクチ
ンを接種していなかったことなどが判明。
ワクチンの適切な接種を指導したところ、
発生は終息。PCV2d に対して従来のワク
チンは有効との報告があるが、PCV2b と
重感染した場合ワクチン接種していても
発症するとの報告もあることから、農場
への侵入防止対策は重要。 
 
343. 県内養豚場における PCV2 の遺伝子
解析と国内初となる PCV2e の検出：愛知
県中央家保 奥村貴樹、久保卓司 

豚サーコウイルス 2 型（PCV2）は、豚
サーコウイルス関連疾病（PCVAD）の原因
ウイルスであり、PCV2a から PCV2e の 5
つの遺伝子型が存在。県内における PCV2
の遺伝子型は不明なため、流行株の遺伝
子型を調査。平成 24 年から平成 29 年の
病性鑑定材料のうち、PCV2 の特異遺伝子
を検出した 42 農場の 46 検体について、
分子系統樹解析により遺伝子型を特定。
PCV2a を 6 検体（3 農場）、PCV2b を 12
検体（12 農場）、PCV2d を 27 検体（27
農場）、PCV2e を 1 検体（1 農場）検出。
県内では PCV2d が優勢であり、PCV2d は
少なくとも平成 24年 5月には県内に侵入。
PCV2e は、平成 29 年 4 月採材の糞便から
検出され、国内初の検出。他の遺伝子型
と比較して、4 つもしくは 5 つのアミノ
酸の挿入を確認。今後、さらに詳細な解
析を実施予定。PCVAD の発生予防には、

ワクチンの適切な接種が重要であるため、
今後も指導を継続。 
 
344. ロープ採材法による口腔液を用い
た豚繁殖・呼吸障害症候群ウィルス対策
：三重県北勢家保 森内誠子、徳永到 
 従来、家畜保健衛生所の豚繁殖・呼吸
障害症候群(PRRS)検査では、採血による
ELISA 法及び PCR 法が用いられてきた。
今回、これに代わりストレス低減や、検
査費用が安い等の利点があるロープ採材
法による当該検査を実施し、2 農場で衛
生指導を行った。指導前のＡ農場はと畜
場での肺の廃棄も多く、農場成績が伸び
悩んでいた。検査の結果、離乳舎での PRRS
ウィルス浸潤が判明。離乳舎での長靴交
換や作業者の限定、導入豚・自家繁殖候
補豚へのワクチン接種を指導し、離乳舎
の清浄化に成功。農場成績も向上した。
指導前のＢ農場は 100 日齢前後で呼吸器
症状を示す事故が散発。検査結果と農場
主への聞き取りより、PRRS 感染の時期と
ワクチン接種方法の問題点を把握。仔豚
へのワクチン接種時期と衛生管理の指導
を行い、農場内の呼吸器症状は軽減。ロ
ープ採材法は簡易かつ安価であり、実施
する家保の労力も少ない。結果も農家に
理解しやすく、農場改善につながった。 
 
345. 大脳に主座する血管病変を特徴と
した豚サーコウイルス疾病の一例：宮崎
県都城家保 丸田哲也、重永あゆみ 
 母豚 265 頭規模の一貫経営農場で、平
成 28 年 12 月から子豚舎で起立不能を呈
する死亡頭数が増加し、平成 29 年 3 月 1
日に死亡豚 2 頭（60、70 日齢）を病性鑑
定。剖検時、鼠径及び腸間膜リンパ節が
軽度に腫大。病理組織検査では、大脳に
主座した血管壁変性、炎症細胞浸潤、好
酸性滴状物、神経網粗鬆化、リンパ組織
のリンパ球減少、好塩基性ブドウ房状細
胞質内封入体形成がみられ、免疫染色で
は脳の血管壁、炎症細胞、リンパ組織の
封入体に PCV2 抗原を確認。ウイルス検
査では、大脳、扁桃、鼠径リンパ節から
PCV2 遺伝子を検出。細菌検査では、空腸
及び結腸内容物から分離された大腸菌
が STb 遺伝子を保有。浮腫病との鑑別が
必要だったが、検査成績より脳の血管病
変は PCV2 関与と推察。以上より、大脳
に主座した血管病変を特徴とした PCVAD
と診断。既報と比較すると、病変が大脳
に主座する希少な症例と思われた。 
 
346. 鹿児島県で検出された豚サーコウ
イルス 2 型と 3 型の遺伝子解析と浸潤状
況調査：鹿児島県南薩家保 藤岡舞、平
島宜昌 
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県内の豚サーコウイルス 2 型（PCV2）
並びに 3 型（PCV3）の遺伝子解析と浸潤
状況を調査。PCV2 は、2002 年から 2016
年の病性鑑定材料 18 検体について ORF2
部位の遺伝子解析を実施。北米の報告と
同様、流行の遺伝子型は a 型から b 型に
遷移し、2014 年には d 型の侵入を認めた。
検出した d 型株と既知の株の中和エピト
ープ部位におけるアミノ酸配列の比較か
ら、現行ワクチンは有効と推察。また、
死産や皮膚炎を発症した豚及び同居豚の
血清等 190 検体のうち、2007 年の検体を
含む、県内 5 地域 6 検体から、PCR にて
PCV3 の遺伝子を検出したが疾病との関連
は不明。今後もワクチン接種を含む飼養
衛生管理の徹底による PCV2 対策ととも
に、遡り調査による PCV3 侵入時期の推定
と、病原性との関連について、病性鑑定
事例等における調査の積み重ねが必要。 
 
347. 離島着地検査によるオーエスキー
病侵入防止対策：沖縄県中央家保 井村
博丸、屋冨祖昇 
 オーエスキー病(AD)は昭和 56 年に国
内で初めて確認され、以降、全国的に蔓
延、平成 2 年に九州でも発生。沖縄県は
九州からの導入が多かったことから、AD
侵入を防止するため平成 2 年に豚の県外
導入を中止。その後、種豚改良への影響
が懸念され、平成 3 年より県主体で離島
での着地検査体制による清浄国からの導
入事業を開始。AD 以外の疾病についても
対応。平成 11 年度までに 9 件 148 頭を導
入。平成 12 年度に県外導入豚着地検査要
領を策定し、離島における着地検査は継
続しながら養豚農家主体で国内清浄地域
からの導入を再開。AD 侵入防止を主とし
た防疫対策に移行。また、着地検査期間
の短縮、検査施設の整備を行い導入頭数
の増加に対応。平成 3～29 年度までに 79
件 2,393 頭を実施し、AD 感染豚は確認さ
れなかった。現在、全国的に AD 清浄化が
進んでいることから、平成 30 年度より着
地検査場所を離島から農場の隔離施設へ
変更する予定。 
 
348. LAMP 法を用いた PED 迅速診断の検
討：沖縄県中央家保 長濱克徳    

豚流行性下痢（PED）は、水様性下痢等
を主徴とした豚の急性伝染病。PED の迅
速診断への応用を目的として LAMP 法を
検討。材料および方法は PED 発生 12 農場
の病性鑑定材料 27 検体の遺伝子抽出物
(糞便及び腸由来)を用いた。LAMP 法では
近縁ウイルスとの交差性は認められず、
感度は PCR より高かった。LAMP 法、PCR
法およびリアルタイム PCR（qPCR）の検
査成績を比較検討。LAMP 法と PCR 法の検
出結果は、27 検体中 24 検体（89%）で一

致。検査に要した時間は、LAMP 法は約 1.5
時間、PCR 法は約 3.5 時間。LAMP 法の増
幅時間と qPCR のコピー数の比較では、相
関係数が-0.80。LAMP 法において野外株
プライマーとワクチン株プライマーを使
用した野外株に対する検出結果では、ワ
クチン株プライマーを使用した場合では
検出されないか、検出時間の延長が見ら
れた。LAMP 法は、PED 迅速診断に有用と
考えられた。 
 
Ⅱ－２ 細菌性・真菌性疾病 
 
349. と畜場への豚出荷後における搬入
車両の洗浄・消毒実態調査：岩手県中央
家保木村裕子、藤澤牧人 

と畜場への出荷車両の出入りによる豚
流行性下痢等家畜伝染性疾病の交差汚染
が危惧されることから、生体搬入後の運
搬車両における洗浄・消毒の実態を 7 月
と 11 月の 2 回調査。と畜場付属の洗車場
において、作業内容と洗浄に要する時間
を確認、洗浄直後に荷台床面と側面、タ
イヤ、運転席マット、ハンドル、長靴の
計 6 カ所を拭取り検査。並びに帰社後の
消毒の有無等を聞取り。結果、洗浄時間
は車両の大きさにもよるが、最短 30 分か
ら最長 210 分と多様。大腸菌群を指標と
した拭取り検査では、タイヤ、荷台床面、
長靴及び運転席マットの 3 割で検出。コ
ロニー数をスコア化して追跡比較した 15
台のうち、10 台は低スコアを維持かつ 2
回目に改善。3 台は高スコアが継続かつ 3
か所以上で検出、特定車両の洗浄不足が
判明。帰社後の消毒は半数が実施。出荷
車両や搬入者の足回りの洗浄・消毒の徹
底が課題と判明。リーフレットで周知し、
農場間のまん延防止を指導中。 
 
350. 過去 9 年間に分離された豚由来病原
性大腸菌 O116 及び O139 の比較解析：宮
城県仙台家保 江頭宏之、髙橋幸治 
 平成 20～28 年度における本県の豚大
腸菌症･浮腫病は 31 症例あり、血清型は
O139 及び以前には未確認の O116 の分離
が各 9症例と最多。O139(17株)と O116(16
株)の病原因子保有状況と薬剤耐性状況
を比較調査。O139 は Stx2e、F18 線毛遺
伝子を全株保有していたが、STa は 1 株
のみ保有､その他陰性｡O116 は毒素遺伝子
(LT､STa､STb､Stx2e)及び F18 線毛遺伝子
を全株保有｡薬剤感受性試験(20 薬剤)で
は､O139は平均 3.4薬剤､O116は平均 12.3
薬剤に耐性｡O116 は全株フルオロキノロ
ン系薬剤に耐性。O116 の分子疫学的解析
の結果、Multilocus Sequence Typing で
は全株 ST88 に分類。PFGE では 7 症例は
近縁と推察。その他 2 症例は切断パター
ンが異なり、複数株の県内への侵入を示
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唆。本調査で、多数の毒素遺伝子を保有
し多剤耐性の O116 が本県の主要な血清
型と新たに判明。さらなる薬剤耐性獲得
防止のため、抗菌剤慎重使用の重要性を
普及啓蒙し、浸潤状況を注視していく。 
 
351. 浮腫病・豚大腸菌症履歴農場での大
腸菌病原因子及び薬剤耐性調査：神奈川
県県央家保 齋藤匡人、和泉屋公一 

平成 29 年に入り、管内で浮腫病の関与
を疑う病性鑑定事例が散発的に発生し、
全ての事例で 4 剤以上に耐性をもつ多剤
耐性の志賀毒素産生性大腸菌を分離。そ
こで、過去に大腸菌の関与が疑われた病
性鑑定履歴のある 6 農家を対象に、臨床
的に健康な繁殖母豚 5 頭から大腸菌を分
離し、病原因子保有状況及び薬剤耐性状
況を調査。分離した大腸菌計 35 株を農家
毎にプールして病原因子遺伝子検索を実
施。全ての菌株で定着因子 F4 及び F18 並
びに毒素因子 Stx2e は陰性。また、各菌
株の 13 薬剤(ABPC、AMPC、CTX、KM、SM、
GM、OTC、CL、ST、NA、ERFX、OBFX 及び
NFLX)に対する薬剤感受性を調査。2 剤以
上に耐性を示す多剤耐性株が 25 株
(71.4%)、耐性パターンは 5 剤耐性が 10
株(28.6%)と最多、平均耐性薬剤数は 2.9
剤、農家毎に 1.3 剤～4.6 剤と差を認め
た。SM、OTC、ST、ABPC、AMPC で耐性率
が高く、OBFX や CTX 耐性株も存在。本調
査結果を生かし、薬剤の慎重使用等の衛
生指導に取り組む。 
 
352. 県内養豚農場における大腸菌のコ
リスチン耐性状況調査：石川県南部家保 
長門正志 

平成 29 年 10 月、県内の一養豚農場で
離乳直後の 50 日齢豚群に下痢が発生。離
乳豚 2 頭の病性鑑定を実施。1 頭の小腸
よりコリスチン（以下、CL）耐性（MIC 
8-16 ㎎/L）を示す腸管毒素原性大腸菌
O-116、4 株を分離。同農場由来大腸菌
O-116（49 日齢離乳豚下痢便由来 1 株お
よび平成 26 年 10 月病性鑑定豚小腸由来
1 株）2 株も CL 感受性試験で耐性(16 ㎎
/L)。これら 6 株の CL 耐性遺伝子 PCR 検
査で mcr-1 の保有を確認。上記農場を除
く県内養豚農場の CL 耐性大腸菌の保有
状況調査のため、食肉出荷豚 16 農場 32
頭から分離した 45 株で大腸菌のスクリ
ーニング検査を実施。CL 感受性試験で 3
農場 3 頭 5 株が耐性（≧4 ㎎/L）、同 5
株は PCR で mcr-1 の保有を確認。今回、
県内養豚農場 17 農場中 4農場で mcr-1 を
保有する CL 耐性大腸菌を分離。これら 4
農場では CL 耐性の大腸菌以外への伝播
を懸念。国内における平成 30 年度からの
CL 使用変更に伴う今後の影響を注視。 
 

353. 中部地域養豚場の大腸菌薬剤耐性
状況調査：静岡県中部家保 福澤涼子、
小坂奈津子 

平成 29 年 4 月及び 6 月、管内 2 養豚場
で豚大腸菌症（離乳後下痢）が発生、コ
リスチン耐性大腸菌（血清型 O149、定着
因子 F4、毒素遺伝子 LT、耐性遺伝子 mcr-1
保有）を分離。これを受け、管内養豚場
の大腸菌薬剤耐性状況把握のため、当該
2 農場を含む 6 戸（一貫 5 戸、繁殖 1 戸）
で健康種豚（5 頭／戸）由来大腸菌計 30
株の 13 薬剤耐性状況調査（ディスク法）
及び抗菌性物質使用状況の聞き取りを実
施。結果、6 農場中 5 農場で飼料添加物
としてコリスチン給与はあったが耐性株
は分離されず。薬剤ごとの耐性率では
JVARM 調査結果と同様にテトラサイクリ
ン（46.7％）、ストレプトマイシン（43.3
％）、アンピシリン（36.7％）の順に高
く、農場の使用状況を反映。また、抗菌
性物質を予防目的に多数使用する農家で
多剤耐性株を有意に検出（p<0.05）。抗
菌性物質の代替となる疾病予防対策が必
要。今後も検査範囲を拡大しデータを集
積、大腸菌の薬剤耐性動向をモニターし
ていく。 
 
354. 豚胸膜肺炎ワクチンの比較試験：愛
知県西部家保 本舘航太朗、清水健太 
 Actinobacillus pleuropneumoniae(以
下 APP)血清型 2(以下 2 型)に苦慮してい
た農場で、水性（対照群と設定）及び油
性（市販 3 種を試験群 A、B、C と設定）
アジュバント加ワクチンによる比較試験
を実施。その結果、①APP2 型の菌体に対
する抗体は、全ての試験群で有意に上昇
(P<0.05)。外毒素 ApxⅢに対する抗体は、
試験群 B が 120 日齢で、試験群 C が 120、
150 日齢で陽性。②豚胸膜肺炎による肉
眼病変が肺全体の 5 割を超える重度病変
の保有率は、全ての試験群で減少。③平
均出荷日齢は全ての試験群で短縮し、試
験群 C は有意に短縮(P<0.05)。飼料費、
労働費の削減にワクチン費を加味し、生
産コストを比較したところ、試験群 C が
最も良い成績。以上から、当該農場では
試験群 C が最適なワクチンと推察。今後
も検査に加えて、生産コストも提示する
など、具体的かつ説得力のある衛生指導
を行いたい。 
 
355. 発育不良・下痢を呈する豚における
大腸病変の特徴と疾病の発生状況：愛知
県中央家保 小松徹也 

発育不良や下痢の豚における一般的な
微生物検査は菌分離・遺伝子検査共に小
腸で実施されることが多い。一方、病理
組織学的検査では大腸にのみ病変を形成
する症例も散見され、免疫組織学的検査
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（免染）により Salmonella spp.（Sal）
が陽性となる事例あり。そこで大腸病変
を伴う検体について、免染により Sal の
検出を試み、他の疾病との関連を調査。
過去 5 年間で下痢や発育不良が主訴で剖
検された豚の小腸及び大腸を鏡検。壊死
病変のある検体に Sal の免染実施。検体
を主訴により下痢・発育不良・下痢及び
発育不良の 3 つに分類し、疾病の発生状
況の有意差を比較。病変数・Sal 免染陽
性数は下痢や発育不良の大腸に有意に多
く発生。発育不良の大腸に原虫が有意に
多く浸潤。疾病の発生状況は下痢では豚
流行性下痢、豚ロタウイルス病、豚大腸
菌症、発育不良では豚繁殖・呼吸障害症
候群及びグレーサー病、下痢及び発育不
良では豚サーコウイルス関連疾病が有意
に多く発生。発育不良の病性鑑定時は大
腸粘膜からの菌分離が適切な診断に有効。 
 
356. 養 豚 団 地 及 び 近 隣 農 場 由 来
Salmonella Typhimurium 単相変異株の解
析：愛知県中央家保 渡戸英里、稲葉七
巳 

平成 28 年 5 月から平成 29 年 9 月に養
豚団地内 5 農場及び近隣 2 農場で県内初
となる Salmonella Typhimurium 単相変異
株（非定型 ST）による豚サルモネラ症が
発生。パルスフィールドゲル電気泳動
（PFGE）及び SNP 型別により、各農場由
来 28 株の疫学関連を調査すると共に、薬
剤感受性試験を実施。PFGE より 28 株は
同一由来と判明。SNP 型別では全株 9 型
に分類。今回初めて 9 型の県内への侵入
を確認。薬剤感受性は多剤耐性傾向。多
くが既報通りアンピシリン、ストレプト
マイシン、 オキシテトラサイクリンに耐
性。一部フルオロキノロン系（FQ）、コ
リスチンにも耐性傾向。PFGE の泳動像よ
り FQ 耐性株は薬剤耐性プラスミド獲得
株の可能性あり。一般的に 9 型の薬剤耐
性遺伝子は染色体上に存在するが、プラ
スミド獲得の可能性も含め、今後も耐性
パターンの変化に留意すると共に、本症
を人獣共通感染症としても再認識し、対
策の検討が必要。 
 
357. 哺乳豚の関節炎発生事例とその対
策：三重県中央家保 加藤めぐみ、平塚
恵子 
 管内一貫経営農家(母豚 430 頭飼養)に
おいて、平成 29 年 5 月下旬に約 7 日齢の
哺乳豚 3 頭、6 月上旬に別の豚舎で約 20
日齢の哺乳豚 6 頭に跛行の臨床症状が認
められたため病性鑑定を実施。剖検所見
では関節の腫脹(4/5)、関節液の貯留
(3/5)を確認。細菌学的検査では、関節液
から Staphylococcus hyicus(S.h)を分離
(1/5)。病理組織学的検査では関節に炎症

(4/5)、細菌塊(1/5)を確認したため、S.h
による細菌性関節炎と診断。農場へ立ち
入り調査を行ったところ、豚房内の壁が
劣化し破損、拭き取り検査では体表から
S.h を分離したため、皮膚の微細な創傷
から菌が侵入し細菌性関節炎を発症した
と推察。農場従業員と対策会議を開催し、
飼養管理の見直しを行い、発泡消毒への
変更や一部豚房壁の修復を実施。また、
洗浄・消毒効果の検証（2 回）、消毒の
対話型講演を実施し、洗浄・消毒の重要
性を再確認。対策後、哺乳豚の関節炎の
発生は認められず、農場従業員の衛生意
識がさらに向上。 
 
358. LAMP 法 を 用 い た Lawsonia 
intracellularis 遺伝子検出に関する検
討：大阪府大阪府家保 堂之本琢人 

本府では Lawsonia intracellularis
（Li）感染豚のモニタリングを nested 
PCR（nPCR）で実施しているが多くの時間
と労力を要する。そこで迅速かつ簡便な
ループ介在等温増幅法（LAMP）を代用可
能か検証。【材料と方法】nPCR 陽性糞便
20 検体（内 PPE 発症豚由来 2 検体）、nPCR
陰性糞便 10 検体を用い既報に従い LAMP、
nPCR、PCR、realtime PCR（rPCR）を実施。
【結果】各 PCR 成績は概ね一致するも
LAMP では一部増幅が認められない検体を
確認。rPCR の Ct 値から極めて低濃度の
DNA 量と判明。そこで抽出効率を上げる
ため、抽出法について検討した結果、細
胞破砕を伴うヨーネピュアスピンで特に
LAMP による濁度が有意に上昇し、LAMP と
各 PCR 成績が全て一致。【まとめ】抽出
法、感度について更に検証する必要はあ
るが LAMP は十分に実践で使用できると
判断。今後はプライマーの改良、試薬の
コストダウン、他疾病への応用について
検証していきたい。 
 
359. Streptococcus agalactiae が関与
した豚レンサ球菌症：大阪府大阪府家保 
関口美香、堂之本琢人 

飼養頭数約 3,000 頭の府内養豚場にお
いて、2016 年 12 月～翌 1 月に、起立不
能を呈し、死亡する症例が連続したため、
死亡豚 1 頭について、病性鑑定を実施。
【肉眼所見】脾･腎に不整形白斑が散在し、
両足股関節および左肩部皮下にチーズ様
物が貯留。心では三尖弁および肺動脈に
結節形成。【病理組織学的検査】心に疣
贅性心内膜炎および化膿性心筋炎。肺で
は化膿性気管支肺炎および広範な壊死。
脳では微小膿瘍が散見。その他、脾の膿
瘍形成、腎の広範な壊死等。【病原検査】
心･肺･肝･脾･腎･脳･チーズ様物(股関節･
左肩部皮下)から S.agalactiae（B 群溶血
レンサ球菌：GBS）、心・肺から S.suis 
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Ⅱ型、心･肝 ･脾 ･腎 ･チーズ様物から
Trueperella pyogenes 分離。抗 GBS 免疫
血清を用いた免疫組織化学的検査を実施
したところ、心、脳の病変部で陽性反応
を確認。GBS が疣贅性心内膜炎等の病変
形成に関与した稀な症例と考えられた。 
 
360. 肥育養豚場における豚抗酸菌症の
発症事例：奈良県家保 井口絵美、藤原
朋子 

管内の肥育養豚場において、H29 年 12
月から H30 年 2 月の間に急死した肥育豚
3 頭について豚抗酸菌症と診断した概要
を報告する。剖検にて１頭(3 ヶ月齢)は
筋肉内、肺・肝臓等の臓器、複数のリン
パ節等に粟粒状の白色結節が散在。また
各臓器から Staphylococcus 属菌と
Streptococcus 属菌を分離。病理組織学
的検査により腎臓でラングハンス巨細胞
を確認し、抗酸菌染色にて抗酸菌が認め
られたため、豚抗酸菌症及び細菌感染に
よる敗血症と診断。2 頭(いずれも 5 ヶ月
齢)は肺に粟粒状の白色結節、胸膜との癒
着が認められた。NALC-NaOH 法で前処理
後 2%小川培地にて培養し分離された黄白
色のコロニーから Mycobacterium avium
の遺伝子を検出。また全身の臓器より
Salmonella.Choleraesuis を分離。豚抗
酸菌症及びサルモネラ症と診断。他の細
菌との混合感染により全身状態が悪化し、
臓器に病変を形成したと考えられる。 
 
361. 豚由来大腸菌のコリスチン耐性遺
伝子の保有状況：鳥取県倉吉家保 中村
耕太郎 
 近年、人医療分野で重要性が増してい
るコリスチンにおいて、プラスミド上の
耐性遺伝子である MCR-1 を保有する大腸
菌の存在が国内外で報告されている。今
回、豚由来の大腸菌について、平成 26 年
に分離した中部管内の農場の約 2 ヶ月齢
の豚の糞便由来株、今年度採材した中部
管内の糞便由来株及び県内の過去の病性
鑑定由来株について、MCR-1 遺伝子の保
有状況を調査したのでその概要を報告。
その結果、糞便由来株、病性鑑定由来株
ともに複数の農場から遺伝子を検出。今
後もコリスチン耐性遺伝子の保有状況及
び同薬剤の適正使用について注意が必要。 
 
362. 管内養豚農場で発生した豚サルモ
ネラ症の対策：岡山県井笠家保 橋田明
彦、児子友美 
 平成 29 年 7 月上旬、大規模一貫経営養
豚農場において哺乳豚に下痢が散発。哺
乳 豚 1 頭 の 直 腸 便 か ら Salmonella 
Typhimurium（ST）を分離、豚サルモネラ
症と診断。対策として①肥育豚の臨床検
査及び糞便のサルモネラ検査を実施、陰

性を確認（出荷停止を回避）。分娩豚舎
では②有効薬剤の反復投与、③1 日 2 回
の頻回消毒、④豚舎周囲の石灰散布、⑤
殺鼠剤や粘着シートの設置。これらの対
策後、清浄性確認のため 7 月下旬～8 月
中旬に分娩豚舎の直腸便及び環境の細菌
検査を実施。1 回目は全検体陰性、2 回目
に環境材料から ST及び Salmonella Dervy
を分離。⑤の対策を強化してもネズミの
糞塊が多数確認されたため侵入経路を本
格調査。結果、スクレーパー溝からのネ
ズミの侵入が判明したため金網設置の試
行や外壁隙間に発泡ウレタンスプレーを
充填し、さらなるネズミ侵入経路の遮断
を強化。その後の環境検査でサルモネラ
は検出されず。今後も定期的モニタリン
グと現場に即した指導が必要。 
 
363. 食肉市場で豚丹毒が継続発生した
SPF 貫農場の衛生対策と課題：広島県北
部家保 山中裕貴、植松和史 

母豚 1,000 頭規模の SPF 一貫農場の出
荷豚に豚丹毒生ワクチン株を起因する関
節炎が継続発生したため、一般衛生対策
指導と農場固有課題へ対応。対策会議で
課題の抽出、対応を検討。発生は比較的
成長の遅れた豚であることから、ワクチ
ン関連等の課題への対応。（手技面：生
ワクチンの適切な接種と確実な保定。体
制面：手技の不均一を防ぐため接種担当
者を固定。環境面：ストレス軽減のため、
飼育群は出荷まで同一とし、再編成しな
い。）しかし、対策後も継続発生したた
め、接種時立会を 2 回実施。1 回目は保
定、器具消毒の手技面を追加指導。2 回
目は、豚舎移動が接種 4 日後に実施、ま
た豚丹毒発生は冬季移動群に多い傾向が
あることが判明したので、環境面に対す
る追加指導として移動時の外気、特に寒
冷暴露の軽減及び豚へのビタミン剤の給
与を指導。今春、対策効果の発現を期待。 
 
364. 豚糞便検査による浮腫病スクリー
ニングの試み：徳島県徳島家保 瀧田裕
子、松尾功治 
 2016 年に浮腫病（ED）死亡事例が多発
した県内一養豚農場に対し、当該農場・
コンサルタント獣医師を含めた協議の結
果、糞便検査による ED スクリーニングを
試みた。実施期間は 2017 年 3 月から 11
月。主な検査項目は、①ED 原因毒素であ
る志賀毒素 2e 型コード遺伝子（Stx2e）
検出、②当該農場にて耐性を示す大腸菌
が検出されてきたコリスチン（CL）・ア
プラマイシン（APM）・ノルフロキサシン
（NFLX）についての薬剤感受性試験。実
施検査方法による遺伝子検出は、糞便 418
検体中 Stx2e：0、薬剤耐性判定は、418
菌株（各検体 1 菌株）中 CL：67、APM：
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102、NFLX：116。なお、遺伝子検出と薬
剤感受性試験に用いた菌株は同一ではな
い。志賀毒素 2e 型産生を疑う大腸菌が検
出されなかったことは、農場にとっての
安心材料と思われるが、より実用的なス
クリーニングを目指し、実施検査結果の
みならず方法等についても検討したい。  
 
365. サルモネラ症発生養豚場の衛生対
策指導：香川県西部家保 川江早矢香、
上原力 

平成 29 年 2 月、管内豚一貫経営農場で
肥育豚舎 1豚房において 15 頭中 8頭の豚
(6 か月齢)が水様性下痢を呈し、1 頭死亡。
死亡豚の小腸便及び発症豚の下痢便より
Salmonella Typhimurium(ST)を分離し、
豚サルモネラ症と診断。サルモネラ浸潤
状況把握のため、全豚房の落下便から菌
分離。結果、子豚舎 2 豚房、肥育豚舎 5
豚房において ST を、肥育豚舎 3 豚房にお
いて Salmonella Infantis を分離。サル
モネラ清浄化を目標に、発症豚の抗菌剤
治療、生菌製剤の飼料添加、出荷後空豚
房の洗浄・消毒の徹底、ねずみ駆除の強
化等の対策を開始。さらに、追跡調査を
実施し、浸潤状況に合わせて作業動線等
の衛生対策を指導。結果、サルモネラ分
離豚房数の減少とともに発症豚が減少。
しかし平成 29 年 12 月、肥育豚舎 2 豚房
において新たに Salmonella Newport を分
離。今後、これまでの対策の継続に加え、
豚舎や敷料倉庫での野生動物対策等サル
モネラ侵入防止対策を強化指導。 
 
366. と畜場で豚丹毒が摘発された肥育
農場の衛生対策 
西部家保西讃支所：山下洋治、合田憲功 

平成 28年 6月に県外と畜場から管内の
養豚場出荷豚で 14 頭豚丹毒による全部
廃棄処分の通知。農場は 1,500 頭飼養の
肥育養豚場で、豚舎は発酵床。素豚は県
外 2 農場で両農場とも不活化ワクチン 2
回接種済。疾病対策のため実施していた
4 ヵ月齢までの抗生物質飼料添加を平成
28 年 4 月から中止していたため再投薬を
指導したが、投薬後の 7 月 6 頭、10 月 2
頭と続発。このため抗体保有状況調査を
3､4､5､6 ヵ月齢/各 5 頭で実施。3～5 ヵ月
齢までは感染防御抗体 8 倍以上（15 頭）
を維持。6 ヵ月齢は抗体価 128 倍以上（4
頭）と感染を確認。アウト後の発酵床は
堆肥舎容量及び労働力不足のため全交換
が実施できないため、導入時の追加ワク
チン、発酵床の管理強化、消石灰散布等
を指導。平成 29 年 2 月から追加ワクチン
及び消毒を実施。結果、接種後 30 日（4
ヵ月齢）までの抗体価は 8～16 倍、62 日
後は 128 倍と感染が確認されたものの、

追加ワクチン等により 2 月以降と畜場で
の全部廃棄処分は漸減。 
 
367. 大規模養豚場における離乳前後子
豚の関節炎症例：愛媛県東予家保今治支
所 西野由里絵、友國由香里 

母豚約 1,000 頭飼養する大規模養豚場
において離乳前後子豚の関節腫脹による
事故淘汰率が高いため、平成 29 年 5 月に
19～26 日齢の離乳前子豚 4 頭の病性鑑定
を実施。検査結果、外貌所見では全頭で
後肢関節に腫脹がみられ、うち 1 頭で前
後左右の関節腫脹。細菌学的検査は No.2
左右後肢関節と No.3 左後肢関節から
Streptococcus dysgalactiae 分離、No.1
左 右 前 肢 関 節 か ら Staphylococcus 
hyicus subsp.hyicus と Trueperella 
pyogenes 分離。豚マイコプラズマ病 PCR
検査陰性。病理組織学的検査は関節包に
重度線維素析出、関節軟骨組織内の血管
に重度好中球の浸潤、壊死層にグラム陽
性球菌の細菌塊がみられ化膿性壊死性関
節炎の所見。対策として、感受性薬剤の
投与と飼養管理の見直しを行ったところ
発生は減少。今後も家保、農場関係者、
製薬メーカーによる協力体制のもと衛生
検査及び検討会を通じて疾病予防対策を
行っていく。 
 
368. 浮腫病が発生した一養豚農家での
プラスミド性コリスチン耐性遺伝子
(mcr-1)保有大腸菌の浸潤状況調査：愛媛
県南予家保 吉澤頌樹、大本敦子 

管内の一養豚農家において、約 5 年間
で浮腫病（浮腫病疑い含む）発生時に分
離された志賀毒素産生性大腸菌 19 株は、
プラスミド性コリスチン（CL）耐性遺伝
子（mcr-1）を保有し、8～16（平均 12.5）
薬剤に耐性。浮腫病沈静時の床糞とハエ
について、mcr-1 保有大腸菌の浸潤状況
を調査。対象は、繁殖ストール舎（床糞
10 検体）、分娩舎（床糞 6・ハエ 14）、
離乳舎（6・20）、肥育舎（4・5）。結果、
病原性大腸菌の分離なし。mcr-1 保有大
腸菌は、飼料添加物 CL を給与している分
娩舎と離乳舎の床糞 10 検体及びハエ 12
検体から分離。繁殖ストール舎及び CL 添
加中止約 2 か月までの肥育舎の検体では
分離なし。mcr-1 保有大腸菌検出豚舎が、
床糞とハエで一致。分離菌 22 株の耐性薬
剤数は、床糞由来 10株で 4～8（平均 6.20）
と約半減。ハエ由来 12 株で 1～13（平均
5.67）と多様性あり。mcr-1 伝達による
CL 耐性菌蔓延防止のため、衛生害虫駆除
及び消毒徹底等を指導。 
 
369. 県内で分離された ST 及び S. O4:i:-
の分子疫学解析と豚のサルモネラ症事例
：愛媛県家畜病性鑑定所 彦田 夕奈 
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平成 26～29 年に県内で分離された
Salmonella Typhimurium（ST）及び ST と
同様の病原性を示す ST 単相変異株（S. 
O4:i:-）について、パルスフィールドゲ
ル電気泳動（PFGE）による分子疫学解析
及び薬剤感受性試験を実施。供試菌は、
ST28 株（乳用牛 2 農場 4 株、豚 11 農場
23 株、採卵鶏 1 農場 1 株）、S. O4:i:-4
株（豚 4 農場 4 株）。分子疫学解析では、
ST は 7 パターン（牛 1、豚 5、採卵鶏 1）、
S. O4:i:-は 2 パターン（豚 2）に分かれ、
同畜種内では疫学関連がない農場間でも
同一パターンを認めたが、畜種間では異
なるパターンを示した。耐性薬剤数は平
均 0.6 薬剤（0～4 薬剤）で 3 薬剤以上に
耐性を保有するのは 3 株のみであった。
ST が分離された I 養豚農場は、平成 29
年 1 月に肥育豚の発育不良・下痢が散見
され、糞便から ST を検出し、サルモネラ
症（豚）と診断。ST は 2 年前に導入先で
分離された株と同一パターンを示し、導
入豚の移動に伴い農場内へ侵入したと考
えられた。 
 
370. 慢性疾病対策による養豚農場生産
性向上に向けた取組：長崎県五島家保 
前田将誌、下條憲吾 

母豚 220 頭規模の法人一貫養豚農場で
慢性疾病対策指導を実施。農場は農場長
1名と従業員5名(平均60歳以上)で管理。
H29 年 1 月、農場長から下痢及び発育遅
延と従業員の防疫対策教育に苦慮との相
談。農場立入し、従業員に豚舎入退場時
の消毒、豚房の清掃徹底等を指導。隔月
で改善状況を確認。農場長に養豚ベンチ
マーキングシステム(以下、ベンチマー
ク)を紹介。H29 年 3 月、ステージ別検査
実施。60、90、120 及び 150 日齢で、糞
便から Lawsonia intracellularis (L.i)
及び Brachyspira pilosicoli(B.p)遺伝
子検出。7月に有効薬剤の飼料添加開始。
H30 年 2 月、再度ステージ別検査実施。
L.i は 60 日齢のみ陽性。B.p は全ステー
ジ陰性。継続指導で従業員の衛生意識が
向上、豚舎環境が改善。H30 年 1 月から
ベンチマークへ加入、記帳の徹底等実施。
結果、離乳後事故率が減少。と畜場成績
は出荷頭数、母豚 1 頭当の出荷頭数が増
加。罹患率は大腸炎、肺炎等が減少、内
臓等の廃棄なしが増加。母豚 1 頭当年間
35,640 円の販売額増加見込。今後、ベン
チマーク成績での課題を含め、関係機関
と連携し指導継続。 
 
371. Salmonella O4:i:-による豚の下痢
発症事例：宮崎県都城家保 黒澤愛子、
内村慎之介 
 管内の新規立上農場で、平成 28 年 12
月に 90 日齢の肥育素豚を初導入した 3

日後、嘔吐や下痢が発生。以後 2 日間で
8 割以上の豚に症状が拡大し、プール糞
便による病性診断を実施。結果、PED、
TGE は陰性。Salmonella O4:i:-（O4:i:-）
を分離、Salmonella Typhimurium 特異遺
伝子を検出。薬剤感受性試験（薬感）に
より感受性のある治療薬へ変更、同時に
農場の石灰消毒を実施。また、感染源特
定のため、繁殖候補豚導入前、分娩前に
環境拭き取り検査を実施し、堆肥舎、発
生豚舎から O4:i:-を分離。空豚房ウォー
ターカップから菌分離されたこと、初回
導入前に飲水設備及び飲水が未消毒で
あったこと等から、飲水設備の消毒は不
可欠。さらに、糞便由来株と環境由来株
で薬感、PFGE を実施し、原因菌は単一由
来であったと推察。また、過去の周辺農
場の Salmonella 分離株と本事例の株で
PFGE を実施し、疫学的な関連を否定。
O4:i:-は、届出伝染病の対象外だが、今
後も注視する必要がある。 
 
372. 鹿児島県で分離された豚由来病原
性大腸菌の細菌学的解析：鹿児島県鹿児
島中央家保  三角和華子、岩尾俊 

1999 年 4 月から 2017 年 3 月にかけて
県内で分離された豚由来大腸菌 133 農場
360 株の細菌学的解析により、型別不能
であった 48 株を除く 312 株が 46 種類の
O 群血清型に型別され、国内の他報告と
同様に、県内でも 4 種類の O 群血清型
（O139、O149、O116、OSB9）が過半数
（56.1%）を占めた。近年の O 群血清型の
多様化傾向や主要 O 群血清型における病
原性関連遺伝子の保有状況は全国の成績
と類似。薬剤感受性試験で、5 株が基質
特異性拡張型βラクタマーゼ（ESBL）を
産生する第 3 世代セファロスポリン系抗
菌剤耐性菌と判明。また、2011 年以降に
分離された 98 株のうち 36 株（36.7%）が
コリスチン耐性遺伝子 mcr-1 を保有し、
それらの O 群血清型は主要な 4 血清型を
含む 16 種類。ESBL 産生遺伝子や mcr-1
はプラスミドを介して伝播する危険性が
あり、今後も動向の把握と、農場におけ
る抗菌剤の慎重使用の徹底が必要。 
 
Ⅱ―３ 原虫性・寄生虫性疾病 
 
373. 国内初の遺伝子解析による豚鞭虫
（Trichuris suis）の同定：秋田県南部
家保 村松龍ノ助、小沼成尚 
 豚鞭虫の同定は形態学的に実施してい
るが、専門的な知識が必要とされ、遺伝
子学的同定に用いられるＰＣＲは存在せ
ず、我が国では遺伝子解析も行われてい
ない。平成 29 年 6 月 14 日 3,500 頭を飼
育する養豚場で２ヶ月齢の離乳豚の下痢
症例で豚鞭虫が疑われ、遺伝子解析によ
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る同定を実施。解剖豚由来の虫体とその
臓器パラフィン切片、敷料由来の虫体お
よび虫卵、計 10 検体を材料とし、ミトコ
ンドリア DNA60S サブユニット遺伝子
（rrnL）をターゲットとした Meekmus ら
の TrirrL プライマーを用いた解析用Ｐ
ＣＲを実施。虫卵とパラフィン切片での
増幅が悪く、反応条件等を変更。増幅効
率が向上し、虫卵では 20 個で明瞭なバン
ドを確認。増幅産物のシークエンス結果
は 10 検体全てで既報の配列と 99～100％
の相同性が得られたことから豚鞭虫と同
定。遺伝子系統樹では中国のクラスター
に属したが、遺伝子登録が 4 カ国と少な
く、由来や病原性等を考察するためには、
今後も遺伝子情報の蓄積が必要。  
 
374. 都内産豚間質性肝炎による肝廃棄
の現状と農場での回虫対策の取組：東京
都家保 門脇翔子 

都内 5 農場で生産されるトウキョウ X
のと畜検査成績の調査の結果、2013 年度
～2017 年 12 月の間、と場で廃棄された
間質性肝炎の割合は 26.5％（2748 頭中
728 頭）。月別では 8 月～11 月に 30％を
超え、夏から秋に高い傾向。2 戸の農場
が 5％未満、1 戸が約 28％、1 戸が約 75
％で前後していたが、1 戸（A 農場）では
約 15％での変動が、2016 年度以降 40％
以上に上昇。何らかの要因で回虫卵が多
く農場内に入り込んだと考えられる。と
場での肝臓買取価格は 500 円で、肝廃棄
による損失は 1 農場平均年間 15,326 円、
最多は 38,526 円、最少は 1,158 円。当所
では回虫対策に意欲的な A 農場に対し指
導を実施。従来の駆虫薬投与及び出荷後
の水洗の対策に加え実施した石灰乳塗布
・火炎放射器使用後と場での間質性肝炎
が減少。しかしその後再度増加。今後は
投薬方法や作業手順の見直し、導入元農
場の調査を実施し、間質性肝炎の減少を
目指す。 
 
375. 管内養豚場でトキソプラズマ病の
発生が強く疑われた 1 症例：佐賀県北部
家保平野美和、中村陽介 

母豚 263 頭、種雄豚 15 頭、肉豚 2,613
頭、計 2,891 頭飼養する一貫農場で、平
成 28 年 4 月 12 日から種雄豚 2 頭が食欲
低下を示し繁殖舎の他の種雄豚および母
豚に広がった。17 日から 19 日の間に、
種雄豚 1 頭および母豚 2 頭がへい死、妊
娠豚 20 頭が流産。19 日に早産胎子 2 頭、
22 日に死亡母豚 1 頭および死亡肉豚 1 頭
の病性鑑定を実施。死亡母豚で肺前・中
葉肝変化、腎皮質に陥没、肺門・肝門・
腸間膜リンパ節腫大。死亡母豚、死亡肉
豚で非化膿性脳脊髄炎、肝臓・リンパ節
の壊死、肺・肝臓・脾臓・リンパ節でト

キソプラズマ原虫がみられ、Toxoplasma 
gondii(TG)免疫染色陽性。肺・脳・肝門
リンパ節で TG 遺伝子検出。以上により、
病性鑑定マニュアルに従いトキソプラズ
マ病の疑いが強いと診断。当該農場では
ネコの飼育、出入りがないことから、ネ
ズミや衛生昆虫等によりオーシストが運
ばれ、感染した可能性が考えられる。 
 
Ⅱ―４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
代謝 
 
376. 繁殖候補豚に認められた好酸球性
髄膜脳炎：埼玉県熊谷家保 守屋由貴、
御村宗人 
 繁殖母豚 55 頭を飼養する一貫経営の
養豚場で、平成 29 年 6 月 1 日、12 ヶ月
齢の繁殖候補豚 1 頭が起立不能及び後肢
遊泳運動、眼球振盪の神経症状を呈し 6
月 2 日に血液検査を実施。抗菌剤による
治療も改善せず、6 月 4 日に予後不良で
病性鑑定を実施。剖検で主要臓器に著変
なし。血液一般検査で Ht 値 45％と上昇、
赤血球数(809 万個/mm³)及び白血球数
（19,000 個/mm³)も増加。血液生化学検
査ではナトリウムイオン濃度の上昇は認
められず。病原検査も有意な菌、ウイル
スは検出せず。病理組織学的検査では大
脳及び小脳の髄膜及び実質に好酸球主体
の囲管性細胞浸潤並びに出血。実質の一
部に神経網の空胞変性や軸索変性。延髄
の実質で好酸球主体の囲管性細胞浸潤、
出血及び神経網の空胞変性を確認したた
め好酸球性髄膜脳炎と診断。食塩中毒の
可能性は畜主への聞き取りと血液生化学
検査結果から否定され、原因を特定する
に至らず。 
 
377. フジキンカ肥育農場事故率低減の
取り組み：静岡県西部家保 窪田郁子、
野元孝子 
 管内一肥育養豚場では、フジキンカ（金
華豚×デュロック種系統豚）の突然死が
問題となり、平成 28 年 4 月～平成 29 年
9 月のフジキンカの死亡率は 10.4％。平
成 28 年 12 月～平成 29 年 10 月の病性鑑
定の結果、線維素性胸膜肺炎やグレーサ
ー 病 等 が 認 め ら れ 、 Pasteurella 
multocida（Pm）を 10/16 頭、Haemophilus 
parasuis を 2/16 頭で分離。また、と畜
検査時に同居豚を検査し、マイコプラズ
マ性肺炎や慢性化膿性肺炎と診断され、
Pm を 5/8 頭で分離。Pm の薬剤感受性試験
では複数の耐性パターンを示し、農場内
に由来の異なる複数の菌株の存在が示唆。
以上から豚呼吸器複合病と診断。また、
複数の導入元からの導入豚の混合飼育や
雨漏り等の飼養環境の問題を確認。さら
に平成 28 年 4 月～平成 29 年 9 月の農場



 - 85 - 

データを解析した結果、導入時体重、豚
房、導入元について有意差を確認。今後、
導入日齢を遅らせることや相対リスクの
高い豚房の丁寧な臨床観察、重点的な清
掃消毒の実施が必要。 
 
378. 管内養豚場で発生した皮膚病の調
査と対策：奈良県家保 東文香、赤池勝 

母豚約 100 頭一貫経営養豚場の離乳豚
舎 2 頭（52 日齢）で重度の皮膚肥厚、痂
皮形成、体表黒色化。外部寄生虫検査で
ブタヒゼンダニを検出。Staphylococcus 
hyicus は分離されなかったが、過去のス
ス病発生と臨床症状から今回もスス病を
疑った。ダニは離乳前に母豚から子豚へ
感染と推測。飼養面積は 0.31 ㎡/頭と推
奨面積より少し狭く、豚舎内の湿度は 70
％を超えた期間あり。当該子豚は、ペニ
シリンとイベルメクチンで治療、3 週間
後には正常豚とほぼ同程度まで回復。対
策として、疥癬の駆除方法と飼養環境の
改善の変更を提案。疥癬駆除は、子豚は
従来通り発症時に注射、全ての母豚と種
雄豚に、イベルメクチンを年 1 回 1 クー
ル 3 週間（1 週間投薬、1 週間休薬、さら
に 1 週間投薬）飼料添加。飼養面積は 0.42
㎡/頭とした（30 頭→22 頭/マス）。湿度
対策として、午前中 30 分換気、湿度計設
置。今後、飼養環境が良好な状態で維持
するよう指導し、投薬プログラムが本養
豚場に有効であるか検討する必要がある。 
 
379. 親仔で発生した転移を伴う豚悪性
黒色腫の症例：奈良県家保 藤原朋子、
中西晶 
 症例 1 はデュロック種母豚、1 歳 8 ヶ
月齢時外陰部粘膜背側に直径 1cm 程度の
黒色腫瘤を認めた。症例 2 は症例 1 の 2
産目の産仔 2 ヶ月齢で、皮膚背線部中央
に直径 1cm 程度の黒色腫瘤を認めた。両
症例とも平成 29 年 10 月 16 日に病性鑑定
を実施。症例 1 は剖検において生殖器の
広範囲に複数の小豆大の黒色腫瘤、鼠径
および仙骨リンパ節で腫大、黒色化を認
めた。症例 2 は剖検において皮膚黒色腫
瘤は発見当時より増大しており、肺およ
び脾臓に複数の黒色斑、咽頭後および腸
骨下リンパ節の腫大、黒色化を認めた。
両症例の病変部病理組織学的検査では、
褐色顆粒を含む腫瘍細胞が周囲組織まで
浸潤、異形性を認めた。よって両症例と
も悪性黒色腫を疑い、漂白法、フォンタ
ナ・マッソン染色、抗悪性黒色腫モノク
ローナル抗体（HMB45）および抗 S-100 タ
ンパクポリクローナル抗体(S-100)を用
いた免疫組織化学染色を実施。結果から
両症例とも転移を伴う悪性黒色腫と診断。 
 

380. 飲水不足による子豚の食塩中毒：愛
媛県家畜病性鑑定所 篠藤倫子、渡部正
哉 

母豚約 30 頭を飼養する小規模一貫経
営農家において平成 29 年 6 月、一離乳豚
房で約 40 日齢の子豚 11 頭中 4 頭が死亡。
生存豚 3 頭で伏臥姿勢、振戦、開口呼吸
を認め、2 頭の病性鑑定を実施。生化学
検査で血清中ナトリウムイオン（Na）156
～161 mEq/L、塩素イオン（Cl）119 mEq/L、
血清浸透圧（予測式による計算値）351.0
～374.1 mOsm/kg H2O、大脳組織中 Na 濃
度（湿式灰化後、原子吸光光度法フレー
ム分析）1,243～1,467 ppm。病理組織学
的検査で、2 頭に共通して大脳の皮質に
層状壊死、髄膜および実質血管周囲にリ
ンパ球・好酸球の浸潤。ウイルス学的検
査では、PCV2－PCR 検査で 1 頭陽性。細
菌学的検査で有意菌分離陰性。環境調査
では、発生豚房の給水器の詰まりによる
給水量の不足（205mL/分）を確認。血清
Na・Cl 濃度、浸透圧の上昇、大脳皮質層
状壊死を伴う好酸球性髄膜脳炎、給水状
況から、飲水不足による食塩中毒と診断
した。 
 
381. 無毛症を伴う豚異常産の多発事例
：長崎県中央家保 藤岡芳幸、森田光太
郎 

母豚 150 頭一貫経営農場で、分娩遅延
(平均 3.6 日)、子豚に無毛症を伴う異常
産が発生し、平成 29 年 5 月 30 日から計
5 回病性鑑定を実施。異常産は 6～9 月に
分娩の 37.5％（39/104 腹）で発生。細菌
・ウイルス・病理組織学的検査で感染症
は否定。異常産子の病理組織学的所見は、
甲状腺腫大、皮下・筋間水腫、貧毛およ
び皮膚の軽度の角化亢進等。また、甲状
腺刺激ホルモンは平均 42.03ng／mL（n=4）
と著しく高値。異常産母豚の血清中ビタ
ミン A は平均 35.3IU／dL（n=7）と低い
傾向。飼料調査の結果、平成 28 年 10 月
頃からヨウ素未含有、ビタミン A は 1/4
量の飼料添加物への変更が判明。対策と
して、母豚にビタミン AD3E 製剤の一斉投
与および分娩 1 か月前の追加投与(各回、
ビタミン A として 100 万 IU）、ヨウ素含
有飼料添加物の使用を指示。その結果、
平成 29 年 10 月には異常産は終息。ヨウ
素欠乏による先天性甲状腺腫と診断。ま
た、ビタミン A 不足が症状を重篤化した
と考察。 
 
382. 管内一養豚農場におけると畜検査
情報を活用した生産性向上の取組：鹿児
島県南薩家保 船越怜、柴田昭一 

本県では、農場情報やと畜検査情報の
共有等を目的とした新システム、「家保
ネット」稼働に伴い、各家保管内１養豚
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場で、と畜検査情報を活用した生産性向
上対策に取り組んだ。当家保選定農場で
は、と畜検査成績を分析した結果、間質
性肝炎（IH）による廃棄が最も多く県平
均を上回っていた事から IH 対策を実施。
病性鑑定により IH は肉豚舎での豚回虫
感染が原因と推定。損失額は肝臓廃棄と
感染による生産性低下を合わせ年間 158
万円と試算。対策は感染時期に合わせた
駆虫プログラム変更と肉豚舎洗浄を開始。
追加経費は 10 万円と試算。対策後、IH
廃棄率は減少傾向。新たに高圧洗浄機を
購入する等、更なる対策を継続。今回、
家保ネットの活用により、管内一養豚場
における生産性阻害要因を解明しその対
策に大きく寄与したことから、今後も対
策を継続し、更なる生産性向上と収益向
上に結びつけたい。 
 
Ⅱ―５ 生理・中毒・薬理 
 
383. 被毛中コルチゾールによる豚スト
レス評価法の検討：栃木県県南家保 牧
誉大、新楽和孝 

被毛中コルチゾール濃度が豚の慢性ス
トレスの指標となるかを調査。管内 1 農
場に導入された繁殖候補母豚について、
導入直後（0d）と 1 か月経過後（30d）の
臀部、頸部及び腋窩部後方の 3 部位の被
毛中コルチゾール濃度を比較。また、管
内 5 農場の繁殖候補母豚及び経産豚の臀
部の被毛中濃度を品種、産歴及び飼養場
所（分娩ストール、繁殖ストール、隔離
豚房(群飼)）間で比較。被毛中コルチゾ
ール濃度は、市販のキットにより測定。
被毛 3 部位の比較では、有意差が認めら
れず、全ての採取部位で 30d の方が低値。
品種、産歴による比較では有意差は認め
られず。飼養場所による比較では、分娩
及び繁殖ストールが隔離豚房に比べ顕著
に高値。以上より、被毛中コルチゾール
濃度を測定することで慢性ストレスを評
価できることを示唆。今後もデータを蓄
積し、客観的な指標の確立に努める必要
がある。 
 
Ⅱ―６ 保健衛生行政 
 
384. 養豚場の抗菌薬使用実態と慎重使
用への取組：栃木県県央家保 金澤礼樹、
赤間俊輔 

薬剤耐性菌対策は世界的な課題。家畜
衛生分野で求められる、抗菌薬の慎重使
用推進のため、管内 12 養豚場の抗菌薬使
用実態を調査。農場の使用薬剤、使用状
況等の聞き取り調査及び糞便の細菌検査
を実施。結果、二次選択薬の不適切な使
用が 5 農場、耐性菌への薬剤使用が 6 農
場で確認、抗菌薬の慎重使用の徹底が不

十分と判明。結果を基に、各農場に合わ
せた方針を提案、さらに抗菌薬の慎重使
用を指導。うち 2 農場は積極的な取組に
発展。肥育豚の急死が課題の A 農場は、
抗菌薬による浮腫病対策に取り組むも改
善せず。発生背景に豚繁殖・呼吸障害症
候群及び豚サーコウイルス関連疾病の関
与が判明、ワクチン接種を開始。分離菌
の有効薬剤の再検討の結果、浮腫病発生
が減少。二次選択薬使用が問題の B 農場
は、薬剤耐性菌講習会により慎重使用の
意識向上、管理獣医師との情報共有によ
り連携強化。今後も本取組の継続により、
薬剤耐性菌問題の啓発及び慎重使用の推
進に尽力。 
 
385. 豚繁殖･呼吸障害症候群ウイルス浸
潤農場における生産性向上のための衛生
指導：栃木県県央家保 土合理美、岡崎
克美 

豚 繁 殖 ･呼 吸 障 害 症 候 群 ウ イ ル ス
（PRRSV）浸潤農場で衛生対策を行い、生
産性が向上。対策前、高い離乳後事故率
と PRRSV 浸潤による肥育舎の通年性の呼
吸器症状が課題。離乳舎では去勢豚で細
菌感染症が発生。子豚舎では隅の一豚房
に発育不良豚を集約も周囲の豚と接触が
可能。今回、子豚舎の PRRSV 浸潤が判明、
発育不良豚から波及と推定。感染時期遅
延のため母豚のワクチン接種、子豚舎の
洗浄、消毒、乾燥、コンパネの設置を指
導。また、去勢時の消毒強化を指導モニ
タリング検査を継続、と畜検査成績で呼
吸器病変の状況を把握、農場主に情報提
供。対策後、去勢豚の死亡、離乳後事故
率、肥育豚死亡が減少、肥育舎の呼吸器
症状も冬期以外で沈静化。子豚舎での
PRRSV 未検出化に伴い、と畜検査成績で
呼吸器病変の摘発率低下、季節変動減少。
と畜検査成績は効果検証に加え、農場主
の取組継続意欲向上に有用。継続的な要
因調査、対策指導、農場主の努力により
生産性が向上。 
 
386. 管内一養豚農家への食肉衛生検査
所との衛生指導による生産性向上事例：
群馬県西部家保 林省二 

平成 28 年 7 月、T 食肉衛生検査所(食
検)から T センター(と畜場)での豚内臓
検査結果に基づき、寄生虫性肝炎による
廃棄率が高い H 農家への衛生指導依頼が
あり、食検・と畜場・家保 3 者にて飼養
管理指導実施(洗浄・消毒の実施)。指導
前の肝臓廃棄率 79.8%が指導後 33%に減
少。指導前に家保が実施した農場採血で
は、萎縮性鼻炎(AR)、豚胸膜肺炎(AppⅡ)
は陽性だったが、指導後共に陰性。と畜
時の内臓検査所見ではマイコプラズマ性
肺炎(MPS)の病変保有割合が指導前 70%か
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ら指導後 50%に減少。MPS 面積スコアーに
ついて出荷豚平均 7.27 に対して 5.0 に、
AppⅡの病変保有率も 34.2%に対して 24%
と低値。出荷日齢は指導前約 200 日から
2 週間短縮。結果的に 1,480 千円/年の利
益増加。過去に食検・と畜場・家保 3 者
で農家指導したことはなく、農家の飼養
衛生管理と生産物に対する意識改革が図
れ、生産性の向上につながった。今後も
3者が協力･連携した農家指導を行う必要
がある。 
 
387. 管内一地域の豚繁殖障害・呼吸器症
候群（PRRS）コントロールの取組み：千
葉県東部家保 小形次人、平野亨 
 平成 29 年度から管内養豚地帯の生産
者 65 戸が、PRRS コントロールプロジェ
クトを開始し、当所は以下の取組みを支
援。①各農場の PRRS 検査を行い、感染ス
テージ･ウイルス株の地域分布を調査②
PRRS 対策を行うモデル農場 6 戸を選定し、
感染ステージの確認検査、候補豚･哺乳豚
の検査、農場防疫査定ツールの結果に基
づく疾病蔓延対策③これらの結果につい
て検討会を開催し、情報共有及びウイル
スのコントロール対策を検討。検査は延
べ 38 戸 1,386 頭を実施し、感染ステージ
を確認。モデル農場Ａでは不適切な馴致
により、候補豚が母豚群編入直前におい
て感染、母豚への感染が危惧されたため、
継時的な候補豚の免疫状態の確認検査と
改善指導を実施。本取組により地域全体
の PRRS 監視体制の強化、発生時の対策支
援チームの構築がされた。定期的な検査･
検討･改善というサイクルを継続し、地域
防疫意識及び衛生レベルの向上を図って
いきたい。 
 
388. 臭気マップを活用した臭気対策指
導の取り組み：神奈川県湘南家保 堀口
昌秀、渋谷光彦 
 畜産経営に起因する苦情の６割が悪臭
に関するものであり、今回、畜環研式ニ
オイセンサを活用した臭気マップ作成に
よる臭気の見える化を通して、臭気対策
指導を管内１地域の５養豚場で実施。各
農場における、ニオイセンサによる臭気
指数相当値の測定と GPS ロガーによる位
置情報を組み合わせ、農場見取り図と重
ね合わせることで農場敷地内の臭気マッ
プを作成。各農場の傾向として、肥育豚
舎脇、密閉縦型堆肥化施設、家畜用浄化
槽貯留槽、振動篩の付近で高い値、繁殖
豚舎脇では比較的低い値を測定。また、
調査後に生産者、関係機関を交えた勉強
会を実施し、調査結果説明、一般的な臭
気対策の説明、意見交換を実施。生産者
自身が農場内で臭気の強い箇所を視覚的
に把握することを通し、自農場の具体的

な臭気発生要因や今後の対策案などを話
し合うことで、前向きな意識の改善が図
られた。今後、関係機関内で情報共有し、
連携して対応することで臭気軽減に取り
組んでいきたい。 
 
389. 養豚農家の飼養衛生管理基準遵守
状況に基づく指導内容の検討：広島県東
部家保 伊藤弘貴、秋山昌紀 
 管内の養豚農家に対する飼養衛生管理
基準（基準）に基づく衛生指導方法を検
討。改善が困難な事例や定期報告と立入
調査による遵守状況の乖離等を解消する
ため、基準の遵守状況把握と指導方法の
改善を実施。取組では、過去の定期報告
と立入調査による遵守状況の比較に基づ
き、検討すべき遵守項目を選定。ブレー
ンストーミングにより衛生対策の現状と
課題及びその対応案について検討。検討
会では 48 の課題に対し 41 の対応案を列
挙。特定症状発生時の農家の対応につい
てリーフレットを作成し農家へ配布する
等、農家が実施容易である項目をまとめ、
立入指導時の基本方針とした。今回の取
組では、農家の衛生対策意識を向上させ
るために必要な課題や対応案を家畜防疫
員の視点から抽出。また、家畜防疫員に
よる指導内容を平準化する方法として有
効であると考えられた。 
 
390. 農場 HACCP の進め方～土台づくり編
～：高知県西部家保高南支所 明神由佳、
海治修二郎 
 昨年度、管内１養豚場が県内初の農場
HACCP 推進農場となり、現在、認証農場
認定に向け作業中。この取組は地域の畜
産クラスター計画における重点項目の一
つで、農場 HACCP 普及を図るモデル農場
として期待も大きい。しかし、農場 HACCP
認証に向けての作業は課題も多い。農場
の飼養管理全体をマネジメントするシス
テム構築には、詳細で膨大な作業の文書
化、それら文書の維持、管理、更新等が
必要となり、経営者や農場スタッフには
なじみのない作業が長期間続く。農場
HACCP に精通した人材も少ない中、経営
者の主導体制をどのように確立し、農場
スタッフを含めた HACCP チーム員のモチ
ベーション維持をどう図るかが直近の課
題。この課題解決のため、家保がコーデ
ィネーター的な役割を果たし、HACCP チ
ーム会を運営進行。様々な参加型研修会
を企画実施。文書作成や衛生管理に係る
法令指導も組み込みつつ、農場 HACCP の
土台をつくる取組を進めている。 
 
391. 人工授精導入養豚場における繁殖
成績改善への取組：大分県豊後大野家保 
菅正和、芦刈美穂 
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 母豚種付けに人工授精(AI)を導入した
管内 A 養豚場において、超音波診断装置
を用いた早期妊娠鑑定を主軸とした指導
を実施。A 農場は、母豚 75 頭規模の繁殖
肥育一貫経営で、夫婦 2 人で飼養。母豚
AI 完全移行後受胎率が安定せず、家保に
指導を依頼。受胎率低下の要因を調査し、
2016 年 9 月から超音波妊娠診断装置を用
いた早期妊娠鑑定を 3 週間隔で実施。購
入精液の暑熱による影響を確認するため
に、精液性状検査を授精残液を用いて
2017 年 7 月～9 月の期間実施。その結果
繁殖成績について、受胎率 2016 年 84.1
％が、2017 年 88.0％、分娩率 2016 年 79.6
％が 2017 年 84.5％と改善。精液性状検
査について、8 月に活力がやや低下と判
定したが、夏期受胎率に影響はなかった。
母豚回転率は 2016 年 2.27 が、2017 年
2.32、総産子頭数も 2016年 174頭/月が、
2017 年 202 頭/月と向上。今回の指導に
よって繁殖成績は改善し安定。今後この
成果を活用し、他養豚場についても AI の
導入に尽力したい。 
 
392. 特定疾病フリー地域における豚繁
殖・呼吸障害症候群（PRRS）清浄性維持
対策の課題と展望 第二報：宮崎県宮崎
家保 西田倫子 
 口蹄疫で全飼養豚が殺処分された西都
市の一部及び児湯郡５町では、特定疾病
としてオーエスキー病及び PRRS の清浄
性維持に取り組んできた（特定疾病フリ
ー地域）。全養豚農家は、清浄豚導入、
着地・定期モニタリング検査等の地域ル
ールに従い、家保や管理獣医師等は、平
成 26 年以降、徐々に感染拡大してきた
PRRS の清浄化及びまん延防止のための対
策を推進。昨年実施した意向調査では、
生産性に与える効果を実感する声が多く、
大多数の生産者が賛同。しかし、検査等
を支援する県の事業が平成 28 年に終了
し、取組継続のための財源確保が急務と
なり、地域の代表者が中央畜産会に支援
を要請。当該地域をモデルとした新規事
業（地域豚疾病緊急対策推進事業）の事
業化が決定。本事業を活用し、関係者が
一丸となり、PRRS 陽性農場の清浄化対策
等に重きをおいた検査体制の強化、自衛
防疫推進協議会を介した農家への連絡体
制確立、生産者の意識向上のための研修
会開催等、PRRS の清浄性維持体制を再構
築。 
 
393. 沖縄県初となる農場 HACCP 認証農場
取得を目指した取り組み：沖縄県北部家
保 奥村尚子、仲村真理 
 【はじめに】沖縄県初となる農場 HACCP
認証取得を目指した取り組み概要を報告
する。【取り組み】当該企業は、生産か

ら流通を一貫経営しており、関連農場の
うち、主要な生産基盤である 3 農場を優
先的に、農場 HACCP 導入を決意。平成 26
年 12 月より、家保職員を含む農場 HACCP
推進チームを結成し、毎月会議を開催。
家保からの取り組みとして、飼養衛生管
理基準に基づく指導、一般衛生管理プロ
グラムの検証や見直しに必要な疾病動向
のモニタリングや病性鑑定を行っている。
平成 27 年 6 月に本県初となる農場 HACCP
推進農場として 3 農場が指定された後も、
毎月、農場 HACCP チーム会議を行い、農
場バイオセキュリティ強化へ取り組んだ。
推進農場指定をうけた 3 農場のうち、2
農場にて、平成 30 年 3 月に農場 HACCP 認
証農場審査予定。【まとめ】家保として
は、今後も関連法規に基づく指導・助言、
定期衛生検査や病性鑑定などを通して、
継続した支援を実施していく。 
 
Ⅱ―７ 畜産技術 
 
394. 高知県豚枝肉共進会の現状と今後
の展開：高知県西部家保 尾﨑郁馬、松
﨑克彦 
 高知県豚枝肉共進会（共進会）は、養
豚農家（農家）の肥育技術と豚枝肉の肉
質向上を目的として平成 14 年度から管
内の食肉処理場にて毎年開催。当初は同
場内で審査結果を説明。平成 25 年の豚流
行性下痢の県内発生を機に場内立入りを
制限したため、翌年から写真を用いた説
明資料（資料）の作成を開始。迅速且つ
正確な作業が必要となった。そこで、写
真を整理するプログラムを作成。資料作
成時間を短縮し、内容を充実化。資料は、
農家の生産意識の向上、生産環境の改善
点の発見、枝肉評価の理解の向上に寄与
しており農家や関係機関に好評。しかし、
平成 27 年度まで共進会における上物率
は平均 65%程度で推移していたが、その
後、下降傾向にあり、肉質向上のための
効果的な資料としては不十分。今後、詳
細な枝肉の部分写真の整理プログラムを
作成。資料の充実化を図ることで農家の
理解を深めるとともに、農家間の情報共
有を促し肥育技術の向上と上物率の高位
平準化を図っていく。 
 
395. 沖縄アグー豚の液状精液活用：沖縄
県畜産研究センター 親泊元治 
 沖縄アグー豚（アグー）の雄と西洋豚
の雌を交配して生産されるアグーブラン
ド豚は本県を代表する銘柄豚。増頭のた
めにはアグー種雄豚の効率的活用が重要。
ブタは自然交配および液状精液での人工
授精（AI）が主体。アグーは液状精液の
活用が必要。アグー液状精液の効率的な
活用を図るため、1、複数雄精液の混合液
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状精液試験、2、市販希釈剤とモデナ液と
の比較試験、3、精子濃度低減の検討およ
び 4、農場実証 AI 試験を実施。1、アグ
ー複数雄豚の混合精液は精子生存指数が
平均化し、その低い雄を補完。2、モデナ
液および市販希釈剤を用いて作製した液
状精液は、ほぼ 10 日間は精子生存指数が
高く維持。市販希釈剤はアグーに問題な
く適応可。3、アグー精子濃度低減液状精
液は精子濃度 0.5～1.0 億/ml(40 億/ドー
ズ)で問題なく利用可。4、当センター作
製アグー液状精液と実証農場作製アグー
液状精液において受胎率、産子数に有意
差はなし。アグーの液状精液は西洋豚と
同様に AI で問題なく活用でき、県内での
広域的な利用が期待。 
 
Ⅱ―８ その他 
 
396. 栃木県内飼養豚のプラスミド伝達
性キノロン耐性因子の保有状況：栃木県
県央家保 赤間俊輔 中村真弓 

近年、プラスミド伝達性キノロン耐性
因子(PMQR)による菌種を越えてのキノロ
ン耐性拡大が懸念。国内の PMQR 浸潤状況
は一部の病原細菌での報告に限られるた
め、今回腸内細菌叢全体を対象に PMQR 浸
潤状況を調査。県内 14 戸の飼養豚の糞便
141 検体から、市販キットを用いて遺伝
子を抽出、PCR 法により 8 種の PMQR の保
有の有無を調査。PCR 陽性検体はシプロ
フロキサシン含有培地で分離培養を試み、
PMQR 保有菌種を特定。その結果、14 戸中
11 戸(79％)、141 頭中 53 頭(38％)が PCR
陽性。1 頭の糞便から最大 4 種、1 農場で
最大 5 種の PMQR を検出。PMQR 保有菌種
は、大腸菌、緑膿菌、Wohlfahrtiimonas 
chitiniclastica を確認。本調査結果か
ら、PMQR の高率な浸潤実態が明らかとな
り、常在する非病原細菌や日和見菌が、
薬剤耐性遺伝子の供給源として重要な役
割を担いうることが新たに判明。プラス
ミド等、異菌種間伝播する遺伝子の正確
な浸潤実態の把握には、一般細菌叢を含
めた調査が必要。 
 
397. 畜産クラスター事業を活用した先
進的な豚舎整備事例：埼玉県熊谷家保 
益岡奈津樹、渡辺志保 
 管内養豚場（一貫、母豚 300 頭）で畜
産クラスター事業を活用して豚舎 4 棟
（交配豚舎、馴地豚舎及び肥育豚舎 2 棟）
を整備。暑熱対策としてクールセルシス
テム、臭気対策として生物脱臭設備を設
置。肥育豚舎は区画毎のオールインオー
ルアウトが可能な構造とするとともに、
畜舎洗浄ロボットを導入。暑熱対策によ
り分娩率が 82.4%から 85.5%に改善。母豚
1 腹当たり離乳頭数は 10.0 頭から 10.4

頭に増加。肥育豚舎では暑熱対策に加え
飼養衛生管理が改善されたことで、肥育
豚事故率が 4.2%から 3.0%に低下。さらに、
畜舎周辺では臭気が大幅に低減。これら
の結果、母豚 1 頭当たり肉豚出荷頭数が
20.2 頭から 21.2 頭に向上。今後、母豚
増頭及び一層の生産性向上による出荷頭
数の増加と収益向上が見込まれる。 
 
398. 養豚団地における衛生対策向上へ
の取組：新潟県中越家保 五十嵐紗代子、
阿部隆司 
 養豚団地 2 戸（A 農場、B 農場）は、い
ずれも豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）
陽性。両農場では平成 26 年 4 月に豚流行
性下痢（PED）が発生、6 月に沈静化した
が、PED ウイルス（PEDV）が浸潤。A 農場
では管理獣医師と家保指導の下、28 年 9
月に子豚舎のオールアウトと徹底洗浄消
毒を実施し PEDV 検出は陰性となったが 2
か月後に再発。団地としての衛生対策が
不可欠と考え、両農場と管理獣医師を参
集し、29 年 2 月から検討会を随時開催。
衛生状況の共有、団地内の動線や消毒（石
灰帯及び動力噴霧器設置）のルール化等
取り決め実践。A 農場は 4 月以降、B 農場
は 9 月以降 PEDV 検出されず。また、養豚
農場 PRRS 撲滅対策事業の取り組みとし
て 8月から子豚に PRRS ワクチン接種を開
始し、12 月現在、野外株は確認されず。
今後も定期的に情報交換し、意識向上を
図る。 
 
399. 養豚生産者団体で取り組む地域防
疫体制の構築：新潟県中央家保 権田寛
子 
 管内の 1 養豚生産者団体は現在中央家
保管内の養豚場 13 戸と JA、NOSAI 等の賛
助会員で構成され、家保、地域振興局、
食肉衛生検査所の指導の下、経営体質強
化及び生産性向上を目的に事業運営。本
研究会は管内養豚の中核として生産者間
の結びつきを作り、飼養管理技術向上を
図るため毎年肉豚枝肉共進会や研修会を
開催。加えて地域防疫体制向上の取組と
して、養豚情報交換会を開催、研究会で
実施した豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）
浸潤状況調査結果を会員間で情報共有、
会員農場の地域で PRRS コントロール対
策を開始。会員農場のうち PRRS陰性 6戸、
他 7戸も PRRSの清浄化を目指し取組継続。
2014 年豚流行性下痢の県内発生時は家保
・会員間で発生状況の情報共有及び意見
交換の場として機能。本研究会を今後も
地域防疫体制の枠組みとして支援。 
 
400. イノブタ農場における発育不良対
策：和歌山県紀南家保 谷口俊仁 柏木
敏孝 
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 母豚 80 頭規模のイノブタ一貫経営農
場における発育不良の原因探索および発
生防止対策を実施。3～4 ヶ月齢で斃死し
たデュロック雌×イノブタ雄の交雑豚
（B1 イノブタ）の解剖において、肺で肝
変化が認められマイコプラズマ感染が疑
われたため、マイコプラズマ病ワクチン
の接種を指示。しかし、依然として発育
不良は継続発生。1～2 ヶ月齢の発育不良
B1 イノブタでの病性鑑定の結果、気管支
周囲性の間質性肺炎、リンパ節でサーコ
ウイルス封入体確認。PCR によりサーコ
ウイルス 2 型、Mycoplasma hyopneumoniae
を検出。以上より、発育不良は離乳後多
臓器性発育不良症候群およびマイコプラ
ズマ感染が原因であると考えられ、サー
コウイルスワクチンの追加接種を指示。
さらに、離乳豚の飼養管理について対策
実施。離乳豚舎発酵床の攪拌による環境
改善、飲水口の位置の改良などによりス
トレス軽減。以上の対策の結果、離乳豚
の体重については対策前後で差がなかっ
たが、斃死率が大幅に減少。 
 
401. 管内養豚場の抗菌性物質の使用実
態調査:沖縄県中央家保 柿田朝香、北村
恵    

管内の動物用医薬品指示書(H26～28)
を集計し抗菌剤の使用量を家畜別で比較。
結果は、豚(9,034,011g 力価/1,744 件)、
牛(540,088g 力価/350 件)、鶏(30,832g
力価/45 件)、その他(726g 力価/24 件)。
豚での使用割合は約 9 割で抗菌剤系統別
は多い順にテトラサイクリン (TC)系
(61%)、サルファ剤(14%)、リンコマイシ
ン系(11%)。各養豚場の 1 頭当たりの平均
使用量は大規模(700 頭以上)61g 力価、中
規模(699～200 頭)66g 力価、小規模(199
頭以下)37g 力価、繁殖 48g 力価、一貫 31g
力価、肥育 122g 力価。管内病性鑑定(H25
～28)分離菌株を用いた薬剤耐性菌の出
現状況は、TC 系 78/85 株(TC:83%、ドキ
シサイクリン:87%、オキシテトラサイク
リン:75%)、サルファ剤 28/38 株(ST 合剤
:78%)。農家へのアンケート調査より、抗
菌剤の認知度は高いが予防的投与を中止
できず、使用記録簿のない農家が約 5 割。
抗菌剤の使用記録簿の普及が重要。生産
現場における抗菌剤の慎重使用を推進す
る必要があると考えられた。 
 
402. 宮古地域における養豚再生への取
り組み―ブランド化による高収益経営へ
の挑戦―：沖縄県宮古家保 長崎倫世、
三島章子 
 管内養豚は飼養頭数、戸数の激減によ
り存続の危機に直面。宮古食肉センター
の運営にも支障をきたすことが懸念され
る。主要農家 4 戸を対象に、宮古地域に

おける養豚産業の再生を目指し、生産性
向上・ブランド化による高収益型経営転
換等に取り組んだ。実態調査により、記
録・消毒の未実施、飼養管理技術不足、
母豚の受胎率・子豚の育成率・増体率が
低い事が判明。と畜検査における内蔵廃
棄率は低く、内臓病変を呈する疾病が少
ないと推察。月 1 回定期勉強会を実施、
優良農家視察、飼養衛生管理技術情報を
収集。繁殖成績では総産子数は多いが、
哺乳時期の虚弱・事故率が高く離乳頭数
が少ない。また、発育試験・肉質検査成
績はともに配合飼料給与農場が食品残渣
給与農場より高成績。食品残渣の割合が
高い農家では軟脂傾向。今回得られた調
査・試験結果を基に飼養管理技術を継続
指導し、宮古地域の養豚再生に向け、生
産・販売体制の整備、ブランド化による
高収益型経営転換へのサポートをしてい
く。 
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Ⅲ 鶏の衛生 
                                      
Ⅲ－１ ウイルス性疾病 
 
403. 道内初の高病原性鳥インフルエン
ザ発生と厳寒期の防疫対応：北海道十勝
家保太田晴喜、上村伸子 

2016 年 12 月 16 日、約 28 万羽の採卵
養鶏場で道内初の高病原性鳥インフルエ
ンザが発生。疑似患畜の殺処分は 19 日、
埋却は 22 日に完了し、農場の防疫措置は
24 日に終了。制限区域内の清浄性等を確
認し、翌年 1 月 15 日に全ての防疫措置を
終了。自治体職員や自衛隊など延べ 6,206
人が従事。厳寒期のため防寒対策や消毒
薬の凍結防止等に苦慮。作業者の休憩に
は集合施設やバスを活用。消毒ポイント
の消毒薬は液状酢酸系道路凍結防止剤等
で希釈して凍結を防止し、鶏舎消毒には
煙霧法を選択。搬出困難な一部鶏糞はシ
ートで被覆・保温して封じ込め、鶏舎や
鶏糞のウイルス分離陰性を確認。今後の
発生に備え、養鶏場毎の防疫計画（厳寒
期の除雪体制や資機材等）を再精査する
とともに、埋却作業は団体と協定を締結。
備蓄資機材等は冬季用品の種類と数量を
大幅に拡充。養鶏場には、鶏舎内の鶏糞
の搬出・堆肥化を含め、ハイリスクシー
ズン前の衛生対策の再徹底を指導するな
ど今後の防疫体制を一層強化。 
 
404. 高病原性鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ
６亜型）発症鶏の病性鑑定成績と他症例
との比較：北海道十勝家保 川島悠登、
髙橋弘康 

平成 28 年 12 月 16 日、管内の採卵鶏約
28万羽飼養農場で高病原性鳥インフルエ
ンザ（本病）疑い事例発生。死亡鶏 5 羽、
衰弱鶏 2 羽の病性鑑定で道内初の本病と
診断。ウイルス株は H5N6 亜型（H 株）。
剖検では全羽で脾臓腫大、一部で十二指
腸粘膜充血、肝臓退色。組織所見では全
羽で脾臓、肝臓及び腸管に多発性巣状壊
死、脳の軽度巣状壊死及び肺の血球貪食
像を確認。病変形成臓器、一部の無病変
臓器、全身血管内皮細胞、血管内にウイ
ルス抗原確認。腸管ウイルス量は気管の
約 103 倍。H5 遺伝子の系統樹解析では H
株は国内野鳥由来株と近縁。H 株と平成
16 年の山口県株等、国内事例の病変スコ
アとウイルスの病原性を比較。遺伝子亜
型の違いは病変、病原性に影響。H 株は
肝臓腸管型で病原性は山口県株より低く、
感染鶏は長期間生存するためウイルス拡
散の危険性大。異常鶏早期発見、初動防
疫による迅速な封じ込めの重要性を再認
識。 
 

405. 宮城県での高病原性鳥インフルエ
ンザ発生に伴う本県の対応について：岩
手県県南家保 茂木美和、平間ちが   

平成 29 年 3 月 24 日 2 時 55 分、宮城県
栗原市で高病原性鳥インフルエンザの疑
似患畜が発生し、隣接する一関市の一部
が搬出制限区域に設定され、県対策地方
支部を設置。搬出制限対象の肉用種鶏農
場等 5 戸･約 26 万羽の例外措置を国と協
議し、同日から種卵を出荷。まん延防止
に向け畜産関係車両の消毒ポイントを 3
箇所設置し、疑似患畜決定時に消毒等を
24 時間･3 交代・県職員 15 名/日で開始。
4 月 3 日から民間団体に消毒作業を委託。
4 月 11 日の搬出制限解除までの 19 日間
に延べ車両 666 台を消毒。県職員は延べ
600 名が対応し、同病の侵入続発なし。
改善点として、①制限区域の字界を迅速
に抽出する方法の検討、②消毒ポイント
の資材リストに夜間対応資材等を追加、
③リコイル式動力噴霧器を始動操作が簡
易なセル式に変更、④消毒ポイント等の
周辺住民及び通学時の児童への配慮が必
要等。本県初の鳥インフルエンザ防疫対
応の経験を踏まえ、防疫体制整備の強化
・維持に努める。 
 
406. 盛岡広域支部による高病原性鳥イ
ンフルエンザ発生時に備えた実動訓練：
岩手県中央家保 大森さくら、佐藤圭 

昨年度は相次いで隣県に高病原性鳥イ
ンフルエンザが発生、搬出制限区域を管
轄する振興局に地方支部が設置、消毒ポ
イント設営等の対応。県内発生時に備え、
支部体制強化が急務。平成 29 年 9 月、盛
岡局管内の発生を想定した実動訓練を実
施。内容は、振興局長と各部長で構成さ
れる支部会議（防疫計画を共有、各班の
準備状況報告）の模擬開催。殺処分等に
あたる防疫作業支援員（支援員）の集合
施設及び現地拠点施設の設置（備蓄資材
の搬出入、配置）と、支援員の行程に合
わせた運営（受付、健康調査、防護衣着
脱）。124 名の参加者が、各自の役割・
手順を検証。健康調査で支援員の約 2 割
が血圧高値で要診察となる等の課題判明。
今回、各班一体で準備を進めたことで、
支部を構成する関係機関の参加意識向上、
より有意義な訓練となった。今後も、関
係マニュアル等の有効性、支部各班の連
携を検証すべく、計画的な訓練の継続が
必要。  
 
407. 異常家きんの通報の分析と高病原
性鳥インフルエンザ緊急防疫体制の改善
：岩手県中央家保 千葉由純、阿部憲章、
齋藤清美、鈴木啓太 

管内は 291 戸の企業養鶏農場が所在す
る養鶏地帯。平成 24 年 4 月から 29 年 11
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月の 708 例の異常家きんの通報事例を分
析、立入検査の判断材料を精査。明確な
人為的飼養管理の失宜、事故は 399 件 56
％で死亡羽数の推移から本病を否定可能。
野生動物侵入による事例が 18 件あり農
場に対して改善を確認できるまで指導。
コクシジウム症等、臨床症状と剖検で死
亡原因が特定できた事例は 233 件 33％で、
特徴病変の画像情報で確認。本病を否定
できなかった農場立入は 76 件 11％で大
腸菌症と IB の複合感染、寒冷ストレス等
原因は多様。立入検査の際は、2 時間以
内の緊急防疫計画の策定に努めたが、①
関係機関（市町村・地方支部）への連絡
のタイミングの見直し、②埋却地、現地
拠点施設の配置場所、消毒ポイントの候
補地等のより詳細な情報や精査すべき事
項が判明し事後検証を実施。より実践を
想定した各種情報の精度と職員の対応能
力の向上に努めているところ。 
 
408. 若齢肉用鶏の封入体肝炎（IBH）の
発生事例：岩手県岩手県県南家保 竹下
愛子、市村鋭 
 H28 年 5 月、鶏アデノウイルス（FAV）
血清型 1 による慢性筋胃炎が発生し、終
息した肉用鶏農場で、H29 年 9 月、96 千
羽を飼養する 8棟中 2棟で死亡率が増加、
両鶏舎 11 羽（9、12 日齢）の病性鑑定を
実施。剖検で、全羽に肝臓の褪色、10 羽
の膵臓に白色巣を確認。組織検査で、核
内封入体を伴う肝細胞のび漫性壊死、膵
臓に多発性巣状壊死が観察（4/5 羽）。
ウイルス検査で、全羽の肝臓又は膵臓か
ら FAV 血清型 8 の遺伝子が検出。以上か
ら FAV 血清型 8 による IBH と診断。病理
又はウイルス検査で、鶏貧血ウイルスと
伝染性ファブリキウス嚢病ウイルスの関
与を否定、FAV 単独での発症が示唆。本
例は同一ロット雛にのみ発生し、前回と
異なる血清型の FAV が農場に浸潤したと
推察。対策は、他鶏舎へのまん延防止と
有効薬剤を用いた消毒による次ロットへ
の感染防止に加え、発症を防ぐため衛生
環境の整備、他疾病の制御等、免疫抑制
因子の軽減が重要。 
 
409. 高病原性鳥インフルエンザ感染野
鳥における病変及び抗原分布の病理組織
学的検索：岩手県中央家保 熊谷芳浩、
後藤満喜子 
 2016 年 11 月から 2017 年 3 月、県内で
H5N6 亜型鳥インフルエンザウイルス
（AIV）による高病原性鳥インフルエンザ
（HPAI）が死亡野鳥に多発。HPAI と診断
されたオオハクチョウ 7羽、マガモ 1羽、
オオバン 1 羽を病理組織学的及び免疫組
織化学的（IHC）に検索。マガモとオオバ
ンに著変は認められず、IHC ではマガモ

の肝臓と脾臓にのみ AIV 陽性反応を確認。
オオハクチョウ全羽の膵臓に壊死、4 羽
の脳に壊死巣が認められ、IHC により全
羽の膵臓及び脳、5 羽の心筋、4 羽の羽包
に陽性反応を確認。全羽の脳に陽性反応
が見られたため、鼻粘膜、ハーダー腺及
び嗅球を検索。2 羽の鼻粘膜に壊死及び
細胞浸潤が認められ、IHC で全羽の鼻粘
膜及びハーダー腺、6 羽の嗅球の神経細
胞に陽性反応を確認。オオハクチョウで
は、AIV が膵臓及び脳に親和性を有し、
脳への侵入経路の一つとして、鼻粘膜嗅
細胞から嗅球を経由し侵入する可能性が
示唆された。 
 
410.高病原性鳥インフルエンザ発生時の
初動防疫体制整備に向けた取り組み:宮
城県仙台家保 中村健太郎、大越啓司 
 平成 29 年 3 月、県内初となった栗原市
の大規模養鶏場における発生を受け、初
動対応では各農場に適応した迅速かつ円
滑な関係機関との連携作業及び正確な情
報伝達が最大の課題。仙台現地地方支部、
国、市町村、建設業協会 3 協会、農協、
産業廃棄物処理業者と連携し、管内全 19
農場別「防疫対応計画書」を策定。農場
毎の埋却候補地、集合施設及び現地確認
が必要な消毒ポイント設置場所の詳細な
現地調査を実施。農家台帳、動員計画、
必要資機材量の算定、鶏舎内の殺処分動
線及び埋却溝図面の作成、1 農場での防
疫作業に活用するための隣接河川敷地の
一時占用許可、焼却対応 7 農場の処理手
順を確立。また、新たな「県現地地方支
部マニュアル」を検証するため、20 万羽
規模農場での発生を想定し、新設された
「情報分析班」を含めた県本部と仙台現
地地方支部による合同防疫演習を県内で
初めて実施。今後は、計画書を基に、他
支部の動員を含め、県全域レベルの防疫
演習による体制強化を目指す。 
 
411. 埋蔵文化財包蔵地に所在する一養
鶏場の埋却地確保に向けた取り組み：宮
城県東部家保 狩野将輝、網代隆 
 採卵鶏と肉用鶏合わせて約 2,000 羽規
模の養鶏場が埋蔵文化財包蔵地に所在。
文化財保護法により発掘には 60 日前ま
でに届出が必要。HPAI 発生時において農
場内での埋却は困難。市有地 2 箇所を候
補地として選定するも、重機の侵入が困
難な山林、農場からの距離が 5km 以上等
の状況から非現実的。関係機関と連携し
農場内での埋却地確保に向けて再検討。
県文化財保護課及び市教育委員会と現地
確認。場内で最も遺物埋蔵の可能性が低
い区域を選定。土地所有者に事情説明、
承諾を得て試掘調査を実施。埋却担当部
局と建設業協会で重機により地山面まで
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9 箇所掘削し、市の調査員が精査。1 箇所
のみ柱穴と思われる遺構、摩滅した土器
を確認。市から県へ調査結果を報告。遺
物の密度の低い区域と推察され、万一の
HPAI 発生時には協議の上、埋却地として
の使用はやむを得ないとの見解。関係機
関との連携により有事に備えた農場内埋
却に向け前進。 
 
412. 県内初の高病原性鳥インフルエン
ザ発生事例を踏まえた実践的な防疫演習
の取り組み：宮城県北部家保 矢田絢子、
小川修平 
 平成 29 年 3 月、22 万羽の採卵鶏飼養
農場で HPAI が発生。延べ 3,754 人を動員
し 72 時間で防疫措置を完了。従事者への
アンケートから情報伝達、支援体制及び
農場敷地外への埋却等の課題が提起。こ
のため、従事者支援を行うサポート班の
事前研修を実施、防疫演習(8 班 17 チー
ム 122 人参加)では地方支部、現地事務所、
発生農場、埋却地の計 4 ヶ所の会場を設
置、通信機器を利用した各会場間での命
令、情報等の伝達による連絡体制の強化、
チームリーダーの引継による各班での情
報伝達と作業の円滑化を図った。また、
建設業協会との協働により、発生農場か
ら離れた場所への処分鶏輸送と埋却実習
による連携強化を促進。終了後アンケー
トでは 89%の参加者が担当業務を理解と
回答。課題としては他チームとの連携や
設定事項の資材不足等への対応では混乱
が生じるなど、作業への習熟を踏まえ、
アクシデントにも自律的な対応が可能と
なるよう、防疫演習を含め継続的な取組
の必要性を再認識。 
 
413. 高病原性鳥インフルエンザ発生農
場の早期業務再開に向けた支援体制とそ
の取り組み：宮城県北部地方振興事務所
栗原地域事務所 齋藤拓海、山田治 
 平成 29 年 3 月 24 日に約 22 万羽飼養の
養鶏場で高病原性鳥インフルエンザが発
生、3 月 27 日に 72 時間以内の防疫措置
完了。農場は経済被害の回復や従業者の
雇用存続のため早期の業務再開を希望。
このため支援体制を構築し、併せて、再
開要件確認表と鶏舎構造図を作成、更に
進捗確認のための再開行程計画も立案。
再開行程は 3 段階に分け推進。第 1 段階
は移動制限及び搬出制限解除を目的とし
4 班体制で鶏舎内外を徹底消毒。第 2 段
階では衛生管理体制の再構築のため、農
場の衛生管理区域と動線の再設定、鶏舎
補修、埋却候補地の確保等を再開要件確
認表に基づき頻回指導。その結果、GP セ
ンターは 4 月 21 日、堆肥施設は 5 月 2 日
に再開。鶏舎補修は 5月 30日に完了確認。
衛生管理体制の再構築は 6月 29日に完了。

第 3 段階では家きんの再導入のため、構
造図を活用し、検査計画、モニター家き
ん配置等を精査。環境検査及びモニター
家きん検査を実施し、陰性を確認。発生
農場は 7 月 9 日から家きんを再導入、防
疫措置終了後 104 日で業務再開。 
 
414. 高病原性鳥インフルエンザのコン
ベンショナル PCR 法の比較検討：宮城県
仙台家保 松尾賢吾、佐伯悠季 
 高病原性鳥インフルエンザのコンベン
ショナル PCR 法は､公定法では手技が繁
雑な 2step RT-PCR を用いるため､1step 
RT-PCR での検査法を検討｡材料は平成 28
年度宮城県分離株 RNA及び平成 28年度配
布陽性対照 RNA4 種を使用。1step RT-PCR
試薬は I 社(①)､T 社(②)､Q 社(③)の 3 種
を使用｡RNA を 10 倍階段希釈後､NP､H5 亜
型､H7 亜型の RT-PCR を実施し検出感度を
公定法と比較。1 反応の試薬の価格は②
③が公定法の約 3 割と低価。反応時間は
①②が公定法の約 6 割と短時間。検出感
度は、NP で①②が、H5 亜型で 3 種とも公
定法と同等。H7 亜型は、ユーラシア系統
RNA で②③が公定法と同等である一方、
北米系統 RNA で 3 種とも低感度。総合し
て最も有用な②で、H7 亜型を公定法と同
等の感度で検出する検査法を検討。サイ
クル数及び RNA 添加量を増やすことで公
定法と同等の感度を獲得。本法は、簡便、
安価、短時間で、公定法と同等な感度の
検査法として有用。 
 
415. 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）
発生時に備えた初動防疫対応：秋田県北
部家保 冨野里櫻子、櫻田まみ 
 管内の N 地域は比内地鶏の本場であり、
大規模養鶏場を含め本県養鶏業の約 6 割
が集中することから、数年に渡り現地防
疫体制の整備を指導。今年度は、地域振
興局（以下、振興局）主導への体制移行
に向け、N 振興局主導での防疫演習を実
施。机上演習では、総務企画部が防疫体
制の概要を説明したのちに各部職員が時
系列に沿ってリレー形式で説明すること
で、各々の作業内容が明確化。実地演習
では、福祉環境部主導での集合施設及び
防疫拠点の運営の他、農林部は平飼い鶏
舎での殺処分作業、建設部はグループワ
ークを取り入れた消毒ポイントの運営を
新たに追加。参加人数は例年比約 2.7 倍
の 134 名に増加。演習後の検討会での要
望を基に、防疫計画書の作成の他、外部
機関を召集しての現地連絡会議を開催。
今後は、他地域での振興局主導型防疫演
習の推進、管内全農場の防疫計画書の継
続的かつ効率的更新、関係機関との定期
的な連絡調整に努め、現地防疫体制のさ
らなる強化を目指す。 
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416.高病原性鳥インフルエンザ発生に備
えた初動体制強化への取り組み：秋田県
中央家保 大庭要、山口恭代 
 平成 28 年 11 月、秋田市大森山動物園
にて鳥インフルエンザが発生し全県で緊
張。幸い県内家きん農場の発生なし。こ
れまでの防疫演習は、座学や捕鳥及び車
両消毒実習等の受動的且つ動員された場
合の作業が中心で、発生時に拠点となる
現地対策本部の初動体制の構築が最大の
ウィークポイントと判断。そこで、その
立ち上げを担う管内地域振興局単位でロ
ールプレイング形式でのマネージメント
演習を実施。疑似患畜確定までに殺処分
体制を整える事を目標に、現地対策本部
の各作業班に分かれ、職員自らの行動を
時間軸に沿って具体的に検討。初めての
演習方法の為、要望により事前レクチャ
ーを 12 回実施。結果、演習は活気に満ち
短時間で多くの項目を検討。多くの職員
が自身の役割と防疫対応の全体像を理解。
全体像が見えた反面、業務量に困惑する
意見も有り。マネージメント演習の地道
な継続が不可欠。今後は、現地対策本部
員向け作業手順書作成と実用性の確認の
演習を実施したい。 
 
417. 焼却施設における高病原性鳥イン
フルエンザ実践型防疫演習：山形県中央
家保 冨田六郎太・庄司真希  

平成 28 年度、近隣県での高病原性鳥イ
ンフルエンザ発生を受け、当家保では防
疫対応計画の精査並びに関係機関との連
携強化策を実施。その一環として鶏の死
体等の円滑な処理を行うため焼却施設と
調整し、焼却マニュアル案を作成、焼却
施設での家保職員・市町担当者・施設職
員等による実践型防疫演習を実施。演習
内容は①焼却施設内の連絡通信状況の確
認②作業安全確保対策の確認③焼却物搬
入予定場所である一般ごみ荷下ろし階（2
階）での搬入経路の確認④荷下ろし階か
ら焼却物投入階（4 階）への荷上げ方法
及び受け取り方法の検討⑤投入階での焼
却物運搬方法の検討⑥投入階での焼却物
保管場所の確認⑦投入方法の検討。成果
として参加者の焼却作業に対するイメー
ジが共有でき、又施設側からの提案や作
業検証の結果から、焼却マニュアル案を
より実効性のある形に修正。今後も関係
機関と連携をとり初動防疫体制の充実強
化に努める。   
 
418. 高病原性鳥インフルエンザ防疫対
策班チームリーダー主体による大規模農
場の防疫体制の強化：山形県庄内家保 
佐々木志穂 大河原博貴 
 本県では、高病原性鳥インフルエンザ
（HPAI）発生時の迅速な防疫対応のため、

発生地に派遣する県内の家畜防疫員を防
疫対策班各チームリーダー（リーダー）
として固定し、その業務に精通できる体
制を構築。平成 27 年度、県畜産振興課が
リーダーを参集、各地域大規模農場の
HPAI 防疫計画の情報共有と更新を指示。
当所は 2 農場（採卵鶏 19 万羽及び肉用鶏
14 万羽飼養規模）について、農場情報の
整理、防疫作業動線、殺処分の作業手順、
従事者数を検討。定期的なリーダー会議
で、リーダーは各地域の農場情報を共有、
防疫計画を再確認。また、防疫作業動線、
死体等の処理方法、防疫資材の不足を共
通課題として洗い出し、地域毎に課題解
決策を検討。農場調査を継続し、防疫作
業動線の修正、死体等の処理方法の具体
化、備蓄資材の補充等、防疫計画を随時
更新。リーダー会議は家畜防疫員の防疫
意識を高め、防疫計画の更新により HPAI
発生時の迅速な初動防疫対応への備えを
強化。 
 
419. H28-29 シーズンにおける野鳥での
高病原性鳥インフルエンザの防疫対応：
茨城県県北家保 水野博明、前田育子 

H28-29 シーズン、HPAI ウイルス分離陽
性は全国最多の 62 羽確認。全て H5N6 亜
型で、HA 遺伝子解析の結果、7 グループ
に分類。農場での発生防止のため、HPAI
流行前の平成 28年 9月には注意喚起を行
い，以降延べ 30 報の情報提供を実施。最
も多くのウイルスが確認された湖沼のあ
る市とは、拡散防止のための打合せを緊
急的に実施。また，管内市町村と協力し、
家きん 100 羽以上飼養する全農場に消石
灰を 1.2t 配布し、消毒を指導。平成 28
年 12 月には，環境担当を含めた担当者と
防疫対策会議を開催し、市町村との万一
の発生時の対応を再確認。全ての野鳥で
ウイルス分離を実施してきた結果、ウイ
ルス侵入をいち早く把握。情報提供の結
果、多くの農場で衛生意識の向上及び衛
生対策を強化したことが判明。市町村で
は、危機管理体制整備が進展し、管内 9
市町村が防疫マニュアルを策定。当所の
防疫対応が、農場や市町村の衛生意識を
醸成し、農場での発生防止にコミットし
たと推察。 
 
420. H5N6 亜型高病原性鳥インフルエン
ザ感染野鳥の病理学的検索：茨城県県北
家保矢口裕司、大谷芳子 

H28-29 シーズン、県内の死亡野鳥 6 種
62羽から H5N6亜型 HPAIウイルスを検出。
ウイルス分離陽性個体 55 羽、陰性個体
55 羽の病理学的検索を実施。陽性野鳥の
剖検所見は、肝臓の白点、膵臓の赤色斑。
病理組織所見は、肝臓、膵臓に多数の壊
死巣、一部では脾臓、脳に壊死巣。免疫
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染色では病変部に多数の陽性反応を確認。
また、陽性野鳥では病変形成が明瞭でな
い臓器（肺、腸管、心臓、結膜、皮膚の
羽軸など）でも免疫染色で多数の陽性反
応を確認。検索の結果、膵臓の壊死は H5N6
亜型 HPAI 感染野鳥における特徴的所見
で膵臓の検査は重要。陽性野鳥の免疫染
色では全身でウイルス抗原を確認、その
ため羽軸の対策も重要と再認識。免疫染
色陽性臓器のパラフィン切片を用いた遺
伝子検査では、ウイルス分離陰性個体で
も、H5 亜型ウイルス遺伝子を検出。解析
の結果、同時期流行の H5N6 亜型ウイルス
と近縁。抗原検索と併せた病理組織検査
の実施により正確に HPAI の感染状況が
把握可能。 
 
421. 県内で検出された大きな欠損があ
るマレック病ウイルス（MDV）meq 遺伝子
：埼玉県中央家保 曾田泰史 
 愛玩用シャモ 50 羽を飼養する養鶏家
で、平成 28 年 8 月に約 150 日齢のシャモ
1 羽が死亡。病性鑑定でマレック病と診
断。MDV ワクチンは未接種。本例の肝臓、
脾臓、腎臓を検体として PCR で meq 遺伝
子を検出、その塩基配列を解析、コード
する蛋白質（Meq 蛋白質）のアミノ酸配
列を分析。全検体で一般的な meq 遺伝子
（583bp）よりも低分子（約 400bp）の増
幅産物を確認。塩基配列解析の結果、一
般的な meq 遺伝子と比較して 192 塩基が
欠損。アミノ酸配列分析では、一般的な
Meq 蛋白質における 170～233 番目のアミ
ノ酸が欠損。近年、meq 遺伝子が一部欠
損した MDV が野外症例から検出されてい
るが、本例で認められた欠損は、それら
より 69 塩基大きく、過去に報告はない。
Meq 蛋白質の機能を調節する領域が大き
く欠損していたため、病原性に変化があ
ったと考えられるが、ウイルス分離が陰
性であったため本例の病原性は未検討。
今後、本例のウイルス分離及び病原性に
関する追加調査を実施。 
 
422. 千葉県で発生した高病原性鳥イン
フルエンザの病理学的検索：千葉県中央
家保 綿村崇宏 

千葉県で 2017年 3月に発生した高病原
性鳥インフルエンザ（HPAI）の病性鑑定
に供した斃死鶏 5 羽について、病理学的
に検索。剖検時、3 羽で体腔内の点状出
血がみられた。組織学的に、全羽で肝臓
及び脾臓の巣状壊死が多発し、免疫組織
化学的検査（IHC）で、病変部に A 型イン
フルエンザウイルス抗原（A 抗原）を確
認。中枢神経系でも 4 羽に微小壊死がみ
られ、病変部と神経細胞に A 抗原を確認。
膵臓、腎臓、心臓、肺、筋胃で A 抗原を
伴う壊死がみられる個体が存在したが、

病変部以外や病変を確認できない個体で
も A 抗原がみられた。肉冠では真皮の血
管変性や水腫が全羽にみられたが、A 抗
原は認められなかった。採材した全羽の
気管で壊死がみられ、周囲の血管内皮細
胞に A 抗原を確認したことから、ウイル
スの侵入経路の一つと考えられた。HPAI
の検査では、病理組織学的検査に IHC を
併用することがウイルスの体内動態を明
らかにするのに有用。 
 
423. 千葉県で発生した高病原性鳥イン
フルエンザに係る検査：千葉県中央家保 
畑中ちひろ 

平成 29 年 3 月、県内養鶏場で発生した
H5N6 亜型の高病原性鳥インフルエンザ
（HPAI）では、死亡鶏 5 羽の遺伝子検査
（PCR 検査及びリアルタイム PCR 検査）
で全検体から H5 及び NP 特異遺伝子を検
出。しかし PCR 検査で H7 に対する非特異
反応。一方、家きんの再導入のための検
査でモニター家きん 90 羽（140 日齢）の
うち、従来のエライザ法で 30 羽陽性、寒
天ゲル内沈降反応（ゲル沈）では全例陰
性だったが 27 羽で非特異反応。モニター
家きんの導入元では、60 日齢は全例陰性
だが、140 日齢では 20 羽中 13 羽エライ
ザ法陽性、ゲル沈で全例陰性。そこでモ
ニター家きんと同日齢の鶏で 1 か月毎に
追跡した結果、224 日齢でゲル沈の非特
異反応は消失し、316 日齢でエライザ法
は全例陰性。これらの検体は競合 ELISA
（新キット）では全例陰性だったことか
ら、HPAI 発生に係る検査では新キットの
使用を推奨。 
 
424. 高病原性鳥インフルエンザ等の競
合エライザ法における重要管理点の設定
：東京都家保 八町慶史、桑山隆実 

家畜保健衛生所の検査技術等の高位平
準化が求められている中、高病原性鳥イ
ンフルエンザ等の競合エライザ法による
検査キットで結果に影響を与える因子を
検証。試験 1：陰性検体に指示陽性血清
を段階希釈して混入させた結果、5 倍希
釈以下で陽転。試験 2：2 回目の洗浄後、
陽性検体に段階希釈した標識抗体を混入
させた結果、2,102 倍希釈以下で陰転。
これらの試験より標識抗体の混入が結果
に影響を与えるリスクが高いと判断し、
混入経路を検討。試験 3：2,000 倍希釈量
の標識抗体が混入した洗浄液で 2 回目の
洗浄を実施した結果、通常洗浄時と比較
し S/N 比が上昇。試験 4：プレートの洗
浄液を除去した際にバケツ中に溜まった
廃液の飛散範囲を確認した結果、勢いよ
く除去するとプレートへの跳ね返り及び
バケツの外側への飛散を確認。以上より
2 回目の洗浄を重要管理点に設定し、標
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識抗体のプレートと洗浄液への混入対策
を標準業務手順書に反映。 
 
425. 都内養鶏場における鶏脳脊髄炎の
発生：東京都家保 竹内美穂、綾部文香 

2016 年 12 月末から 2017 年 1 月初旬に
かけて、採卵鶏と肉用鶏飼養の A 農場及
び採卵鶏飼養の B 農場で、同一種鶏場導
入の初生雛が歩様蹌踉を呈し、死亡個体
が増加したため病性鑑定を実施。剖検所
見で著変なく、細菌学的検査では有意菌
分離なし。病理組織所見では腰髄等神経
組織の灰白質背角部に中心性色質（虎班）
融解を起こした大型神経細胞を確認。大
脳では囲管性細胞浸潤が散見し、その他
臓器ではリンパ球様細胞の軽度集簇を確
認。ウイルス学的検査では鳥インフルエ
ンザは否定、VP2 及び 5’UTR 領域の
RT-PCR で全個体から鶏脳脊髄炎ウイルス
（AEV）遺伝子を検出。A 及び B 農場で検
出された両ウイルス遺伝子の塩基配列解
析及び系統樹解析より、近縁株と判明。A
農場の抗体検査では、１ヶ月後の血清で
全群の抗体が有意に上昇。B 農場の発症
群では、導入後 2 週間目で半数（3/6）が
抗体を保有、4 ヶ月後では 100％（10/10）
が抗体を保有も、発症群以外では抗体の
有意な上昇は認められず。臨床症状、疫
学調査、病性鑑定結果から総合的に判断
し、本症例を AE と診断。 
 
426. 県内初の高病原性鳥インフルエン
ザの発生事例とその後の対応：岐阜県中
央家保 杉山裕司、大平雅史 
 2017 年 1 月 14 日、約 8 万羽飼養の採
卵養鶏場の管理獣医師から幼雛舎で 100
羽以上がかたまって死亡しているとの通
報を受信。簡易検査では死亡鶏の 5 羽中
5 羽、生鶏 2 羽中 1 羽が陽性。遺伝子検
査において H5 亜型と判明し、県内初とな
る高病原性鳥インフルエンザが発生。3
エリアに分散している鶏舎配置、大雪の
降る悪天候、休日での発生といった悪条
件、湧水による埋却溝法面崩落という事
態の中、関係機関の連携により 72 時間以
内に防疫措置が完了。今回の防疫措置を
検証し、組織として現地対策本部及び発
生農場での指揮命令系統を再編強化。現
場指揮を執る職員の養成研修の実施。地
域として管内 3 か所の農林事務所と協力
し班体制や役割を同一にした各地域マニ
ュアルの改正と連絡体制や初動対応を中
心とした防疫演習の実施。養鶏場に対し
て飼養衛生管理基準遵守状況の確認、埋
却候補地の事前ボーリング調査、消石灰
を用いた一斉消毒の指導を行い、防疫体
制を強化。 
 

427. 県内で発生した高病原性鳥インフ
ルエンザ（Ｈ５Ｎ６亜型）の病理学的検
査：岐阜県中央家保 藤木省志、大平雅
史 

2017 年 1 月 14 日、約 80,000 羽を飼養
する採卵鶏農場で 45 日齢の鶏群で高病
原性鳥インフルエンザ（HPAI）が発生。
遺伝子解析の結果、H5N6 亜型と判明。ク
ロアカ及び気管スワブでの A 型インフル
エンザ簡易検査で全羽陽性。剖検では、
脾臓の白斑や気管の充血、心冠部や腺胃、
胸腺の点状出血、腎臓の脆弱化を認めた。
病理組織検査では、脾臓に壊死巣が多発
し、脳や膵臓においても小壊死巣が散発。
抗Ａ型インフルエンザウイルス抗体を用
いた免疫組織化学的検査においては、病
変部に一致して陽性が確認。肺の細気管
支上皮細胞や腎臓の尿細管上皮、諸臓器
血管内皮細胞においても陽を確認。本症
例の病変及び抗原分布は過去の報告と同
様な傾向。HPAI ウイルスが呼吸器に感染
し、血流を介して全身に広がりさらに増
殖したことを示しており、高病原性であ
る本病の特徴を確認。 
 
428. 管内養鶏場伝染性気管支炎（IB）の
発生事例：静岡県西部家保 西島典子、
西原由希子 
 平成 29 年 3 月～4 月、肉用種鶏 A（A
種）及び別品種の肉用種鶏 B（B 種）を飼
養する管内養鶏場において、A 種では元
気消失、異常呼吸音、急激な産卵率低下、
B 種では元気消失、突然死が認められた
ため、病性鑑定を実施。剖検では、A 種
で卵管下部の暗赤色変化や卵墜、B 種で
腎臓の腫大や退色、多数の黄白色斑点を
確認。病理組織学的検査では、A 種で気
管支粘膜固有層の炎症細胞浸潤と出血、
上皮細胞の線毛の消失、B 種で腎臓尿細
管の変性と壊死、間質の炎症細胞浸潤、
尿細管腔内の球状結晶物の貯留を確認。
ウイルス学的検査では、両種の気管・肺、
B 種の腎臓から IB ウイルス（IBV）特異
遺伝子を検出。IBV 遺伝子型別では、ワ
クチン未接種の遺伝子型である JP-Ⅰ型
と判断。また、両種の気管・肺・腎臓か
ら IBV が分離されたが、血清型の判別は
できず。以上から、鶏種間で異なる所見
が認められたが、一連の症状は同一遺伝
子型の IBV によるものと診断。 
 
429. 採卵鶏・ワクモから分離・検出され
た鶏痘ウイルス（FPV）の遺伝子解析：大
阪府大阪府家保 服部孝二 

鶏痘は鶏痘ウイルス(FPV)による急性
伝染病で粘膜型と皮膚型がある。今回、
採卵鶏・ワクモから分離・検出された FPV
の遺伝子解析を実施。【材料と方法】ウ
イルス分離は、顔面皮膚病変・ワクモ乳
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剤を 10 日齢発育鶏卵の漿尿膜上に接種、
37℃6 日間培養。遺伝子検査は、顔面皮
膚病変・吸血ワクモ乳剤、漿尿膜乳剤に
ついて FPV の PCR、ワクモ（6 月、7 月、
8 月）ついて nested PCR（nPCR）を実施。
シークエンスによる遺伝子解析を実施。
【結果】３羽の顔面皮膚病変乳剤・ワク
モ乳剤を接種した漿尿膜上に一代目で肥
厚とポックを確認、さらに PCR で FPV 特
異遺伝子を確認、FPV と同定。また鶏舎
のワクモから nPCR で 6月のワクモ 1 検体、
7 月・8 月は全検体で FPV 特異遺伝子を検
出。シークエンスよる分子系統解析では
今回、検出された FPV は分子系統樹で
Clade A～E の A１に分類。鶏舎内のワク
モの FPV 特異遺伝子検出とウイルス分離
陽性の結果から FPV の機械的伝播が長期
間持続していることが判明。 
 
430. 肉用鶏における伝染性気管支炎の
発生例：奈良県家保 中西晶、森山美奈子 

大和肉鶏飼養農場において死亡数が増
加する症例が発生。当該鶏群は平成 29 年
6 月 1 日餌付、900 羽の 1 鶏群。死亡数は
19 日齢から 35 日齢までの合計 96 羽。死
亡率は約 10％。腎臓の腫大、退色、大理
石紋様、間質性腎炎、尿細管上皮の扁平
化、管腔に剥離した変性上皮細胞と大小
の球状結晶物（尿酸塩）を認めた。発育
鶏卵培養では鶏胚の矮小化とカーリング
を観察。尿膜腔液からは伝染性気管支炎
（IB）ウイルス遺伝子を検出。遺伝子型
は JPⅡ型。これらの結果から、腎炎型 IB
と診断。当該鶏群の増体は不良であった。
20 週令で病理解剖を実施。腎炎の痕跡を
認めた。当該農場では 6 日齢に L2 株（遺
伝子型 Connecticut 型）を、35 日齢に練
馬株（遺伝子型 Massachusetts 型）を飲
水投与していた。IB ウイルスの血清学的
交差反応性を期待して、ワクチンの投与
順を逆にした。同時に消毒の徹底を指導。
その後 IB の発生はなく、対策の効果と考
えた。 
 
431. 管内の採卵鶏における皮膚型鶏痘
発生とその対策：鳥取県西部家保 高橋
希、生田泰子 
 管内採卵鶏農家（10,000 羽規模）で、
8 月下旬～9 月にかけて 300～400 日齢の
鶏に肉冠、眼瞼など頭部を中心とした皮
膚病変が散見され衰弱死・産卵停止もみ
られたため病性鑑定を実施。ウイルス検
査の結果、病変部から鶏痘ウイルスを分
離、また病理組織学検査による特徴的病
変から皮膚型鶏痘と診断。またワクモか
ら鶏痘ウイルス遺伝子が検出されたため、
今回感染の波及はワクモによる機械的伝
播と推察。本農場は薬剤によるワクモ駆
除効果の低下に苦慮していたため、天然

環境制御資材である珪藻土散布による対
策を実施。あわせて鶏痘ワクチン追加接
種により発生は終息。  
 
432. 少羽数飼養農場で発生した導入雛
の死亡事例：広島県西部家保 細川久美
子、鈴藤和 

採卵鶏約 300 羽、肉用鶏約 100 羽を飼
養する農場で、肉用鶏の初生雛 130 羽が
導入から 20 日間で 127 羽死亡。 疫学調
査で、雛には消化不可能な自家配合飼料
給与を確認。病性鑑定の結果、ファブリ
キウス嚢のリンパ球減数、骨髄の脂肪化、
諸臓器の単核細胞における核内封入体形
成、非化膿性腎炎、肝臓の小壊死巣、脾
臓の濾胞壊死、コクシジウム、線虫類、
クリプトスポリジウムの寄生を確認。鶏
貧血ウイルス（CAV）、伝染性気管支炎ウ
イルス（IBV）、トリアデノウイルス、大
腸菌を分離。抗 CAV 及び抗 IBV 血清を用
いた免疫組織化学的染色（IHC）で病変部
に一致して陽性を確認。伝染性ファブリ
キウス嚢病ウイルスの遺伝子検査及び
IHC は陰性。重度の栄養不良及び鶏貧血
ウイルス病により免疫抑制状態となり、
環境中等に常在する病原体が日和見感染
症として複合的に関与し、大量死に至っ
たと推察。家畜保健衛生所の指導により、
市販の雛用飼料へ変更後は同様の死亡事
例の再発なし。 
 
433. 養鶏農場での伝染性気管支炎発生
と再発防止対策：山口県中部家保 木本
結貴、柳澤郁成 

採卵鶏育成農場の異なる 2 つの鶏群に
おいて、伝染性気管支炎(IB)の腎炎型が
連続発生。病性鑑定の結果、腎臓の腫大
及び退色を伴う間質性腎炎を確認。気管、
腸管、腎臓から IB ウイルス(IBV)を分離。
分離 IBV は両症例とも同一の JP-Ⅰ遺伝
子型、症例 2 は症例 1 から感染拡大した
と推察。いずれも JP-Ⅰワクチン(C-78)
を接種していたが感染を完全に防御でき
ず。発生要因として、飲水管理失宜や育
成鶏の成長に伴う過密飼育等がストレス
となり免疫抑制につながったと推察。再
発防止対策として、①鶏舎での靴底消毒
方法の見直し②飼育密度の適正化③オー
ルアウト後の鶏舎消毒の徹底等の改善指
導を実施。感染の早期終息と再発防止を
実現。一方、発生農場が属する企業養鶏
の経営者及び系列農場の管理責任者に対
しても、本症例の情報共有と伝染病発生
防止に向けた指導を実施。指導後は鶏舎
のバイオセキュリティ対策の改善や企業
全体でのワクチン接種プログラムの変更
が行われており、経営者及び農場管理責
任者の理解が対策の推進に不可欠。 
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434. 肉用鶏 2 農場で発生した鶏封入体肝
炎：山口県東部家保 大石大樹、佐伯優
紀恵 
 肉用鶏 2 農場において鶏封入体肝炎
（IBH）が発生。A 農場：平成 29 年 9 月
11 日、13 日齢雛の死亡増加。発症期間の
死亡は約 800 羽。B 農場：平成 29 年 9 月
13 日、10 日齢雛の死亡増加。発症期間の
死亡は約 400 羽。両農場の死亡鶏 3 羽、
生存鶏 2～3 羽を病性鑑定。全羽で肝臓の
退色を確認し、核内封入体を伴う肝細胞
の変性・壊死を確認。抗グループ 1 トリ
アデノウイルスポリクローナル抗体（動
衛研）を用いた免疫組織化学的染色では
肝臓、膵臓、脾臓、腎臓、腸管等で陽性
確認。全羽の肝臓から鶏アデノウイルス
（FAV）遺伝子を検出し、FAV 分離。分離
FAV のヘキソン遺伝子（745bp）を対象と
した塩基配列解析及び血清型別において、
2 農場由来株の塩基配列は 100%一致し、
血清型 2 型に分類。鶏舎消毒後の環境材
料を用いた検査において FAV は未検出。
両農場とも IBH と診断。疫学調査から導
入元での感染疑い。消毒薬変更等のまん
延及び再発防止対策を実施し、再発はな
し。 
 
435. 過去 5 年間に伝染性気管支炎ウイル
スを検出した 5 症例：香川県東部家保 
坂下奈津美 

鶏の届出伝染病は県内では伝染性気管
支炎（IB）が最多。ワクチネーションは
実施されているが、抗原性が多岐にわた
り、完全な発症予防が困難。県内の発生
傾向を把握するため、過去 5 年間に IB ウ
イルスを検出した全 5 例を検討。5 例は
全て死亡率上昇により病性鑑定依頼され
た 13～73 日齢のワクチン接種済みの採
卵育成鶏で検出。内 2 例は、ウイルス検
出のみで IB を疑う病変は軽度か無かっ
たため、診断は混合感染していた伝染性
ファブリキウス嚢病ウイルスの影響を疑
った。他 3 例は重度の非化膿性間質性腎
炎があり、IB（腎炎型）と診断。5 例の
S1 遺伝子型の系統樹解析では、I 型、II
型、4/91 型各 1 例、III 型 2 例となり、
同一株の流行は無し。遺伝子型は 3 例で
は接種ワクチンと異なり、2 例ではクラ
スターは同じだが相同性は高くなかった。
県内侵入 IB ウイルスは多様なため、育成
のなるべく早い段階での抗体付与と病原
体侵入防止のための飼養管理が重要と分
析。 
 
436. ＨＰＡＩ発生時における速やかな
ふ卵場の再開と初生ひなの出荷に向けて
：香川県西部家保西讃支所 萱原由美、
合田憲功 

管内にはふ卵場が５社、養鶏農場 125
農場と密集。ＨＰＡＩ発生時のふ卵場早
期再開は、県内養鶏業にとって重要。そ
こで、ふ卵場の再開と種卵及び初生ひな
の移動を中心としたマニュアルを作成し、
各ふ卵場に配布、啓発。また、防疫指針
にある再開の条件、再開後の遵守事項や
初生ひな等の輸送時の措置を現状の各ふ
卵場衛生対策等で満たしているか確認。
結果、衛生管理マニュアルの不備、作業
場での帽子と手袋の着用無し、幌付き輸
送車による初生ひな出荷、初生ひな輸送
の移動経過記録が無いなど問題点あり。
指導により不備な点を改善。また、初生
ひなの輸送を幌付き車両で行っているふ
卵場では、発生時には種卵用密閉式車両
の使用で対応可能。現状で、速やかに業
務の再開が可能なのは５ふ卵場中３場の
み、２場は衛生管理マニュアルが完成す
ると可能。管内のふ卵場が速やかに再開
することで、ＨＰＡＩ発生時には県の重
要産業である養鶏業へのダメージを抑制。 
 
437. ワクチン近縁株に由来する肉用鶏
の伝染性ファブリキウス嚢病と鶏コクシ
ジウム病の複合感染症：福岡県中央家保 
浅原友里子、野見山享 

1.発生概要：6 群 49,400 羽飼養の肉用
鶏農場の 1 群で、平成 29 年 5 月 15 日、
29 日齢時に下痢で病性鑑定を実施し、鶏
コクシジウム病と診断。その後、5 月 24
日、38 日齢時に前回と同群で廃用増加し、
再度病性鑑定を実施。2.検査結果:寄生虫
検査で、コクシジウムを 10４OPG 以上確
認。ウイルス検査で、ファブリキウス嚢
(F 嚢)から伝染性ファブリキウス嚢病
(IBD)ウイルス遺伝子を検出。RFLP 解析
でワクチン株と同様の切断パターン。シ
ークエンス解析で、農場使用ワクチンと
高い相同性(99.7%)と判明。病理組織検査
で、IBDV による F 嚢のリンパ濾胞壊死及
びリンパ球減数を確認。F 嚢の免染で
IBDV 陽性。3.まとめ：本症例は、鶏コク
シジウム病とワクチン接種の時期が重な
り、ワクチン近縁野外株に感染した可能
性、あるいはワクチンによる副反応が発
現し、免疫低下等病態を悪化させた可能
性が考えられる。ワクチン接種にあたっ
ては、鶏群の健康状態をよく観察し、状
況に応じた対応が必要であることを再確
認した事例。 
 
438. 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）
発生に備えた防疫計画の更新：佐賀県北
部家保 馬場信隆、園部深雪 

HPAI 発生に備え作成していたエクセル
形式の防疫計画の中で、類似した農場見
取り図を使用していた複数シート上のデ
ータを「農場周辺情報」として１枚のシ
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ートに統合。農場の再調査に基づき、「飼
料タンクの情報」、スケール及び防疫措
置時の注意事項が入った「鶏舎毎の平面
図」、作業動線入りの「殺処分工程」、
重要項目をまとめた「作業方針」等のシ
ートを追加。その結果、発生時の防疫措
置前に行う現地調査を省力化し、正確な
情報の把握が容易になり、より迅速かつ
的確に防疫措置方法を決定できるように
なった。また、県内 3 家保の協議により、
重要情報のみを抜粋した 3 家保共通様式
（ワード形式）の防疫計画を作成し、家
畜防疫員以外の関係者が防疫措置の概要
を容易に把握可能となった。10 月に実施
した平成 29 年度全国一斉防疫演習
(HPAI)では、これらの新たな防疫計画を
基に、円滑に資料の作成が出来た。今後
も、HPAI の発生に備え、定期的に防疫計
画内容の見直しと更新を行う予定。 
 
439. 管内一採卵鶏農場における伝染性
気管支炎ウイルス検査：佐賀県中部家保 
大澤光慶、藤原貴秀 
 平成 27 年度以降、HPAI 定点モニタリ
ングを活用し、管内一採卵鶏農場から断
続的に 7 株の伝染性気管支炎ウイルス
（IBV）を分離。うち昨冬以降直近までの
6 株が全て近縁な JPⅠ型野外株と判明。
また、期間を通して、抗 JPⅠ型 IBV（C78
株、S95 株）抗体は常に上昇傾向。特に
IBV 分離に伴い顕著に上昇、複数 Lot で
GM 値 3,000 超を確認。以上から、IBV の
農場内定着による複数回曝露の可能性あ
り。また、鶏糞堆積が目立つ区画環境中
からも IBV 分離。環境悪化が IBV 感染環
の助長要因の一つと考え、飼養環境改善
と飼養衛生管理の徹底を指導。なお、抗
体検査で、現行使用の C78 ワクチンに比
べ S95 ワクチンがより効果を期待できる
結果（P<0.05）。しかし、IB 発症や大腸
菌等二次感染を疑う徴候はなく、不顕性
経過のため、費用対効果等を勘案しワク
チンプログラムは変更せず、引き続き IBV
動態調査を続け、コンサル獣医師と協働
し IB 発生防止に努めていく。 
 
440. 2017 年佐賀県高病原性鳥インフル
エンザ発生事例の病理学的検索：佐賀県
中部家保 平野慎二 

2017 年佐賀県高病原性鳥インフルエン
ザ(HPAI)発生例について病理学的検索を
7 羽で実施。全羽で脾臓の点状白斑、肺
の肝変化、肉冠のチアノーゼ、一部の気
管、膵臓で充出血。全羽の脾臓で多発性
巣状壊死、6 羽の中枢神経系にグリア結
節・多発性壊死巣、5 羽の肝臓に多発性
巣状壊死、一部で気管粘膜、肺の三次気
管支粘膜上皮下、肉冠皮下組織血管周囲
で軽度のリンパ球浸潤。免疫染色で全身

の諸臓器に陽性、特に脾臓、肺および肝
臓の壊死巣や血管内皮細胞に強い陽性、
気管粘膜や肉冠の血管内皮細胞に陽性、
一部のリンパ球浸潤巣に陽性。2015 年佐
賀県 HPAI 発生例同様、同居鶏群の抗鳥イ
ンフルエンザ抗体陰性で、発生早期。一
方、血管内皮細胞における免疫染色陽性
反応は広範囲、高強度。前回発生例と比
較して急激に死亡羽数が増加したため、
毒性や伝播性が非常に強いと推察。 
 
441. 採卵鶏農場における伝染性気管支
炎の再発事例：長崎県県南家保 重國由
起子、中島大 

平成 26 年に伝染性気管支炎（IB）が中
雛期（33 日齢）で発生した採卵鶏農場に
おいて平成 29 年に幼雛期（17 日齢）で
再発。25 日齢で病性鑑定実施。剖検で腎
臓腫大（6/12）・退色（12/12）、病理組
織検査で重度の尿細管間質性腎炎（3/4）
を認め、尿細管上皮細胞の IBV 免疫染色
陽性（4/4）。気管（1/4）及び腎臓（4/4）
から JP-Ⅲ型の IBV が分離され、腎炎型
IB と診断。分離株の遺伝子解析で前回発
生時分離株と 97～98％、管内別農場の分
離株と 97％一致し、農場内のウイルス残
存または近隣農場等で維持されていたウ
イルスの再侵入が疑われた。発症鶏群の
死亡・淘汰率は 2.7％と前回発生時と同
等だったが、21～60 週齢までの平均産卵
率は 86.2％と前回よりも 3.0％低く、破
卵率は 0.5％、規格外卵率は 0.8％高かっ
たため、より若齢での感染は産卵成績へ
の影響が大きいと考察。対策として消毒
等の飼養衛生管理の徹底、JP-Ⅲ型ワクチ
ンの早期接種を指導。以後発生は認めら
れていない。 
 
442. 鶏大腸菌症誘発因子としての伝染
性気管支炎ウイルスの関与調査：長崎県
中央家保 鈴田史子、早島彬美 

IBV の免疫組織化学的染色（IHC）の検
査系を検討し、平成 26 年度～29 年度の
鶏大腸菌症 17 例 83 羽の気管 70 検体と肺
56 検体について IHC により IBV の関与を
調査。IHC の条件検討の結果、賦活化処
理は 0.01M クエン酸緩衝液（pH6.0）を用
いたマイクロウェーブによる熱処理、抗
体希釈濃度は 16,384 倍、反応時間は室温
30 分または 4℃一晩が最適。組織所見で
は 11/17 例でリンパ球性気管炎、IHC で
は 6 例（気管 7 検体、肺 5 検体）で IBV
抗原確認。ウイルス検査と統合すると
11/17 例（65%）で IBV 関与が示唆され、
発生を繰り返す農家で高率に IBV を検出。
以上から、IBV 対策が鶏大腸菌症の発生
予防に重要。IHC とウイルス検査が一致
しない例が 7 例、IB 以外のウイルス混合
感染症例が 3 例あり、鶏大腸菌症では総
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合的な検査により発症要因を究明する必
要あり。検出された IBV 遺伝子型は多く
が使用ワクチンと異なり、効果的なワク
チン接種プログラムが今後の課題。 
 
443. 肉用鶏飼養農場で発生した鶏ウイ
ルス性腱鞘炎/関節炎：長崎県県北家保 
川﨑洋平、三浦昭彦 

70,000 羽飼養する肉用鶏農場の 5,900
羽の 1 群で、20 日齢で脚弱による淘汰が
増加。病性鑑定の結果、鶏ウイルス性腱
鞘炎/関節炎と診断。分離されたトリレオ
ウイルス（ARV）は中和交差試験では、国
内に浸潤する 5 種類の血清型株との交差
性は低く、既知の血清型とは異なる ARV
株による鶏ウイルス性腱鞘炎/関節炎の
発生を確認。当該鶏群はワクチン接種種
鶏由来鶏群であったが、ワクチン株との
抗原性の差異が今回の症例の発生原因と
推察。追跡調査として発生鶏舎の新規入
雛群 15、30 および 40 日齢でウイルス分
離及び抗体検査を実施。30 日齢で ARV が
分離されたが、RFLP による簡易型別では、
発症鶏由来株とは異なる切断パターンを
示した。抗体検査では、30 および 40 日
齢で ARV 抗体陽性。続発は確認されてい
ないが、新規入雛群で異なる ARV の侵入
が確認されたこと、ARV の清浄化は難し
いと言われることから、適切な敷料の交
換や洗浄・消毒といった飼養衛生管理基
準の再点検について継続指導。 
 
444. 熊本県で発生した高病原性鳥イン
フルエンザに関するウイルス学的考察：
熊本県中央家保 本田佐知子、安田航 
 平成 26 年 4 月及び平成 28 年 12 月、県
内養鶏場で高病原性鳥インフルエンザ
(HPAI)発生。一例目は 45 日齢の肉用鶏、
二例目は 567 日齢の採卵鶏。死亡鶏及び
衰弱鶏を検査。両事例の死亡鶏及び二例
目の衰弱鶏は、遺伝子検査及びウイルス
分離全羽陽性、病理で全身性壊死性病変、
壊死部及び血管内皮細胞等で免染陽性。
壊死病変が強く出た臓器は、一例目は肺、
二例目は脾臓と肝臓。一例目の衰弱鶏は
遺伝子検査で 1／5 陽性、ウイルス分離は
全羽陰性、病理で著変なし。一例目は H5N8
亜型 HPAI、二例目は H5N6 亜型 HPAI と診
断。ウイルスの鶏 50%致死量(CLD50)は両
事例ともに 5.0 log10CLD50。野外感染で
は様々な要因が病態に関与し、CLD50 が
同じでも検査成績に差が出た可能性。過
去の国内分離株と比較すると、鶏への感
染性、致死性が低下している可能性があ
り、本病の発見の遅れや見逃しによるウ
イルスのまん延が危惧。今後も農場での
早期発見、早期通報の啓発を続けること
が重要。 
 

445. ブロイラー農場での高い死亡率の
鶏アデノウイルス(FAV)感染症発生事例
：大分県宇佐家保 山口勝寛、長岡健朗 
 2017年 9月、管内ブロイラー農場で FAV
血清型 2(2 型)の感染による封入体肝炎
(IBH)が発生。農場内 4 鶏舎のうち 1 鶏舎
(15,000 羽 8 日齢)で死亡羽数が増加(約
100 羽)。死亡羽数は 11 日齢でピーク、
15 日齢で終息。この間の死亡羽数は
3,619 羽(21.0%)。剖検で肝臓の退色及び
斑状出血、組織では核内封入体を伴う肝
細胞壊死を確認。ウイルス検査では肝臓
から 2 型を分離。抗体検査では 4 羽中 4
羽で 2 型の抗体が上昇。由来種鶏は 27 週
齢で、当該群が初めてのヒナ生産。2 型
抗体保有は 10 羽中 3 羽のみであった。非
発症鶏舎のヒナ(4～13 日齢)ではすべて
高 い 2 型 に 対 す る 抗 体 (GMT242.5 ～
1,470.3)を保有。これら鶏群の出荷時の
抗体価は 970.1～1575.9。当該鶏での発
症の原因は種鶏群での 2 型の動きと不十
分なヒナへの移行抗体と推察。他鶏舎で
は移行抗体保有のため発症せず。由来種
鶏場での FAV の抗体検査は血清型に分け
られない手法。中和試験で行うことが重
要。 
 
446. 若齢肉用鶏に発生したアデノウイ
ルス性筋胃びらん：大分県玖珠家保 佐
伯美穂 
 平成 29 年 6 月、管内肉用鶏農場におい
て 14 日齢の若齢鶏で死亡羽数が増加。発
生は 8 鶏舎中 1 鶏舎のみ。死亡鶏と衰弱
鶏計７羽の病性鑑定を実施。全羽に発育
不良、筋肉と肝臓の退色、筋胃の黒色内
容物と粘膜の肥厚及びびらんを確認。筋
胃の腺上皮細胞に多数の好塩基性または
好酸性核内封入体を認め、血清型 1 の鶏
アデノウイルス（FAV1 型）が分離された
ので、FAV1 型による筋胃びらんと診断。
敷料調査で、発生鶏舎だけでなく非発生
鶏舎からも FAV1 型を分離。FAV1 型に特
異的なロング・ファイバー遺伝子（LF 遺
伝子）の PCR 産物を HinfⅠで切断する
PCR-RFLP 法を用いて、病変部及び非発生
鶏舎敷料由来の FAV1 型を比較。病変部の
FAV1 型のみが特異的な切断パターンを示
し、病原性のあるウイルス株と推察。FAV1
型 の 病 原 性 の 判 断 に 、 LF 遺 伝 子 の
PCR-RFLP 法は有用。次に再現試験を実施。
感染抗体の上昇は認めたが病変等の形成
は認めず、病変形成には病原性だけでな
く環境など他の要因が関与と考察。 
 
447. H5N6 亜型高病原性鳥インフルエン
ザの病理学的検索及び過去県内発生例と
の比較：宮崎県宮崎家保 重永あゆみ 
 平成 28 年度に県内で発生した H5N6 亜
型高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）2
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例の、各例死亡鶏 5 羽、衰弱生鶏 2 羽に
ついて病性鑑定を実施。剖検では 2 例と
も複数羽で喉頭、気管粘膜や肺が暗赤色
を呈し、脾臓が腫大。病理組織学的検査
では、2 例とも脳及び全身諸臓器に壊死
病変、呼吸器粘膜下及び肉冠、肉垂の真
皮を中心に充うっ血や水腫を確認。免疫
組織化学的検査では、脳、呼吸器、脾臓、
腎臓、膵臓などの病変部と周囲の炎症細
胞や血管内皮細胞にウイルス抗原を確認。
本事例における諸臓器の壊死や血管病変
の程度は、過去に県内で発生した異なる
亜型の HPAI 症例と比較して軽度で、特に
H5N1 で特徴的であった肉冠病変は肉眼的
には不明瞭。しかし病理組織学的には壊
死病変が存在し、ウイルス抗原の分布も
壊死巣、血管内皮、表皮胚芽層等同様で、
ウイルスの組織親和性は共通するものと
推察。今後も HPAI 野外事例を精査し、知
見を蓄積、比較していくことが重要。 
 
448. 伝染性気管支炎ウイルスの関与が
疑われた病性鑑定 15 事例：宮崎県宮崎家
保 鬼塚康晴、瀬戸山博則 
 平成 28 年から 29 年にかけて県内で発
生した伝染性気管支炎ウイルス（IBV）の
関与が疑われる 15 症例を精査した結果、
剖検では、13例で腎臓の退色または腫大、
うち一部で体腔内臓器漿膜面に線維素析
出を確認。細菌学的検査では、9 例で主
要臓器より大腸菌を分離。ウイルス学的
検査では、14 例の気管及び腎臓から 15
株の IBV を分離（JP-Ⅰ：5 株、JP-Ⅱ：2
株、JP-型：5 株、Mass：3 株）。病理組
織学的検査では、10 例で腎炎、一部で全
身性の漿膜炎。免疫組織化学的検査では、
尿細管上皮、気管粘膜上皮、消化管粘膜
上皮、ファブリキウス嚢上皮細胞の細胞
質に IBV 抗原陽性像を広く観察。消化管
粘膜上皮やファブリキウス嚢粘膜上皮等、
既報と異なる上皮系細胞においても抗原
陽性像が確認されたが、これらの部位に
明瞭な病変形成は認められず、今後も病
変形成との関連性を含め症例を蓄積し、
精査する必要がある。  
 
449. 高病原性鳥インフルエンザ発生を
想定した病性鑑定施設における実務演習
：鹿児島県鹿児島中央家保 中村誠 

近年の国内外の高病原性鳥インフルエ
ンザ（HPAI）の発生状況を鑑み、防疫指
針等に基づいた病性鑑定課独自の検査対
応マニュアルを作成し、その実効性の検
証及び検査体制の強化を目的とした実務
演習を実施。演習を通じ、課職員全員が
検査対応の全体像及び各員の役割分担を
把握するとともに、検査手技を共有。休
日時の連絡体制や備蓄していた検査資材
の項目及び量、検体管理のための検査記

録様式等に改善点が認められたため、こ
れらについて検討・改善後、マニュアル
を再整備し、検査体制を強化。マニュア
ルは、指針の改正や国からの指示等に伴
い、常に最新の状況に対応した随時改訂
が必要。今後も、検査体制を強化・維持
するため、職員間で検査に係る情報と技
術を共有し、人員の変更等があっても
HPAI 発生時に迅速かつ正確な検査ができ
るよう、演習の継続実施が必須。 
 
450. マレック病罹患鶏で確認された鶏
貧血ウイルスとの混合感染事例：鹿児島
県中央家保 岩本滋郎、堂福莉菜 

鶏貧血ウイルス（CAV）は、宿主の免疫
抑制による 2 次感染の誘発や病原性の増
強に関連していると言われている。特に
マレック病（MD）の発生に重要とされ、
MD ウイルス（MDV）との混合感染では単
独感染時より宿主の病態を悪化させるこ
とが実験的に確認されているが、野外症
例の報告はほとんどない。2017 年 7 月、
県内地鶏飼養農場で MD が発生。当該農場
は過去 2 年間 MD が散発していたため MDV
以外の病原体の関与を疑い、本症例及び
当該農場の過去症例の検体を用いて PCR
検査を実施。その結果、本症例の脾臓及
び過去症例の肝臓から CAV 遺伝子が検出。
当該農場の MD罹患鶏には CAVが混合感染
していたと考えられた。加えて、本症例
の鶏は軽度貧血を呈し、過去症例の病理
組織学的検査で CAV の特徴病変である脾
臓のリンパ球減少が確認されており、当
該農場の MD 発生や鶏の病態に対して CAV
の関与が疑われた。 
 
Ⅲ―２ 細菌性・真菌性疾病 
 
451. 都内養鶏場におけるマイコプラズ
マ浸潤状況：東京都家保 高野真帆 

都内 100 羽以上飼養養鶏場を対象に
Mycoplasma gallisepticum （ MG ） 及 び
Mycoplasma synoviae（MS）の抗体調査成
績を分析。また、千羽以上飼養養鶏場 14
戸を対象に日齢の最も若い鶏群と最も古
い鶏群の抗体調査成績を比較分析。MG ワ
クチン接種率は全体で 55％であり、うち
千羽以上飼養養鶏場では 73％と高率。MG
ワクチン接種群の陽性率は 82％、未接種
群は 27％で、ワクチン効果を確認。千羽
以上飼養養鶏場の未接種群のうち、若い
群は陽性率 2.5％、古い群では 50％と、
古い群が顕著に高く、養鶏場内での野外
株感染を疑う。都内で MS ワクチン接種養
鶏場はなし。MS 陽性率は全体で 53％だが、
千羽以上飼養養鶏場は若い群で 41％、古
い群で 76％であり、さらに同一養鶏場で
若い群より古い群の陽性率が高い割合は
71％と、都内の広域で MS 野外株感染が示
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唆。MG、MS ともに都内に広く浸潤してお
り、これらの結果を衛生管理指導に反映
させ、マイコプラズマ感染拡大及び発症
の予防に努めていく。 
 
452. 養豚肥育農場におけるサルモネラ
症の発生事例：新潟県下越家保 下田正
幸、内山保彦 
  平成 29 年 8 月、肥育豚 7,000 頭を飼育
する A 農場で下痢や突然死が増加。病性
鑑定の結果、肝臓、腸間膜リンパ節から
Salmonella Typhimurium(ST)が分離され
たことからサルモネラ症と診断。A 農場
及び繁殖農場を含む関連 4 農場の浸潤調
査の結果、A 農場 10 棟中 2 棟から ST、B
農場 2棟中 2棟から ST単相変異株を検出。
A 農場では豚舎内気温の上昇、カラス等
の侵入を確認。飼養環境の改善、野生動
物の侵入防止、発症豚の早期発見・治療、
洗浄消毒の徹底を指導。発生豚舎は洗浄
消毒後に検査を実施し、ST 陰性を確認。
11 月の浸潤調査では B 農場のみ陽性。12
月に A農場で再び STによるサルモネラ症
が発生。問題点を共有するため管理獣医
師、農場主、従業員と共に検討会を実施。
新たに換気不良や治療の遅れ、長靴の交
差などについて改善対策を実施。今回は
野生動物によって ST が持ち込まれ、豚舎
内温度等の環境要因が関与し発症したと
考察。今後もサルモネラ清浄化に向けた
検査・指導を継続。 
 
453. 県内養鶏場のサルモネラ検査結果
の推移と成功事例：滋賀県滋賀県家保 
川副千晶 

21 年間の採卵鶏飼養農場の環境および
導入時サルモネラ検査結果の推移、なら
びに清浄化に成功した事例を検討。環境
検査の検出率は 10.4～29.3％の間を推移。
導入時の検出率は初生雛のほうが中大雛
より低く、平成 23 年度からは検出されず。
10年間で検出された回数別に農家を清浄
農家、低汚染農家、高汚染農家に分け、
比較。無窓鶏舎、強制換羽、インライン
集卵は高汚染農家で最も割合が高いが、
中大雛導入、鶏舎数、鶏舎構造（ロット
間仕切りの有無）は差みられず。鶏舎を
複数有し、ロット間仕切りが不完全だが
清浄化に成功した事例について検討。平
成 26 年夏に環境中から Salmonella 
Infantis を検出。以降、環境検査を実施
し、鶏舎の洗浄および消毒、長靴の交換
等について指導したが検出され続けたた
め、農場通路の消毒を指導したところ、
平成 28年 3月以降清浄状態を維持。今後、
清浄化が困難となっている農場では従来
の指導に加え、農場通路の消毒について
も検討すべき。 
 

454. 府内一養鶏農家のサルモネラ対策
事例：大阪府大阪府家保 玉岡志寿佳 

本府では、鶏卵の安全性確保を目的と
して、府内全農家を対象にサルモネラ検
査を実施。このうち、従前より継続して
サルモネラが分離され、指導を続けてい
た一農家について、農場全体の清浄化に
取り組んだので、概要を報告。育雛・大
雛・成鶏舎はすでに清浄化されたので、
今回、飼料倉庫（倉庫）の消毒を中心と
した清浄化対策を実施。まず、倉庫内の
資材を搬出し、水洗を実施。その後、壁
は逆性石けん、床はハロゲン塩製剤で消
毒を実施。しかし、消毒後、サルモネラ
が分離されたため、畜主と協議し、壁・
床ともに消毒薬を変更し、発泡消毒を実
施したところ、サルモネラは分離されな
かった。これを契機に、畜主は倉庫の一
部を選卵・直売所に改装。改装後、再検
査にて当該施設からサルモネラが分離。
そこで、畜主および従業員を含めて、対
策を指導。その結果、サルモネラは分離
されず、農場全体の清浄化を達成。今後
も定期的に検査を実施し、清浄性維持に
努めていく。 
 
455. 肉用鶏農場で発生した Aspergillus 
flavus による鶏アスペルギルス症：兵庫
県朝来家保 寺谷知恵、加地理紗  
 平成 29 年 9 月、7 万羽規模の肉用鶏農
場で斃死数の増加、衰弱鶏に斜頸、沈鬱
症状を認め、32 日齢の生鶏 5 羽、死亡鶏
10 羽の病性鑑定を実施。剖検では肺等の
複数臓器に粟粒大の白色結節が多発。病
理組織検査では多発性から癒合性の結節
性病変を認め、結節中心部は多数の真菌
菌糸を伴い壊死し、周囲に線維増生を認
めた。PAS 染色で、隔壁を有し鋭角から
直角に分岐した真菌菌糸を認め、免疫染
色で抗 Aspergillus 抗体陽性を確認。真
菌検査で病変部より緑色綿毛状コロニー
を分離し、明緑色胞子を有す分生子頭、
頂嚢の全体を覆うフィアライド形成を確
認。分子生物学的解析により、既知の
A.flavus の塩基配列と 100％相同性が一
致。本症例を A.flavus による鶏アスペル
ギルス症と診断。感染源特定には至らな
かったが、オールアウト後の鶏舎消毒方
法の見直しによりその後の発生はない。
感染源となり得る敷料等の排除、鶏舎洗
浄消毒の徹底が発生予防に重要。 
 
456．採卵養鶏農場の頭部腫脹症候群発生
事例：島根県出雲家保 原田幸治、土江
將文 
 平成 29 年 4 月、管内採卵養鶏農場で
33～34 週令の一鶏群で顔面腫脹を主症状
とする死亡羽数の増加が認められ病性鑑
定を実施。外貌所見で顔面腫脹及び頚部
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皮下組織のチーズ様付着物を確認。細菌
検査で眼窩下洞、鼻腔及び頚部皮下組織
のチーズ様付着物の拭い液から E.coli
を検出。ウイルス検査で七面鳥鼻気管炎
ウイルス、鶏伝染性気管支炎ウイルス、
ニューカッスル病ウイルス遺伝子不検出。
病理検査で諸臓器から細菌塊、鼻腔及び
口腔の粘膜下組織及び頭部、頚部及び眼
瞼の皮下組織に細菌を伴う蜂窩織炎を確
認。結果、大腸菌の関与する頭部腫脹症
候群と診断。対策として通常の飼養衛生
管理に加え、発生鶏群の飼養エリアでの
専用長靴、防護服、手袋及び踏み込み消
毒槽を設置、消石灰及び逆性せっけん製
剤の散布を実施。発生 9 日以降死亡鶏の
発生なし。発生予防には飼養衛生管理基
準遵守徹底が有効を再確認。 
 
457. NetB 遺 伝 子 保 有 Clostridium 
perfringens 感染症発生鶏舎でのドロマ
イト石灰乳塗布による生産性の向上：徳
島県徳島家保 山本亮平、福見貴文 
 無薬飼育を行う肉用鶏農場において、
2016 年 に 毒 素 遺 伝 子 NetB 保 有
Clostridium perfringens(Cp）による鶏
Cp 感染症が発生（出荷率 82%）、石灰乳
塗布や温度管理により一旦は終息。2017
年 7 月に入雛前環境拭き取り検査（石灰
乳塗布未実施）及び Cp 数モニタリング検
査を実施。入雛前 Cp 検出率は 95％（菌
数約 100cfu/cm2）で、2～3 週齢時に鶏
Cp 感染症が発生、入雛前に未検出だった
NetB を環境や糞便中から確認。糞便中の
最大 Cp 数は 1.6×107cfu/g(4 週齢）、最
大コクシジウム OPGは 1.2×105(3 週齢）、
出荷率は 90％。出荷後の水洗、消毒、石
灰乳塗布により、10 月入雛前 Cp 検出率
は 50％（生菌数<24cfu/cm2）、糞便中最
大 Cp数は 1.2×106cfu/g(6 週齢）に減少。
最大コクシジウム OPG は 3.4×105(4 週
齢）と微増したが、出荷率は 95％に改善。
具体的菌数を可視化し、石灰乳塗布の明
確な効果を管理者に提示できた。徹底し
た消毒の啓蒙に役立てたい。  
 
458. 養鶏農家におけるプラスミド介在
性キノロン耐性遺伝子保有菌の浸潤状況
と多剤耐性化：香川県東部家保 片山進
亮、髙橋茂隆 
 管内肉用鶏農家のプラスミド介在性キ
ノロン耐性(PMQR)遺伝子の浸潤状況につ
いて調査。平成 28 年度に 7 戸、平成 29
年度に 6 戸の鶏腸管由来腸内細菌科細菌
の PMQR 遺伝子を検出。平成 28 年度は 6
戸で qnrS を検出。平成 29 年度は 1 戸で
qnrA、4 戸で qnrB、6 戸で qnrS、2 戸で
aac(6’)-Ib-cr、2 戸で oqxAB を検出。
平成 29 年度に分離された PMQR 遺伝子保
有菌 10 株のうち 9 株が、オキシテトラサ

イクリン、スルファジメトキシン、スト
レプトマイシン、アンピシリンの 4 薬剤
に耐性。また、その薬剤に対するプラス
ミド介在性薬剤耐性遺伝子(tetA、tetB、
tetM、sul1、sul2、strA、addA、blaTEM)
を各菌株で複数種類検出。多剤耐性にプ
ラスミドの関与を示唆。第一次選択薬の
使用により、フルオロキノロン薬の耐性
化を懸念。抗菌薬の慎重使用に加えて、
鶏舎の徹底した消毒や車両消毒などの飼
養衛生管理の徹底による、プラスミド保
有菌の侵入防止策が薬剤耐性対策に重要。 
 
459. 管内肉用鶏農場で分離された鶏病
原性大腸菌の性状：福岡県筑後家保 横
山博子、古瀬美緒子  
 同一農場で発生した鶏大腸菌症 3 症例
の臓器由来鶏病原性大腸菌（APEC）18 株
の性状と疫学的関連性を調査。免疫血清
による O 群血清型別において、症例 1 の
肺が O15、症例 3 の肺が O8、脾が O2 に分
類、その他は不明。薬剤耐性は症例毎に
異なり、症例 1 は農場使用歴のあるペニ
シリン系薬剤に耐性、症例 2、3 は使用歴
のない薬剤に耐性。病原性関連遺伝子の
保有状況は、症例 1 と 2 は類似、症例 3
は異なっていたが、 3 症例共通して
cva/cvi、iucD、iss 遺伝子を高率に保有。
O 抗原合成遺伝子は症例毎に異なり、症
例 1 は Og15、71、症例 2 は、Og23、33、
115、症例 3 は、Og8、88、GP7 遺伝子を
検出し、3 症例に疫学的関連性がないこ
とが示唆。以上より当農場の発生は、多
種多様な APEC の日和見的感染によるも
のと推察。分離 APEC は、主要な血清型で
はなくとも全身感染に関与していると言
われる病原性関連遺伝子を保有していた
ため、戻し堆肥敷料を中止し、徹底した
鶏舎消毒により発生は終息。 
 
460. 堆積鶏糞を敷料として利用する肉
用鶏農場の大腸菌症低減への取組み（第
２報）：佐賀県西部家保 大坪涼子、大
曲秀明 

昨年度の調査により、堆積鶏糞の切り
返しが、食鳥検査での大腸菌症による廃
棄率の低減に有効であることが示唆され
たが、アンモニアの発生が促進され鶏舎
内アンモニア濃度が上昇することが懸念
された。２鶏舎で入雛中（６～８月）の
アンモニア濃度を測定。うち１鶏舎で空
舎時に鶏舎内の堆積鶏糞の切り返しを実
施（切り返し鶏舎）。切り返し鶏舎およ
び未実施鶏舎の入雛直前のアンモニア濃
度は、80ppm および 50pmm。14 日齢以降
は２鶏舎とも 5～10ppm 前後で推移。切り
返し鶏舎および未実施鶏舎で、大腸菌症
による廃棄率は 0.02%および 0.05％、飼
料要求率は 1.60 および 1.87、生産指数
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は 336.1 および 304.4。以上のことより、
堆積鶏糞の切り返しが、大腸菌症による
廃棄率の低減に加え、生産性の面におい
ても有効であることが示唆された。暑熱
対策として大型扇風機を使用する夏季以
外では、換気不良によりアンモニアが滞
留し濃度が高まる可能性が高いため、今
後は時季に応じた対策について検討する。 
 
461. 熊本県内２農場で発生した鶏真菌
性肺炎の病理学的考察：熊本県中央家保 
杉晋二、村田美聡       

県内 2 肉用鶏農場で真菌性肺炎発生。
事例 1 は 2017 年 4 月、入雛時から開口呼
吸や死亡数増加。事例 2は 2016 年 10 月、
3 日齢時から開口呼吸や死亡数増加。病
理検査で、事例 1 は 4 日齢の肺の主に二
次気管支に真菌を伴う肉芽腫や粘膜肥厚。
事例 2 は 9 日齢の肺の主に三次気管支に
真菌を伴う多発性肉芽腫、気管支内腔狭
小化。真菌の形態は 2 事例で差異。免疫
組 織 化 学 的 検 査 で は 真 菌 は 共 に 抗
Aspergillus 抗体陽性。事例 1 は 4 日齢
の肺から A.flavus と A.fumigatus 分離。
事例 2 は 3 日齢の肺から Lichtheimia 
ramosa 分離。以上から事例 1 は鶏アスペ
ルギルス症、事例 2 は Aspergillus 属と
L.ramosa の関与が疑われた肉芽腫性肺炎
と診断。病変形成部位や発症日齢等の差
異が早期の L.ramosa 感染による可能性
があるが、本菌の家畜への病原性は不明
で今後も情報の蓄積が必要。真菌の診断
は分離と病理検査が必要だが、今回は病
理検査での真菌判別は困難で、今後は免
疫染色を組み合わせる必要が示唆。 
 
462. 採卵鶏農場のサルモネラ衛生対策
：大分県大分家保 山田美那子 

20 万羽を飼養する採卵鶏農場における
衛生検査で、Salmonella Braenderup(以
下、SB)が分離されていた。本農場は、農
場 HACCP の導入に取り組む予定であるこ
とからサルモネラの浸潤状況調査を実施。
鶏舎はウインドレス鶏舎 4 棟で、1 棟を
中央で仕切り 8 鶏群飼養。検査は、鶏卵
のサルモネラ総合対策指針に基づき分離
及び血清型別を実施。2016 年の鶏舎衛生
検査では 111/301 検体分離陽性。SB など
が検出。初生ヒナは分離陰性。2017 年 10
月までの鶏舎衛生検査で 34/227 検体分
離陽性。SB、S.Singapore や S.Mbandaka
など数種類のサルモネラが検出。 
 当該農場では、検査結果に基づきアウ
ト後の洗浄・消毒方法の見直しを実施。
洗浄時に逆性石けんのとの併用、その後
発泡消毒、乾燥後煙霧消毒を実施。2016
年 4 月サルモネラの分離率は約 50%であ
ったが、洗浄・消毒作業変更後検出率は
約 20%に低下。 

Ⅲ―３ 原虫性・寄生虫性疾病 
 
463. 大規模採卵鶏農場で発生した鶏コ
クシジウム病：群馬県吾妻家保 小野祥
平 

平成 29 年 10 月、約 23 万羽飼養の採卵
鶏農場で死亡羽数増加の通報を受け立入
調査。死亡鶏は 155 日齢で、発生は 4 鶏
舎中 1 鶏舎に限定、死亡箇所に偏りなし。
生鶏 4 羽、死亡鶏 5 羽の簡易キットによ
り鳥インフルエンザは否定。生鶏、死亡
鶏各 2 羽の病性鑑定では、4 羽中 3 羽で
空腸下部の膨大、偽膜形成を確認。消化
管内容物 1g 中のコクシジウムオーシス
ト数(OPG）は 0～7.5×104。当該ロット
は大すう導入で、導入元で抗コクシジウ
ム剤を投与済み。発生鶏舎内の環境材料
からは、集糞ベルト及び給餌器でオーシ
ストを検出。鶏舎内の感染拡大は集糞ベ
ルトによるものと推察。感染防止対策と
して、集糞ベルトに付着した糞の除去、
給餌器等の頻回清掃に加え、畜舎環境の
再点検と生菌剤投与を実施。対策後、死
亡羽数は減少し沈静化。発生後 4 週間に
わたる死亡鶏の検査では、コクシジウム
病が疑われる事例は減少。今後はオール
アウト時にコクシジウム対策を含めた洗
浄・消毒の徹底を指導。 
 
464. 管内肉用鶏農場におけるコクシジ
ウム症の発生とその対策：三重県紀州家
保 梶原一洋、富田智美        
 平成 29 年 4 月及び 5 月、管内肉用鶏農
場で死亡羽数が増加し、病性鑑定を実施。
臨床症状、剖検所見及び病理検査等から
急性小腸コクシジウム症と診断。当該農
場は、飼育期間が 110 日齢以上で、抗生
物質の入っていない飼料を給与している。
今回の調査で以前から 50 日齢前後で発
症することが多く、対策に苦慮している
ことが分かった。そこで、問題点を洗い
出し、改善指導を行った。まず、従業員
に対しこの疾病について説明し、理解を
してもらい、次の対策を行った。毎日の
鶏舎内温度管理と健康観察、鶏舎消毒時
の消毒薬の変更、発症時の敷料の交換及
び専用長靴の使用等を指導。消毒作業に
ついては、実際の工程作業を確認しなが
ら消毒方法の見直しを行い、作業手順書
を作成した。温度管理については、鶏舎
内温度の測定等を実施。これらの対策後、
コクシジウム症による死亡は認められて
いない。今後は、90 日齢以降の死亡原因
を究明し、死亡率の減少に努めたい。 
 
Ⅲ―４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
代謝 
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465. 若齢肉用鶏にみられた封入体肝炎
による低血糖突然斃死症候群の一症例：
千葉県北部家保 渡邊世奈、小島洋一 
 平成 29 年 5 月、約 6 万羽飼養の肉用鶏
農場の 1 鶏舎（約 1 万 4 千羽飼養）で、
10日齢の鶏の死亡羽数が急増し病性鑑定
を実施。他の鶏舎に異常なし。発症鶏は
振戦や脚の痙攣を呈し、死亡鶏は脚を伸
張し平伏して死亡。剖検で肝臓の退色及
び辺縁部で壊死斑の形成を認め、病理組
織学的検査では肝臓及び膵臓に好塩基性
核内封入体を伴う巣状壊死を形成。中枢
神経系に病変なし。免疫組織化学的検査
では、封入体に一致して鶏アデノウイル
ス（AAV）に陽性反応。ウイルス学的検査
では、肝臓から AAV 分離。生化学的検査
では、血糖値が著しく低下（32.7mg/dl）。
封入体肝炎（IBH）は臨床症状を示さず急
死することが多いが、本症例では AAV に
より肝臓及び膵臓が障害され、糖新生能
が低下したことにより低血糖になり神経
症状を呈したと推察。疫学調査で、発生
鶏群だけが他の鶏群と異なる種鶏場由来
であることが判明。 
 
466. ブロイラーに認められた低血糖症
事例：長野県松本家保 川島大樹 
 平成 29 年 8 月約 15,000 羽を飼養する
ブロイラー農場で 15 日齢の雛の死亡羽
数が通常の 2 倍以上に増加。現地家保の
立入検査で A 型インフルエンザ簡易検査
陰性。原因究明のため生体 2 羽死体１羽
を病性鑑定。伝染性気管支炎、伝染性フ
ァブリキウス嚢病、鶏脳脊髄炎およびニ
ューカッスル病の PCR 検査陰性。主要臓
器の細菌分離検査陰性。生体の血清生化
学検査で血糖値が 99mg/dl、21mg/dl とブ
ロイラーの基準値(150mg/dl)以下。発生
状況と検査結果からブロイラーの低血糖
症と診断。現地調査で光線管理や飼料給
与には問題なし。死亡羽数増加当日の平
均気温が前日より 4℃低下し、気温差に
よるストレスが発生の一因と推察。飼養
管理の徹底を指導後実施した次ロットの
追跡調査では、飼養期間を通じて血糖値
は安定。本例を契機に農場へ当該疾病の
情報提供を行うとともに若齢ブロイラー
の立入検査や病性鑑定時には本症の考慮
も必要。 
 
467. ブロイラー農場での活性型ビタミ
ン D3製剤給与効果の検証：鳥取県倉吉家
保 杉谷龍紀、柄裕子 
 平成 28年 4月より管内ブロイラー飼育
農場で一部種鶏変更に伴い脚弱の発生が
危惧。対応策として、脚弱予防に効果が
あるとされる市販の活性型ビタミン D3

（1,25(OH)2D3）製剤の給与試験を実施。
給与群では飼料 1ｔ当たり製剤 100g とな

るよう混合し、28 日齢まで給与。試験は
時期を変えて 2 回行い、40 日齢または 43
日齢時に製剤給与群と対照群より 7 羽～
10 羽ずつを用い、鶏重量、大腿骨・脛骨
の全重量、体積、Ca 量、脛骨強度、血中
Ca・IP 濃度を測定し、2 群間の値を比較。
両試験とも、骨強度が給与群で高い傾向
を示したが、その他で給与群が有意に高
い項目は認めなかった。本試験では給与
効果を確認できなかったが、両試験とも
対照群と比較して、給与群の出荷成績は
良好。本試験を通じて、家保と生産者、
企業の連携による生産性向上について可
能性を示した。 
 
468. 採卵鶏の尿酸塩沈着症：山口県西部
家保 鹿島貴朗、引田久美子 

平成 29 年 3 月、管内採卵鶏農場（10
鶏舎、82,000 羽）の成鶏 1 鶏舎で散発的
に死亡数が増加。斃死した 5 羽を対象に
病性鑑定を実施。剖検により腎臓及び心
臓の尿酸塩沈着、尿管の腫大及び尿路結
石を確認。病理組織学的検査により、腎
臓の皮質及び髄質の尿細管上皮の変性及
び壊死、集合管の拡張、痛風結節の存在、
間質の線維化、肝臓、脾臓、心外膜及び
肺に好酸性物質沈着を確認。結石は
Hawk-Oser-Summerson 法の斎藤変法によ
り尿酸塩と同定。追跡調査として、同ロ
ットの鶏 10 羽を対象に血液生化学的検
査を実施、Ca 値が基準を上回る個体を 1
羽確認。細菌及びウイルスはいずれも陰
性。以上より、尿路結石を伴う尿酸塩沈
着症と診断。詳細な聞き取り調査から飼
料添加物である牡蠣殻の撹拌不足が判明
し、一部個体への高濃度の Ca 給与が発生
要因と推察。農場に対し、飼料製造段階
での牡蠣殻添加の依頼を指導。以降本症
の発生は無い。 
 
469. 鶏低血糖症発生要因検討に係る試
み：徳島県西部家保 松英百合子、山田
みちる 
 平成 27 年から毎年鶏低血糖症の発生
がみられる管内肉用鶏農家において、そ
の発生要因を探り、予防の手掛かりとす
るため、3 鶏舎において、0 日齢、2 週齢、
4 週齢、5 週齢、出荷時のグルコース(Glu)
値の定量及び鶏舎内照度、温度の測定を
実施。今年度は 1 鶏舎において 8 羽の発
症を確認。当該農家における低血糖症の
発生日齢は 29～35 日齢と一般的な好発
日齢とは差があり、オガクズの異嗜も認
めず。発症鶏は、奇声、神経症状等を呈
し、その Glu 値は 23～85mg/dl と明らか
に低値。発症鶏に対し、人為的にブドウ
糖を投与すると回復したが、発育不良。
今年度は例年よりも発生が少なかったこ
ともあり、今回の健康鶏の Glu 値のモニ
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タリングでは明確な要因、前兆を見いだ
せなかった。最も対策が有効なのは光線
管理と言われているが、畜主が飼養管理
の変更を望まなかったため、実施できて
いない。今後当該農場における好発日齢
も踏まえた、より詳細な対策検討の必要
あり。 
 
470. 地鶏系繁殖施設で発生した初生雛
低血糖症：高知県中央家保 安藝秀実 
 県内地鶏系孵卵施設において、孵化率
が 2.3％と極端に低下したため（産卵率
については不明）初生雛について病性鑑
定を実施。当初、鶏脳脊髄炎（以下 AE）
を主体とする病原検索を実施し、病理組
織検査で脳の神経細胞の中心性虎斑融解
等を確認。その後、孵化率回復したが神
経症状が残った。生化学的検査において、
血糖値が、①当初平均 129.5±31.0 mg/dl、
②孵化率回復後平均 186.2±24.9mg/dl、
③その後無症状平均 242±9.8mg/dl（成
鶏正常値 225 から 300mg/dl）と低値であ
ったことから低血糖症・突然死症候群（以
下 HSMS；基準値は 150 mg/dl 以下）の併
発と推察。AE による孵化率低下と HSMS
により神経症状を呈していたと推察。AE
・HSMS 共に類似した神経症状を発症する
ため症状のみでの類症鑑別は困難。報告
症例数が少ないため、今後、類症鑑別等
の検討が必要。 
 
Ⅲ―５ 生理・生化学・薬理 
 
471. 採卵鶏群における血中ビタミン A パ
ルミテートの検出事例：大分県大分家保 
森学 
 約 370 日齢採卵鶏 49 羽を平飼い、自家
配合濃厚飼料・屑野菜等給与の 1 採卵鶏
群で、ビタミン A 過剰症の血液学的診断
指標である血中ビタミン A パルミテート
（レチニルパルミテート）が 47.5±29.8 
IU/dl 検出（n=10）。今回の検出がこの
鶏群に特異的か判断するため、①対照鶏
（採卵鶏、種鶏、肉用鶏、地鶏）の血中
ビタミン A パルミテート測定、②採卵鶏
肝臓のビタミン A 測定を実施。①採卵鶏
：46.7±37.8IU/dl、25/28 検出、育雛期
は検出限界以下、種鶏：30.7±13.2IU/dl、
5/9 検出、育雛期は検出限界以下、肉用
鶏：7.6±1.0IU/dl、6/11 検出、地鶏：
8.7±6.0 IU/dl、12/12 検出。検出事例
と対照鶏（採卵鶏）は概ね同値。種鶏、
肉用鶏、地鶏も濃度差はあるが検出。検
出かつ高値は特異でなく採卵鶏に一般的
と示唆。②281,485IU/100g（日本食品標
準成分表：若鶏の約 6 倍）。加齢による
ビタミン A 蓄積により、肝臓の貯蔵能力
超過を示唆。 
 

Ⅲ―６ 保健衛生行政 
 
472. 地域一丸となった高病原性鳥イン
フルエンザ防疫体制の強化：北海道胆振
家保内藤友子、中田剛司 

管内は全道の 43%を占める約 580 万羽
の家きんを飼養。大規模養鶏場も多く、
高病原性鳥インフルエンザ（本病）発生
時の影響は甚大。平成 28 年の本病道内初
発生事例を踏まえ、地域一丸となった新
たな取り組みにより、防疫体制を強化。
埋却作業を確実かつ迅速にするため、専
門性を有する胆振総合振興局（振興局）
農村振興課が主体となり埋却業務に関す
る協定を管内土木協会と締結。振興局、
協会員らとともに 41 農場中 31 農場の埋
却候補地を現地調査。試掘を行った 4 農
場中 1 農場で湧水を確認。調査結果と協
会員の助言に基づき実効性のある埋却作
業計画案を作成。協会員対象に防疫作業
理解促進のため研修会も実施。さらに各
市町と集合施設等の運営に係る資材管理
や通信手段等の具体的事項について詳細
な協議と振興局農務課との農場ごとの具
体的な作業動線の精査により防疫支援体
制を確立。今後も各関係機関と連携し防
疫体制の更なる強化を推進。 
 
473. ブロイラー生産企業と連携して取
り組んだ高病原性鳥インフルエンザ防疫
体制強化：青森県八戸家保 今井良、川
畑清香  

ブロイラー生産企業Ａ社の農場は管内
養鶏場の約半数。Ａ社の勉強会で、農場
から発生予防対策強化と発生時対応を懸
念する意見が出され、Ａ社と連携し取組
を実施。Ａ社担当と共同で全農場を巡回
し、防疫体制を再確認した結果、野生動
物対策、消毒レベルの格差、埋却地の適
地性に課題が判明。そこで周辺に水辺が
ある農場には、防鳥ネット設置、ため池
の水抜き等の野鳥対策を指導。消毒レベ
ル向上のため、場内の衛生管理表を改訂
しチェック体制を強化。埋却候補地では
試掘を実施し適地性を評価、代替地確保
や埋却方法を検討。これらの取組を踏ま
え農場の防疫計画を改正し、Ａ社、農場
と共有。さらにＡ社内の通報体制の見直
しや食鳥処理場の早期出荷再開体制の整
備により、Ａ社の防疫体制が強化。今回
の取組により、関係者間の認識の共有と
農場の衛生意識が向上。また、発生時の
対応が明確化され、農場の不安が軽減。
今後は他の管内農場でも防疫体制強化を
推進していく所存。 
 
474. 高病原性鳥インフルエンザ発生時
の地域の初動対応強化に向けた取組：青
森県八戸家保 佐藤宏樹、渡辺測子   
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 県内養鶏農家の半数が管内にある当所
では、高病原性鳥インフルエンザ発生時
の迅速な防疫対応が特に重要。これまで
の防疫拠点候補地選定、関係機関との協
力体制構築、実動演習による消毒作業検
証により、防疫拠点運営が課題として浮
上。今年度は地域の役割担当部署、担当
者、動員時期及び連絡体制を明確化。消
毒ポイントについては路面凍結対策及び
除雪体制を確立。各拠点の情報を整理し、
担当部署と意見交換により手順書を作成。
埋却担当機関と演習を共同で実施し、課
題確認。各埋却地のデータを担当部署に
提供し対応の事前検討に寄与。集合施設
については適性を再検証し、市町村と協
議の上、第二候補まで決定。必要に応じ
周辺住民に説明会実施。当所で作成した
運営資料をもとに、担当部署が手順書を
作成。備蓄資材運搬演習の結果、資材の
管理方法に課題があり、搬送拠点毎に整
理した配置図を掲示することで、管理・
搬出が効率化。これらの取組により、各
防疫作業の詳細が鮮明化。 
 
475．高病原性鳥インフルエンザ発生に備
えた現地対策本部の防疫対応力強化に向
けた取組：青森県つがる家保 木村揚、
田中慎一 

昨年度の高病原性鳥インフルエンザ
（以下、本病）の本県発生事例の振り返
りから、現地対策本部の対応力強化を取
組方針とした。まず動員体制や集合施設、
現場事務所、埋却地・焼却施設及び消毒
ポイント（以下、防疫拠点）の実行体制
の構築として、動員は、バス会社との連
絡方法やバス確保の協力合意。防疫拠点
は、管理者から施設等の使用承諾、資材
配置図や担当者の作業項目と連絡手順を
整理した確認表（以下、確認表）を作成。
家きん等の処分は、埋却地の試掘結果か
ら焼却を再検討し、焼却施設との事前協
議や住民説明により協力合意。現地対策
本部については、防疫拠点全体の作業項
目をまとめた一覧表（以下、作業計画）
を作成。現地対策本部が全ての防疫拠点
の作業状況を把握し調整できる体制を整
備、連携を強化。さらに現地対策本部と
防疫拠点担当者を対象に確認表と作業計
画を用いた連絡対応について防疫机上演
習を実施。今回の取組内容を訓練し、確
認。これにより実践的な農場防疫計画が
作成され、現地対策本部の対応力が向上。 
 
476. 高病原性鳥インフルエンザ体験型
演習の継続的な取り組み：福島県県中家
保 西郷智貴 
 当所管内は 100 羽以上の鶏飼養戸数は
39 戸(県全体の 22%)、飼養羽数 221 万羽
(33%)と県内で最も多くの羽数が飼養さ

れる地域。高病原性鳥インフルエンザ
(HPAI)等発生に備えた迅速且つ的確な防
疫対策と発生時の防疫措置が必要。当所
では、体験型に重点を置いた防疫演習を
4 年前から継続的に実施。HPAI の概要や
防護服着脱、捕鳥から殺処分作業など一
連の作業を確認。今年度は対策本部、集
合センター、農場の 3 カ所を設置、ロー
ルプレイングによる演習を実施。発生か
ら殺処分、搬出完了までの各持ち場の作
業内容や各セクション間の連絡系統を経
時的に確認。参加者へのアンケートでは、
85%が HPAI 発生時の対応を理解したと回
答。しかし、発生時の作業従事に対応が
可能かとの回答は 62%にとどまり、作業
への不安を持つ回答が前年より増加。今
後、さらに作業従事者への理解を深め、
関係機関と連携した継続的且つ実践的演
習が必要。 
 
477. 県内初の高病原性鳥インフルエン
ザ（HPAI）埋却演習の成果と課題：福島
県県南家保 澤田敏宏、星陽子 
 HPAI 発生時に迅速に埋却するために、
福島県では福島県建設業協会と協定を結
んでいる。そこで、技術的事項などを確
認し、連携を強化するために、関係機関
と協力し、県内初となる埋却演習を開催。
事前に県所有地に底面 4m×4m、深さ 4m、
鶏約 1 万羽を埋却可能な埋却溝を掘削し、
消石灰を散布。演習当日に参加者による
ブルーシートの敷設、重機によるフレコ
ンバックの投入を計画。しかし、埋却溝
掘削後、演習前日の台風により、大量の
雨水が埋却溝に貯留。演習直前まで汲み
上げを実施し、演習を開催。アンケート
では 98%が埋却作業に理解を示した。本
演習を DVD にまとめ、関係者に配布し、
県全体で情報を共有。本演習を通じ、埋
却技術の確認及び建設業者との連携を強
化した一方、大規模養鶏場での HPAI 発生
時に迅速に埋却を完了するためには、埋
却地の地質調査、埋却溝のレイアウト及
び雨天作業時の確認など、新たな課題も
明らかになった。 
 
478. 高病原性鳥インフルエンザ発生時
の防疫体制：茨城県県北家保 木村将士、
前田育子 

管内養鶏場は 96 農場 760 万羽飼養。1
万羽以上飼養養鶏場は 62 農場（約 65%）
で採卵鶏 51 農場、肉用鶏 11 農場。大規
模養鶏場を含む密集地域での発生は防疫
措置に多大な労力と時間が必要。農場毎
の防疫計画を、と殺・焼却処分、防疫資
材などの要素で 1 万羽以上飼養農場を対
象に検討。さらに大規模養鶏場の発生を
想定した焼却シミュレーションを実施。
県職員動員で 6 万羽/日、自衛隊動員で
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12 万羽/日のと殺が可能として、自衛隊
動員で 1 日以内にと殺が終了する農場は
50 農場（81%）、最大農場は 9 日間必要。
鶏体・鶏卵の焼却では、管内の 90%の焼
却日数は、焼却場の範囲別では隣接市町
村で 16 日、管内は 7日、全県下では 3 日、
最大農場の焼却日数は全県下では 10 日
間必要。管内焼却場では最大で 60 万羽分
のと殺鶏体が滞留し、保管場所 2,594 ㎡
を要するが、この面積は埋却予定地で充
足。防疫資材量の目安表から 1 日ごとの
必要量を確認。今後これを満たすよう備
蓄量を確保。 
 
479. 高病原性鳥インフルエンザ所内初
動防疫対応の強化への取組：栃木県県央
家保小澤優子、大関綾子 

近年の高病原性鳥インフルエンザの相
次ぐ発生を受け、家保内での初動防疫対
応について平成 28 年度から 29 年度にか
け PDCA サイクルの手法に準じさらに体
制を強化。平成 28 年度は、作業内容の明
確化を目標とし、初動対応時の人員配置
を明確に示した所内独自の家保マニュア
ル、聞き取り様式等を考案。初動防疫対
応時の導入部分を簡便化。平成 29 年度は、
若手職員を中心として対応力の向上、県
のマニュアル改正に沿った所内対応の再
構築を目的として取組を実施。前年度作
成した様式を用い、家きん飼養者を対象
とした農場での聞き取り演習を実施。定
期的な所内演習及び意見の集約により様
式等の改良、体制の改善を反復。結果、
職員の理解度の向上及び平準化が進展。
今後も継続的に家保マニュアルの確認・
見直しを実施、改善に取り組むことで所
内の初動防疫対応のさらなる迅速化及び
実効性の向上を具現化。 
 
480. 中小規模養鶏場を対象とした衛生
意識向上への取り組み：群馬県東部家保 
舘﨑恵理子 小渕裕子 

中小規模養鶏場を中心に 7 戸 120 羽に
ついてニューカッスル病(ND)、伝染性気
管支炎(IB)、伝染性ファブリキウス嚢病
(IBD)および鶏脊髄炎(AE)の抗体検査を
実施。ND は 6 戸で抗体陽性率 90%以上、
GM 値 16 倍以上、1 戸で抗体陽性率 50%未
満、GM 値 16 倍未満だった。この 1 戸に
ついてワクチン追加接種を指導。一方、
IB、IBD および AE は全戸で 100%の抗体陽
性率。日齢とワクチン接種歴から野外抗
体であると推察されたが、臨床症状を示
す鶏は確認されず、これら 7 戸は衛生管
理が徹底されているため発症を予防でき
ていたと推察。また、野生動物被害を受
けている農場に赤外線カメラを設置し、
野生動物の鶏舎周囲への接近を確認した
ことから、電気牧柵の設置を検討中。今

後は飼養衛生管理基準遵守指導で農場へ
立入りするのみではなく、農場毎の課題
を生産者と協議し、家保から積極的にア
プローチしていくことで信頼関係を築き、
農場毎の個別指導をとおして生産者の衛
生意識を更に高めていきたい。 
 
481. 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）
発生時の周辺農場対応：千葉県北部家保 
末政奈津美、小川明宏 
 平成 29 年 3 月 23 日に本県で HPAI 疑い
事例が発生し、周辺農場へ家きん等の移
動自粛を要請。24日に疑似患畜と確認し、
制限区域を設定。移動制限区域内 6 農場
（移動内）、系列 2 農場、搬出制限区域
内 58 農場（搬出内）でウイルス浸潤状況
を確認。同時に出荷等を制限の対象外と
するための調査等（調査）を実施。搬出
内では食用卵の GP センター（GP）への出
荷は 24 日、GP を経由しない直売所等へ
の出荷（直売）は 25 日、食用家きんの食
鳥処理場への出荷は肉用鶏が 24 日、廃鶏
が 25 日、排せつ物等の移動は 24 日に制
限の対象外と決定。移動内では食用卵の
GPへの出荷は鶏が25日、うずらが27日、
直売は 27 日、排せつ物等の移動は 27 日
に制限の対象外と決定。日頃から万一の
発生に備え説明や準備を行い、調査を迅
速に実施できたが、農場や関係機関から
問い合わせ等の殺到や業務の急増で、調
査に関する情報収集・発信に支障あり。
家畜防疫員の確保等は急務。 
 
482. 高病原性鳥インフルエンザの発生
に伴う現地対応：千葉県東部家保 進藤
彰、片山雅一 

平成 29 年 3 月、管内の約 6 万羽飼養の
採卵鶏農場で高病原性鳥インフルエンザ
が発生。発生農場での防疫措置は約 71 時
間で終了。その後、農場消毒、鶏糞の発
酵堆肥化処理、また、モニター鶏のウイ
ルス分離検査等で清浄性確認し、7 月に
経営再開。現地防疫作業の課題として、
①人員・物資の不足②農場内の情報集約
が不十分で組織統制が十分機能しなかっ
た事③２鶏舎で殺処分鶏の搬出口が１つ
しか確保できない事等の防疫作業上の障
害を事前に十分に把握できなかった事が
あった。そのため、県の発生時対応マニ
ュアルについて、連絡体制及び人員配置
の見直し、防疫作業に関する詳細な手順
書を追加し、県防疫演習でその有用性を
確認。また、各養鶏場の現地巡回を実施
し鶏舎構造の再確認、作業動線上障害に
なる要因を再検討して各農場の防疫計画
に反映。今回の発生を教訓に、マニュア
ルの改正及び各農場の防疫計画の見直し
により防疫体制の強化を図った。 
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483. 高病原性鳥インフルエンザの発生
に備えた周辺農場に対する被害軽減の取
組み：千葉県東部家保 関谷圭美、古屋
聡子 
 本年 3 月の県内での高病原性鳥インフ
ルエンザ(以下 HPAI)発生時、移動制限等
に係る問合せが殺到、対応に追われ、必
要な情報収集･発信に支障が出た。発生市
にも問合せが相次ぎ対応に苦慮する事態
となった。後日、制限区域内の農家に対
し補償に係る説明会を開催、巡回等によ
り被害状況調査を実施し、補償申請を行
った。この中で事前の情報収集と周知の
重要性を痛感、今後に備え農場毎に｢HPAI
防疫対応の手引｣を作成、配布。内容は①
出荷移動先一覧②防疫計画③移動･搬出
制限に関する資料。③については特定防
疫指針を農家向けに解説、また、補償申
請の資料等を加筆し市町村等にも配布。
これにより①制限区域に入った農家･発
生市町村の不安軽減、説明の行違いの防
止②円滑な例外協議による被害の抑制、
速やかな補償に繋がると考える。併せて
移動制限区域に入った GP センター等の
早期事業再開のため施設を予め巡回。速
やかに生産物を流通させることでも被害
軽減を図る。 
 
484. 「かながわ鶏」の普及に向けた衛生
指導の 1 事例：神奈川県県央家保 松本
哲、和泉屋公一 

県畜産技術センター(センター)で研究
開発された「かながわ鶏」について、家
保は衛生対策指導を担い、配布先農場の
飼養衛生管理基準の遵守状況の確認・指
導等を実施。今年度「かながわ鶏」を配
布した管内 1 農場については、養鶏の知
識・経験等が少なかったため、飼養管理
指導を担うセンター職員とともに配布前
の平成 29 年 7 月より衛生指導を実施。事
前確認時に、鶏の飼養方法や病気、飼養
衛生管理基準、飼養に際し準備すべき事
項等について指導。以降、平成 29 年 12
月までに 5 回農場を巡回し、踏込消毒槽
の未設置や防鳥ネットの不備等に対して
改善を指導。また、鶏の制限給水状態に
ついては不断給与を指導するとともに、
冬場に向けて防寒対策を指導し、いずれ
も改善。ワクチンは農場に適した接種方
法を検討し、接種時に立会い指導を実施、
飼養者は適切に接種。今後も配布農場へ
のきめ細やかな指導により、「かながわ
鶏」の普及を関係機関等と一丸となり推
進していく。 
 
485. かながわ鶏（肉用鶏）の飼養衛生に
係る対応：神奈川県湘南家保 廣田一郎、
渋谷光彦 

 養鶏団体からの要望を受けて誕生した
銘柄鶏「かながわ鶏」は、平成 28 年８月
に県畜産技術センター（畜技Ｃ）が 26 日
齢雛の配布を開始。平成 29年 12月現在、
管内では４戸５農場でかながわ鶏が飼養
され、羽数は 70 羽から 400 羽。肉用鶏の
飼養開始にあたり、ワクチン接種や温度
管理等の飼養管理に係る知識や技術の習
得が必要と考え、畜技Ｃと連携して対応。
家保は、飼養者に対して、疾病防除、飼
養衛生管理基準の遵守、ワクチネーショ
ンの重要性について説明し、衛生意識の
向上に努めるとともに、畜技Ｃのワクチ
ンプログラムと同様の接種を実現するた
め、対応可能な獣医師の確保と、生ワク
チンの取扱いについて指導。飼養２年目
に入り平成 29 年 10 月に 26 日齢で導入し
た１戸で温度管理失宜から圧死が発生し
たため、保温対策と圧死防止の指導をし
たところ鶏舎環境が改善。今後、畜技Ｃ
が作成した「かながわ鶏飼養管理の手引
き」の家畜衛生部分を充実させる等、か
ながわ鶏の普及に協力。 
 
486. 上越地域における鳥インフルエン
ザ防疫体制の再構築：新潟県上越家保 
後藤靖行、小林淳壱 
 平成 28 年 11 月 30 日に上越市で 24 万
羽飼養の採卵養鶏場において、県内 2 例
目の高病原性鳥インフルエンザが発生。
12 月 1 日に防疫措置開始、4 日に殺処分
完了、6 日に防疫措置完了、28 日に移動
制限解除。国や県、市町村、自衛隊など
延べ 3,476 人動員。検証では、初動時で
の防疫資機材や重機オペレーターの不足、
清掃・消毒や埋却計画の不備、情報の混
乱など指摘。今後に備え、100 羽以上飼
養の全 6 養鶏場の防疫計画書を改定。詳
細な農場見取り図とともに、飼養羽数の
多い 3 養鶏場の殺処分と清掃・消毒計画
を整備。地域振興局と連携し、市、JA、
建設業協会、自衛隊などとの協力体制を
強化。所の備蓄資材を増加。局防疫訓練
では、防疫対応や健康対策の説明、防疫
着の着脱など従来の内容に加え、より実
効性を上げるため、改定した防疫計画書
を説明。併せて、養鶏場への指導体制を
強化、飼養衛生管理基準で改善が必要と
認められた場合、実地指導も行い遵守徹
底に努めた。 
 
487. 鳥インフルエンザ発生時の例外協
議と今後の発生に備えたふ卵場等におけ
る事前協議への対応：新潟県下越家保 
福留静、曽我万里子 
 鳥インフルエンザ発生時、制限区域内
農場は防疫指針に基づき国と協議した上
で鶏卵や物品等の移動が可能(例外協議)。
平成 28 年の関川村での発生時に実施し
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た例外協議は 9 例、うち搬出制限区域内
ふ卵場への移動またはふ卵場からの移動
に関する例外協議が 6 例あり、一部は防
疫指針に基づくふ卵場再開要件の確認が
必要。管内は大規模ふ卵場やワクチン用
ふ卵を行うふ卵場を有し、発生時に迅速
な対応が求められることから、今年度は
全ふ卵場に対し事前確認のための巡回調
査を実施。巡回時、再開要件と再開後遵
守事項のチェック表を作成し各ふ卵場の
状況を立入確認、また初生ひな出荷時の
移動条件を説明。全ふ卵場で概ね再開要
件を満たしていたが、要件中「ロットが
異なる種卵及び初生ひなが接触しない構
造」については実施困難。国と協議の結
果、種卵、初生ひなのロット管理が確実
に行われていれば問題なしと判断され全
要件への該当を確認、早期再開可能な体
制を構築。 
 
488. 採卵鶏グループ農場連携による農
場 HACCP 構築の取り組み：富山県西部家
保 水木亮史、台蔵正司 
 平成 28 年 4 月、管内採卵鶏グループ 2
農場が農場 HACCP 構築を同時に開始。農
場毎に HACCP チームを編成、両チームに
家保が参加。チームは、各農場で、HACCP
構築と運用を実施。一方、チーム連携で、
毎月 1 回、合同会議を開催、進捗状況と
課題を共有。家保は、各チームの構築支
援に加え、合同会議で、講習会と事例検
討を開催。講習会では、HACCP の理解醸
成を実施。事例検討では、両農場の病性
鑑定事例等を検討し、再発防止とシステ
ム更新に活用。取組の結果、両農場は、
平成 29 年 12 月、採卵鶏で北陸初の農場
HACCP 認証を同時取得。取組を通じ、規
格外卵率（H28:5.2%→H29:4.8%）や汚卵
率（H28:4.1%→H29:2.8%）の低下等の生
産性向上や社員の意欲向上を確認。チー
ム連携は、意欲維持や円滑な文書化に効
果。更に、情報共有は、高位なシステム
構築、内容統一及び効果的システム更新
を実現。連携は、認証取得後も継続。今
後も継続的システム改善を指導。 
 
489. 鳥インフルエンザ（AI）現地対策本
部の初動対応の充実と関係機関の連携強
化に向けた取り組み:石川県南部家保 
福田藤子、村上俊明 

昨年度、本県で初めて、野鳥から高病
原性 AI ウイルスを検出。関係者の危機管
理意識が高まり、初動対応の充実に取り
組んだ。県下 5 か所の農林総合事務所（事
務所）は、現地対策本部の設置を担う。
昨年度は、事務所、本庁主務課及び家保
からなるマニュアル作成チームを編成し、
現地対策マニュアル基本版を作成。今年
度は、事務所が主体となり、家保に不明

点を照会する体制を築き、基本版から農
家版を作成。建設業者とともに現地サポ
ート基地や消毒ポイントを現地確認し、
農家毎に防疫対応をまとめた農家カルテ
に具体的な資料を追加、関係機関と情報
を共有。家保は関係機関からの照会回答
を FAQ にまとめ、事務所に配布、意思統
一を図った。以上により、各自が役割を
把握、担当者が変更しても対処できる迅
速な初動対応を構築、事務所間の連携が
強化。今後も危機管理意識を継続し、関
係機関との連携を密にすることが重要。 
 
490. 高病原性鳥インフルエンザ発生時
の初動防疫対応改善への取り組み：石川
県北部家保 河合愛美、堀 登 

平成 28 年 12 月、管内養鶏場からの死
亡羽数増加の届出を受け緊急立入検査を
実施。高病原性鳥インフルエンザは否定、
初動防疫対応に以下の課題。①届出受理
の際に使用する「聞き取りチェック表」
の項目が多く優先事項が不明瞭。②死後
硬直により死亡鶏の気管スワブの採取が
困難。③簡易検査キットの保温容器が小
さく数検体ずつ検査。④家保の電話回線
がふさがり使えない状態となった。課題
解決のため以下の取り組みを実施。①聞
き取り項目を優先度により整理・修正。
②気管切開の器具等を携行資材に追加。
③簡易検査キットの保温容器を大型化。
④家保の連絡係の個人携帯電話を利用し
立入者とのホットラインを整備。その後、
家保の初動マニュアルを改正し所内防疫
訓練を実施。以上の取り組みで、的確か
つ迅速な初動防疫対応が可能となった。
今後も所内防疫訓練を継続、新たな課題
抽出・改善に努め、シナリオ非提示型シ
ミュレーション訓練等も行い、初動防疫
体制の充実・強化を図りたい。 
 
491. 誰でもがいつでも準備できる家畜
保健衛生所鳥インフルエンザ対応手引き
：福井県家保 武田佳絵、山崎俊雄 

当家畜保健衛生所（家保）職員誰でも
が、農場立入携帯品（携帯品）準備、異
常家きん飼養農場（農場）検査・調査お
よび農場外にウイルスをまん延しない精
密検査材料（材料）家保搬入を円滑実施
のため、既存家保対応マニュアルを補足
する手引きを検討。何を、どこで、どの
ように行うか検討し、農場と想定の家保
建物で、動画記録して実演。携帯品は病
性鑑定と疫学調査の作業ごとの分類だっ
たが、両作業は同一職員が実施、両作業
の必要物品が混在し煩雑なため、消毒、
照明・通信機器、検査・採材・調査等の
用途で６種に再分類し、各専用ボックス
に収容。病性鑑定班と材料や資材運搬の
病鑑材料・資材運搬班各々で、保管場所
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を併記の携帯品一覧表を作成。ボックス
保管場所に掲示の携帯品一覧表と携帯品
保管場所を示す平面図で、誰でもがいつ
でも準備可能。動画等資料は家保職員共
有データフォルダで誰でもがいつでも閲
覧可能。今後も継続して改善。 
 
492. HPAI 発生時における効率的な殺処
分方法の検討（続報）：長野県佐久家保 
小林憲一郎 
 昨年度当所は、高病原性鳥インフルエ
ンザ（HPAI）発生時の防疫措置効率化の
ため、鶏を 10 羽程度収納可能な捕鳥カゴ
（カゴ）を台車に重ね、鶏舎内を最短距
離で運搬する方法を提案（カゴ運搬法）。
今年度、カゴを利用した効率的な殺処分
方法を検討。①市販 120L ビニール袋（カ
ゴ 1 個収納）②炭酸濃度保持バック（バ
ック式、8 個収納）③自作殺処分箱（3 個
収納）にカゴを入れ、鶏が死亡するまで
の時間を計測・比較した。カゴに鶏 10 羽
を収納した場合、処理時間は①120 秒/10
羽、②38 秒/10 羽、③47 秒/10 羽で、②
のバック式が最も効率的であった。採卵
鶏農場での HPAI 発生を想定し、カゴ運搬
法とバック式による捕鳥・運搬・殺処分
作業の防疫演習を実施し、時間短縮及び
作業人員の削減が可能であることを確認
した。今後は、今回の検討結果を管内採
卵鶏農場の防疫対応想定案に反映し、万
一の発生に備えたい。 
 
493. 平成 29 年度高病原性鳥インフルエ
ンザ防疫演習における課題と対応：長野
県松本家保 徳武慎哉 

管内最大規模の養鶏場における HPAI
発生を想定した防疫演習を実施。演習前
に昨年の国内発生を踏まえて動員計画を
見直し、市町村、JA、現地機関等所属毎
に動員数を割り当て、理解を求めた。演
習では①情報伝達訓練②テレビ会議シス
テムによる県庁と地域振興局を結んだ連
絡会議③健康確認を含む動員訓練④集合
基地運営訓練を実施。結果、演習後に市
が独自に研修を実施するなど意識の向上
が見られた一方①現地対策本部から関係
機関へのより迅速な情報伝達方法②必要
資材の型番、調達先のリスト化③動員者
及び集合仮設基地運営スタッフの正確な
把握④家保間の具体的な協力体制⑤現地
対策本部構成機関の行動計画作成⑥集合
施設での暖房持込み禁止等の課題が判明。
今後は農場内作業等の演習を反復継続し
て実施するとともに防疫作業リーダーの
育成研修や関係機関への動画資料の配布
による啓発を行って作業員の防疫措置に
対する理解を深め、技術の習熟に努めた
い。 
 

494. 高病原性鳥インフルエンザ発生時
の初動対応迅速化に向けた検討：静岡県
東部家保 二階堂紗恵、土屋聖子 

高病原性鳥インフルエンザ発生時に迅
速に防疫作業を行うためには、家畜保健
衛生所（家保）と現地対策本部要員（要
員）との情報共有が必要。①発生時に防
疫計画を速やかに作成・提供できるシス
テムを構築し、②要員と平常時から必要
な情報を共有。①防疫計画作成は、農場
情報や初動で必要な様式を農場ごとに集
約、飼養衛生管理カルテの情報とリンク
し、情報を統合。資材数量等は、算出根
拠を明確化し自動計算により省力・斉一
化。これらを活用し、防疫計画作成演習
を実施。②要員と共有する情報として、
農場や埋却場所等を簡潔にまとめた農場
概要シートを作成・提供。搬出担当要員
へ家保の備蓄資材保管場所が視覚的にわ
かるレイアウト図を作成、家保で研修会
を実施。今後、防疫計画の作成速度と精
度の向上のため、演習等で繰り返しシス
テムを検証、平常時から要員との情報共
有や現地確認等を進め、初動対応を迅速
化。 
 
495. 高病原性鳥インフルエンザ発生に
備えた埋却地調査：静岡県中部家保 杉
山奈々美、中村美穂 

高病原性鳥インフルエンザ発生時、県
は建設業協会と協定を結び、処分鶏等の
埋却作業を依頼。迅速な防疫措置のため、
事前に埋却予定地を確認、農場毎の防疫
計画作成が必要。平成 29 年 2 月から 9 月
に、協力の得られた 7 養鶏場で農場主、
建設業協会、農林事務所、保健所、市、
畜産協会、家畜保健衛生所が参加し、埋
却地調査を実施。埋却候補地の適否、農
場(鶏舎)から埋却地への作業動線、埋却
溝の掘削方法、埋却作業の必要資材・重
機を確認。結果、道路の狭小により重機
が入らない、水や岩が出る等、懸念され
た埋却候補地もあったが、全 7 養鶏場で
埋却可能と判断。建設業協会等関係分野
の専門家の意見をふまえ、農場毎の埋却
地の作業動線や必要人員、重機・資材の
リスト等の埋却作業に関する防疫計画を
作成。実際の発生時に先遣隊が必要重機
・資材等を算出できるよう調査様式も作
成。今後、埋却地調査未実施農場で順次、
調査を実施、農場の状況に応じた防疫計
画を作成。 
 
496. 高病原性鳥インフルエンザ発生に
備えた消毒ポイントの調査選定：静岡県
西部家保 森谷美咲、西原由希子 
 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）等
発生時は、消毒ポイントの迅速設置、運
営が必要。当所では管内 57 養鶏場に対し
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て、消毒ポイント候補地 101 ヶ所を選定。
しかし、詳細な検討が未実施のため、大
型車両の消毒を想定し現地調査を再度実
施。面積、出入口幅、車両動線、必要設
備（電気・水道・トイレ）の有無を確認、
消毒ポイントとして適・不適を評価。ま
た、適と評価した中から、大規模採卵鶏
4 農場での HPAI 発生を想定した消毒ポイ
ント 33 ヶ所を地図上で選定し、実際の運
営を想定した車両動線、設備や資材の配
置を含めた見取図を作成。調査の結果、
86/101 ヶ所が使用に適していることを確
認。また、大規模採卵鶏農場の消毒ポイ
ント 33ヶ所は、他 53農場でも使用可能。
以上のことにより、実際の HPAI 発生時に、
迅速・的確な消毒ポイントの設置が可能。
全養鶏場における消毒ポイントの選定お
よび管理者との調整が今後の課題。 
 
497. 公設焼却施設を利用した焼却処理
による鳥インフルエンザ防疫対策の検討
：静岡県東部家保 髙田朋恵、鈴木巧 

当所では鳥インフルエンザ発生時の鶏
死体等の処理として主に埋却処理を想定
しているが、環境への影響等を考慮し、
焼却処理を検討。10 市町 10 ヶ所の公設
焼却施設で 500～10,000 羽/日の焼却が
可能であることを確認。しかし、焼却施
設での防疫作業経験が無いため、A 市の
公設焼却施設（A 焼却場）で防疫演習を
実施し、焼却処理における課題を検討。A
焼却場は 6,000 羽/日の処理が可能。投入
フロアは 6 階相当の高さだが運搬設備が
無いため、大型クレーン等を使用して鶏
等を詰めたペール缶を投入フロア付近の
屋上部へ搬入する想定とし、屋上部から
のペール缶搬入及び投入口への運搬作業
を実施。ペール缶の混焼率は 10%程度の
ため焼却には長時間を要し、ペール缶の
運搬及び投入作業は重労働。汚染物品は
民間産業廃棄物焼却施設で、2 万羽規模
の焼却処理が可能であることを確認。こ
れらの知見をマニュアル及び農場シミュ
レーションに活用。 
 
498. 鶏卵の流通状況及び家きん関連施
設の鳥インフルエンザ対応状況に関する
調査：愛知県西部家保尾張支所 柘植亜
衣子 
 高病原性鳥インフルエンザが発生した
場合、発生農場を中心とした半径 3km 以
内は、家きん等の移動禁止区域となる。
畜産業だけでなく、流通業等への影響に
ついて、管内 100 羽以上の家きん飼養者
（以下、農家）34 戸の鶏卵出荷先及び原
卵取扱施設（以下、施設）7 か所と食鳥
処理場 1 か所の鳥インフルエンザ発生時
の対応状況について調査。鶏卵出荷先調
査では、移動制限区域内に位置した場合

には販売前に洗浄・消毒する必要がある
直接販売を行う農家が多いことが判明。
また、施設調査の結果、再開希望７か所
中、再開要件を満たしていたのは 1 か所
のみ。トレー等の消毒の不適が多く、2
か所で設備の増設等が必要。食鳥処理場
は再開要件を満たしていた。再開要件を
知らない施設が多いため、情報提供を密
に行い、鳥インフルエンザ発生時の影響
が最小限となるよう指導していく。 
 
499. 鳥インフルエンザ発生時の自衛隊
派遣を想定したベースキャンプ方式によ
る初動対応の検討：愛知県中央家保 堀
口裕生ほか 

愛知県鳥インフルエンザ（AI）対策実
施要綱に記載のないベースキャンプ（BC）
方式の初動対応を、A 市内養鶏場で自衛
隊派遣を想定し、1.BC 等の選定、2.作業
スケジュール、3.動員者用バス運行計画、
4.動員者管理法、5.自衛隊への対応の 5
点について検討。検討結果は、1.BC は A
市の体育館とし、情報管理等のため農場
に簡易現場詰所を設置。2.実働 1 日 16 時
間の 3 クール制とし、作業時間は 7 時間
（BC で休憩）、4 時間及び 5 時間。混雑
回避のため県と自衛隊の作業開始を 1 時
間ずらし、班ごとに 20 分間隔で退場。3.
中型バス使用（14 台必要）を想定し、殺
処分担当（動員者 26 人と指揮者 1 人）6
班とサポート担当（動員者 24 人）1 班の
体制。4.動員者の番号管理用名簿の作成
等は指揮者が行い、農場の総括グループ
が名簿を管理。5.自衛隊車両の駐車場は
農場隣接地とし、県の自衛隊窓口を農場
及び BC に設置。今後、多台数バス手配の
事前調整及び各地域 AI 防疫部会の班員
不足に備えた県内他地域からの同一班員
動員体制の構築が必要。 
 
500. 発生リスクを考慮した家きん農場
の飼養衛生管理指導：愛知県中央家保豊
田加茂支所 松田雅也 

当所では、管内各農場の高病原性鳥イ
ンフルエンザ（ＨＰＡＩ）に関連するリ
スク（発生リスク）に応じて、飼養衛生
管理基準（飼養管理）の遵守項目が長期
間未改善の農家指導及び管内農家の防疫
意識向上のための啓発を行った。発生リ
スクを、飼養管理の長期間未改善状態を
飼養管理リスク、農場近辺に水辺がある
環境を疫学リスク及びＨＰＡＩ発生時の
防疫措置が及ぼす諸影響を防疫リスクと
定義し、何れかの発生リスクが該当する
農場をリスク農家とした結果、実１３戸
をリスク農家と評価した。管内農家の立
入検査一巡後、リスク農家について再度
立入検査を実施する際、全ての発生リス
クが該当する農場を高リスク農家とし、
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各リスクやＨＰＡＩ対策を具体的に説明
し、飼養管理の未遵守項目の改善指導を
した。他のリスク農家には、管理者や従
業員向けに勉強会等を開催し啓発に努め
た。その結果、管内農家の飼養管理遵守
率は再立入前の７９％から８８％に上昇
した。 
 
501. 県食材表示制度の畜産現場からの
評価及び課題：三重県中央家保 木村壮
太郎、平塚恵子 
 平成 20 年から県独自の「人と自然にや
さしいみえの安心食材表示制度（畜産物
：鶏卵）」が開始。現在、各種の認証制
度が普及する中、他商品との差別化を目
的に県制度へ登録した管内１採卵鶏農家
の協力を得て、農家視点で本制度を再評
価。当該農家は、登録以前は経験則での
鶏管理を行い、わずかな業務記録のみで、
体系的保存もなく、顧客への衛生対策の
説明根拠が乏しい状況であった。当所は
平成 22 年から本制度の従業員教育や衛
生検査及び記録作成等の支援を担当し、
平成 24 年に認証取得が実現。認証機関で
の審査に裏付けられた衛生意識の向上や
記録に基く顧客への説明が可能となった
が、認証維持に係る費用や業務は増加。
他商品との差別化や消費者の本制度の認
知度が不十分という課題はあるが、県内
販売主体の中小規模農家にとって他の認
証制度と比べ取組みやすい本制度は、取
得する価値があるとの評価を得た。今後
も農家の経営方針にあわせた認証制度の
選択と指導に心がけたい。 
 
502. 管内養鶏場における県職員 OB 獣医
師と連携した生産性向上の取り組み：三
重県南勢家保 中山季大、竹馬工 
 近年、産業動物診療や公務員獣医師の
希望が少なく、県内では新卒産業動物獣
医師の新規開業は皆無。そこで、管内に
おいて県職員 OB 獣医師と家保が連携し
て養鶏農家等を支援。現在管内では、県
職員 OB 獣医師 3 名が開業。うち、V 獣医
師が養鶏農家で診療等を実施。A 農場で
は、平成 26 年頃からパスツレラ症等で成
績が低下したため、家保は V 獣医師と共
に生産性向上対策を実施し、環境改善、
投薬指示等により改善。B 農場では、V 獣
医師が鶏の抗体検査を、家保施設を利用
して定期的に実施し、指導方針やデータ
の共有化を図った。V 獣医師はその他 3
軒の農場も定期的に訪問するため、疾病
発生時には家保との迅速な連携により診
断・治療が可能となった。他の、X、Y 獣
医師は養牛農家等のコンサルタントやワ
クチン接種等を行い、既存の産業動物開
業医を補完し、農家の要望に応えている。

今後も、産業動物分野では、家保と県職
員 OB 獣医師との連携が重要と考える。 
 
503. 一肉用鶏農場の飼育管理重点指導
事例：三重県北勢家保 庄山剛史、北村
裕紀  

赤系肉用鶏を飼養する管内の一養鶏場
は、獣害や大腸菌症による死亡事故が散
発し成績が低迷していた。平成 29 年上半
期に大腸菌症が 6 回、獣害による死亡事
故が2回発生し、飼育6群の育成率は83.2
～94.8％（平均 90.0％）、出荷体重は 2.92
～3.46kg（平均 3.13kg）であった。平成
29 年 4 月から、野生動物の侵入防止と舎
内の温度管理を重点的に指導、舎内温度
測定結果と飼育マニュアルとの比較によ
り畜主の改善意欲を引き出した。農場事
務所に目標とする舎内温度を掲示し、鶏
舎一棟一棟の入り口に温度計を設置して
温度管理の意識向上を図った。強固で目
の細かい網などによる獣害防止、ビニル
シートを活用した保温などの対策が取ら
れた。夏期には逆性石鹸を用いて舎内空
気の消毒をするよう指導した。平成 29 年
下半期には大腸菌症の発生と獣害はみら
れず、秋期に飼育していた 3 群の育成率
は 91.9～94.4%（平均 93.7%）、出荷体重
は 3.25～3.64kg（平均 3.38kg）と成績の
改善がみられた。 
 
504. 管内関係機関と連携した高病原性
鳥インフルエンザ危機管理の取組：京都
府南丹家保 龍村順子、種子田功  

【はじめに】地域全体の高病原性鳥イ
ンフルエンザ（HPAI）危機管理体制を強
化するため、関係機関と連携した HPAI の
発生予防対策や防疫演習等を実施。【取
組内容と成果】①発生予防対策： 100 羽
以上家きん飼養農場(24 戸）の巡回を平
成 29 年 11 月～30 年 3 月に毎月 1 回以上
実施。振興局との連携の強化により、延
べ 172 回の巡回・指導等を効率的に実施。
府独自の取組として毎年、小羽数飼養者
への巡回・指導を市町等と実施。飼養者
情報の正確な把握や巡回計画の策定等に
おいて市町の協力を得ることで、防疫指
導体制が強化。②発生時対応:初動防疫演
習及び農場防疫演習等は、振興局危機管
理部署等が積極的に関わることで、発生
時に設置される現地対策本部員の HPAI
に対する理解と危機管理意識が向上。【ま
とめ】振興局、市町等関係機関と家保が
連携し HPAI 防疫対策等に取組むことで、
それぞれの危機管理意識が向上し、管内
全体の HPAI に対する危機管理体制が強
化。 
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505. 管内大型採卵鶏農場の「農場 HACCP
認証農場」取得に向けた取組：京都府中
丹家保 中川一樹、岩間小松 

管内の飼料会社直営大型採卵鶏農場が
平成 26 年から農場 HACCP の取組を開始。
当所は既存文書を活用した HACCP 関連文
書作成、農場経営者の責任の明確化及び
勉強会開催による従業員教育等を専門知
識及び技術面で支援・指導。農場は写真
を効果的に用いた衛生管理作業手順書を
作成し全従業員に日常作業を『見える化』。
平成 27 年 6 月に「農場 HACCP 推進農場」
を取得。次に農場 HACCP 認証を視野に『農
場経営者の責任』を明確化、頻回の勉強
会により『従業員の意識が向上』。CCP
を「空舎時の鶏舎の清掃・水洗・消毒」
とする HACCP 計画を立て、採卵鶏で近畿
初の「農場 HACCP 認証農場」を平成 30 年
3 月に取得。農場内 HACCP 委員会が定例
化され、農場経営者と従業員との情報共
有が密になるとともに報道機関の取材・
報道をきっかけに取引先の評価が上がる
等想定以上の効果を確認。当所は衛生管
理指導や勉強会を通じて支援を継続、今
回の取組をモデルとして管内畜産農場へ
の普及に努める。 
 
506．直立多段ケージ鶏舎での HPAI 発生
を想定した効率的殺処分作業の検討：京
都府南丹家保 伏木彩乃、山本哲也 

【はじめに】管内大規模養鶏場は高い
直立多段ケージを有し HPAI 発生時には、
捕鳥や狭い通路での鶏体運搬等で鶏舎内
が混雑する中、安全かつ迅速な殺処分が
必要。防疫訓練の課題を改善し、安全で
効率的な殺処分作業を検証。【材料及び
方法】高所での捕鳥は、自作単管パイプ
製、市販アルミ製、仮設足場の高所作業
台を比較。運搬時の往復ルート確保可能
な小型軽量台車の他、延長ガスホース等
資材の有用性を検証。【結果及び考察】
高所作業台の利用で、捕鳥作業の安全で
効率的な実施が可能。市販アルミ製は、
運搬組立が容易な反面、高額で納期が長
く備蓄が必要。仮設足場は緊急調達が可
能。小型軽量台車や延長ガスホースの利
用により、狭い通路での円滑な往復ルー
トを確保し通路上でのガス殺が可能。出
口付近の作業分散で混雑が改善。【まと
め】鶏舎構造に合った高所作業台の活用
や運搬ルートの確保により、殺処分の作
業効率が向上。今後も万が一の HAPI 発生
を想定した訓練を継続。 
 
507. 小規模家きん飼養施設における防
疫対策指導：大阪府大阪府家保 吉田優
司 

大阪府の養鶏業は都市型畜産であり、
高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）発生

時には都市特有の防疫上の問題が想定さ
れる。一例として防疫作業時の周辺住民
対応・風評被害対策等がある。また大小
様々な規模の飼養者が近接しており、そ
れぞれの飼養管理の徹底等も予防上重要
である。今回はそれら対策の一部として、
小規模家きん飼養施設（小規模施設）に
対して防疫対策指導を実施したので概要
を報告する。今回指導対象とした小規模
施設は、飼養規模 100 羽未満の施設であ
り、かつ①卵の継続販売実施施設②ふれ
あい施設・福祉施設③小中学校等の教育
施設を対象とした。①、②に対して立ち
入り巡回指導等を実施し、疾病防止対策
に対する意識の向上を図った。③に対し
て飼養状況の現場確認（4 カ年・74 校）
を行い、飼養衛生管理基準の説明や HPAI
の適切な知識の啓発を実施し風評被害対
策等に努めた。今後も継続して多方面か
ら防疫対策を進めていき、想定される問
題解決に努めたい。 
 
508. 鳥インフルエンザ（AI）発生に備え
た防疫体制整備の取組：兵庫県姫路家保 
小山芽以、加茂前仁弥 
 これまで AI 発生に備え、初動防疫対応
等の確認、患畜殺処分後の焼却処理に向
けた焼却施設対応、防疫指針に基づく GP
センター等施設での制限除外への対応等
の取組を継続。平成 29 年度は更なる防疫
体制整備として、県民局や市町等の関係
各組織が参加した防疫訓練を実施し、初
動防疫に関する役割の認識と危機管理意
識が向上。発生時に患畜等を処理する管
内 6 焼却施設で協議及び焼却試験等を実
施し、4 施設で焼却作業マニュアルを策
定。液卵加工場 5 施設について、移動制
限除外の通知内容への適合について確認
及び指導を実施し、3 施設について事前
協議が完了したことから、発生時の移動
制限除外手続きが簡略化。今後は、①既
存の農場毎処分計画に焼却試験等で見直
した内容を反映、②各食鳥処理場におけ
る AI 対応マニュアルの整備・見直しを支
援予定。関係機関等との連携強化を進め、
発生時により万全な防疫措置が図れるよ
う改善を推進。 
 
509. 防疫作業が困難な農場での高病原
性鳥インフルエンザ机上演習：和歌山県
紀北家保 赤真寛美、小松広幸 
 平成 29 年 9 月、防疫作業が困難な農場
での全国高病原性鳥インフルエンザ机上
防疫演習実施。課題の解決方向の検討及
び日頃の備えの有用性確認が目的。想定
農場は採卵鶏 112,000 羽、県境に近く、
農場までのアクセスが悪く、農場敷地が
狭く、作業動線の確保が難しい、管内最
大規模の採卵鶏農場。机上演習実施マニ
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ュアルに基づき防疫措置計画を作成。狭
い農場前道路の通行を円滑にするため警
備員を配置。農場前を発着するバスには、
運行時間に合わせて農場前での作業を中
断することで対応。電波状況に左右され
ず、複数人同時に会話が出来ることから
連絡手段として無線機を使用。演習終了
後 2 週間以内に畜産課、県内家保職員で
事後検討会を開催。効果的な輸送手段の
確保、県境に位置することによる問題等
を再検討。余剰地が少ない農場での円滑
な防疫活動のために、より効率的な作業
動線や作業手順の検証が必要。今回解決
できなかった課題については家畜防疫員
間及び現地対策本部が設置される振興局
関係課室との情報共有とさらなる検討が
必要。 
 
510. より実務的な高病原性鳥インフル
エンザ初動防疫対応の確立を目指して：
鳥取県西部家保 千代隆之、生田泰子 
 現在西部管内では、西部総合事務所長
を本部長とする各担当 7 班の運営マニュ
アルがある。しかし、実際の運用に当た
っては、問題点、検討事項が山積。現地
での初動防疫対応が適切かつ迅速に実施
できるよう、マニュアルの改定と各班員
の意識向上を目的に防疫演習を実施。机
上訓練では、各担当班ごとに課題を提示
し曖昧な部分を協議したり、他班との連
携を検討。検証後、各担当班実務者を参
集し検討を開始。各養鶏農場ごとの初動
防疫計画を策定する際も各担当班と協働。
また、殺処分後の焼埋却の具体策も併せ
て検討。明らかに埋却処理が不可能な 2
養鶏農場について、焼却処分することを
それぞれ産業廃棄物処理施設、一般廃棄
物焼却施設が承認。一般廃棄物焼却施設
では覚書を締結。現在作業工程マニュア
ルを鋭意作成中。 
 
511. 大規模農場における高病原性鳥イ
ンフルエンザの発生を想定した実践的防
疫演習の概要と課題：島根県川本家保 
鈴木郁也、石川初 

平成 29 年 4 月、島根県高病原性鳥イン
フルエンザ（HPAI）防疫業務マニュアル
が一部改訂され、防疫装備品の配布およ
び装着場所が農場サポートポイントから
動員者集合場所施設に変更。その変更を
踏まえ、管内大規模農場における HPAI 発
生を想定した防疫演習を実施。机上演習
では、HPAI 発生確定以降に行われる会議
の開催訓練を実施し、防疫措置に係る各
班業務の情報を伝達共有。実動演習では、
動員者集合場所施設における健康調査、
県 HPAI 防疫業務マニュアル変更にかか
る実作業訓練、直立 5 段鶏ケージ及び脚
立を用いた高所での捕鳥訓練を実施。ま

た各作業所要時間の計測、演習参加者及
び見学者へアンケートを実施。実在の大
規模農場を想定したことで、より実践的
な演習を実施することができ、県 HPAI 防
疫業務マニュアル変更前の課題であった
農場サポートポイントでの混雑は解消し
た一方、動員者集合場所施設における防
疫服等の装着に時間がかかるといった課
題が確認された。 
 
512. 高病原性鳥インフルエンザ複数農
場発生時の防疫対応 
：岡山県高梁家保 田中静香、岡田ひろ
み        
 高病原性鳥インフルエンザの防疫対応
については各農場毎に検討を行ってきた
が、複数農場発生については検討してい
ない。今回、管理者が同一で近接する肉
用鶏飼養 3 農場で複数発生した場合につ
いて、①防疫作業の進め方、②人員配置、
③資材搬入の 3 項目について関係機関の
協力のもと検討を行った。①防疫作業に
ついては、まん延防止の観点から殺処分
を優先的に実施することとした。②人員
配置については、その立地条件と限られ
た人員を考慮し、1 農場に本部・着衣テ
ントを設け、作業に合わせて人員を動か
すこととした。③資材は、殺処分資材を
農場付近の倉庫に、動員者用の防護服を
本部・着衣テントを設置する農場の資材
置き場に搬入し、2 箇所を活用すること
で搬入と管理がしやすいよう工夫した。
今回の事例で検討した内容、課題を整理
し、関係機関も含めた防疫計画の作成が
必要。 
 
513. 小規模養鶏農場における防疫意識
の向上にむけて：岡山県真庭家保 定森
淑子、紙谷建志 
 平成 29 年 6 月以降、管内小規模養鶏農
場 3 戸から相次ぎ死亡鶏増加の相談。病
性鑑定の結果は、①コクシジウム症（採
卵鶏 649 羽飼養）②寒冷ストレスの疑い
（あひる 280 羽飼養）③外部寄生虫症（採
卵鶏 53 羽飼養）。3 戸とも疾病発生から
家保への連絡まで時間を要し、立入時に
既に甚大な被害となった事例もあった。
いずれも飼養衛生管理の徹底や再発防止
等の対策指導により解決したが、大規模
農場では徹底されている早期発見・通報
を始めとした防疫への認識が依然低いこ
とが浮き彫りに。高病原性鳥インフルエ
ンザ等の侵入リスクが高まっている中、
小規模農場においても大規模農場と同レ
ベルの衛生管理が求められており、家保
は知識・経験の不足がちな小規模農場に
対しても基本的な飼養衛生管理の指導と
同時に、防疫の 3 原則①発生予防②早期
発見・通報③まん延防止について今後も
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相手に応じた丁寧な指導を継続していき
たい。 
 
514. 肉用鶏農場における伝染性ファブ
リキウス嚢病ウイルスに起因するへい死
・淘汰率の増加事例：佐賀県西部家保 江
副大輔、葛見敏男 

管内肉用鶏農場において、伝染性ファ
ブリキウス嚢病（IBD）ウイルスに起因す
ると思われるへい死・淘汰率の増加事例
が発生し病性鑑定を実施。IBD ワクチン
は 14 日齢に弱毒タイプ、21 日齢に中等
毒タイプを投与。剖検所見でファブリキ
ウス嚢（F 嚢）出血（1/5）、盲腸粘膜ひ
薄化・充血（3/5）を確認。細菌学的検査
で主要臓器から大腸菌分離（3/3）。ウイ
ルス学的検査で F嚢から IBDV遺伝子検出
（3/3）し、VP2 領域遺伝子のシークエン
ス解析で、21 日齢投与の IBD ワクチン株
と 100％相同。病理組織所見で F 嚢の濾
胞間質水腫およびリンパ球脱落（2/3）、
十二指腸腸管粘膜内のガメート（1/3）を
確認。抗 IBDV 抗体を用いた免疫組織化学
的染色で F 嚢に陽性反応を確認（2/2）。
以上の結果、当該ワクチン投与後に一過
性の免疫抑制を引き起こし、大腸菌症等
を発症し、へい死・淘汰率が増加したも
のと推察し、ワクチン投与前の生態観察、
ワクチンの適切な投与および出荷後の鶏
舎内外の洗浄、消毒の徹底を指導。以後、
同様の事例発生はなし。 
 
515. 熊本県における高病原性鳥インフ
ルエンザ防疫対応～発生農場防疫措置完
了までの 39.5 時間～：熊本県城北家保 
福岡恒、川邊久浩 

平成 28 年 12 月 27 日に本県 2 例目の高
病原性鳥インフルエンザが発生し、採卵
鶏約 9 万 2 千羽の防疫措置を実施。複雑
な鶏舎構造、極寒の中での作業等悪条件
が重なったが、延べ 2,361 名の動員と関
係機関の協力により、防疫措置開始から
39.5 時間で防疫措置完了。防疫措置が迅
速に完了した 3 つの要因として、①防疫
対応を総括する総合指揮所や防疫資材を
管理する工程管理責任者の新設等過去の
課題を改善したマニュアルの遂行、②動
員体制の整備による十分な動員者の確保
と教育・訓練、③現場状況に応じた班編
制や進捗状況等の情報共有による農場防
疫作業の効率化が挙げられた。今回の防
疫対応の検証結果に基づき、動員者の防
寒対策や軽食内容の改善、指揮命令系統
の一本化、防疫資材の備蓄及び搬送方法
の改善等、発生に備えた体制を整備し、
それを含めたマニュアルの改訂作業中。
今回の経験を基にした農家への衛生管理
指導を行い、発生防止へ向け一層の防疫
強化に努めている。 

 
516. 地域が一体となった高病原性鳥イ
ンフルエンザ防疫体制の構築に向けた取
組：熊本県阿蘇家保 森将臣、小池康司 
 阿蘇地域には、肉用鶏約 128 万羽が飼
養され、県内の飼養羽数の約 3 割を占め
る。農場は大分県境と宮崎県境の 2 町村
に集中しており、隣県との連携が不可欠。
平成 27 年以降、阿蘇地域振興局（局）等
の関係機関と協力しながら高病原性鳥イ
ンフルエンザ（HPAI）発生に備えた防疫
体制を整備。養鶏場への立入検査では、
熊本県建設業協会阿蘇支部による埋却候
補地の状況や重機の搬入経路の確認、警
察署による農場所在地や通行規制ポイン
ト等の確認を実施。地域 HPAI 防疫演習で
は局と協力し、現地演習と机上演習を実
施。関係機関の連携体制を強化。局や市
町村による後方支援体制の充実を図り、
関係機関の協力による迅速な初動防疫と
支援体制を構築。大分県境では、熊本県
内に消毒ポイントの設置が困難なため、
大分県豊後大野家保、両県の担当者によ
る現地検討会を実施し候補地を選定。地
域が一体となった悪性家畜伝染病防疫体
制の構築に向けた取組を継続し、防疫体
制の充実に尽力したい。 
 
517. 特別飼養鶏の死亡率増加に対する
取組み：大分県宇佐家保 平松香菜恵、
長岡健朗 

「B どり」は抗菌剤不使用の特別飼養
鶏で、生菌剤等を活用し生産。細菌感染
での死亡に有効な対策がなく、当家保で
の死亡羽数増加の届出でも大半を占めた。
今回、複数のロットで続けて届出のあっ
た 2 農場で対策を検討。①A 農場:飼養羽
数 32,000 羽。2 ロット続けて 30 日齢前
後で死亡羽数増加。4 鶏舎中 2 鶏舎で死
亡 羽 数 が 増 加 し た ロ ッ ト で 検 査 。
IBV(TM-86 株)、IBDV、FAV(血清型 2 型)
の抗体価の上昇を確認。発症鶏舎との関
連から FAV および IBDV の関与を疑い、次
導入群ではおがこを入れ替え。出荷率が
回復。②B 農場:飼養羽数 56,000 羽。3 年
前から 30 日齢時に首振りや脚を伸展し
て死亡。以前からワクチンプログラムの
改善等に取り組むも著効なし。今回、発
症鶏で低血糖を確認。対症療法でブドウ
糖やビタミン等を添加、根本原因の究明
が必要。これら農場を含め過去の届出で
は 30 日齢前後で死亡羽数増加の傾向。｢B
どり｣はこの日齢での飼養管理対策が重
要であると考え、定期巡回を実施。 
 
518. 高病原性鳥インフルエンザの発生
予防を目的とした管内養鶏場の巡回指導
：宮崎県宮崎家保 平野佑季  
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平成 29 年 5 月から 10 月に管内全養鶏
場（362 農場）を対象に、人や物、野生
動物を介した鶏舎内へのウイルス侵入防
止対策に関する指導を実施。事前に図や
写真を多用した点検表を配布し、生産者
自らが鶏舎を点検、修繕した箇所等を点
検表に図示し、家保への報告を求めた。
巡回指導時はこれをもとに再度鶏舎を点
検、目あわせを行い、その後の修繕完了
も確認。また、鶏舎の周囲に河川や池な
どのある農場を重点的に調査し、生産者
へリスクについて説明。点検表を活用し
た巡回指導の結果、鶏舎修繕が必要な程
度について生産者と家保の認識に相違が
あったことが明白化。この巡回指導の強
化により、生産者の自己点検が促進し、
生産者、関係者及び家保の三者間での共
通認識に繋がった。また、水辺周辺農場
の重点指導により、生産者へリスクを認
知させ、より徹底した飼養衛生管理を行
う契機となった。今後も、三者一体とな
ってこれらの取組を継続し、より高い防
疫意識の醸成を図る。 
 
519. 宮崎県で発生した高病原性鳥イン
フルエンザの例外協議：宮崎県延岡家保 
関谷亜由美、前田浩二 

平成 28 年 12 月と平成 29 年 1 月に県内
で発生した 2 例の高病原性鳥インフルエ
ンザ（HPAI）は、2 例とも肉用鶏飼養農
場で発生。1 例目では疑似患畜の一部が
農場から食鳥処理場へ搬入されていたた
め、稼働を停止。例外協議は、宮崎県 HPAI
マニュアル（マニュアル）に基づき、県
対策本部の防疫対策班例外協議運用係
（運用係）と現地対策本部の例外協議確
認班（確認班）で対応。作業は、要望受
付、要望とりまとめ、農水省との協議、
立入検査、移動指示書の発行。1 例目関
連の食鳥処理場は、防疫措置完了後、家
畜防疫員による現地調査を行い、農水省
との協議により 2 日後には事業を再開。
制限区域内の農場は、事前に出荷先や出
荷日など確認することで優先すべき農場
の把握が可能。一方で、運用係と確認班
での情報共有不足などが課題。今後、例
外協議マニュアルや事例集の作成、養鶏
農家など関係者に対し例外協議について
事前の周知が必要。 
 
520. 出水平野で発生した野鳥等での高
病原性鳥インフルエンザへの防疫対応：
鹿児島県北薩家保 相星宗一郎､松田謙
志 
 平成 28 年 11 月から約１ヶ月間、出水
平野では野鳥等から高病原性鳥インフル
エンザ（HPAI）ウイルス 30 検体を確認し
たが、産官学の防疫対応の結果、家きん
農場での HPAI の発生を防いだ。出水市は、

監視体制強化による衰弱野鳥の早期発見
や鹿児島大学との連携による死亡野鳥の
精密検査及び環境材料のモニタリングを
実施。また、ねぐら周辺の消毒ポイント
と散水車による消毒を実施。農協グルー
プは、防疫マニュアルの作成、独自の防
疫レベルに応じた対策等を実施。農家は
養鶏研究会を組織し、農家の相互巡回、
評価等を行う環境改善運動等を実施し、
野生動物が近づかない環境を整備。家保
は飼養衛生管理基準の不備農家に対し、
徹底した指導を実施し、短期間で全農場
を改善。その他に、一般市民、建設業協
会等が消毒などの防疫対策に全面協力。
以上の産官学一体による防疫体制を構築
できたため、農場での HPAI 発生を未然に
防ぐことが出来た。  
 
521. 高病原性鳥インフルエンザ防疫演
習の概要及びアンケート結果：鹿児島県
曽於家保 都勇介、藏前保 
 平成 29 年 8 月 30 日、高病原性鳥イン
フルエンザ防疫演習（演習）を実施。422
名が参加。集合から解散まで一連の防疫
作業訓練を行うとともに、本県の新たな
取組として、①捕鳥業者による実演指導
を交えた捕鳥訓練、②高圧ガス業者によ
る炭酸ガスボンベの取扱説明を交えた殺
処分訓練、③異なる鶏舎構造（ひな壇型
3 段ケージ、直立型 4 段ケージ）の設置、
④HPAI 発生県における防疫作業写真のパ
ネル展示を実施。アンケートは 191/422
名（45%）が回答。専門業者による演習に
関して 90%以上が｢理解できた｣、｢継続を
希望｣と回答。また 93%が鶏舎構造による
捕鳥方法の違いについて｢理解できた｣、
98%が展示パネルについて｢参考になっ
た｣と回答。新たな取組が防疫作業内容の
理解、不安の解消、新たな知見及び技術
の習得に大きく貢献。今後も役割に適し
た防疫作業の理解醸成につながる演習の
継続的な開催により、防疫体制のさらな
る強化に努めていきたい。 
 
522.  ICT 機器を活用した北薩地域防疫
演習：鹿児島県北薩家保 濵田忠子、松
田謙志 
 高病原性鳥インフルエンザ等の特定家
畜伝染病が発生した際の防疫措置の基本
は、迅速かつ的確な初動防疫である。そ
のカギを握る一つとして情報の伝達・共
有が挙げられるが、現在の方法は各家畜
保健衛生所に配備されている従来型の携
帯電話及びデジタルカメラが中心であり、
迅速かつ的確な対応としては課題が残る。
平成 28 年 10 月、管内において情報の伝
達・共有の強化を目的とし、ICT 機器（シ
ンクライアント端末タブレット及び WEB
会議システム）を活用した地域防疫演習
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を開催した。これらの機器を活用するこ
とで、県の関係機関が農場周辺や鶏舎構
造等の動画及び静止画（以下画像）デー
タを共有しながら対話形式で防疫作業計
画を策定することが可能となった。画像
データを確認しながら防疫作業計画を策
定することは、各関係機関同士の認識の
ずれが生じにくいため、迅速かつ的確な
初動防疫につながると推察された。  
 
523. 管内採卵鶏農場の K-GAP 認証への取
り組みと認証後の効果：鹿児島県鹿児島
中央家保大島支所 干場 浩、東條秀一 

平成 28 年 6 月、管内採卵鶏農場が県内
の個人経営体として、また奄美群島での
採卵鶏農場として初めて「かごしまの農
林水産物認証制度」(K-GAP)の認証を鶏卵
で取得。家保等、行政機関の協力の下、
申請書や管理マニュアル等の書類を作成
し、二度の現地審査会を経て認証。家保
はサルモネラ陽性時対応マニュアルとワ
クチネーションプログラムの作成、飼養
衛生管理基準の指導を行い、家畜衛生対
策の面から協力。認証に向けたマニュア
ルの作成・遵守により衛生対策が向上し、
鶏卵への認証マーク表示により生産者の
生産意欲向上及び消費者への安心感の提
供につながった。さらに K-GAP 認証を契
機に大手企業との新たな契約締結に至っ
た。また、認証農場の存在がその地域の
評価向上にも役立った。K-GAP 認証は飼
養衛生向上、商品性向上、地域振興等に
効果があり、生産者の生産意欲向上にも
つながることから、今後も推進していき
たい。 
 
524. ブロイラー農場の生産性向上を目
指した飼養衛生プログラム作成：沖縄県
北部家保 泉里奈、仲村真理 
 当該ブロイラー農場は、平成 26 年 10
月に生産開始。平成 27 年 5 月下旬に事故
率増加し、初めて病性鑑定を実施。飼養
管理改善の指導および飼養衛生プログラ
ムを検討した。【取り組み】①敷料中の
細菌数が事故率増加の要因だったため、
消毒方法を検証し変更。②出荷前の大腸
菌症やヒナの低血糖症が確認されたため、
適切な飼養密度の改善、給餌給水器の高
さ調整、雛のえさ寄せ回数の増加を指導。
③暑熱対策として屋根への散水やビタミ
ン等の給与を検討。【まとめ】入雛前の
鶏舎消毒、時期に応じた飼養密度、14 日
齢までの雛の管理、夏場の暑熱対策など
の飼養衛生プログラムの基礎が構築され、
生産指数（PS）は年々向上し、病性鑑定
件数は減少。今後の課題として、さらな
る夏場の暑熱対策により生産性向上を図
るとともに、細かい温度・湿度管理、換
気調整を確実に実施していく必要がある。 

Ⅲ―７ 畜産技術 
 
525. 新規就農ブロイラー農場における
生産性向上の取り組み：山形県最上家保 
木口陽介、小林久美    
 肉用鶏 17,000 羽（1 鶏舎 4 室）を飼養
するオールイン・オールアウトができな
い新規就農農場において、平成 28 年 12
月から疾病が継続発生。その背景として
飼養管理や衛生対策不足による生産性低
下が懸念。農場では現状と課題を把握す
るため、平成 28 年 12 月導入群から毎日
の死亡羽数、気温、湿度等飼養環境の記
帳を開始。家保では死亡羽数増加時の早
期通報の徹底指導、その都度病性鑑定を
実施。結果、鶏大腸菌症（血清型 O78）
の継続発生があり、分離株の性状から鶏
舎間での伝播と推察。これらのデータを
基に平成 29 年 5 月に検討会を実施し、飼
養衛生管理基準に基づく衛生管理の再徹
底、疾病伝播防止、鶏大腸菌症ワクチン
の使用を重点項目と設定し対策を実施。
結果、育成率は 94.8%から 95.2%に改善。
対策を通じてデータの「見える化」を図
る事により飼養環境の改善や疾病に対す
る問題点が整理され、畜主の理解が進み
取り組みが強化。農場での疾病低減には
適切な飼養衛生管理技術が重要。 
 
526. 福岡県産ブランド鶏「はかた地ど
り」農場 HACCP 認証取得に向けた挑戦：
福岡県両筑家保 原田美奈子、松尾浩子 

福岡県産ブランド鶏「はかた地どり」
は、販路拡大の為、増産体制技術を活用
し増産を開始。増羽による労働負荷の増
加等、衛生管理水準低下が懸念。農場
HACCP を取り入れた生産管理システムを
平成 29 年から 31 年に全飼養農場（11 戸）
に順次導入、付加価値の高い鶏肉の生産
体制づくりを開始。農場 HACCP 推進農場
の指定、その後認証農場取得を目指す。
併せて、農場指導者を育成、有資格者 11
名体制を構築。7 月、３農場合同で取組
みを開始、毎月の推進会議で飼養衛生管
理基準の遵守状況を中心に改善状況の報
告等実施、複数農場同時進行における個
別対応は時間的に困難なことが判明、家
保職員で検討、出席者の興味を高める、
意見が出しやすい会議進行及び環境作り
を実施。組合役員、管理者の会議参加意
識が一層高まり、日常業務の改善意欲が
増す結果となり、さらに衛生管理意識が
向上。今後も、農場 HACCP 認証取得に向
けた挑戦を継続。 
 
Ⅲ―８ その他 
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527. 管内肉用鶏農場の鶏アスペルギル
ス症の発生事例：岩手県県南家保 市村
鋭、金子和華子 

平成 29 年 9 月、肉用鶏 57,000 羽を飼
養する養鶏場の 5 鶏舎中 1 鶏舎 4 日齢で
死亡羽数が増加。発症鶏は開口呼吸及び
翼下垂を呈し、肺に白色粟粒大結節の散
在を確認。壊死部にアスペルギルス様形
態(隔壁を有する Y 字状分岐)を呈す真菌
を伴う肉芽腫性肺炎及び気嚢炎を確認。
真菌検査により、同部位から Aspergillus 
flavus を分離。以上から、鶏アスペルギ
ルス症と診断。発生鶏舎では使用敷料の
管理不備(屋外保管、鶏舎内への搬入遅延、
高湿度状態)があったこと、さらに他鶏舎
に比べて鶏舎面積が広く、真菌増殖が進
んだ敷料を多量に使用したことで、鶏群
が高濃度に暴露された可能性を示唆。発
生鶏群において、衰弱鶏及び死亡鶏の速
やかな排除によりおおむね沈静化は図ら
れたが、出荷までに損耗が継続。対策と
して、空舎期間の鶏舎資機材の洗浄・消
毒、適切な敷料管理を実施。これら対策
により、次ロットの発生はなし。利用資
機材の衛生管理の重要性を再認識。 
 
528. 隣接県の高病原性鳥インフルエン
ザ発生に伴う消毒ポイント設置・運営：
茨城県鹿行家保 宮本拓也、菅原徹 

隣接県における高病原性鳥インフルエ
ンザ発生に伴い、平成 29 年 3 月～4 月に
管内の県境付近 3 か所に消毒ポイント
（以下 PA、PB、PC）を設置・運営。設置
期間は PA が 4 時間、PB と PC が 19 日間。
消毒台数は PA が 4 台、PB が 267 台、PC
が 10 台と設置場所により利用状況の偏
りがあり、また PB の消毒利用台数は 6～
18 時の 12 時間に全体の 9 割が集中して
いたことから、状況に見合う柔軟な動員
体制が必要と考察。動員した作業者は、
開設当初は家保ほか県職員及び市職員で
構成したが，後半からは民間業者へ運営
を全面委託。消毒作業者の待機場所とし
て当初簡易なテントを使用したが，その
後気象条件など勘案し空調付ユニットハ
ウスや簡易トイレなどを整備。ほか作業
者の負担の少ない機材の準備も必要。特
定家畜伝染病のまん延を防止するために
は，効率・効果的な消毒ポイントの設置
が重要。今後は県内における準備に加え、
消毒ポイント候補地等について隣接県と
の事前協議を深めることが必要。 
 
529. HPAI 発生時の焼埋却の検討：栃木
県県南家保 濱谷景祐、飛田府宣 

HPAI 患畜等の死体については、本県は
原則埋却処理を想定。今回、埋却困難事
例に備え、焼却施設調査及び養鶏農家聞
き取りを実施。調査 1：市の 2 施設、民

間の 1 施設に焼却能力等を聞き取り、現
場で投入経路を確認。調査 2：100 羽以上
飼養農家 25 戸を対象に、①埋却処理の可
否②焼却処理要望の有無③発生への不安
な点、を聞き取り。結果、いずれの焼却
施設も利用可能だが、市の施設は処理量
少、一時保管可能量少で、民間施設の処
理量は多いが、コスト不明。経路はエレ
ベーターが最適、その他は検討余地あり。
利用には投入経路や住民への説明等の課
題あり。農家意見は、①埋却可能が多数
②要望が分かれた③不安有が多数。100
～1,000 羽飼養農家は埋却処理が十分可
能と考え、焼却処理要望や不安有の割合
が低いが、1,000 羽以上飼養農家は処理
イメージがわかず、焼却処理要望や不安
有の割合が高い。今後も、他県発生事例
を参考に、速やかな初動防疫体制の構築
を推進。 
 
530. 保育園付属農場の飼養管理改善：埼
玉県川越家保 小泉 舜史郎、木下 明
子 
 平成 29 年 4 月に保育園付属農場から、
採卵鶏が 1 週間に 2 羽死亡との連絡。病
性鑑定の結果、尿酸塩沈着症（痛風）と
診断。野菜くず、食品残さを飼料とした
養鶏を目指す一方、栄養面の不安から、
雛に成鶏用飼料を給与したことが原因。
そこで、飼料給与マニュアルを作成、自
家配合飼料は知識を付けてから徐々に給
与するよう指導。しかし、6 月に新たに 2
羽死亡したとの連絡。鶏群は削痩し産卵
も停止。病性鑑定の結果、栄養不良と診
断。痛風という診断を誤解したことから、
野菜くずを主とした飼料を給与していた
ことが原因。そこで、園の要望を受け、
穀類を主体とした飼料を設計、提案。個
体ごとの採餌量を平準化するよう指導。
資料を提供し自学を促進。結果、飼料の
栄養面が改善。足輪による個体管理、隔
離給餌を行い、採餌量平準化。病性鑑定
時は標準の 57％だった体重も、10 月には
90％まで回復。産卵も再開（ヘンデイ産
卵率 34％）。今後も、農場の状況を踏ま
え指導を継続。 
 
531. 住民との直接対話による環境問題
解消事例：埼玉県熊谷家保 石田扇子、
土門尚貴 
 管内 A 養鶏場(鶏舎 10 棟、10 万羽以上
飼養)の悪臭及びハエについて、近隣住民
B から行政機関に対し平成 18 年から相談
が継続。行政機関は A 養鶏場に対して立
入による現状確認と環境対策に関する技
術的助言を実施。住民 B の情報は本人の
希望により A 養鶏場に不開示。A 養鶏場
は行政機関の指導の下、環境対策を継続
的に実施したが問題解決に至らず。平成
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28 年秋に高温多雨によりハエが大量発生
し、住民 B からの相談回数が増加。行政
機関の説得により住民 B の情報を A 養鶏
場に徐々に開示し直接対話も実現。A 養
鶏場は被害状況を直接確認したことで原
因を特定した結果、有効な環境対策の実
施が可能となり、長年にわたる環境問題
が解消。環境問題改善には畜産農家と近
隣住民のコミュニケーションが必要。行
政機関は畜産農家及び近隣住民の双方と
十分なコミュニケーションをとり、両者
が直接交流できるよう橋渡しの役割を果
たすことが重要。 
 
532. 管内農場の埋却地の状況と問題点
（第 2 報）：千葉県北部家保 鈴木良平、
小川明宏 
 高病原性鳥インフルエンザ発生時の埋
却地掘削に備え、平成 27 年度に調査した
農場の埋却地について、埋却地近隣の農
業基盤整備のボーリング情報から管内の
埋却地の地下水位を検討。管内鶏飼養農
場のうち 58 農場を調査した結果、4M の
掘削で地下水が浸出すると考えられる地
域が多数存在。平成 27 年度時点での鶏飼
養農場における埋却地確保状況は 97.2%
（69/71 農場）であるが、地下水位を考
慮すると埋却可能農場は 36.2%（21/58 農
場）まで減少。管内 13 市町毎に埋却地の
平均地下水位を算出した結果、埋却可能
と考えられる地域は 5 市町であり、この
うち埋却可能農場の割合が 50%以上を満
たすものは 3 市町のみ。地下水の浸出に
より埋却困難な場合は焼却処理、ベント
ナイトによる止水や盛土等の対策を講じ
た埋却方法を検討する必要あり。また、
埋却地付近にボーリング情報が無い場所
もあり、このような地域についてはさら
に調査が必要。 
 
533. 島しょ地区の異状家きん通報時の
初動体制の再構築：東京都家保 三宅結
子、桑山隆実 
 当所職員不在の島しょ地区では、異状
家きん通報時の初動対応に備え、島しょ
保健所獣医師及び支庁産業課へ協力依頼
と研修会毎年開催、防疫資材の備蓄等を
実施。今回伊豆大島で異状家きんの通報
事例に遭遇し新たな課題が浮上、以下の
とおり改善、体制強化。１備蓄資材保管
場所の明確化、動力噴霧器バッテリーの
常時充電。２農場の衛生管理区域及び車
両駐車場所の再確認、関係機関への提示。
３備蓄資材に気管スワブ採材時用ライト、
ゴーグルの曇り止め、時計、ラミネート
加工した採材方法等マニュアル、気管切
開用資材追加。簡易検査キット備蓄数増
加。４対応人数を４名に増加するととも
に、協力依頼部署に島しょ農林水産総合

センターを追加。５家保での防疫措置準
備では、各担当の役割を明確してから着
手、簡易検査結果を待つことなく職員派
遣。殺処分方法、死体及び汚染物品の処
理方法、消毒ポイント設置場所等島しょ
地区の防疫計画も更新中。 
 
534. HPAI 防疫対応としての一般廃棄物
処理施設の利用検討：山梨県西部家保 
深澤映生、岸田諭俊 

高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）発
生時の初動防疫の迅速化のため、一般廃
棄物処理施設の利用検討を以下の手順で
実施。①事業説明会で市町に焼却検討の
必要性を説明。②各市町関係各課に処理
施設利用に向けた協力依頼。③処理施設
との打合せと構造設備調査。④管理者会
議での承認。各市町の協力が得られたた
め各処理施設と打合せ、1 日焼却処理量
の 10%以内の混合量での焼却で合意。一
方、A 処理施設（構成 3 市 農家数 5 戸、
151,040 羽）は、現地調査で焼却炉への
搬入前に破砕処理を行うことが判明。B
処理施設（構成 3 市 3 町 農家数 3 戸、
76,000 羽）及び C 処理施設（構成 3 町 
農家数 1 戸、25,000 羽）は、衛生上作業
的に支障なく焼却処理可能と判断され、
管理者会議で施設利用に対する議事とし
て諮り承認。今後、A 処理施設と安全対
策を協議。B 処理施設は、1 つの構成町で
全養鶏農家の焼却検討の要望があり、関
係機関で再打合せ予定。C 処理施設は、
焼却の安全性への情報提供予定。 
 
535. 高病原性鳥インフルエンザ発生時
における制限例外適用への備え：山梨県
西部家保 穴澤光伊、大町雅則 

高病原性鳥インフルエンザ発生時、制
限対象農場等の経済的損失が甚大。迅速
かつ円滑に動物衛生課と協議し、制限例
外適用を行う必要がある。管内農場（100
羽以上）の例外協議資料等原案を作成。
GP センターを経由しない農場（23 戸）に
洗卵所を含む農場配置図を添付。家きん
集合施設へ出荷する農場（27 戸）は通常
の移動経路を調査し、消毒ポイントを追
加した移動経路図を添付。また管内 GP セ
ンターの例外協議資料等原案を作成。当
該施設に再開要件を説明、衛生管理体制
等現況確認を実施。車両消毒設備設置場
所を確認、衛生管理マニュアルへ消毒項
目を追加、確認資料を作成。有事の際、
発生農場情報等を入力するだけで制限例
外適用協議が可能。農場等へ周知したこ
とで出荷制限への不安払拭、防疫対策へ
の意識も向上。作成した例外協議資料等
を動物衛生課に照会、消毒ポイントの早
期稼働体制を整える必要あり。 
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536. 高病原性鳥インフルエンザ防疫演
習から得た課題と今後の対応：山梨県東
部家保 土屋可奈、相川忠仁 
 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）の
国内発生リスクは高く、今年度も HPAI 防
疫演習を開催、課題を得た。参加者は県
関係機関、市町村、警察、協定団体、陸
上自衛隊等で計 147 名が出席。殺処分を
テーマにスライドでの机上演習、模擬鶏
での実演、動物衛生課及び動物検疫所職
員による発生事例の課題等の講演を開催。
アンケートより講演が好評。今後も講演
を継続するとともに講師は発生県職員を
検討。演習内容は廃業農家の鶏舎や廃鶏
の利用、動画活用等の工夫がより必要。
講演、アンケートから現地対策本部の各
係について課題を得た。課題解決のため、
庁内にワーキンググループ、係毎に出先
機関からなる作業部会を設置。作業部会
で作業内容の詳細を詰め、共通認識を持
つことが可能。危機意識の向上、統一を
図るため市町村も作業部会に参加するよ
う検討。今後は作業部会で各論を詰め、
防疫演習は総論を周知する 2 段階で対応。
これにより迅速で正確な防疫措置が実施
できるよう備える。 
 
537. 廃鶏出荷を活用した高病原性鳥イ
ンフルエンザ防疫対応想定案の検証：長
野県長野家保 神戸三希 

2017 年 11 月に長野地区の特定家畜伝
染病防疫演習を実施。当管内最大規模の
養鶏場における高病原性鳥インフルエン
ザ（HPAI）の発生を想定し、実際の集合
場所・仮設基地となる予定の施設及び当
該養鶏場を会場として演習。廃鶏出荷予
定の鶏を用いてケージからの取出し、運
搬、殺処分、梱包等の鶏舎内作業を行い、
作業者の動きを検証。スタッフ及び作業
参加者にはあえて事前に作業内容を詳細
に説明せず、突発的な発生を想定し、各
作業のリーダーの養成、動員予定者の実
技訓練を兼ねた。また、動画送信ソフト
を利用して、実技訓練の作業風景を対策
本部にリアルタイムで送信し情報を共有。
演習終了後、参加者にアンケートを行い、
課題・意見等を収集。後日実施した検討
会において、課題等の検証と対策につい
て協議。今回、防護服の脱衣及び動員者
の動線等について改善が必要と判明。今
後は、更に即時・円滑に動ける体制を関
係者・機関が一体となり構築していくこ
とが重要と考察。 
 
538. 養鶏場における埋却候補地調査と
課題への対応：岐阜県中央家保 杉本智
明、大平雅史 
 管内で発生した高病原性鳥インフルエ
ンザの防疫作業時、湧水による埋却溝崩

落のため、埋却作業に遅れが生じた。こ
の経緯から、県内の全養鶏農場で埋却候
補地の埋却可否判定を目的にボーリング
調査を実施。調査は業者に依頼し、地下
水の有無・地質状況の確認等を行った。
管内 60 農場のうち、地権者から埋却を認
められない 4 農場、周囲状況より埋却不
可と判断した 7 農場および手掘り試掘を
実施した 6農場を除いた 43農場でボーリ
ングを実施。その結果 28 農場は 3ｍ以内
に地下水があった。管内南部を中心とし
た 20 農場については地下水の深度が浅
く湧水が懸念されるため埋却不可と判断
したが、8 農場は覆土を 1m とし可能な限
り埋却し、余りは他の方法の併用で対処
することとした。埋却不可の農場につい
ては移動式焼却炉および発酵消毒にて処
分することとし、全農場で防疫措置計画
を見直し。今後更に、自治体等の焼却施
設利用を検討。 
 
539. 管内最大規模養鶏場の防疫計画：岐
阜県中濃家保 片岡聡、中井麻生 

平成 29 年１月、県内初の高病原性鳥イ
ンフルエンザの発生時対応を受け、９月
実施の県防疫演習に基づき管内最大規模
養鶏場の防疫計画の見直しを検討。その
結果、４つの課題を見直すこととした。
課題１：鶏舎数が多く、出口が限定して
いるため効率的に作業できるような殺処
分方法と作業動線等の見直し。課題２：
スムーズな防疫作業を進めるため動員人
数の検討。課題３：埋却地の不足。課題
４：消毒ポイント設置場所の見直し。課
題１・２は、仮設テント設置可能面積か
ら動員人数を算出し、鶏舎毎の作業時間
から農場全体の殺処分スケジュールを試
作。鶏舎構造別に作業動線、動員人数、
処分方法等を８パターンに分類。課題３
は、発酵処理による消毒を実施し、対応
を検討。課題４は、改めて発生農場周辺
に２カ所、移動制限区域境界に２か所、
搬出制限区域境界に２か所を選定。今回
の見直しで、より具体的な防疫計画を作
成することができた。 
 
540. 高病原性鳥インフルエンザ等防疫
演習の成果と課題：滋賀県滋賀県家保 
宮田朋香 

高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）発
生時に迅速な初動対応を実施するために
集合場所とテント基地の設営・運営に係
る参加型の防疫演習を実施。集合場所と
しては HPAI 発生時に使用予定の県合同
庁舎会議室を使用。テント、手洗い器の
設置等は建設業協会に依頼し、県合同庁
舎駐車場に模擬的にテント基地を設営。
両会場で実演者を動員し作業動線等を確
認。実演により各会場のイメージが具体



 - 122 -

化し、防疫作業従事者の初動防疫への理
解が深まった。演習主催側としてはマニ
ュアルに定めた会場設営・運営方法を検
証し課題を整理。また、県関係機関、民
間協力団体の役割分担、協力体制を再確
認。今後は演習により明確化した課題に
ついて関係機関と情報共有し、県防疫マ
ニュアル等に反映させる。また、効果の
高い参加型の演習を継続的に実施し、防
疫体制の充実強化に努める。 
 
541. 府内養鶏農家のセンサーカメラを
用いた飼養衛生管理指導：大阪府大阪府
家保 別井愛理子 

養鶏農家での野生動物対策は、鳥イン
フルエンザやサルモネラ属菌の侵入防止
のため特に重要。しかし実際の野生動物
侵入状況は、農家からの聞取りのみで実
態把握できていない。今回センサーカメ
ラを農場内に設置して野生動物の侵入状
況を「可視化」し、得られた画像をもと
に指導。府内養鶏農家 10 戸にセンサーカ
メラを設置した結果、8 戸でネズミ、イ
ノシシ、タヌキ等の野生動物やスズメ、
カラスなどの野鳥を確認。設置農家に画
像と動画を示し、侵入箇所の補修等の対
策を指導。さらに講習会にて画像を示し、
危機意識の向上を図った。ネズミ侵入が
確認された農家については、粘着トラッ
プ設置等を指導。ネズミが捕獲駆除でき
たため、再度センサーカメラを設置し確
認したところ、ネズミは認めず。今回セ
ンサーカメラで野生動物等の侵入状況を
可視化することで、当所は状況に応じた
適切な指導が可能となり、農家は実際の
画像を見ることで危機意識が高まり衛生
対策実施につながった。 
 
542. ガスクロマトグラフ質量分析計を
用いた鶏卵のアミノ酸、脂肪酸の測定：
大阪府大阪府家保 神原正 

従来、アミノ酸は高速液体クロマトグ
ラフ（HPLC）で、脂肪酸はガスクロマト
グラフ（GC）で別々に測定していたが、
今回 GC 質量分析計（GC／MS）を用いて、
鶏卵の遊離アミノ酸と脂肪酸の同時定量
を試みた。材料は卵黄を用い、除蛋白後、
水溶性成分と脂溶性成分に分け、各溶液
を誘導体化した後、混合し、遊離アミノ
酸および脂肪酸を GC／MS で同時に測定。
カラムは微極性カラムを用い、スプリッ
トレス注入、昇温法で実施。その結果ト
ータルイオンクロマトグラムによる解析
では、リジンとステアリン酸のピークが
重なり、条件を変更しても分離困難であ
ったが、マスクロマトグラムによる解析
で、リジンの基準ピークである質量数 156
とステアリン酸の質量数 88 のピークが
分離でき、遊離アミノ酸と脂肪酸の同時

定量が可能。従来の方法より、検査手順
が簡略化され、試薬も安価。卵黄中には
11 種類の遊離アミノ酸と 4 種類の脂肪酸
が確認でき、府内養鶏農家の鶏卵の測定
にも応用可能。 
 
543. 平成 29 年度 HPAI 防疫演習～集合基
地から発生地まで～：奈良県家保 坂元一
夏、髙田節子 
 H23 年 HPAI 発生時、出発前の健康診断
（健診）で時間を大きく費やし混乱が生
じた為、防疫作業動員者（動員者）が集
合、健診、防護服等の配布を行う集合基
地（基地）の運営を担う集合基地班を新
設。基地計画の検証及び動員者の防疫作
業演習を目的に、従来の発生地演習に加
え、基地到着後からの一連の流れを県保
健部局と連携し演習。基地の設営は想定
の 3 時間に間に合わず。動員計画では 1
時間おきに 1 班 50 名が基地を使用。1 次
集合場所からバスで基地に到着したと仮
定し、50 名の更衣、受付、健診、防護服
等の配布、防護服へ記名後 1 枚着衣、清
浄区域用長靴に交換し出発するまでは 45
分、目標の 1 時間以内に終了。しかし健
診では混雑や動線が交錯した為、健診順
序やレイアウトを変更。問診から様々な
身体状態の職員が動員されていることを
認知、各所属への動員依頼の際、身体補
装具、定時投薬の必要な職員は特記事項
として記載をしてもらい、発生地班以外
の班で動員。 
 
544. 管内家きん飼養農家の飼養衛生管
理向上への取組：和歌山県紀北家保 亀
位徹、小松広幸 
 国内の高病原性鳥インフルエンザ発生
状況を受け、家きん農家からアヒル舎（平
飼い、肥育舎）修繕の相談があり、飼養
衛生管理向上の指導実施。空舎期間中に
飼養担当者と共に飼養衛生管理基準に基
づき点検実施。要改善箇所を確認、改善
策検討。より農場実情に沿うよう提案。
具体的方法を複数回話し合い対策更新、
修繕実施。主な要改善箇所は、アヒル舎
の四隅の隙間、天井と壁の隙間、出入り
口のスライド式扉と壁の隙間、アヒル舎
周囲の清掃と植木の伐採等。改善方法は
主な隙間は金網で覆ったり、金網を丸め
て詰めたり、ウレタン等で塞いだ。また、
スライド式扉の隙間はさらに庇から扉全
体を防鳥ネットで覆った。アヒル舎周囲
は植栽伐採、下草刈り、整理整頓実施。
指導の結果、飼養衛生管理意識向上、ア
ヒル舎の小型野生動物侵入防止効果向上。
今後も家きん舎毎にきめ細やかに対応し
家きん農家の飼養衛生管理意識の維持向
上を図る。特に空舎期間中の点検は、内
外隅々まで実施でき有効。 
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545.高病原性鳥インフルエンザ初動防疫
資材パレットの検討：徳島県徳島家保 
尾川誠次郎、新居康生 
 2017 年 10 月 25 日徳島県南部地域に
おいて高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)
防疫演習を実施。防疫演習の準備等にお
いて防疫資材の搬出入の際、現在の防疫
資材の搬出入における検討課題が複数確
認。飼養規模 1 万羽、農場防疫作業３日
間、消毒ポイント 15 カ所、3 日間の発生
で想定した場合、必要な資材はリスト化
されているが、全ての資材が点在、初動
防疫の際には資材の搬出入に手間取る事
が予想。そこで初動防疫に必要な資材を
迅速に搬出入するため従来のパレットに
ボックス型の枠を自作し HPAI 初動防疫
資材パレットを作成。資材搬出入に用い
る台車の必要数の確保や、また HPAI 初動
防疫資材パレットの搬出入用にフォーク
リフトのレンタルを検討。これにより点
在していた資材を殺処分班、評価班、埋
却班用等のパレットに行き先、資材内容
を明記することで初動防疫資材搬出入の
迅速化と効率化、作業者の安全性が図ら
れるものと思われる。 
 
546. 大規模採卵鶏農場における生産性
向上のための技術支援の取り組み：愛媛
県東予家保 赤坂遼、曽我部芳恵 

平成 25 年より管内の自家育雛する大
規模採卵鶏農場の技術面の支援を行うた
め、農場、農協関係者及び飼料会社とと
もに、鶏群のワクチンプログラム、飼養
衛生管理及び給与飼料についての技術検
討会を毎月開催。当所の抗体検査に基づ
きワクチンプログラムを変更した結果、
ニューカッスル病抗体価は成鶏舎導入時
63.8 倍から変更後 141.3 倍に、強換後
11.5 倍から変更後 97.1 倍に上昇し、廃
鶏直前でも 89.3 倍を保有。また、成鶏舎
導入時にばらついていた鶏脳脊髄炎抗体
価はワクチンを新たに投与することによ
り十分な抗体を獲得。その他、有効殺虫
剤の選択と頻回散布を行うことでワクモ
が減少し、夏期に添加剤を投与する等の
対策を実施した結果、平成 25 年には農場
全体の産卵率及び売上単価は 71.1％及び
175.9 円/kg であったが、平成 28 年には
74.9％及び 195.2 円/kg に上昇。今後は
前述の内容に加え、従業員教育や鶏舎等
の施設改築も含めた総合的な技術支援に
ついても行って参りたい。 
 
547. Ｋ町における媛っこ地鶏産地化の
取組み：愛媛県中予家保 今井士郎、森
川政道 

平成 26 年度から管内 K 町と連携し、媛
っこ地鶏の新たな産地づくりと高齢者に
対応した産業育成を目標に、モデル事業

を実施。現在までビニールハウス等簡易
鶏舎での飼育成績は良好で、安定した生
産技術が確立されつつある。開始から 2
戸の生産者で、年間約 1,000 羽を生産し、
町内「道の駅」を中心に調理材料や加工
食品原料として出荷。町は特色ある産地
化を目指し、特産品トマトの通年給与に
期待。当所では、28 年度からアルコール
発酵や乳酸発酵を用いた生トマトの保存
方法を検討するとともに、給与による生
産性等を調査。保存トマトは、カビ等の
発生もなく飼育成績や肉質に影響がない
ことから、トマトの収穫期以外に活用す
ることで通年給与は可能。これまでの簡
易鶏舎の仕様・設備、飼育方法をはじめ、
トマトの保存方法等はマニュアル化して
K 町に引継ぐ。今後は、町が主導する新
規参入や生産拡大に向けた取組みに協力
するとともに、引続き生産・防疫衛生指
導にあたる。 
 
548. 採卵鶏育成場の農場 HACCP 導入の取
り組み：愛媛県中予家保 林愛彩、宮城
里美 

平成 29 年 7 月、管内の採卵鶏育成場が
四国初となる農場 HACCP 認証を取得。本
農場は、従業員 3 名、飼養羽数 48,000 羽
で、鶏卵の生産・販売を行う会社の直営
農場の１つ。平成 25 年から取り組みを開
始し、平成 27 年 3 月に農場 HACCP 推進農
場に指定。HACCP チーム員として農場、
本社、動薬販売業者、畜産協会、当所が
参加。当所は、推進農場の指定において
飼養衛生管理チェックリストの確認を担
当。また、毎月の HACCP チーム会議では
関係法令や一般衛生管理に関する助言や、
従業員教育のための勉強会で講師を担う。
本社のチーム員は労災面からも助言し、
動薬販売業者は情報提供や連絡調整に尽
力。チーム間の連携を密にし、作業工程
のマニュアル作成では、手順を文書化し
た後、更に作業検証として HACCP チーム
員による現場確認をすることでより内容
を充実させた。認証取得後も内部検証に
よる HACCP システムの見直しや HACCP チ
ーム会議を継続し積極的に衛生管理の改
善向上を図っている。 
 
549. 熊本県で発生した高病原性鳥イン
フルエンザに伴う消毒ポイントの設置：
福岡県筑後家保 黨征志郎 

制限に伴う県内初の消毒ポイント設置。
H28 年 12 月 26 日夜、鳥インフルエンザ
簡易検査陽性の一報が入り、農林事務所
に関係職員が集合、対策室（現地対策本
部非設置）を設営、消毒ポイント設置場
所検討、警察署へ道路使用許可申請等を
実施。家保は防疫マップで公示用制限区
域の確認、対策室へ情報提供し直接協議
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に参加、他家保と共に必要資材の準備、
運搬。27 日 5 時、2 か所の消毒ポイント
運営開始。作業は、関係車両の誘導、消
毒（動力噴霧及びマット方式）、車両消
毒確認証の発行。1 か所 2～4 名で約 4 時
間毎の交代制。第 5 クールより人数を削
減、県職員延べ 60 人を動員。委託業者に
引継ぎ（28 日 18 時 30 分）後も家保は毎
日巡回。搬出制限解除（H29 年 1 月 12 日
22 時）時に終了。設置期間中（17 日間）
の消毒車両は計 43 台。各関係機関の迅速
な対応や協力で高病原性鳥インフルエン
ザの県内への侵入を防止。今後は現地対
策本部非設置時の体制整備等を解決し、
万が一の発生に備える。 
 
550. 高病原性鳥インフルエンザ発生に
伴う追跡・検診係の業務：佐賀県中部家
保 溝上恵、山下信雄 

平成 29 年 2 月、本県で高病原性鳥イン
フルエンザが発生。追跡・検診係は発生
農場を中心とした半径 3km 以内の 3 農場
に対し発生状況確認検査及び清浄性確認
検査、疫学的関連がある 11 農場の検査を
実施。疫学関連 3 農場及び制限区域内の
22農場について例外協議に係る検査を実
施。発生後に検討会を開き課題を整理。
緊急時立入に備えた人員確保の重要性、
例外協議に係る検査等を迅速に実施する
ために各農家の出荷ルート等を事前に把
握しておくことの重要性を再確認。人員
確保の対策として、健康福祉部獣医師及
び市町職員への協力依頼をし、平時から
採材補助等の練習を実施。例外協議のた
めの準備として農家の出荷状況等及び GP
センターの集卵ルート等の情報を詳細に
収集。追跡・検診係の業務は農家や農家
を取り巻く様々な業種の経営に関わる重
大な役割を担っている。今後も関係機関
に協力を呼びかけ必要情報の精査をして
いきたい。 
 
551. 若齢肉用鶏で発生した鶏アスペル
ギルス症：佐賀県西部家保 原敦子、葛
見敏男 

肉用鶏農場において、15 日齢の平飼い
ブロイラーの 5 鶏舎中 1 鶏舎で、入雛か
らへい死及び淘汰数が増加したため病性
鑑定を実施。剖検所見で、腹腔内チーズ
様物が確認。細菌学的検査は有意菌分離
陰性、ウイルス学的検査ではウイルスの
関与否定。病理組織学的所見で、肺にお
いてグロコット染色陽性の多量のアスペ
ルギルス様菌糸を伴う肉芽腫を確認。以
上の検査結果により、鶏アスペルギルス
症と診断。疫学調査から敷料のノコクズ
が運搬の際に雨で濡れ、鶏舎搬入後にカ
ビ臭がしたことから、その敷料がアスペ
ルギルス属真菌に汚染されていたことが

原因と推察。当時、鶏舎内は、温度 30℃
前後、湿度 90％を超えるほど高く、カビ
が増殖しやすい環境で、アスペルギルス
属真菌が増殖していた可能性を示唆。対
策として、出荷までは鶏舎内にヨウ素系
消毒剤を散布し、オールアウト後は鶏舎
の洗浄、消毒及び乾燥を徹底するよう指
導し、その後の発生は確認されていない。 
 
552.ブロイラー農場の鶏舎環境改善指
導による生産性向上対策：大分県豊後大
野家保 大木万由子 
 堆積発酵床利用の管内一ブロイラー
農家は第 2 鶏舎の病性鑑定事例が多く
投薬・消毒に消極的。同鶏舎成績不良の
要因として鶏舎環境の違いに着目し、
2016 年 3 月入雛群より定期巡回、糞便
検査、鶏舎環境調査(スモークテスト、
環境拭取り採材)、定点温度計測を開始。
生産者へデータ返却及び生産性向上へ
向けた協議・指導を継続実施。2016 年
度は第 2 鶏舎の一部換気不良判明、環境
からのサルモネラ属菌分離を受け、空舎
期間の堆積発酵床切り返し回数増加及
びホルマリン燻蒸を指導。2017 年度は
鶏舎の換気扇更新、糞便 PCR 検査による
コクシジウム（Eimeria tenella） の浸
潤判明で予防的投薬開始。出荷成績調査
では平均生産指数上昇。鶏舎環境調査に
より換気への共通認識を得、飼養管理意
識向上、死亡通報減少、出荷成績向上等
一定の成果を得た。今後は調査項目追加
検討をするとともに、今回の成果をもと
に指導していきたい。 
 
553. 県西地域における暑熱被害の一考
察：宮崎県都城家保 吉田恵理苗 

本県は平均気温、日照時間、快晴日数
が全国上位の温暖な気候にあり、暑熱被
害が発生し易い状況にあるため、毎年被
害の発生状況を調査。ブロイラーインテ
7 社に平成２９年 6 月から 9 月まで報告
を依頼。今回、気象情報として最高/最低
気温、平均蒸気圧、日照時間、降水量を
抽出し、発生戸数と気象情報との関連性
を検討。発生農場への聞き取り調査も実
施。管内 264 戸のうち 68 戸、41,884 羽
の被害があり、7 月第二週に最も多く発
生。気象情報では、最高/最低気温、平均
気温、湿度の値に比例し発生戸数も増加。
特に最高気温との比較では、気温が 26℃
以上で１日発生戸数が増加。農場への聞
き取り調査では、発生要因として換気扇
の設備不良や管理失宜など高温下での換
気量不足。発生日は気温低下後の真夏日
に多く、対策は講じたものの管理者の気
の緩みから発生した事例も散見。今回の
調査で得た暑熱被害の発生要因及び具体
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的な対策について、農場巡回や研修会等
を活用し積極的に情報提供を行っていく。 
 
554. ブロイラー農場鶏舎周囲環境の細
菌汚染実態調査：宮崎県延岡家保 齊藤
幸恵、谷ヶ久保佑也 
 鳥インフルエンザ対策として推奨して
いる石灰散布の鶏舎周囲衛生管理に対す
る有効性を確認するため、ブロイラー農
場の鶏舎周囲環境の細菌汚染状況を調査。
平成 29 年 9 月に空舎中のブロイラー5 農
場の鶏舎周囲の土を 5検体ずつ計 25検体
採材。3 農場では鶏舎外消毒を実施（石
灰乳：1 農場、逆性石けん：2 農場）して
いたが、2 農場は未実施。大腸菌数の測
定ではそれぞれの農場の幾何平均が 6.3
×10～1.2×105cfu/g で、鶏舎外を石灰乳
で消毒した農場が最小。逆性石けんと消
毒未実施の農場では有意差なし。サルモ
ネラ属菌は、全検体から Salmonella 
Schwarzengrund が分離。カンピロバクタ
ー属菌は、5 農場中 3 農場から分離され
たが、Campylobacter jejuni, C.coli 以
外の菌。今回分離された細菌は、過去飼
養した鶏群や野生動物由来と考えられた。
今後、今回の調査で明らかとなった鶏舎
周囲の汚染実態と石灰散布の有効性を農
場に啓発予定。 
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Ⅳ 馬の衛生 
 
Ⅳ－１ 細菌性・真菌性疾病 
 
555. 子馬のロドコッカス・エクイ感染症
の 10 年間にわたる回顧的調査と対策の
推進：北海道日高家保 本間慎太郎、一
條満 

近 年 、 管 内 で Rhodococcus equi
（R.equi）分離事例が増加。過去 10 年間
のデータを回顧的に調査し、疫学要因を
分析。分離株の病原プラスミド解析及び
薬剤感受性試験を実施。性状試験として
消毒効果試験及び土壌生存試験を実施。
結果、子馬の死亡原因のうち 29.7%（平
均日齢 84.2）、気管洗浄液の 50.0%（72.4%
が 60 日齢未満）で R.equi を分離。病態
は肺型 32.5%、腸管型 6.0%、混合型 61.5%
に分類。病原プラスミド解析では、87kb
Ⅱa が 73.3%、90kbⅠが 17.1%。薬剤感受
性試験では、リファンピシン耐性 8 株を
確認。土壌生存試験では、有機物に拘わ
らず 6 週間以上生存。消毒効果試験では、
塩素系消毒薬とエタノールで効果を確認。
過去 10 年間で流行株及び病態に変化は
ないが耐性株出現による治療効果の低減
を示唆。分離時日齢から、厩舎内は感染
リスクが高く、子馬は 1 カ月齢に厩舎で
感染している可能性があると推察。放牧
地対策に加え、厩舎の塩素系消毒薬によ
る消毒、薬剤耐性株モニタリング、早期
摘発の健康検査が重要。 
 
556. Clostridioides difficile（毒素産
生株）が関与した子馬の下痢：熊本県城
北家保 矢野光太郎 

平成 29 年 2 月から 3 月にかけて、農用
馬を飼養する農場で 14 日齢までの子馬
13 頭が発熱及び水様性下痢を呈し、6 頭
が死亡。生存していた 7 頭中 3 頭につい
て病性鑑定を実施。2 頭から TcdA、TcdB、
CDT を 産 生 す る Clostridioides 
difficile（CD）を分離。2 頭を馬の CD
感染症と診断。農用馬では本邦初の報告。
PCR ribotype 法による遺伝子型別では、
078 型標準株と同一パターンを確認。ベ
ンジルペニシリン、テトラサイクリン、
エンロフロキサシンに感受性。今回の発
生要因は、078 型による農場内汚染と群
飼育の施設構造や作業動線の問題、宿主
免疫力の低下あるいは上向性の子宮内感
染と推測。対策として、CD が抗菌薬関連
下痢症の原因菌の一つであり、治療は抗
菌剤投与の中止が原則であることを含め
て 078 型の病原性について理解を促した。
併せて、抗菌剤の慎重使用と芽胞に有効
な消毒薬による農場の清掃消毒を継続的
に指導した結果、その後の発生は確認さ
れていない。 

Ⅳ－２ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
代謝障害 
 
557. ポニーの高脂血症の一症例：岩手県
県北家保 倉澤広樹、大山貴行 
 平成 29年 8月上旬、4歳齢の愛玩馬 (ポ
ニー雑種、雌)1 頭が沈うつ、食欲不振、
下痢。血清は乳び様の白色を呈し、血液
生化学検査値は TG：6,183mg/dl、T-Chol
：489mg/dl、GOT：859IU/L、GGT：306mg/d。
以上から、高脂血症と診断。当該馬は 5
月からの 2 ヵ月間に北海道、岩手、長野
を販売により移動。長野で飼養されてい
た間に低品質飼料の給与が疑われ、1 週
間前から体調不良を呈した後、治療のた
め帰県。当該馬は補液、止瀉薬、強肝剤
による治療を受けたものの、1 週間後に
死亡。病態は食欲不振により体脂肪の動
員が進んだ結果と考えられ、脂肪肝も示
唆。後日、臨床獣医師らと事例検証の結
果、当該馬の救命には早期の受診、NEFA
を含む生化学検査による病態把握及びイ
ンシュリンを併用した糖注点滴の検討が
必要との見解。現場で高度な治療を実施
するためには、産学官の獣医師の密な連
携や情報共有が必要。 
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Ⅴ 山羊・めん羊の衛生 
 
Ⅴ－１ 細菌性・真菌性疾病 
 
558. 山羊クロストリジウム・パーフリン
ゲンス D 型菌感染症の発生事例：東京都
家保 林朋弘、藤森英雄 

平成 29 年 4 月、水様性下痢で斃死した
山羊 1 頭の病性鑑定依頼あり。剖検所見
では十二指腸～盲腸の暗赤色化と壁の菲
薄化があったが、主要臓器は左肺辺縁部
の肝変化以外に目立つ病変なし。寄生虫
卵は未検出、ウイルス性の下痢も PCR に
より否定。病理組織学的検査では十二指
腸および空回腸にて粘膜面の壊死・出血
のほかグラム陽性桿菌を多数確認したほ
か、肺にてグラム陽性および陰性桿菌を
少数確認。細菌学的検査ではサルモネラ
および病原性大腸菌を否定、肝や腎から
の有意菌の分離なし。肺から大腸菌およ
び Serratia 属菌、心から Serratia 属菌
を分離したほか、卵黄加 CW 寒天培地によ
り十二指腸内容から 5.8×107CFU/g の
Clostridium perfringens（CP）を分離。
毒素型別 PCR にてαおよびε毒素を持つ
D 型菌と特定し、エンテロトキセミアの
可能性を含めた CP・D 型菌による感染症
と診断した。その後も同居山羊で下痢が
見られたが早急な通報と適切な処置によ
り回復。飼養環境の清掃・消毒の徹底に
より死亡は本事例のみ。 
 
559. 山羊のロドコッカス・エクイ感染症
：長崎県中央家保 岩永政弘 

馬、めん羊、山羊等を飼養する管内の
観光牧場で、品種、年齢不明の雄山羊が
食欲不振、起立困難を呈したため病性鑑
定。剖検所見で、肝臓に 0.2～1.5cm 大の
黄白色結節を多数確認。肺、脾臓、腸間
膜リンパ節及び回盲部リンパ節にも黄白
色結節が散在。肝臓、脾臓及び腸管膜リ
ンパ節から Rhodococcus equi を分離。分
離株は毒力関連抗原遺伝子 vapN を保有。
病理組織学的検査では、肝臓、肺、腸間
膜リンパ節及び回盲部リンパ節に多病巣
性壊死性肉芽腫等が確認され、肝臓、肺、
リンパ節、回盲部で、抗 Rhodococcus equi
兎血清を用いた免疫組織化学的染色で陽
性反応が確認。以上から山羊のロドコッ
カス・エクイ感染症と診断。今回の発生
は、沖縄県の山羊での発生に続いて 2 例
目で、非常に珍しい症例。沖縄県の症例
は腸間膜リンパ節等のリンパ節腫大が主
要所見だが、本症例は肝臓等の腹腔内臓
器の多発性黄白色結節形成が主要所見で
あり、病変の違いについて、今後さらな
る検討が必要。 
 
Ⅴ－２ 原虫性・寄生虫性疾病 

560. 山羊の肝蛭症の 1 例：福井県家保 
田中知未、葛城粛仁 
 平成 29 年 5 月、山羊 5 頭を飼養する農
家で 1 頭が歩様蹌踉を呈した後、用水路
に転落し死亡したため病性鑑定を実施。
剖検で肝臓に多数の肝蛭を検出。病理組
織検査では肝臓に多数の虫道がみられ、
肝小葉辺縁部では線維組織が増生し好酸
球が高度に浸潤。検出された肝蛭の遺伝
子型は Fsp1 型で既知の国内分布と一致。
同居山羊の血清抗体検査（ゲル内沈降反
応）、糞便の虫卵検査および抗原検査
（ELISA 法）を実施し、2 頭で血清抗体陽
性うち 1 頭で糞便中の抗原陽性を確認。
放牧場の用水路でヒメモノアラガイの生
息を確認。県内の牛飼養農家 45 戸 704 頭
の血清抗体検査、山羊飼養農家 3 戸 8 頭
の糞便の虫卵検査および抗原検査を実施
し、牛飼養農家 1 戸 4 頭で血清抗体陽性
を確認。依然として県内に肝蛭の汚染さ
れている農家が存在することが判明。今
後、環境保全を重視した農法の振興や野
生動物の増加等により肝蛭の汚染範囲が
拡大する可能性があるため、家畜飼養者
に対し肝蛭対策の指導が必要。 
 
Ⅴ－３ 一般病・中毒・繁殖障害・代謝
障害 
 
561. めん羊の細胆管反応を特徴とする
慢性肝障害の継続発生事例：北海道石狩
家保木川理、稲垣華絵 

細胆管反応は肝障害の病変の一つで、
肝臓のグリソン鞘周囲に細胆管様の胆管
が増生するもので、中毒性肝疾患や胆管
の物理的閉塞等でおこる。平成 28 年 2 月
～平成 29 年 8 月、めん羊飼養農場で、細
胆管反応を特徴とする慢性肝障害のめん
羊が 6 頭発生、発生要因について調査。
死亡 3 頭及び鑑定殺 3 頭とも肝臓の萎縮
・硬化、組織所見で線維化と細胆管反応
を確認。鑑定殺 3 頭の肝機能検査では AST
（250 U/L 以上）、LDH（650 U/L 以上）、
γ-GTP（200U/L 以上）、ALP（800U/L 以
上）が高値、特に胆道系障害が顕著。既
往症に平成 27 年 10 月光線過敏症の多発
あり、当該農場で給与した乾草の一部に
カビ汚染を確認。肝蛭症の特徴所見なし、
有毒植物の自生・農薬等の使用歴なし、
銅中毒を疑う黄疸等臨床所見もなく、飼
料中銅含有量は中毒値以下でこれらの関
与を否定。牛でカビ毒による同様の症例
報告があり、本事例は、カビ毒による細
胆管反応を特徴とする慢性肝障害であっ
た可能性を推察。 
 
562. ふれあい牧場での羊のロウバイ中
毒疑い事例：埼玉県中央家保 春山優唯 
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 ロウバイは種子等にアルカロイドであ
るカリカンチンを含有、動物が摂取する
と GABA 阻害作用により神経症状を呈す
る。今回、国内で初めて羊のロウバイ中
毒疑い事例発生。平成 28 年 8 月 30 日、
羊（コリデール種、雌）を 11 頭飼養する
牧場で、放牧中の 4 歳の羊 2 頭が起立不
能、四肢伸長、呼吸促迫。翌日、鑑定殺
実施。2 頭とも第一胃内容物中に小豆大
黒色種子及び種子片が多数散見。種子は
遺伝子検査でロウバイと同定。血液検査
で ALP、LDH、AST、γ-GTP、CPK、総ビリ
ルビン濃度上昇及びカルシウム濃度低下。
筋収縮及び神経過分極を示唆。その他の
検査で有意な所見なし。発症前日、台風
が本県を通過し立入時放牧地内にロウバ
イの種子が多数落下。以上から、放牧地
内に落下したロウバイの摂取による中毒
を疑った。動物でのロウバイ中毒は海外
で数例報告あり。羊での中毒量は不明。
今回血中カリカンチン濃度測定はできず。
今後、家畜が摂取しないよう注意喚起が
必要。 
 
563. 国内初となる山羊の非定型スクレ
イピーの発生と防疫対応：山口県東部家
保 前田翔一、河下伸 
 平成 29 年 8 月 17 日に死亡した山羊に
ついて、伝達性海綿状脳症（TSE）検査対
応マニュアル（マニュアル）に基づきサ
ーベイランスを実施したところ、9 月 8
日、国内初となる山羊の非定型スクレイ
ピーと診断。患畜は 9 歳齢雌の雑種で、
水田跡地の保全管理と愛玩目的で放牧飼
育。マニュアルに基づき防疫対応実施。
疫学調査の結果、患畜と同居していた同
腹の 1 頭を疑似患畜に決定。疑似患畜は
安楽死処分後焼却処分し、畜舎、放牧地
の消毒を実施。疫学調査の際、患畜の血
縁や移動の記録が不十分であり、疑似患
畜の決定に時間を要した。そこで、その
後のめん山羊の飼養衛生管理基準遵守状
況調査と同時に管内めん山羊の血縁や移
動状況の飼養実態を調査。その結果、管
内の山羊の導入の大部分に関与する飼養
者の存在及び、出生や移動記録が無い飼
養者が判明。飼養者への啓蒙、特に導入
元となる飼養者には重点的指導が必要。 
 
564. 捻転胃虫の寄生を伴った羊の銅中
毒を疑う一例：高知県中央家保 藤原理
央 

除草用羊および山羊飼養農場で、羊 1
頭が約 2 日間食欲不振を呈し死亡（No.1）。
その後同居羊も数日間食欲不振を呈し死
亡（No.2）したため病性鑑定を実施。当
農場では牛用配合飼料を給与。剖検では、
2 頭とも肝臓は辺縁鈍化し、緑黄色化。
腎臓は腫大、一部赤色化。第四胃内に捻

転胃虫が重度寄生。組織学的検査では、
No.1 は死後変化により判定不能。No.2 は、
肝臓で小葉中心性に肝細胞の重度な変性、
壊死。銅染色により、変性肝細胞内およ
び壊死部に陽性反応。肺では、気管支粘
膜下組織にリンパ球が限局性に軽度浸潤。
骨格筋では、炎症細胞の軽度浸潤を伴う
筋線維の変性、壊死を散見。その他の臓
器は著変なし。生化学的検査では、No.1、
2 ともに肝臓の銅濃度が高値。細菌学的
検査では、No.1 において病原細菌は分離
されず（No.2 は未実施）。以上より、牛
用配合飼料の給与が原因の銅中毒による
死亡と推察。給与飼料の変更を指導し、
その後の発生は確認されていない。 
 
Ⅴ－４ 保健衛生行政 
 
565. 草刈り山羊飼養農家の衛生指導：神
奈川県湘南家保 大木茂実、渋谷光彦 
 草刈りのため、様々な場所にレンタル
されている山羊飼養農家を衛生指導。飼
養農家の概要は、平成 28 年 10 月より山
羊の飼養を開始し、畜舎 2 棟、放牧場を
利用し、山羊を 58 頭飼養。平成 29 年 8
月下旬より当該農場で飼養する子山羊 3
頭が、起立困難、下顎部の腫脹の症状を
呈し、1 頭が死亡したとの稟告から 9 月
上旬に検診を実施。生存していた病畜 1
頭の病性鑑定結果から第４胃内に捻転胃
虫、空回腸内に条虫が多数寄生、糞便か
らも多数の虫卵を検出、また重度の貧血
を認めたことから、捻転胃虫を主因とす
る寄生虫症と診断。蔓延が危惧されたた
め駆虫プログラムを変更し、放牧方法や
群分けも変更。9 月中旬以降、再検査で
駆虫効果が認められ、症状も治まってい
たところ、11 月下旬から捻転胃虫の寄生
と感染症を疑う複数の事例があり、冬季
舎飼い時の飼養管理を確認し、飼養標準
に基づいた飼料の給与、畜舎の衛生管理、
駆虫方法を、また、年間の飼養管理スケ
ジュールを考慮した指導も併せて実施。 
 
566. 新規山羊飼養者に対する飼養衛生
管理指導：山梨県西部家保 藤尾桜子、
大町雅則 
 新規山羊農場で下痢が多発したため、
治療を開始したが 1 頭死亡したことから
病性鑑定を実施。線虫の濃厚感染による
衰弱死と診断。全頭一斉駆虫を指導した
が、治療は下痢個体のみであり、個体管
理がされていない状態であった。そこで、
関係機関と連携し飼養衛生管理指導を実
施。普及センターとともにネックタグ装
着と個体台帳作成を指導。寄生虫対策と
して NOSAI 獣医師による全頭一斉駆虫と
敷料交換、畜舎内に病畜の隔離区画を設
置するよう指導。出産時に子山羊の死亡



 - 129 -

事故が続いたことから、畜舎内に分娩専
用区画の設置を指導。指導後、下痢によ
る死亡事例及び出産時の事故は確認され
なくなった。今後、汚染状況に応じた駆
虫プログラムを提案。また、放牧区は休
耕地を利用したため、草地管理指導のた
め畜産酪農技術センターとともに現地調
査を実施。土地に適した牧草品種選定及
び電柵を用いた輪換放牧について指導予
定。 
 
567. 監視伝染病疑症の発生を契機とし
たふれあい動物園における衛生対策指導
：鳥取県西部家保 小林努、鳥取県倉吉
家保 朱夏希 
 管内ふれあい動物園(牧場)飼育の山羊
(30 頭規模)で、伝染性膿疱性皮膚炎疑い
1 頭、山羊関節炎・脳脊髄炎(CAE)疑い 4
頭が発生。これら疾病の清浄化推進のた
め、以下 4 点を軸に牧場の衛生対策に取
組。①区分飼育と踏込消毒槽等の設置、
②個体管理の徹底、③動物導入時・平常
時の駆虫プログラム等の標準化、④人工
ほ乳と AI の導入を指導。指導過程で山羊
の譲渡が計画されたことから、これを機
に牧場清浄化を図り、個体データと CAE
の伝播経路を基に譲渡個体候補を選抜。
譲渡後は区分飼育を徹底するよう指導。 
 
Ⅴ－５ 畜産技術 
 
568. 豚舎スクラップアンドビルドを契
機としたＳＰＦ豚農場認定への取り組み
：北海道檜山家保 藤原正俊、山城淳 

老朽化した豚舎のスクラップアンドビ
ルドを契機に SPF 豚農場認定を目指す一
貫経営養豚場において、関係機関一丸と
なって認定に向けた衛生対策を実施。新
豚舎等のレイアウトを設計するにあたり、
SPF 豚農場の防疫設備基準に留意しつつ
豚及び作業者がそれぞれ交差しないよう、
効率的かつ衛生的な動線を確保。既存の
病原体を新豚舎に持ち込まないよう、旧
豚舎の解体時には洗浄消毒を徹底し、豚
舎解体時の環境汚染を最小限にした。さ
らに、土壌消毒には塩素系消毒薬が土壌
深部にまで有効であることを立証。これ
を旧豚舎解体後の土壌に散布するととも
に、新豚舎建設前には消石灰で土壌を覆
うことにより病原体の新豚舎持ち込みを
防止。これらの取り組みにより関係者全
員が同じ衛生意識を持って旧豚舎の解体
及び新豚舎の建設を進めた。現在、母豚
候補豚の導入を終え、翌年から出荷再開
を予定。出荷豚の成績が SPF 豚の基準を
満たすよう今後も衛生対策を継続。 
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Ⅵ みつばちの衛生 
 
Ⅵ－１ 細菌性・真菌性疾病 
 
569. ヨーロッパ腐蛆病菌の特性を利用
した分離手技の検討：埼玉県中央家保 
中井悠華、石原径佳 
 平成 29年 5月、ヨーロッパ腐蛆病(EFB)
を疑う蜂群を確認。腐蛆の塗抹標本でグ
ラム陽性球菌を多数確認、腐蛆から EFB
菌特異遺伝子を検出したが、二次感染菌
(腸球菌)が優位に発育、EFB 菌は分離で
きず。そこで、EFB 菌が乾燥に強い特性
を利用し、腐蛆の塗抹標本を 1 ヵ月間、
室温約 20～35℃で保管・乾燥後、滅菌生
食に再懸濁して分離培養を実施。EFB 菌
を純培養状に分離、当該蜂群を EFB と診
断。本事例を踏まえ、検体の塗抹標本を
1・3・7・10・14・21 日間乾燥させ、分
離培養を実施。また、EFB 菌がローヤル
ゼリーに抵抗性を有することから、各濃
度(0・6.25・12.5・25・50・75％)のロー
ヤルゼリーと感作後、分離培養を実施。
検体を 3 日以上乾燥またはローヤルゼリ
ー濃度 25％以上の条件下で前処理し、分
離培養を実施する手法が二次感染菌の抑
制に有効。本法は EFB の迅速・的確な診
断に有用。今後は異なる二次感染菌や遺
伝子型に対する本法の有効性について要
検討。 
 
570. 県内で分離された腐蛆病菌の分子
疫学解析：長野県松本家保 大澤綾 

養蜂振興法改正に伴い平成 25 年度以
降養蜂飼養の届出戸数は全国的に増加。
県内では少群飼養者が増加傾向。飼育技
術が未熟で衛生対策が不十分な飼養者も
散見。そこで平成 27 及び 28 年度県内中
信地域において衛生的飼養と腐蛆病予防
啓発のため、飼養者同意の上発症蜂群及
び健康蜂群において腐蛆病菌の分離と分
離菌の分子疫学解析を実施。結果アメリ
カ腐蛆病菌は 83群中発症蜂群 2群から分
離。分子疫学解析では国内で高頻度に分
離される ERICⅠ型-ST15 と ERICⅡ型-新
規 ST を確認。新規 ST の配列は ST10 と 1
遺伝子のみの違いであることから ST10
の派生体であると推察。一方ヨーロッパ
腐蛆病菌は 83 群中 12 群で分離。MLST 型
別では ST3、ST12、ST29 を確認。ヨーロ
ッパ腐蛆病菌は臨床症状を示す蜂群だけ
でなく健康蜂群からも分離され発症には
宿主側の要因も関わっていると推察。 
 
571. アメリカ腐蛆病分離菌株の分子疫
学的解析（第 2 報）:岐阜県中央家保 大
塚幹弘、大平雅史 
 2017 年 6 月及び 7 月に県内の異なる地
域でアメリカ腐蛆病が 2 件発生。分離培

養で赤色コロニーを呈したことから、
2015 年に県内で初めて分離され、全国的
にも発生事例が増加している ERICⅡ型と
推定。今回の分離 2 株及び 2002 年からの
9 事例 10 株の計 12 株について、分子疫
学的解析（ERIC 型・MLST 型別）及び 7 薬
剤を用いた薬剤感受性試験を実施し性状
を比較。ERIC 型・MLST 型別では、2014
年までの分離株は ERICⅠ型・ST15、ST18
及び ST2 株と全て ERICⅠ型、2015 年の分
離 2 株及び今回分離された 2 株は全て
ERICⅡ型・ST10 株。ERICⅡ型・ST10 株は
2015 年に県内で初めて分離されて以降、
その分布を拡大していることが示唆。薬
剤感受性試験では、全株とも供試した全
ての薬剤に対し高い感受性を示し、腐蛆
病予防薬（ミロサマイシン及びタイロシ
ン）の有効性を確認。今後も腐蛆病発生
蜂群について分子疫学的解析を実施し、
データを蓄積しつつ、県内の発生動向や
浸潤状況を把握していく。 
 
572. 腐蛆病診断への PCR 検査の導入と野
外分離株の遺伝子型別：静岡県中部家保 
大谷利之、森麻子 

平成 27年 3月病性鑑定指針の改正によ
り、PCR 検査が確定診断に位置づけられ
たことから、PCR 検査を用いて過去の野
外分離株を再検査し、腐蛆病菌の県内動
向を把握する目的で遺伝子型別及び薬剤
感受性試験(薬感)を実施。併せて、PCR
検査体制を構築。過去、性状検査で腐蛆
病菌と同定されなかった 2 株は、PCR 検
査により、アメリカ腐蛆病菌と判定。こ
れらを含めた県内分離株 9 株(H14～29
年)の遺伝子型は、8 株が国内で分離報告
がある ERIC I 型・ST15(3 株)及び ERIC 
II 型・ST10(5 株)に分類、1 株は ERIC II
型・ST11 は国内初の型。薬感の結果、9
株全てが、ミロサマイシン及びタイロシ
ンに対して感受性で腐蛆病対策には、予
防薬で防除可能と推察。また、腐蛆病 PCR
検査標準作業書を作成し運用開始。これ
により担当者不在でも、迅速・適切に検
査が可能。今後も発生状況とともに遺伝
子情報を集積し、腐蛆病発生の動向を監
視していく。 
 
573. 管内一養蜂家で発生したアメリカ
腐蛆病：三重県中央家保伊賀支所 植原
陽、水谷将也 

平成 28 年 6 月一養蜂家から検査依頼。
同年 5 月当該養蜂家管理の他県 A 蜂場で
アメリカ腐蛆病（以下 AFB）が発生した
との稟告を受け、管内 B 蜂場の臨床検査
を実施。2 群中 1 群に黒褐色死亡蜂児を
認めた。直接鏡検でグラム陽性芽胞桿菌
を確認。ミルクテスト陽性、異常有蓋蜂
児 5 検体の PCR 検査全陽性。新検査チャ
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ート（図１）に示された蜂児を用いた PCR
検査を最終判定とし、県内で 17 年ぶりに
AFB を診断。異常群を自衛殺処分、残る
正常群は 2 週間の移動禁止と監視を指示。
その後清浄性確認検査で異常なく解除。
しかし他県管轄家保から 7 月に A 蜂場で
AFB 再発の情報提供を受け、速やかに B
農場に立ち入り。臨床検査とミルクテス
トで陰性確認、防疫対策を終了し、続発
はない。管内全養蜂場に情報を送付し異
常時の早期通報を指導。病性鑑定指針改
正で早期診断が可能となり、防疫終了ま
での時間が短縮。複数県にまたがる飼養
者の確認や他県との連携も重要と思われ
た。 
 
Ⅵ－２ 原虫性・寄生虫性疾病 
 
574. 県内で初めて確認されたニホンミ
ツバチのアカリンダニ症：秋田県中央家
保 小原剛、山口恭代 
 平成２９年１０月下旬から１１月上旬、
管内３市４戸のニホンミツバチ飼養農場
において、巣箱周辺で元気消失、死亡す
る蜂が増加。顕微鏡下で死亡蜂の簡易寄
生虫検査を実施した結果、蜂の気管内に
アカリンダニ（以下、ダニ）成虫および
多数のダニ卵寄生を確認。ダニ成虫、卵
の寄生率は農場、群、採材日で異なり２
５～１００％。ダニ成虫および卵を確認
できた２市３戸８群について、県内で初
めてのアカリンダニ症発生として届出。
本病発生届出後、管内養蜂農場に対して
注意喚起リーフレットを作成配付。また、
検査材料の腐敗など検査における問題点
を考慮。より確実かつ効率的検査実現に
向け、遺伝子検査の応用について検討。
ダニ成虫の寄生および卵を確認した蜂乳
剤より核酸を抽出し核酸定量後、ＰＣＲ
を実施。結果、全てのサンプルで設定サ
イズのＤＮＡ断片の増幅を確認。更にＲ
ＦＬＰによりダニのミトコンドリアＣｏ
１の一部であることを確認。本病診断の
一助として応用可能と推察。 
 
575. 県内のニホンミツバチのアカリン
ダニ症発生事例：石川県北部家保 徳山
京里、堀 登 

県内でニホンミツバチのアカリンダニ
症の初発例、2 例目を確認。平成 29 年 2
月、加賀地方の A養蜂場および同年 5月、
能登地方の B 養蜂場から本症を疑う旨の
通報。立入検査で、巣箱周辺の死亡蜂や
巣箱内部の蜂の減少を確認。生存蜂各 20
匹の簡易寄生虫検査の結果、A 養蜂場 17
匹（85％）、B 養蜂場 20 匹（100％）に
気管の褐色化と気管内にダニの寄生を確
認、本症と診断。両養蜂場間での疫学的
関連は認められず。両飼養者に対し、速

やかな発生群の処分と同居群の経過観察
の実施を指導。その後の検査で、本症を
疑う事例は確認されず。以上の発生を受
け、県内の蜜蜂飼養者にリーフレットの
配布、注意喚起を実施。また、ニホンミ
ツバチ愛好会の勉強会で、本症の発生状
況、その他衛生管理の重要性を説明。今
後も定期的な衛生対策指導、情報提供を
行い、蜂病の発生予防およびまん延防止
に努めたい。 
 
Ⅵ－３ 保健衛生行政 
 
576. 蜜蜂の伝染性疾病発生状況と管内
養蜂農家に対する指導：広島県東部家保 
北條巧、龍治美希 
 平成 25年 1月の改正養蜂振興法施行に
より、趣味養蜂家からの届出及び衛生指
導の機会が増加。平成 24 年度から平成
28 年度の病性鑑定症例から、趣味養蜂家
におけるアカリンダニ症が大きな問題で
あることが示唆。腐蛆病、バロア病及び
アカリンダニ症に関するリーフレットを
作成し、趣味養蜂家に対して丁寧な衛生
指導を実施。衛生指導時には、リーフレ
ットに基づく指導を職員に徹底し、指導
内容の平準化と業務の効率化を図った。
その結果、近年蜜蜂に関する相談件数が
増加。養蜂家からの信頼が得られたもの
と推察。また、平成 29 年度は飼育管理方
法の聞取りを強化。西洋蜜蜂を飼育する
趣味養蜂家について、蜜蜂の異常の発見
率が低く、予防対策にも消極的であるこ
とが明らかとなった。今後も、趣味養蜂
家に対する衛生指導を継続し、より良い
蜜蜂行政の対応について検討を行う。 
 
Ⅵ―４ その他 
 
577. 飼育蜜蜂の病原体遺伝子保有状況
調査：福岡県北部家保 大山慶 

管内飼育のセイヨウミツバチ（西洋蜂）
30 群、ニホンミツバチ（日本蜂）11 群を
対象に監視伝染病を含む 14 種の病原体
遺伝子の保有状況を調査。働き蜂を材料
に PCR 法または RT-PCR 法を実施。西洋蜂
30 群、日本蜂 10 群から遺伝子を検出。
多くの群が複数の遺伝子を保有。ミツバ
チヘギイタダニ（V.d）以外の監視伝染病
病原体は不検出。西洋蜂、日本蜂とも黒
色女王蜂児ウイルス、翅形態不全ウイル
スを高率に保有。徹底した薬剤駆除にも
関わらず、西洋蜂 11 群から V.d を検出。
これらは、薬剤抵抗性の可能性。遺伝子
保有状況について疫学調査を実施。遺伝
子保有数と蜂群数、蜂場数に明らかな相
関を認めなかった。調査対象群と農薬等
による大量死が疑われた西洋蜂 3 群の間
に保有する病原体の種類や数に差異を認
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めなかった。このことから管内飼育蜜蜂
は、蜂群の規模に関係なく、多くの病原
体に不顕性感染と考察。養蜂家に対して
健常蜂群であっても疾病発生リスクが常
にあることを周知し、薬剤の適正使用に
加え、器具の消毒等の衛生管理の啓発が
重要。 
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Ⅶ その他の家畜の衛生 
 
Ⅶ－１ ウイルス性疾病 
 
578. 高病原性鳥インフルエンザ発生農
場における防疫措置完了後の取組：青森
県青森家保 菅原健、佐藤尚人 
 平成 28 年 11 月 28 日、青森県で初めて
高病原性鳥インフルエンザが発生。同年
12 月に防疫措置完了。堆肥は封じ込め措
置を選択。温度の確認とウイルス分離検
査を実施。温度は最高で約 60 度を確認、
ウイルス分離検査は陰性。続いて実施し
た防疫指針に基づく家きん舎のウイルス
分離検査も陰性。農場では家きん舎の基
礎や壁などを補修。野鳥飛来防止のため
付近の貯水池にロープを設置。農場入口
の車両消毒機器の設置など衛生対策を強
化。これらの対策後、当所が補修状況や
衛生対策を複数回確認し指導。不備がな
いことから、モニター家きんを導入。ウ
イルス分離検査と抗体検査は陰性。経営
再開後、発生農場と全ての系列農場を対
象に講習会を開催し、発生防止対策を強
化。さらに、広報誌等で本病に関する情
報提供を行い、飼養衛生管理基準の遵守
を再啓発。これらの防疫措置完了後の取
組によって飼育施設の衛生管理は改善さ
れ、従業員の知識と意識も向上。今後も
継続指導する所存。 
 
579. 鵜飼い用ウミウに発生した鳥ポッ
クスウイルス感染症：山梨県東部家保 
小林洋平、松下摩弥 

管内 F 市では鵜飼い用ウミウを飼育。
本年 7 月 10 日、飼養全 6 羽のうち今年捕
獲地から導入した 4 羽を含む 5 羽におい
て嘴・眼瞼周囲の発痘及び元気消失等を
確認。症状を呈した 5 羽中 3 羽の発痘部
を採材、病性鑑定を実施。鳥ポックスウ
イルス（Avian poxvirus、以下 APV）の
4b 領域を対象とした PCR を実施、全検体
から特異遺伝子を検出。ウイルス分離検
査は 10 日齢発育鶏卵を用い漿尿膜上接
種を実施、5 日後に漿尿膜の肥厚・ポッ
クを確認。病理学的検査では、細胞質内
に好酸性封入体（ボリンゲル小体）を確
認。以上の結果から APV 感染症と診断。
分離株の遺伝子解析の結果、アラスカの
ヒメウや韓国のワシミミズク等から検出
された野鳥由来株と近縁であり、また同
時期に捕獲地で発生したウミウから検出
された株と 100%一致、捕獲地で流行があ
ったと推察。2 次感染防止対策として個
体毎の隔離飼育及び飼育舎内の消毒等を
指導。約 1 ヶ月後に現地確認を実施、全
羽症状は回復。 
 

580. 管内の死亡野鳥における高病原性
鳥インフルエンザ検査対応と発生状況の
考察：島根県松江家保 秀島遼哉、品川
雄太 
 平成 29 年 11 月上旬、宍道湖周辺で回
収された死亡野鳥の A 型インフルエンザ
簡易キット検査（検査）を実施。7 例の
高病原性鳥インフルエンザウイルス
（HPAIV）検出事例が続発。検査陽性時、
①回収地点中心半径 10km 圏内地図と圏
内家きん飼養施設等（農場）のリスト作
成、②電話による情報提供、異状有無の
確認、飼養衛生管理基準（基準）遵守徹
底の指導（延べ 216 回）、③農場立入な
どを実施。立入職員確保のため検査実施
者の優先順位を整理し雇入れ獣医師も活
用。情報提供迅速化のため検査と農場リ
スト作成等を並行実施。死亡野鳥回収地
点は 2か所に限局、時期は 8日間に集中、
鳥種はキンクロハジロ 3 例、コブハクチ
ョウ 3 例及びユリカモメ 1 例と偏る。風
や地形の調査で限局の原因は不明。続発
時、宍道湖の野鳥飛来数は増加、キンク
ロハジロの飛来はピーク。群中での HPAIV
感染流行の可能性を示唆。本検査対応は
農場への迅速な情報提供、注意喚起、基
準遵守徹底の指導に有益。 
 
581. 高病原性鳥インフルエンザウイル
ス（H5N6 亜型）感染野鳥における病理学
的検索：島根県家畜病鑑室 原陽子、東
智子 
 平成 29 年 11 月、県内で回収された高
病原性鳥インフルエンザウイルス（H5N6
亜型）感染野鳥のうち、ユリカモメおよ
びコブハクチョウ各 1 例の病理学的検索
を実施。インフルエンザウイルス簡易キ
ット検査では、ユリカモメは気管および
クロアカスワブが、コブハクチョウはク
ロアカスワブが陽性。剖検時、2 例とも
に外貌に著変はなく、コブハクチョウで
は後頭部皮下出血、心嚢内の出血等を確
認。病理組織学的検査では、2 例ともに
肝細胞の壊死、脾臓の巣状壊死、脳のグ
リア細胞の集簇、副腎皮質および髄質細
胞の壊死、腸の粘膜固有層の壊死、諸臓
器のリンパ組織のリンパ球壊死等がみら
れ、ユリカモメでは膵島および腺房細胞
の壊死、コブハクチョウでは心筋線維の
変性および壊死等を確認。免疫組織化学
的検査では多臓器に抗原を確認。病変お
よび抗原分布から本ウイルスは野鳥に強
い病原性を示す可能性があるが、病態を
明らかにする上では例数を重ねての検索
が必要。  
 
582. 野生イノシシのオーエスキー病野
外抗体保有状況調査：宮崎県都城家保 
渡山恵子、瀬戸山博則 
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 本県ではオーエスキー病（AD）侵入防
止対策の一環として、野生イノシシの AD
野外抗体保有状況を調査。野生イノシシ
の血清について、ELISA 法、ラテックス
法、中和抗体試験を実施し、3 種類の試
験全てで陽性だったものを抗体陽性と判
定。平成 25 年から平成 28 年に採取した
209 検体中 14 検体が抗体陽性。各年ごと
の陽性率は 0～15.2％とばらつきあるが、
平均は 6.7％。抗体価は 8 倍から 128 倍。
また、野生イノシシの ADV の局在を調べ
るため、頭部材料を用いて検索。平成 29
年 4 月から 9月に採取した 10 検体につい
て、大脳、扁桃はウイルス分離、血清は
ELISA 法、ラテックス法を実施し、全て
の検体で陰性。今後も調査を継続すると
ともに、さらに検体数を増やしデータの
蓄積を促進。頭部検体の提供については、
狩猟者の協力を得るため、直接電話や訪
問により丁寧に説明。狩猟者との信頼関
係の構築が検体確保に重要。今後も良好
な関係を維持し、検体確保に努めて AD 侵
入防止対策の一助としたい。 
 
Ⅶ―２ 細菌性疾病 
 
583. サルの Streptococcus equi subsp. 
zooepidemicus 感染症：埼玉県中央家保 
北島絵理子、中井悠華 
 平成 27 年 12 月、県内動物展示施設で
ホンドザルの Streptococcus equi subsp. 
zooepidemicus（Sez）感染症が発生。48
頭のホンドザルのうち十数頭に元気消失、
食欲不振等がみられ、死亡した 5 頭（2
～25 歳齢）の病性鑑定実施。剖検で、5
頭の肺は暗赤色、1 頭の胸腔及び腹腔内
臓器に線維素付着。病理組織学的検査で
は、3 頭に化膿性髄膜炎、2 頭に化膿性肺
炎及び化膿性胸膜炎、1 頭に化膿性心外
膜炎、腸管の化膿性漿膜炎、肝臓と脾臓
の化膿性被膜炎を確認。抗 M-Like 蛋白質
SzPSe 兎血清及び抗 Streptococcus C 群
兎血清を用いた免疫組織化学的検査で、
病変部のグラム陽性球菌と一致して陽性
反応確認。細菌学的検査で、5 頭の諸臓
器から Sez 分離。パルスフィールドゲル
電気泳動により 5 頭の分離株は同一クロ
ーンと判明。以上から、本症例を Sez 感
染症と診断、同一株がサル群に広がった
と推察。サル飼育施設消毒、発症個体の
隔離、抗生物質投与により発生は終息。
ヒトへの感染防止にも注意が必要。 
 
Ⅶ―３ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養
代謝障害 
 
584. トナカイの病原体保有状況調査：北
海道宗谷家保 山田真由、原希和子 

国内繁殖トナカイを多頭飼養する農場
で病原体保有状況を調査。飼養管理の改
善及び効率的な疾病対策が目的。検体は
鼻汁、糞便、血液及び血清。採材は各回
10 頭、約 1 カ月間隔で 3 回実施。細菌学
的検査では鼻汁の呼吸器病原因菌とマイ
コプラズマ分離、糞便のサルモネラの分
離と分離した大腸菌の病原性遺伝子検索、
リアルタイム PCR によるヨーネ菌の検索
を実施。寄生虫学的検査では血液塗抹標
本の鏡検と糞便の浮遊法及び沈殿法によ
る内部寄生虫卵の検出。ウイルス学的検
査では遺伝子検査、抗体検査、ウイルス
分離を実施。ヨーネ菌やサルモネラ等監
視伝染病に係る病原体は陰性。VT1 また
は VT2 遺伝子陽性大腸菌を検出。食中毒
の発生予防に留意した飼養管理を指導。
一般線虫卵及び鞭虫卵の検出時期から駆
虫プログラムの有効性を確認。BHV1、BRSV、
BToV、AKV の抗体を検出。ウイルス分離
及び遺伝子検査は陰性。これらのウイル
ス自体か、抗原的に交差するウイルスが
感染していたのかは不明。 
 
Ⅶ―３ 保健衛生行政 
 
585. 動物薬事業務の効率化に向けた取
組： 
千葉県中央家保 小山祐介、坂元依子 
 管内の動物用医薬品販売業者、医療機
器販売貸与業者は 5 業態 241 件で県全体
の 57%を占め、平成 28 年度の申請・届出
件数は 346 件にのぼった。しかしながら、
平成 24 年度、平成 27 年度の大幅な薬事
関連法令の改正について、各業者の認知
度が十分でなく、1 件毎に①電話等での
手続き説明②申請・届出書類を事前に FAX
により確認、③修正依頼、④書類収受、
⑤実際の処理、の手順が必要であり、対
応に苦慮していた。このため、まず平成
28年度に提出された書類の誤りの中から、
多かったものと、許可等に支障をきたす
ような重大なものを抽出し、その結果を
基に全ての申請・届出書類の記載例を作
成した。また、その記載例を県ホームペ
ージに掲載することとした。以上の取組
により、薬事事務効率の改善が期待され
ている。今後は、現在作成中の薬事対応
マニュアルも活用し、より一層適正且つ
効率的な薬事業務を推進していきたい。 
 
586. 管内飼育動物診療施設におけるイ
ンターネット上での法令違反に対する指
導の取組について：千葉県中央家保 藤
田圭佑 

飼育動物診療施設(以下、施設)には、
広告について厳しい制限があるが、獣医
療法と医薬品医療機器等法で制限対象が
異なるなど、その内容が難解である。ま
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た、指導の際「広告違反している施設は
沢山ある」という発言に対し、実態につ
いての明確なデータが無く獣医師の理解
を得られにくい。今回、管内の全施設の
ホームページ、ブログ、フェイスブック
（FB）、ツイッターを検索し、インター
ネット上での法令違反施設数とその傾向
を調べた。結果、医薬品の名称掲載や医
薬品が特定可能な写真等の掲載が最多違
反事例で、FB に料金広告を掲載する等単
純な違反事例も散見されたが、違反施設
数は全体の 5%程度であり、実際には殆ど
の施設が法令を遵守していた。この結果
を基に指導を行ったところ、以前より施
設側の理解を得られるようになった。今
後は、この内容を衛生だより等で周知し、
獣医師を対象とした講習会等を行い法令
違反防止の啓発に努めたい。 
 
Ⅶ―４ 畜産技術 
 
587. ウズラ種卵の生産管理状況調査及
び保管前条件がふ化率等に及ぼす影響：
愛知県東部家保 岡田玲奈、髙村祐士 

ウズラ種卵及びヒナの効率的な生産体
制の構築を目的とし、生産現場における
種卵生産管理の現状の調査(調査 1)及び
種卵の保管前温度条件がふ化率等に及ぼ
す影響(調査 2)を検討。調査 1 は、①ア
ンケート調査、②種卵消毒法の有効性の
検証。①は、種卵生産を行うウズラ農家
を対象に、種鶉選抜基準、雌雄割合、種
鶉供与期間、点灯時刻、集卵時刻及び鶉
舎内温度を調査。②は、種卵消毒前後で
卵殻表面の一般細菌数を測定。調査 2 は、
種卵の保管前温度条件を 10℃、20℃及び
30℃の 3区とし、各温度で 6時間感作後、
20℃で 7 日間静置し、17 日間のふ卵期間
を経て発生させ、受精率、ふ化率、未発
生卵、ヒナの体重及びヒナの活力指数を
調査。調査 1 の① は、雌雄割合及び種鶉
供与期間に農家間で大きな差があった。
②は、消毒効果が低い施設及び農家が半
数以上であり、有効な消毒方法の指導が
必要。調査 2 のふ化率は、30℃区が他区
に比べ低い傾向で、夏期の集卵遅延がふ
化等のリスクとなる事が示唆された。 
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Ⅷ 共通一般 
 
Ⅷ－１ 細菌性・真菌性疾病 
 
588. コリスチン耐性プラスミド遺伝子
mcr-1 の保有状況：青森県青森家保 渡
邉弘恭、齋藤豪 

県内の家畜のコリスチン（CL）耐性プ
ラスミド遺伝子 mcr-1 の保有状況を調査。
平成 18～28 年度の病性鑑定由来大腸菌
19 株、サルモネラ 20 株の mcr-1 PCR 検
査は全て陰性。県内健康家畜由来の糞便
38 戸 114 検体（肥育牛 9 戸 27 検体、乳
用牛 11 戸 33 検体、肥育豚 8 戸 24 検体、
採卵鶏 6 戸 18 検体、肉用鶏 4 戸 12 検体）
を検査し、乳用牛 2 戸 2 検体、肥育豚 4
戸 4 検体で mcr-1 陽性。陽性糞便から
mcr-1 保有大腸菌 6 株分離。CL の薬剤感
受性は、寒天平板希釈法での MIC が 8～
32μg/ml で 6 株全て耐性。その他の薬剤
はディスク拡散法で実施し、最大 4 薬剤
に耐性を示したが、医療分野で重要なセ
フェム系とキノロン系に全株感受性。陽
性農場の同居畜では、mcr-1 陽性率は乳
用牛 2.8％、豚 45.0％で、特に子豚期に
おいて 80.0%と高い傾向。陽性農場で給
与されていた牛の代用乳と子豚用飼料は、
飼料添加物として CL を含有。mcr-1 は
CL の選択圧によって農場に定着した可能
性が示唆。 
 
589. 県内家畜より分離した Trueperella 
pyogenes の性状調査：福井県家保 武野
侍那子、葛城粛仁 

Trueperella pyogenes（Tp）は動物の
上部気道や泌尿生殖器等の粘膜に常在し、
家畜で肺炎、乳房炎や子宮内膜炎等の発
症に関与。海外では病原性因子等の報告
があるが、国内ではほとんどない。そこ
で、平成 22 年 3 月から 29 年 11 月に県内
飼養家畜より分離した Tp 52 株の性状を
調査。病原性因子検索では、病原遺伝子
plo、cbpA、nanH、nanP、fimA、fimC、fimE
および fimG の保有率が、それぞれ 100%、
13.5%、63.5%、50%、100%、75%、88.5%
および 19.2%。薬剤感受性試験では、微
量液体希釈法にて 10 薬剤の最小発育阻
止濃度を測定。オキシテトラサイクリン
の値は二峰性を示し、その他薬剤では、
タイロシンおよびチルミコシン耐性の 1
株、カナマイシン耐性の 1 株を除き感受
性を維持。分子疫学解析では、BOX– PCR
法で増幅産物のバンドパターンが 2 株以
上で一致したものを 10 タイプに分類。う
ち 9 タイプは同一農家あるいは近隣農家
間で分離された株で構成され、遺伝的に
近縁な株が地域ごとに分布。 
 

590. 腸管外病原性大腸菌感染症分離株
の病原関連遺伝子と薬剤感受性：滋賀県
滋賀県家保 三松美智子 
 平成 25～30 年度の腸管外病原性大腸
菌 (ExPEC) 感染症を疑う病性鑑定症例
の実質臓器より分離した牛由来大腸菌 19
株および鶏由来大腸菌 18株の O群血清型
別、病原関連遺伝子 15 因子の保有状況、
12 薬剤の薬剤感受性を調査。37 株中 23
株が 11 種の O 群血清型に分類され、各分
離数は 1～4 株、14 株が型別不明。病原
関連遺伝子は牛由来株の 57.9％が毒素因
子、63.2％が付着因子、78.9％が鉄結合
因子を各 1 因子以上保有し遺伝子保有パ
ターンは様々。鶏由来株の 94.4％が鉄結
合因子、プロテアーゼ、血清抵抗因子を
1 因子以上保有し遺伝子保有パターンは
互いに類似。上記因子保有率は健康家畜
糞便由来株より高率。保有率・保有パタ
ーンは牛、鶏で相違。牛由来株 3～8 剤耐
性 8 株、鶏 3～5 剤耐性 6 株、牛で多剤耐
性傾向が強かった。牛でテトラサイクリ
ン投与 8 例 9 株中 6 株が同薬剤に耐性、
発症リスク低減対策が重要。ExPEC の感
染経路や発症機序等不明点が多く、今後
症例の精査検討が必要。 
 
591. 薬剤感受性試験におけるマイクロ
チップを用いた菌液調製方法の検討：広
島県西部家保 船守足穂 

薬剤感受性試験の菌液調製は目視によ
る濁度確認が定法であるが、時間と技術
を要し、市販キット(市販法)は現在販売
中止。今回新たに 200μl チップでコロニ
ーを採取し生理食塩水 1ml に懸濁するチ
ップ法を検討。方法：精度管理株 4 株及
び病原性大腸菌 16 株を用い、1)チップ法
・定法・市販法で調製菌数を比較、2)チ
ップ法・市販法で薬剤感受性試験成績を
①寒天平板希釈法②ディスク拡散法によ
り比較し、チップ法の適切なコロニー採
取量を評価。結果：1)チップ法は採取量
約 1.5～2.0mm で定法及び市販法と菌数
が概ね一致。2)① MIC 一致率 76.7％
（n=195）、誤差は全て 1 管以内。特に採
取量 2.0mm 前後で高い一致率。②ディス
ク判定一致率 97.1％（n=771）、誤差は
全て中間付近の株で出現。以上よりチッ
プ法は採取量 2.0mm 前後で有用。なおチ
ップ法は検査者による採取量誤差が
0.3mm 以内と低く、１検体あたりの調製
時間 20～30 秒、コスト 3.5 円と迅速・安
価な手技と確認。 
 
Ⅷ－２ 保健衛生行政 
 
592. 家畜保健衛生所における効果的な
業務遂行への取組：青森県十和田家保 
佐怒賀香澄、中島聡 
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 口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ等
の国内発生により家保の業務が増加する
中、本県の獣医師職員は不足。家保に欠
員が生じ業務に影響。繁忙時には人員が
不足するため、他家保、県庁畜産課に一
時的な職員派遣を依頼し検査を実施した
が、関係者との日程調整、派遣職員の負
担が課題。また、当所に平成 28 年度から
畜産職職員（以下畜産職）が配属、獣医
師免許を要しない業務を整理し事務分担
を決定。1 年目は家畜人工授精、広報、
定例報告等の業務、2 年目は更に飼養衛
生管理基準、農場 HACCP 指導等に従事。
これにより畜産職も業務を通じ生産者の
生の声を聴ける利点。一方、診療行為を
行えない事や、待遇の格差が課題。当所
への配置により、家保業務に対する畜産
職の理解が深まり、家畜衛生・畜産振興
相互の行政運営の一助となることを期待。
獣医師確保が困難な状況が続く中、今後
も効果的な家畜保健衛生行政を推進。 
 
593. 家畜保健衛生所の獣医師確保に向
けた学生研修等の取組：福島県県中家保 
小林由希子、秋元穣 
 家畜保健衛生所（以下家保）は、家畜
伝染病の発生予防及びまん延防止、安全
な畜産物の供給や畜産振興に大きな役割
を担っているが、本県では東日本大震災
以降、受験者数の減少、併せて若手獣医
師の早期退職、定年退職者の増加等によ
り獣医師数が減少し、獣医師確保が課題。
平成 25 年度より予算化し、大学訪問及び
年 2 回の学生研修を企画・実施。春期の
「獣医学生福島体験研修」では、被災地
や復興農場見学を行い、復興の歩み、本
県の畜産物の安全性や魅力を PR。夏期の
「福島県家保研修」では、家保業務への
理解と関心を深めるため、農家との対話
や家畜の安全な保定技術、家保の高度な
検査診断等を研修。研修後のアンケート
では、研修全体の満足度は「非常によか
った」86％、「よかった」14％と回答。
平成 26～28 年度の獣医師採用試験で、研
修参加者 7 人が合格、採用となる成果。
今後も継続的に研修を実施し、獣医師確
保を目指す。 
 
594. 管内 2 農場の農場 HACCP 認証取得ま
での取組：栃木県県北家保 永井友香理、
渡邉絵里子 

農場 HACCP は、健康な家畜及び安全な
畜産物生産が目的の管理手法で、現在栃
木県内で 10 農場が認証を目指し取組中。
当所は平成 23年から農場 HACCP構築支援
を開始し、平成 29 年 5月に肥育牛 1農場、
6 月に養豚 1 農場で農場 HACCP 認証を取
得。各農場での HACCP 会議は、家保、農
協、薬品会社及び農場従事者で毎月 1 回

開催。会議では、文書の確認と修正、記
録や現場の確認、作業分析に伴う飼養衛
生管理指導、関係法令の確認、疾病対策
等の教育訓練及び内部検証を実施。飼養
衛生管理の強化、農場内の整理整頓に加
え、A 農場は内部コミュニケーションや
新入社員教育、B 農場はデータ分析や外
国人研修生対応を強化。認証後のアンケ
ート調査で、作業効率、従業員の結束力
・意識向上の改善を実感、今後の生産性
向上に期待。構築期間短縮や家保支援体
制の課題は残るが、本 2 農場をモデル農
場として、認証取得の支援・協力を継続
予定。 
 
595. 検査の信頼性確保に向けた取組：新
潟県中央家保 小野里洋行、田中健介 
 信頼性の高い検査を行うことは、家畜
の伝染性疾病の清浄性維持の観点のみな
らず、診断体制に対する輸出先国の信頼
を確保する観点からも必要。新潟県では、
家保で実施する検査についてこれまで延
べ 45 の標準手順書を作成し、検査精度を
確保。今回、より客観的で信頼性の高い
検査体制を整備するため、鳥インフルエ
ンザ及びヨーネ病検査をモデルとして検
査等の業務管理要領を作成。要領は組織
体制や品質管理に関わる項目等からなり、
各項目について具体的な手順を記した標
準作業書（SOP）を作成。また、家保職員
を対象に精度管理についての研修会を開
催し、精度管理の概要やマイクロピペッ
トの管理に関する講義・実習を実施。課
題としては、精度管理に関する知識・意
識の向上及び機器の管理に必要な予算の
確保。今後、県全体での体制作りを進め
るとともに、精度管理に関する研修会等
を通して信頼性の高い検査体制を整備。 
 
596. 石川県南部家保の精度管理：石川県
南部家保 伊藤美加、中田昌和 

家保の精度管理は、我が国の家畜伝染
性疾病の清浄性確保及び輸出先国に対す
る家畜疾病の診断体制信頼性確保の観点
から重要。最初に、当所版業務管理要領
及び標準作業手順書（SOP）の作成にあた
り各人の役割を定め、病性鑑定業務執行
組織図及び職務分掌表を編成。対象診断
法の検査区域、各作業台及び使用するマ
イクロピペットを定め、検査区域に立入
禁止の掲示、マイクロピペットに検査名
を表示。対象検査機器には管理担当者名
を貼付し、使用・日常保守点検記録簿及
び検査機器の SOP を設置。恒温試薬貯蔵
庫の温度記録簿を常備し、毎日温度を確
認。検査員の教育・研修は、メーカー職
員を講師として招き、機器メンテナンス
講習を開催。また、マイクロピペットの
日常点検を所内研修。そして内部精度管
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理を、外部精度管理を実施した検査員以
外が行い、より多くの検査員の意識及び
技能向上に努めた。今回の取組みで当所
の精度管理の基礎を構築。平成 30 年度の
本格運用に向け、基準値の設定等さらに
詳細な検討と、定期的な機器保守点検等
を行いたい。 
 
597. 管内の農場 HACCP 取組と畜産 GAP の
方向性：長野県松本家保 森野なつ樹 

採卵鶏 18 万羽飼養の A 農場は平成 21
年に県内でいち早く農場 HACCP 取得への
取組み開始、平成 23 年に推進農場指定、
平成 24 年に認証取得。平成 27 年に更新
審査を受検し認証継続。養豚一貫 2000 頭
飼養の B 農場は平成 24 年に取組み開始、
平成 28 年に推進農場指定、今年度認証取
得。両農場の認証取得のため家保はアド
バイザーとして、認証後は内部検証員と
して農場をサポート。更に今年度肉用牛
肥育の C 農場と肉用牛一貫の D 農場が取
組み開始。一方で今年 JGAP 家畜・畜産物
（JGAP）が公表・認証開始。A 及び B 農
場は取得を希望。JGAP には HACCP 認証農
場向けの差分審査があるが、労務管理や
労働安全等農場運営に関わる文書作成は
新たな負担となるため、HACCP 認証農場
でも JGAP 認証取得は簡単でないと推察。
今後双方の認証の動向を探りながら認証
取得支援のため積極的に職員を育成して
文書作成や農場管理体制の改善等をサポ
ートする。 
 
598. 公務員獣医師及び畜産担い手確保
に向けた家畜保健所のアプローチ：静岡
県東部家保 田﨑常義、永田利恵 
 昨年 11 月、管内 2 高校で出前講座を開
催。家保業務、畜産の魅力を発信。受講
生 103 人のうち、58 人が家保を知らない
と回答。一方、講座後 102 人が家保業務
を理解したと回答。全員が講座継続希望。
他校へ開催募集し、3 高校及び 1 中学校
で新たに開催。講座内容は、家保業務に
加え、学校の要望に応じ、公務員獣医師
の役割、地元畜産の現状、畜産の最新技
術を紹介。また、中学生 59 人中 41 人が
家保見学を希望。業務体験を目的とした
「移動家保」を中学校に開設。80 名が訪
問し、当所の業務を体験。活動継続する
ことは、家保業務が食の安全安心や畜産
振興に繋がること、公務員獣医師確保及
び畜産担い手確保に結びつくと考察。 
 
599. 飼育動物診療施設の獣医師法及び
獣医療法遵守向上の取り組み：愛知県西
部家保尾張支所 高橋良治 
 当所管内の獣医療法等に基づく飼育動
物診療施設の平成 28、29 年度の立入検査
の結果は、①放射線関係②毒劇薬関係③

変更届関係の順に指導項目の多いことが
判明。低遵守率の主な要因は施設管理者
（以下、管理者）の関係法令の知識不足
等と推測。遵守事項を効率的・効果的に
周知するため、愛知県獣医師会等（以下、
県獣等）の協力を得て管理者が集まる機
会を利用し、立入検査結果や遵守率が低
かった放射線関係を中心とした法令解説
の説明会及びアンケートを実施。またリ
ーフレットを県獣等に所属する管理者
（約 470 名）に配布。説明会で遵守事項
の趣旨・意義を集中し説明及び質疑応答
したことで参加した多くの管理者の理解
度が向上し効率的・効果的に実施できた。
またリーフレットはポイントを絞った内
容にしたため管理者にとって理解しやす
くなり、当所の立入検査時、スムーズに
補足説明できた。一括送付で配布し効率
的であった。今後も説明会実施等により
遵守率向上に取り組む。 
 
600. 畜産農家における農場 HACCP 取得に
よる効果と JGAP 取得支援：三重県南勢家
保髙﨑美帆、林義規 

農場 HACCP 認証取得を目指す A 農場を
平成 26 年から継続的に支援。農場の
HACCP 会議に参加し指導を行ったところ、
三重県第一号となる農場 HACCP 認証を平
成 28 年に取得。取得に伴い、従業員の衛
生意識が向上し、HACCP システム運用前
と比較し年間診療件数は約 58％、年間治
療費は約 44％、年間死亡頭数は約 67％減
少。この効果により、A 農場では同系列
の別農場においても農場 HACCP 認証取得
を目指している。更に JGAP の普及啓発を
行ったところ、JGAP 取得に意欲を示し、
認証を目指した取組を開始。管内では、A
農場の成果もあり、新たに 7 農場で農場
HACCP の、2 農場で JGAP の、5 農場で GAP
取得チャレンジシステムの認証取得の希
望があり指導を継続。今後は関係各所と
連携して管内農場における農場 HACCP、
及び JGAP の認証取得に向け取り組みを
進めていく。 
 
601. 食肉卸売市場と連携した口蹄疫等
家畜伝染病対策（第 2 報）：京都府山城
家保 森田誠、藤野日出海 

京都市が開設すると畜場併設の食肉中
央卸売市場（市場）は全国から牛及び豚
が搬入され、多種多様な関係者が出入り
する家畜防疫上非常に重要な施設である
ため、市場関係組織と連携して口蹄疫等
家畜伝染病対策に取組む。当該市場で新
施設の建替再整備が行われ、本格稼働ま
での工事期間中の衛生対策等が新たな課
題。①市場関係組織と家保で構成する対
策委員会を継続的に開催、各時点の課題
と対策を検討。②工事の進捗に伴い衛生
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管理区域の変更、車両・人の動線の変更、
消毒体制を確保。③市場関係者を対象と
した口蹄疫等家畜伝染病研修会、机上・
実地防疫演習を実施し、防疫対策の習熟
と防疫意識の向上を図る。以上の取組に
より、工事期間中も万全な衛生対策を実
現。今後は、新施設の本格稼働に伴い、
搬入地域の拡大による家畜伝染病の発生
及びまん延リスクが高まることが予想さ
れることから、関係組織との連携をより
一層強化し、より高度な衛生対策の確保
を目指す。 
 
602. 埋却地調査に基づく中山間地域に
おけるモデル作成：岡山県津山家保 中
山裕貴 
 家畜伝染病発生時の埋却について防
疫演習を実施したところ、掘削土置場の
確保及び埋却地の整備の重要性並びに有
効な使用重機の規格が判明。これを基に、
地形的に制約される中山間地域の埋却に
ついて検討。運搬経路では、幅員、勾配
及びカーブの状況で搬送車及び使用重機
が制限され、レイアウト及び作業時間に
影響。狭小もしくはいびつな地形では、
複数の小さな埋却溝もしくは底面幅の見
直しが必要。土地の現況では、掘削まで
の土地整備に時間が必要及び軟弱地では
養生が必要。これらの知見から、埋却方
法に課題が残る農場を選定し、関係機関
の協力により埋却地調査を実施したとこ
ろ、土質の問題が新たに判明。岩を含む
場合は辺縁の盛土部を利用した埋却計画、
真砂土が多い場合は崩れやすいため掘削
勾配を緩くした埋却計画等とするモデル
を作成。今後、農場毎の埋却計画の精査
を進める。 
 
603. 農場視察受け入れにおける防疫対
策の一考察：中央家保嶺北支所 濱崎健
太、山岡昭彦 

近年のあかうしブームにより、生産現
場への視察が増加。畜産振興の観点から
は視察により情報を発信していくことは
重要であるが、家畜衛生の観点からは、
衛生管理区域内に不特定多数の人が入る
ことは好ましくない。今回、「第 20 回全
国担い手サミット in こうち」で管内２農
場（鶏・肉用牛）への視察での防疫対応
について報告。視察受け入れ農家決定後、
①防疫対応の主体はどこか②衛生管理区
域内の視察、管理区域外からの見学かと
いう点で意見が分かれたが県外からの視
察であることもあり、家保が主体となり
鶏は衛生管理区域外、肉用牛は農場内と
いう案を、嶺北地域実行委員会事務局（農
業改良普及所）・受け入れ農家に示し決
定。衛生管理区域内での視察には防護服
・長靴の着用を実施。着用に時間を要す

るため個別に防護服セットを作成。今回
の防疫対応については、問題なかったと
考えるが、視察の規模、視察参加者等に
より同様の対応が可能かどうか、所内に
て意見が分かれた。  
 
604. 診療獣医師との緊密な連携による
農家指導：福岡県北部家保 永野英樹 
 当所は、管内産業動物獣医師による診
療及び検査効率化のため、多数の病性鑑
定依頼を受けている。そのことを利用し、
獣医師による病鑑依頼持込み時に、詳細
な診療状況の聞き取り、同一農家の依頼
が続く時は、牛群の状態を確認。また、
疾病発生時には防疫対応を検討。さらに、
平成 25 年度以降、検査実施翌月に転帰を
「回復・経過観察・治療中・廃用・死亡」
に分けてフィードバックを受けた。これ
らのことにより、検査回答時には、予後
の傾向を考慮した回答が可能になり、治
療経過が良くない場合、農家に対し当所
からの検査及び指導が提案しやすい状況
となった。連携の効果として、当所の診
断及び転帰が良くなかった農家において、
監視伝染病の検査実施。直接連絡の無か
った農家において獣医師からの情報を基
に栄養状態を把握する検査を実施。監視
伝染病発生農家においても、連携の効果
による早期清浄化を達成した。加えて、
監視伝染病等が疑われる場合の獣医師か
ら当所への報告も円滑に行われることが
期待される。 
 
605. 悪性家畜伝染病発生に備えた初動
防疫体制の強化：熊本県城南家保 村上
美雪、山下利治 

伝染病発生時の初動防疫体制の強化の
ため、建設業協会、系列会社指導員、市
町村、地域振興局を参集し、大規模牛飼
養農場 14 農場（農場数 2.1％、飼養頭数 
35.2％）、千羽以上飼養養鶏農場 20 農場
（64.5％、64.4％）の水源や地形等の埋
却条件、取付け道路、農場内作業動線等
を調査。埋却可能 20 農場、即時利用困難
6 農場、重機資材搬入困難 6 農場、仮設
工が必要 2 農場、整地が必要 2 農場。事
後検討会後、事前調査票、埋却溝掘削の
設計案を作成中。また、管内種鶏場にお
ける発生時の防疫措置、移動制限の対象
外の例外協議、ふ卵場の再開の要件につ
いて、検討会を実施。系列農場の疫学関
連農場特定のための日常記録、例外協議
添付資料及び衛生管理マニュアルの事前
作成を要請。例外協議担当者の選定、従
業員研修等を提案。検討会後、家保はふ
卵場内に立入し、衛生管理を確認。抽出
した課題は早期解決し、迅速な初動防疫
対応に努めていきたい。 
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606. 海外悪性伝染病の発生に備えた防
疫資材の効率的整備への取組：熊本県中
央家保 稲生祐輔 

本県にて 2 度発生した高病原性鳥イン
フルエンザ（HPAI）の経験を踏まえ、防
疫資材の効率的整備への取り組みを実施。
平成 24 年 3 月、防疫資材倉庫が竣工し、
防疫資材を「資材品目毎」に配置。平成
26 年 4 月、1 度目の HPAI 発生を受け、平
成 27 年に資材の搬出演習を実施。想定以
上の時間が経過することが判明。演習の
結果、防疫資材の配置を「資材品目毎」
から「発生規模毎」に変更。平成 28 年
12 月、2 度目の HPAI が発生。HPAI 発生
時の防疫資材搬出は概ね混乱なく実施。
しかし、搬出した資材が作業現場にて不
足との連絡が相次ぐ。後に、搬出資材が
想定場所と異なる場所へ留め置かれてい
た事が判明。対策として、カゴ台車を導
入し、搬出先を明示し誤送を防止。加え
て、カゴ台車導入で、搬出作業の大幅な
時間短縮及び省力化を達成。今後、防疫
演習を定期的に実施し、より迅速かつ適
切な防疫資材の搬出に備えるとともに、
本事例を県内外に波及し、国内まん延防
止の一助としたい。 
 
607. 動物用医薬品販売業者に対する監
視指導：鹿児島県曽於家保 栗巣孔士、
稲田年久 

管内の動物用医薬品販売業者を対象に
立入検査を行い、特例店舗販売業につい
て、医薬品医療機器等法の理解度を把握
するためアンケート調査を実施。その結
果、立入検査では延べ 104 件の不備事項
を確認し、アンケート調査では、許可更
新の手続きに係る事項等で十分な知識が
得られていないことが明らかとなった。
指導を行った店舗は、指導の繰り返しに
より改善し、特例店舗についてはアンケ
ート結果をもとに販売担当者への薬事講
習会を開催。医薬品医療機器等法の理解
度向上や、法令遵守について意識改善を
確認した。今回の結果より、継続的な立
入指導と改善確認の実施及び特例店舗の
実状に即した薬事講習会の必要性を再認
識。今後も、適正な医薬品の流通、販売
が行われるよう、薬事指導や講習会を通
して販売業者への意識向上を図っていく。 

 
Ⅷ―３ 畜産技術 
 
608. 管内の農場 HACCP への取組状況と畜
産 GAP について：長野県長野家保 高橋
陽子 

当所では、畜産物の安全性確保と生産
性向上のため、衛生管理手法である農場
HACCP(以下 HACCP)導入を目標とし、2010
年度から HACCP 推進モデル事業として豚、

肉用鶏、乳用牛及び肉用牛の各畜種１農
場を選定し取組を開始。2014 年度に、豚
及び肉用鶏農場が HACCP 認証農場を取得。
乳用牛農家は 2014 年、肉用牛農家は 2016
年に HACCP 推進農場に認定され、取組を
継続。今年度に入り新聞等で GAP が取上
げられる中、家保職員も畜産 GAP 指導員
研修を受講。当所では 11 月にアニマルウ
ェルフェアを中心とした GAP のシンポジ
ウムを開催。12 月には肉用牛生産者団体
の要望で HACCP 及び畜産 GAP の研修会を
実施。農家及び関係者の意識向上を図る
と共に、畜産物の安全性確保、生産性向
上及び経営安定のために必要な取組は何
かを検討。牛肉については、信州あんし
ん農産物認定制度のさらなる取組とアピ
ール、また、他の畜種を含め、今後の実
需者ニーズを捉えた対応が必要。家保は
協力、支援を継続。 
 
609. 消毒薬の残留性と土壌による消毒
薬成分の吸着：鳥取県西部家保 山崎浩
一 
 鳥インフルエンザ対策等家畜伝染病対
策に広く使用されている逆性石けん消毒
薬の成分の一つである塩化ジデシルジメ
チルアンモニウム（DDAC）の植物（冬季
栽培野菜）中の残留性について調査。3
週間以上に亘り消毒薬を 1 日 1 回噴霧し
た場合と栽培土壌中に流入させた場合に
ついて、それぞれの野菜中の DDAC 成分の
残留濃度を検査（試験継続中）。また DDAC
は陽イオン界面活性剤であるため、土壌
（陰イオン）に吸着されやすい性質を有
していることから、土壌の違いによる吸
着性能を比較検証。高吸収性ポリマーと
比較して、ゼオライト、黒土、真砂土等
の吸着性をそれぞれ比較。さらに消石灰
上清の成分（水酸化カルシウム）につい
ても土壌への吸着性の有無を検証（試験
継続中）。 
 
610. 管内農場におけるペットボトルを
利用したハエ対策：愛媛県東予家保 渡
部礼、難波江祐介 

当所管内では近年、畜産施設と住宅と
の混住化が進み、農場でのハエ発生に起
因する地域住民からの苦情が絶えず、地
域の懸案事項であった。そこで、関係機
関及び専門業者が連携し、指導方針を検
討。ハエの捕獲による繁殖の抑制と周辺
地域への飛散防止を基本方針とし、具体
策として安価で容易に作成できるペット
ボトルを利用したハエ取り器を設置。農
場の環境に合わせて、ハエ取り器の誘引
剤や作成方法、設置場所を工夫すること
で効果的にハエを捕獲。ハエの捕獲量が
分かることから農家自身がハエの発生状
況を認識し、対策への意識改革につなが
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った。これらの指導、取組により、平成
29 年 7 月以降、当所管内でハエ発生に起
因する苦情は皆無となり、住民からは感
謝の言葉が寄せられた。容易かつ低コス
トで効果的にハエを駆除できるハエ取り
ペットボトルは、周辺地域の環境と調和
した畜産経営に有効。 
 
611. 畜産現場における新規臭気対策資
材の施用実証：高知県中央家保 日高拓
郎、平井啓一 

糞便による不快臭を快適な臭いに変換
するという全く新しいコンセプトの資材
が雑誌に掲載され、管内の生産部会での
取り組みを検討し施用試験を実施。実証
試験１として希釈した当該資材を通路、
牛床に直接蓄圧式噴霧器で散布。実証試
験２としてショベルローダーのバケット
に掬った未熟堆肥にジョウロまたはバケ
ツで施用し、堆肥への浸透を試みた。実
証試験３として堆肥の切り返し後に動力
噴霧器による散布を実施。参加者にアン
ケートを行う方法で官能検査と検知管に
よるアンモニア濃度測定を実施。実証試
験１と３では資材の施用後にすべての参
加者が感じ方の程度は違うが不快臭が減
ったと回答。一方、実証試験２では施用
の効果はない、施用方法としては適切で
はないと回答。また、アンモニア濃度は
施用後、いずれの場合も低下する傾向と
なった。今回、牛床や堆肥の表面散布で
も一定の効果は認められたが、なお、現
場での実証を継続し効果的な施用方法に
ついて検討したい。 
 
Ⅷ―４ その他 
 
612．動物薬事事務推進上の課題改善に向
けた取り組み：北海道石狩家保 萩谷香
織、坂梨裕 

管内は平成 29 年 4 月 1日現在で動物用
医薬品販売業 124 件、動物用医療機器販
売・貸与業 89 件と全道一多く、動物薬事
事務の適確かつ効率的な対応が必要。許
可事務では、過去 5 年の平均処理数 179
件で付随する照会対応も多く、担当不在
時に回答が遅延する課題に対し、ホーム
ページに手続き方法や書類の記入例、法
令情報を掲載し、所内研修で担当以外で
も定型的な照会対応ができる体制を整備。
監視指導では、従来の約 6 年間隔の立入
では違反が多く、特に動物用医薬品特例
店舗販売業（特例）で担当異動等により
同じ違反が繰返される課題に対し、最低、
許可業者は 6 年に 2 回、届出業者は 6 年
に 1 回と立入を増やし、表計算ソフトを
活用した履歴確認等準備作業の効率化、
配布資料を用いた遵守事項の説明、休薬
期間のある動物用医薬品を取扱う特例向

け講習会を 2 部制にし受講対象拡大を実
施。動物薬事事務の適確かつ効率的な対
応を推進するとともに、販売業者の法令
遵守に寄与することを期待。 
 
613.畜産農家の苦情実態と対策：秋田県
南部家保 鈴木人志、加藤真姫子 
 家畜排せつ物の適正な管理を行うため、
関係機関により計画的に農家指導を実施。
苦情発生時も迅速に対応。苦情件数は、
毎年１０件程度発生していることから、
過去７年間の苦情発生状況について調査
し、実態の把握と問題点の抽出、それを
踏まえた対策を検討。畜種別苦情発生割
合は、鶏、豚、牛の順に多く、苦情の大
半は悪臭。豚・鶏では、少頭羽数飼養で
も苦情が発生しているが、牛では、規模
拡大に伴い畜舎を新築したケースで苦情
が発生。度重なる苦情から感情的トラブ
ルにつながるケースもみられる。調査結
果より、苦情減少を図るには、家畜排せ
つ物の適正な管理に加え、効果的な消臭
対策の実施、近隣住民や耕種農家との良
好な関係作りの構築が重要。今後、規模
拡大を行う際には、計画段階で規模や民
家との距離を充分に検討し、地域と調和
しながら着実な頭羽数の増加につながる
よう関係機関一体となった指導が必要。 
  
614. 動物用医薬品特例店舗販売業者に
対する指導事例：群馬県中部家保 平林
晴飛 
 当該業者は管内のみに 17 支所をもつ
農業関係団体。うち 4 支所で動物用医薬
品特例店舗販売業許可を取得。許可更新
のための立入検査時に、2 店舗で許可証
紛失、構造設備変更の未届及び指定品目
外販売が判明。指導により指定外の品目
については直ちに取扱を中止。動物用医
薬品の適正管理に問題があるため、全店
舗において許可更新申請は不許可。新規
に本所のみで許可を申請。動物用医薬品
販売に対する認識が不足。各店舗におけ
る動物用医薬品担当者の異動時に適切な
引継ぎがなされていないことが要因。ま
た、当該業者に対し動物用医薬品を納入
した店舗販売業者においても、指定品目
の未確認及び伝票記載不備があり、指導
を実施。その結果、店舗販売業者は取引
先すべての特例店舗販売業者の指定品目
の確認を実施。医薬品医療機器等法の理
解及び動物用医薬品取扱に対する意識向
上が課題。今後、管内の動物用医薬品販
売業者に対しての定期的な立入検査を強
化し、法令遵守を徹底。 
 
615. 浅間家畜育成牧場における獣害対
策について：群馬県浅間家畜育成牧場 
須田帆南 
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 浅間家畜育成牧場（以下、当場）はニ
ホンジカによる放牧草地への採食や、イ
ノシシによる掘り起こし被害が年々増加。
さらに野生動物が侵入し育成牛が死亡し
たと思われる事故は 27 年度から 29 年度
の 3 年間で 5 頭。また、当場は国指定鳥
獣保護区内に位置するため捕獲が制限さ
れ加えて猟友会員の減少等により十分な
捕獲効果が上がっていない。25 年度から
はライトセンサスを実施し、ニホンジカ
は年々増加。例年、秋から冬にかけて 100
頭前後が確認され本年も 4 月に 95 頭、以
降夏まで 70 頭確認。環境省と協議しニホ
ンジカ、イノシシの対策をクマの錯誤捕
獲とならない冬眠期とした。11 月 24 日
から 12 月 24 日までくくり罠 100 基を設
置し、シカは 1 ヶ月間で 13 頭捕獲。イノ
シシの対策としては箱罠を 5 台設置し、
29 年度は 19 頭捕獲。クマに関しては 4
頭捕獲し、翌日に学習放獣を実施。今後
も環境省、長野原町、猟友会及び鳥獣被
害対策支援センターと連携して獣害対策
に取り組んで行きたい。 
 
616. 海外悪性伝染病発生時における殺
処分法等の検討：千葉県中央家保 三浦
良彰  

海外悪性伝染病発生時には迅速な防疫
対応を要し、殺処分にかかる時間の把握
は重要。成牛 1 頭、肥育豚 3 頭、成鶏 330
羽を用いて、殺処分方法等を検証。牛及
び豚の殺処分は鎮静剤投与後、牛は薬殺、
豚は電殺で実施。鎮静剤投与から死亡ま
で、牛で約 15 分、豚で約 10 分を要した。
鶏の殺処分は、使用する容器の種類、炭
酸ガス注入法及びドライアイスを用いた
方法について検討。炭酸ガスでは容器の
大きさにかかわらず注入から 90 秒以内
で、ドライアイスでは投入から 210 秒か
ら 470 秒で殺処分可能。また、高病原性
鳥インフルエンザ発生時、高床鶏舎の搬
出口が 1 か所のみで、殺処分に時間を要
した経験から、鶏舎 2 階から殺処分鶏を
運搬するために、ステンレス単管とブル
ーシートで簡易滑り台を作成し検証。滑
り台は角度（約 32～46 度）を変えて実施。
シートの破損等改善の余地はあるが、実
用可能。これらの結果は、防疫計画作成
の一助となると考える。 
 
617. 「飼育動物診療施設のしおり」を用
いた獣医事の新たな取り組み：神奈川県
県央家保 石原深雪、和泉屋公一 

当所管内の飼育動物診療施設（診療施
設）は平成 29 年末約 900 施設で、診療施
設数及び獣医事の業務量は増加傾向。「飼
育動物診療施設のしおり」（しおり）を
作成し、3 年間ですべての診療施設に郵
送する取り組みを開始。しおりには、診

療施設に再確認してほしい事柄や診療施
設からの問合せが多い事柄をまとめ、更
に自らの施設の管理状況をチェックでき
るページを設けた。また、しおりの内容
を評価するためのアンケートを同封し、
今年度は約 300 施設にしおりを郵送した
ところ、約 70 施設から回答を得た。回答
から、開設者等がしおりを活用し、管理
の見直し等を行っていることが確認でき
た。更に、診療施設からの問合せ・届出
等の反響があった。しおりは開設者等の
理解を深め、診療施設でのコンプライア
ンスの取り組みを助ける手段として有用。
また、獣医事の業務をより円滑に進める
ことができる効果があった。しおりの内
容を改善し、今後も取り組みを継続する。 
 
618. 佐渡島内におけるＢＳＥ検査と病
性鑑定体制：新潟県中央家保佐渡支所 
今井杏子、會田恒彦 
 本県家保では平成 16 年 4 月から BSE 対
策特別措置法に基づき対象牛の BSE 検査
を実施、平成 29 年 12 月までに 9,242 頭
全頭の陰性を確認。佐渡島内では以前の
解剖焼却施設が能力不足だったことから
平成 16 年に新施設に移転。新施設は省力
化が図られ搬入採材は最少 2 名で対応可
能、BSE 検査及び病性鑑定が円滑化。平
成 29 年 12 月までに乳用牛 384 頭、肉用
牛 148 頭の BSE 検査を実施、全頭の陰性
を確認。死因は上位順に運動器病、周産
期病、消化器病、感染症。病性鑑定事例
は牛 158 頭、豚 38 頭、山羊 4 頭。内訳は
牛白血病 56 頭、異常産 8 頭、脂肪壊死症
4 頭など。成績をとりまとめ、巡回や研
修会で農家に情報提供、農家の飼養衛生
管理意識が向上し衛生対策が改善。施設
の運用に伴う焼却炉の修繕、汚水処理な
どの維持費が課題。BSE 検査と病性鑑定
の継続により佐渡の畜産に貢献、今後も
現体制の維持が必要。 
  
619. 岐阜大学と連携した産業動物獣医
師育成・確保の取り組み：岐阜県中央家
保 北村夕子、大平雅史 
 平成 26 年 3 月、岐阜県は岐阜大学との
家畜衛生に関する連携協定を締結し、平
成 29 年度には中央家畜保健衛生所（以下、
中央家保）が大学敷地内に移転した。こ
れを機に、地方公務員獣医師に重点を置
いた産業動物獣医師育成プログラム（以
下、育成プログラム）に本格的に取り組
んでいる。新しい試みとして、岐阜大学
オープンキャンパスで高校生を対象に地
方公務員獣医師紹介や中央家保見学会を、
また、獣医学生には参加型の業務体験実
習を行った結果、参加者から好評を得た。
今後の育成プログラム検討のため、岐阜
大学獣医学生に各職種の認知度や進路希
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望先等についてアンケート調査したとこ
ろ、地方公務員獣医師の仕事の楽しさや
意義を伝えること、また、早い時期から
理解を広めることの必要性が考えられた。
今後は得られた課題に対応するとともに、
実習生が積極的に参加できる、より充実
した育成プログラムを計画し、地方公務
員を含めた産業動物獣医師確保推進に取
り組みたい。 
 
620. 病性鑑定技術研修会を通した家畜
保健衛生所職員の人材育成：岐阜県中央
家保 伊藤一智、大平雅史 

岐阜県では病性鑑定技術の向上を目的
に病性鑑定研修会（以下研修会）を 40 年
以上前より開催。研修会には、比較的家
保経験が少ない職員（新規採用、公衆衛
生部局等からの人事交流等）が参加。今
回、過去の開催状況（研修内容、参加者
等）について分析。研修内容は乳汁検査
等の基本的な検査手法の要望が多いこと
から、細菌関連が大きな割合を占めてい
た。事例検討会を併せて実施し、各家保
の疾病の情報共有を図っている。ＢＳＥ、
ＨＰＡＩ、口蹄疫の発生時には、速やか
にテーマとして取り上げ、採材方法・搬
入時の注意事項など防疫対応の確認等に
努めた。補職別の参加者は、平成 14 年度
では技師 27％、主任技師 64％、平成 29
年度は技師 50％、主任技師 40％と家保経
験の浅い技師の割合が大きく増加したこ
とから、技師に対する指導がより重要。
研修内容は、基本的な手技に対する要望
が多く、引き続きこの研修会を検査手技
等の向上の場・疾病情報を共有する場と
していきたい。 
 
621. 三重県の家畜保健衛生所における
GLP 概念に基づいた検査の信頼性確保の
取り組み：三重県中央家保 伊藤秋久、
鈴木義久 
 検査の信頼性確保は、家畜疾病を正確
に診断することで的確な防疫に資するた
めだけでなく、多くの輸出国や欧米諸国
が ISO17025 を取得、最低でも GLP 整備済
であることから、同等水準での対応準備
が喫緊の課題である。しかし、日本国内
においては、特に農林水産部門での検査
の信頼性確保の取組は出遅れており、平
成 27 年度に農林水産省の主導による病
性鑑定施設での GLP 概念に基づく体制整
備が開始されたばかりである。当県では
松阪牛等地域特産の畜産物の輸出を推進
していることから、県内４家保１支所に
おいて検査の信頼性確保に対する意識の
差が生じないよう、連携して同時に GLP
整備を開始。平成 27 年度から動物検疫所
の指導による教育訓練、試験的 SOP の作
成を経て、本年度は先進県や県健康福祉

部からの情報及び国の公表案を参考とし、
全家保参加のワーキングチームを結成、
実際の運営に向けた体制整備を行った。 
 
622. 家畜保健衛生業務におけるリスク
コミュニケーションとナレッジマネジメ
ントの取組 :京都府丹後家保 島村優理、
川島康成 

当所は家畜防疫や畜産振興に加え、家
畜診療業務も担っている。職務内容や経
験にバラツキがある各職員の知見や経験
を集約し、いかに組織として活かすかが
これまで課題であった。そこで、家畜保
健衛生業務におけるリスクコミュニケー
ション（RC）とナレッジマネジメント
（KM）による様々な事象への対応力を積
み上げ、組織力向上を企図。防災対応カ
ードゲーム教材「クロスロード」を参考
に著作権を持つチームクロスロードと覚
書を交わし、「クロスロード畜産編」を
製作、RC ツールとして活用。RC の取組
では、個別事例検討として KM にも通じ、
対処法や失敗等の情報が共有され、新し
い視点による検討材料も提議された。生
産現場でも活用し従業員間、従業員と経
営者間の意識共有に有効。家畜診療面で
は技術研修会を頻回行い、均質でレベル
の高い技術の提供に繋げている。「クロ
スロード畜産編」は一層の内容充実を図
り、様々な場面での活用を目指す。 
 
623. 家畜疾病診断の精度管理向上に向
けた取り組み：和歌山県紀北家保 上田
雅彦、山田陽子 
 家保で行う検査の信頼性確保のために
は検査精度の管理体制を整えることが重
要。国の家畜疾病診断精度管理向上事業
で今年度実施された外部精度管理を踏ま
え検討を開始。外部精度管理としてヨー
ネ病リアルタイム PCR、鳥インフルエン
ザ ELISA、リアルタイム PCR、コンベンシ
ョナル PCR を検査担当者が実施するとと
もに、独自精度管理として担当者以外の
検査員が検査を実施。検査機器の精度管
理としてピペットの取り扱い研修を実施。
外部精度管理では初回結果は不良と判定
されたものもあったが、ピペッティング
等の検査手技を見直したことにより再試
験結果は改善。独自精度管理では鳥イン
フルエンザのコンベンショナル PCR で特
定遺伝子が検出されず現在その原因を分
析中。ピペット研修では定期的なメンテ
ナンスの重要性を再認識できた。今回の
結果を踏まえ本県独自の業務管理要領と
標準作業書を作成することにより検査精
度を向上させ、検査員間で相互補完可能
な体制構築を図りたい。 
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624. 世羅町畜産振興連絡協議会（畜産ク
ラスター事業）の取組：広島県東部家保 
塚崎由子、橋本純恵 

世羅町畜産振興連絡協議会は、全畜種
の農家と関係機関で構成。協議会は、飼
養規模拡大、環境問題対応、自給飼料利
用促進、販売力強化の 4 つの目標を掲げ、
畜産クラスター事業を始めとする畜産振
興に係る事業に取組む。平成 28 年及び平
成 29 年に、畜産クラスター事業により、
家畜排せつ物処理施設 2 件を整備し、コ
ントラクター法人が飼料調製用収穫機械
及び畜産農家が堆肥切返機を導入。事業
実施により、畜産生産額 65 億円（平成
26 年）が 67 億円（平成 28 年 ）（平成
32 年目標 72 億円）、WCS 作付面積 22ha
が 35ha（目標 33ha）、畜産加工品販売額
2,000万円が2,100万円(目標2,500万円）
に増加し、平成 32 年度目標を達成する見
込みで、町内の環境問題改善及び耕畜連
携により飼養規模拡大が図られ、世羅町
の畜産振興に大いに寄与出来た。今後は、
飼養規模拡大による新たな環境問題と経
営の体質強化の対策を立て、畜産クラス
ター事業を活用し、さらなる畜産振興を
推進。 

 
625. 新たな家畜保健衛生所業務マニュ
アルの整備：山口県東部家保 坂田芳則、
大石大樹 

地方公務員獣医師の人員不足や家保業
務の多様化を背景として、即戦力となる
人材育成が急務。そこで、新たな「家畜
保健衛生所業務マニュアル」（以下、業
務マニュアル）を整備。【取組】1 既存
のマニュアルの修正と業務を明文化し、
新たな業務マニュアルを整備。2 経験の
浅い職員がマニュアルを検証し、改善点
を修正。3 理解度チェック表を作成し、
職員が業務理解度の自己評価を実施。【成
果】1 幅広い内容をカバーし、根拠法令
を明示し、フローチャートや写真を活用
した分かり易い業務マニュアルを整備。2 
業務理解度評価の結果、職員の理解度向
上を確認。【まとめ】新たに整備された
業務マニュアルは、家保業務の「見える
化」につながり、経験の浅い職員が短期
間で業務内容を理解する上で有効。また、
全職員での共有化が容易となり、業務内
容の標準化が見込まれる。今後も随時更
新し、より実践的な業務マニュアルを目
指す。 
 
626. 動物用医薬品適正使用のための推
進指導：香川県西部家保 中嶋哲治、髙
橋和裕 
 平成 29 年 4 月～11 月に 13 獣医師が畜
産農家に発行した動物用医薬品指示書
（指示書）3,921 枚について、指示書記

載内容の適正確認と動物用医薬品の使用
状況を調査。指示書の記載内容は、概ね
適正であったが、Ａ獣医師は、一部で指
示する数量と頭羽数・投与期間の整合性
が取れないため、販売業者とともに改善
指導。Ｂ獣医師は、本社名のみで農場名
の記載がないものが散見されたため指導。
薬効別発行状況は、抗菌剤 38.1％、ワク
チン 59.4％、ホルモン剤等 2.6％。抗菌
剤の畜種別発行状況は乳用牛 51 枚、肉用
牛 151 枚、豚 391 枚、採卵鶏 64 枚、ブロ
イラー469 枚、種鶏 365 枚。抗菌剤のう
ち第二次選択薬の割合は、乳用牛 0％、
肉用牛 3.3％、豚 9.2％、採卵鶏 1.6％、
ブロイラー23.7％、種鶏 2.5％。リーフ
レットを用いて、畜産農家及び獣医師に
第二次選択薬を含む抗菌剤の慎重使用の
徹底を啓発指導中。今後、畜産農家の実
態把握のために指示書のデータベース化
が必要。 
 
627. 家畜衛生意識向上を通した畜産振
興へのアプローチ―農家から信頼される
家保を目指して―：沖縄県宮古家保 友
知久幸、片桐慶人 
 宮古地域の農家戸数・頭数は年々減少。
農家の衛生意識向上を通し地域畜産振興
へ繋げる取り組みを実施。肉用牛では高
齢化、小規模、兼業による労働力や衛生
意識の低下、情報不足による分娩死亡事
故や子牛疾病の多発が課題。家畜市場等
で防疫衛生ブース設置、消毒指導実施、
防疫情報紙を毎月配布。各集落の公民館
単位で防疫衛生と生産性向上技術を組み
合わせた勉強会、分娩時の注意喚起ポス
ターを作成。牛白血病講習会や農場内感
染拡大防止対策の強化、寄生虫対策の糞
便検査実施。豚では出荷数の激減、高い
事故率や飼養管理技術不足が課題。農場
毎の飼養衛生管理指導や講習会、PRRS 対
策、豚回虫症対策指導を実施。ブランド
豚創出に向けた飼養管理実証試験を実施。
山羊では育成山羊の発育不良や死亡率が
高い事が課題。多良間村での意見交換会
において疾病対策、駆虫方法の検討、飼
養管理技術指導、村おこし構想を提案。
地域の衛生意識の底上げ強化により、対
策実施農家増加、地域での家保の信頼向
上、地域畜産振興につながった。 
 
628. 外国人技能実習生受入に向けた家
畜保健衛生所の対応:沖縄県中央家保 
小田葉子、仲村圭子 
 平成２９年度から JA おきなわが監理
団体となり「外国人技能実習生受入事業」
を開始。ベトナムから年２回事業期間中
最大１０８名の実習生を耕種農家、畜産
農家に受入。実習生が自国から海外悪性
伝染病等の病原体を持ち込むことがない
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よう、受入農家での実習開始前の 1 ヶ月
研修中に、動物検疫所（動検）と協力し
て講義を行った。動検は動物検疫につい
て特に肉・臓器等や畜産物（肉類）は手
荷物だけでなく国際郵便でも持ち込み禁
止であることを強調、家保は口蹄疫につ
いて症状や発生から終息までの対応を説
明し無闇に畜舎に立入らないことや家畜
衛生について注意喚起。実習生の理解は
深まり講義は有意義。今後国家戦略特区
での外国人の農業就労を解禁する制度が
導入され家畜伝染病の侵入リスクが高ま
ることを懸念。引き続き JA おきなわ、動
検との連携を強化し実習生への講義を実
施。さらに実習生受入側農家への防疫対
策指導や新制度による就農外国人への周
知体制の構築を行っていきたい。 
 
 
 


